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顕著な大雨日の出現状況に注目した 20 世紀の梅雨降水変動に関する
探究的授業の開発（九州の長崎を例に）
蔵田美希※１　加藤内藏進※２　大谷和男※ 3
要旨：梅雨降水量の多い西日本の長崎を例に，20 世紀の梅雨降水変動に関する探究的授業の開発を行った。本学
習プランは，高校の『地学基礎』，『地学』，『地理』をも念頭に置いたものであるが，岡山大学教育学部の「生活
科内容研究 A」の 1 コマ分を使って研究授業を行い，その結果を分析した。気候学的に梅雨が明ける 7 月後半頃
には『無降水日』も多いが，その時期にも主に梅雨前線活動に関連した『顕著な大雨日』がしばしば出現する。
授業では，そのような点を探究的に見出すことを目標とし， 7 月後半頃の日々の大雨日及び無降水日の出現状況
やそれらの梅雨最盛期との違い，7 月後半頃の顕著な大雨日における気圧配置の特徴などを，6 ～ 7 月の日々の
降水量データ表などに基づき読み取る作業・考察を学習活動の中心に据えた。本稿では，取り扱った現象の特徴，
授業の概要，分析結果などについて報告する。
キーワード：『日本の天気』，気象教育，梅雨と豪雨の気候学，20 世紀の気候変動，探究的気象授業の開発
※ 1 蔵田美希（岡山大学教育学部　理科教育専修）
※ 2 加藤内藏進（岡山大学大学院教育学研究科　自然教育学系理科教育講座）
※ 3 大谷和男（岡山大学大学院自然科学研究科　先端基礎科学専攻 )
Ⅰ．はじめに
　地球温暖化に伴う地域ごとの気候変化応答の解明
やそれらに関する知見の普及は社会的にも重要な問
題の一つであり，東アジアでは梅雨もそのターゲット
として重要な現象である。日本の降水の年々変化に関
連して，気象庁（2005）が指摘したように，大まか
には，近年，年降水量の変動が大きくなっており，降
水量の多い年と少ない年とがともに現れやすくなっ
ているという。しかし，顕著な亜熱帯前線帯として
の梅雨前線の活動や関連する日本の天候は，アジア
モンスーンに伴う低緯度側と中高緯度側双方の広域
システムの影響を強く受けるため（Kato 1985, 1987, 
1989; 加藤 1997, 2002; Kawamura and Murakami 
1998; Ninomiya 1984; Ninomiya and Muraki 
1986; Ninomiya and Mizuno 1987; Nakamura and 
Fukamachi 2004；中村・深町 2005，等），地球温
暖化等に対しても複雑な応答をすることが考えられ，
そのことも踏まえた理解や普及が必要である。 
　ところで，中学・高校での気象の単元で扱う日本の
気象・気候系の中で，梅雨は重要な現象の一つであ
り，その特質を深く理解させるための探究的授業の提
案は意味深い（中学校では，日本の四季の天気も学
習指導要領で平成 24 年度から復活）。また，気候シ
ステムは非線型性が強く一筋縄ではいかない複雑な
応答をするが，それを反映した現象の全体像を正し
く把握する力の育成も，地学教育・環境教育におい
て不可欠である。また，そのような複雑さを持つ気
候系の特徴を多面的に捉える活動は，種々の問題が
複雑に絡み合う中での持続可能な社会づくりへ向け
た教育，いわば，ESD ( Education for Sustainable 
Development）の一環としても意義深いことと考え
る。
　そこで，今述べたような視点も交えながら『日本
の気象・気候』の理解を深めるために，高等学校で
の『地学基礎』（平成 24 年度より），『地学』，『地理』
等において，「気象データの分析活動」を主体に据え
た探究的授業の開発も有意義と考える。このことは，
生の気象情報やデータから，その現象の特徴を事実
関係としてどう把握していくかという，いわば『情
報読解力』を育みつつ地学的視点を高めるという学
習活動への格好の素材にもなりうる。
　なお，現行の学習指導要領において，梅雨に関し
ては，小中学校の教科書でも（例えば東京書籍），発
展的内容としての位置づけではあるが，気象衛星画
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像等を活用して，梅雨前線降水帯の特徴や梅雨期と
その前後の日本の天気に関する教材が提示されてい
る。これらは，春や秋の移動性の高低気圧の周期的
な東進・通過に伴う『西から東への天気変化』とか
なり違う状況として，児童・生徒が興味を持つ題材
であろう。しかし，梅雨に関しては，高等学校の教
科書でも，小笠原高気圧とオホーツク海高気圧との
境界という見方にとどまっており（アジアモンスー
ンの影響にも事項としては言及されている場合があ
るが），西日本の日々の降水を特徴づける因子までは
踏み込まれていない。
　ところで，Ninomiya and Mizuno (1987)，加藤
（1997, 2002），加藤他（2009），加藤他（2011）ら
の解析や教材開発で述べられているように，西日本
側の梅雨前線付近では豪雨の頻出に伴って総降水量
も多い。従って，梅雨絡みの探究活動の際には，日々
の大雨の発生に関する気候学的側面にも注目させる
必要がある。一方，春から梅雨最盛期を経て梅雨明け
の時期まで，アジアモンスーンの細かいステップでの
遷移に伴って，単に梅雨前線の位置だけでなく，前線
の大気構造や降水特性の季節的な違いも大きい（Tian 
and Yasunari 1996; Kato and Kodama 1992; Kato 
1985, 1987, 1989; Kawamura and Murakami 1998; 
Ninomiya and Muraki 1986; Ninomiya 1989; Ueda 
et al. 1995; Ueda and Yasunari 1996）。更に，梅雨
最盛期から盛夏期にかけては，単に季節進行に伴う変
化だけでなく，日本付近の亜熱帯高気圧や梅雨前線
の年々変動も大きい（Nitta 1986，1987; Kurihara 
and Kawahara 1986; Kurihara and Tsuyuki 1987; 
Tsuyuki and Kurihara 1989; Sato and Takahashi 
2001）。
　梅雨期の降水の年々変動に関して，Endo (2011) は，
1901 ～ 2009 年の 37 地点における降水量データを用
いて梅雨の季節進行の長期変化について解析し，梅
雨末期の日本海側の地域で降水の長期的増加傾向を
指摘した。しかし，基本的に期間平均値の解析であり，
階級別日降水量の寄与などで見た特徴までは言及さ
れていない。そこで本研究では，多降水日の頻出に
伴って梅雨最盛期の気候学的な総降水量が多い九州
北西部（Ninomiya and Mizuno 1987，等）の例とし
て，長崎における 1901 年以降の約 100 年分の日降水
量データに基づき教材を作成した。本研究では，日
本気象学会の全国大会や同関西支部例会等で本研究
グループが発表した preliminary results を利用した
（加藤他（2010）等の口頭発表。詳細な結果について
は現在，取り纏め中である）。
　なお，本授業の提案において，情報読解力の訓練
という側面も鑑みると，単に梅雨最盛期の基本的な
状況ばかりでなく，夏の天候の年々変動の両極端と
しての，「亜熱帯高気圧に覆われる事例と，梅雨前線
が停滞する事例の出現状況の季節的交代や年による
違い」に注目させることも有益である。そこで，本
研究では，6 月後半ではなく 7 月後半の状況を中心に
据える授業とした。
　従って授業では，降水量データの分析活動の際に，
『多降水日』（本研究では，日降水量 50mm 以上の
日と定義），その中でも『顕著な大雨日』（日降水量
100mm 以上の日と定義）に注目するとともに，『無
降水日』（日降水量 0.0mm の日と定義）の出現状況
にも注目した。
　本授業内容は，小学校等の教員を目指す文科系，芸
術系の学生にも必要な科学的リテラシーでもあるの
で，岡山大学教育学部の 2011 年度前期開講の「生活
科内容研究 A」（加藤内藏進，安藤元紀担当。小学校
教員免許に必修の科目の一つ）の中の加藤内藏進担
当の1回分を使って実施した。この研究授業では，日々
の降水データや天気図を活用した学習活動により，梅
雨明け頃の時期における日々の降水の振る舞い，多
降水日の出現の特徴やその時の日本付近の気圧配置
や前線の位置，およびそれらの梅雨最盛期との違い
を図から読み取らせる作業を活動の中心に据えた。
Ⅱ．西日本の長崎を例とする20世紀の梅雨降水量
の長期変動の特徴の概要
　授業内容の記述の前に，まず本章では，長崎にお
ける 6 〜 7 月の降水量変動の特徴について，授業で
用いた内容を中心に紹介する。本章での図表は，加
藤他（2010）の口頭発表の図表や，補足的に新たに
行った解析結果を教材用にアレンジしたものである。
なお，加藤他（2010）や本研究での新たな解析には，
気象庁 HP に掲載された日本の気象官署における日
降水量等の地上気象観測データを，九州の長崎を中
心に 1901 〜 2009 年についてダウンロードして利用
した。また，地上天気図に関して，1971 〜 1995 年
については『天気図集成』，1996 〜 2000 年について
は『気象』（いずれも，日本気象協会刊行）に掲載さ
れた，毎日 09 時（日本標準時）のものを使用した。
なお，時刻に関しては，本稿では特に断らない限り，
日本標準時で示すことにする。
　1901〜2009年における6月，7月の月降水量の年々
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変動の時系列を第 1 図に示す。また，6，7 月の長崎
における総降水量や，『多降水日』，『顕著な大雨日』
のみで積算した総降水量（それらの降水日による寄
与）を第 2 図に示す。左図は 1911 〜 1940 年（ほぼ
20 世紀前半）での平均値，右図は 1971 〜 2000 年（ほ
ぼ 20 世紀後半）での平均値である。1971 〜 2000 年
についての 6 月後半と 7 月後半とを比較した同様な
図を第 3 図に示す。本研究では，1901 〜 1945 年（20
世紀前半），1956 〜 2000 年（20 世紀後半）につい
ても同様な図を作成した。その結果，20 世紀前半と
後半の特徴の違いは，上述の各 30 年間の統計値でも
ほぼ同様に見出されたので，教材としての簡便性を
鑑みて，授業では各 30 年間での比較を行わせた。
　6 月の降水量について，20 世紀前半は，「かなり
降水の多い年はあるものの，降水の少ない年の頻度
が高い」という年々のばらつきの非対称性が顕著で
あった（第 1 図上段）。図は略すが，その年々変動に
は，50 〜 100 mm/ 日程度の『多降水日』の寄与を反
映していた。例えば，1901 〜 1945 年の 6 月におけ
る〔平均値 +（標準偏差 /2）〕にほぼ対応する月降水
量 500mm 以上の年数は 8 年，〔平均値－（標準偏差
/2）〕に対応する月降水量 250mm 以下の年数は 21 年
であり，平均値に対して，比較的小さな値をとる年
数がかなり多かった（1956 〜 2000 年では，それぞれ，
6 年，12 年）。
　一方，Endo (2011) が指摘したように，20 世紀後
半には 7 月の平均降水量と年々変動ともに増加して
いた（第 1 図下段）。例えば，月降水量 200mm 以下
の年数は 1901 〜 1945 年も，1956 〜 2000 年も 18
年あったのに対し，1956 〜 2000 年には，月降水量
600mm 以上の年も 5 年出現するなど（1901 〜 1945
年では該当年なし），少雨年と極端な多雨年双方とも
出現しやすくなっていた。また，そのような 20 世紀
後半での 7 月降水量の平均値と年々変動の傾向の変
化は，『多降水日』や『顕著な大雨日』の総降水量へ
の寄与の平均的増加やその年々変動の大きさの増大
を反映していた（加藤他 2010）。
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　興味深いことに，7 月の総降水量は 6 月ほど大きく
ないのに，『顕著な大雨日』（日降水量 100mm 以上の
日）の総降水量への寄与は 6 月に比べてかなり大き
く，その特徴は，20 世紀後半でより顕著であった（第
2 図）。20 世紀後半において，平年では梅雨最盛期に
入る 6 月後半と，梅雨明けになることも少なくない 7
月後半とを比較すると，7 月の平均として見られた特
徴は，7 月後半に特に明瞭であった。
　長崎における 6 月後半，7 月後半の顕著な大雨日の
出現日数，無降水日の出現日数の割合，顕著な大雨
日について平均した日降水量について，1911 〜 1940
年と 1971 〜 2000 年での集計結果を第 1 表に示す。
1971 〜 2000 年の 7 月後半に『顕著な大雨日』が 13
日あった。これら全事例の地上天気図（09 時）を第
4 図に示す。
　1976 年 7 月 19 日，1989 年 7 月 28 日，1991 年 7
月 29 日の事例では，長崎が台風の閉じた等圧線で囲
まれる領域（おそらく風も強い）に位置しており，台
風の直接的影響に伴う大雨がもたらされたものと考
えられる。しかし，その他の事例では，梅雨前線が
九州付近に位置していた。なお，1999 年 7 月 29 日
の事例では，長崎は太平洋高気圧 ( 小笠原高気圧 ) の
西縁部で，更に北方の梅雨前線への水蒸気輸送の通
り道に位置していた（これも，梅雨前線の活動に関
連したものとみなせる）。
　以上のように，平年だと梅雨が明けることも多い 7
月後半における『顕著な大雨日』でも，台風の影響
による大雨よりというよりも梅雨前線の活動に関連
した事例が多く，その割合は８割近くを占めていた
点が注目される。
　また， 7 月後半には，『無降水日』の出現頻度は６
月後半よりもかなり多かったが，『顕著な大雨日』も
少なくなかった（第 1 表）。この特徴は 20 世紀前半
よりも後半に顕著であった。興味深いことに，20 世
紀後半には，『顕著な大雨日』で平均した降水量も，
7 月後半には 6 月後半に比べてかなり多かった。
　以上のように，(1) 6 月には，20 世紀前半に少雨の
年が多いことを反映した非対称的な年々変動が見ら
れたこと，(2) 7 月は無降水日が多い時期であるが，
主に梅雨前線の活動に関連した『顕著な大雨日』の
降水の寄与によって月降水量が多い年も少なくなく，
そのような特徴は 20 世紀前半よりも後半に明瞭で
あったことが，20 世紀を通した 6 〜 7 月の降水量変
動の特徴として集約される。
Ⅲ．授業の概要
　本研究での授業の概要は以下の通りである。なお，
「生活科内容研究 A」の加藤担当分の講義では，生活
科における児童の活動の「舞台装置」となる季節サ
イクル・季節感や地域の自然環境などについての学
生自身の興味や見識を深めるために， ①日本の季節サ
イクルと気候特性（モンスーンアジアの中で），②梅
雨と台風（気象災害と恵みの雨），③東アジア独特な
季節サイクルの中で（自然環境や生活との関わり），
④東アジア独特な季節サイクルの中で（文化との関
わり），⑤異常気象や気候変化と生活，⑥天気予報の
仕組みと気象情報，等の話題提供を行った（各項目
毎にかけた時間は、必ずしも均等ではないが）。
　本時は，その前回までに加藤が行った，豪雨をも
たらす梅雨前線の特徴と降水特性（『多降水日』の寄
与にも注目），及び，それへのアジアモンスーンの影
響についての講義内容を踏まえて実施された。
対象：岡山大学教育学部「生活科内容研究 A」（担当
教員：加藤内藏進（専門：気象学）と安藤元紀（専門：
動物学））の加藤担当分。受講者 84 人
日時：2011 年 6 月 15 日　第 1 限目（8：40 ～ 10：
10）
授業者：蔵田美希（T1，ゲスト）　加藤内蔵進（T2，
授業担当教員）
テーマ：「梅雨の季節進行の位置づけの中での降水量
の年々変動の特徴を，気象データからつかもう」
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指導目標：気象データに基づき，梅雨期の季節進行
の位置づけの中で降水量の年々変動の特徴を捉える。
 
学習活動の流れ：
　長崎における 1911 ～ 1940 年，1971 ～ 2000 年の
日降水量データ等に基づき教材を作製した（Ⅱ．では，
基本的には，本時の学習活動で教材として配布した
図表に基づき概説してある）。主な学習活動は次のと
おりである。
①　月降水量の長期変化の時系列に基づく，6 月，7
月の違い（長期変化・大雨日の寄与）の概観。 
②　日降水量値の表（縦方向に日付，横方向に年）に
基づく，上記年間の 6 月後半，及び，7 月後半におけ
る『顕著な大雨日』（日雨量 100mm 以上）の出現日
をマークし，それらの頻度を数える実習。
③　7 月後半の顕著な大雨日について，各事例におけ
る地上天気図で見た気圧配置の特徴について，台風
本体による降水か，梅雨前線活動等に関連した降水
かを検討する実習（第 4 図の内容）。 
④　②で配布した表の『無降水日』（降水なし，ある
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いは日雨量 0.0mm の日）に該当する日付の欄の色塗
り作業，及び，その出現頻度を『視覚的に』他の期
間と比較する実習。
⑤　以上を総括し，「平均的には梅雨が明ける年も多
い 7 月後半ごろには（特に 20 世紀後半），『無降水日』
も多い中で，主に梅雨前線に関連して『顕著な大雨日』
も出現するという特徴が見られた」，という事実の関
係を纏める。
学習活動②に関する補足：
　学習活動②で配布したワークシートのうち，日降水
量の表に若干の説明を追加したものを第 5 図に示す。
1911 〜 1940 年については，6 月後半，7 月後半とも
に，無降水日を黄色，『顕著な大雨日』を赤で，該当
するコラムに着色した表を配布した。1971 〜 2000
年については， 6 月後半には同様な着色を行う一方
で，7 月後半については着色していない表を配布し，
その期間について『顕著な大雨日』を赤で着色させて，
日数をカウントさせた。
学習活動③に関する補足：
　配布した各事例の天気図について（第 4 図。但し，
横置のシートで配布），台風の中心の位置を黄色で，
梅雨前線の位置を赤でマークさせた上で，
1) 九州付近に台風が存在している，
2) 九州付近に梅雨前線が位置している，
3) 梅雨前線は九州付近には見られないが九州が小笠
原高気圧の西縁に位置して，九州に湿った南風が侵
入しやすい気圧配置になっている，
のいずれのパターンに該当するか考察させた。それ
をもとに，当該 13 事例のうち，2) が主であることを
確認させた。
　なお，最後に地球温暖化等に伴う地域規模での気
候変化を理解する際の基礎的知見として，今回の授
業のように，日々の降水などの現象の起こり方につ
いても，季節経過の位置づけの中で捉えることが重
要である点を加藤がコメントして，授業を終えた。
 
学習活動④に関する補足：
　1971 〜 2000 年の 7 月後半に関して，『無降水日』
を黄色で着色させた。その黄色が塗られている面積
や日々の持続性を，期間全体を通して視覚的に把握
させ，同じ年間の 6 月後半の特徴と比較させたり（季
節進行の視点から），1911 〜 1940 年の 7 月後半と比
較させた（20 世紀の中での変化の視点から）。
　なお，授業の時間の制約のため，無降水日の日数
に関しては，当方でカウントした結果をパワーポイ
ントで提示し，配布したワークシートの表に書き取
らせた。
Ⅳ．授業の成果と今後の課題
１．ワークシートの質問項目
　授業の数日後に回収した，本授業に関するまとめ
の小レポートとしてのワークシート記述内容をもと
に，授業の成果や課題を分析した。ワークシートの
質問内容は 5 項目であったが，本研究での分析対象
としたものは，次の (1) 〜 (3) とした。
(1) 梅雨期の降水について季節進行による現象の違い
や年々変動に関連して授業のデータ分析から分かっ
た印象深い事実を書いてください。
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 (2) 日常生活の中でこれまでに自分が感じていた梅雨
のイメージに対して今日の授業で新たに分かったこ
とについて，説明してください。
 (3) 今日の内容をふまえると，普通の年だと梅雨が明
ける 7 月後半の季節のイメージは，どのようなもの
になりますか。イラストなどを使ってもいいので自
由に表現してみてください。
２．個々の内容に関する記述内容の集計結果（質問
項目 (1) と (2)）
　授業内容の個々の柱に関する理解度を把握するた
め，質問項目 (1)，(2) についての学生の記述内容を
分析した。同等な内容が，受講者によって (1) で記述
されていたり (2) で記述されていたりしたので，(1)，
(2) の内容を一括して集計した。ポイントとなる事実
に関する主な記述内容を抜粋あるいは要約し，その
記述を行っていた人数もカウントして以下に示す（受
講者（小レポート提出者）84 名あたりの割合も括弧
内に示した（％））。なお，同一学生が (1)，(2) で同様
な点を記述していた場合，1 件とカウントした。また，
1 人の学生が複数内容を記述した場合は，内容毎に
別々にカウントした。授業の内容を比較的的確に捉
えられた例，内容を誤解していると考えられる例も，
以下に紹介する。
（記述内容の集計結果）
(a) 7 月後半でも台風ではなく梅雨の影響で大雨が降
る。：17 名（20.2％）
(b) 7 月後半も顕著な大雨日が出現し，6 月後半より
激しい雨が降る。：40 名（47.6％）
(c) 6 月後半より 7 月後半は無降水日が多くなる。：24
名（11.9％）
(d) 20 世紀後半は前半より顕著な大雨日が多くなり，
激しい雨が降る。：41 名（48.8％）
(e) 20 世紀後半は前半より無降水日が多くなる。：15
名（17.9％）
(f) 季節進行による現象の違い（(b) と (c) の記述あり）：
19 名（22.6％）
(g) 年々変動による現象の違い（(d)と (e)の記述あり）：
15 名（17.9％）
(h) 大雨について（(b) と (d) の記述あり）：20 名
（23.8％）
(i) 無降水日について（(c) と (e) の記述あり）：9 名
（10.7％）
(j) 大雨と無降水日について季節進行を位置づけとし
た年々変動の違い
（(b) ～ (e) の全て記述あり）：9 名（10.7％）
(k) (a) ～ (j) のいずれかに該当する授業内容からわか
る事実を把握できた人数：74 名（88.1％）
(l) その他（無回答，誤った内容の記述等）：10 名
（11.9％）
（具体的に捉えた例）
・梅雨明けのイメージがある 7月後半にも大雨が多く，
その原因は梅雨前線である。また，20 世紀後半にな
るにしたがって，7 月の無降水日と降水日の差が激し
くなっている。
・降水日については 6 月後半が多く，7 月後半は減っ
ているが，大雨の日数は 7 月後半でも 6 月後半と同
じくらいみられ，梅雨前線はまだまだおとろえてい
ないことが分かった。
・20 世紀後半になって，大雨の降る日と無降水日と
のメリハリが強くなっている。
（誤解例）
・6 月のほうが降水量が多いと思っていたけど，7 月
のほうが降水量が多かった。
・年を追うごとに雨の日，降水量が増えていく。
３．7 月後半の季節の捉え方に関する記述内容の集計
結果（質問項目 (3)）
　7 月後半の季節の捉え方を把握するために，質問項
目 (3) に対する記述内容を２．と同様に集計した。そ
の結果を以下に示す。なお，イラストの形で表現さ
れていたものも，その内容に基づき記述事項として
集計した（多くの学生は，イラストも使って表現し
ていた）。授業内容のポイントをそれなりにうまく踏
まえていた学生のイラスト例を，第 7 図に示した。
（記述内容の集計結果）
(a) 7 月後半は激しい雨が降る：67 名（79.8％）
(b) 6 月より無降水日（晴れた暑い日）が多い：67 名
（79.8％）
(c) 7 月後半は無降水日（晴れた暑い日）が何日も続く：
17 名（20.2％）
(d) 7 月後半は台風でなく梅雨の影響による大雨が降
る：7 名（8.3％）
(e) 誤解した回答：4 名（4.8％）
(f) (a) と (b)，あるいは，(a) と (c) の事実が指摘され
ている回答：63 名（75％）
(g) (f) のなかで 7 月後半についてより具体的に表現さ
れている回答：23 名（27.4％）
（具体的に捉えた例）
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・7 月後半の 2/3 ほど晴れの日であるが雨が降る日は
まとまって降るようなイメージ。
・普段は夏のようにからりと晴れている天気になる
が，1 日，2 日などの短い期間で，大量に雨が降る（＊
この内容は , 第 7 図左側の上段に例示したイラスト内
に記述されていた文章である）。
・梅雨前線の影響による激しい大雨が降る日と，無降
水日ともに多い時期となる。
・大雨の日もあれば，真夏のような猛暑の日もあり梅
雨と真夏が混在している時期。
・基本的には晴れの日が多いが，いきなり豪雨になる
こともあり得るため，必ずしも安定した天気が続く
季節だとは断定しにくい。
（誤解例）
・7 月後半は日雨量 100mm 以上の日が少し多いがこ
れは台風の影響が大きいものと考えられる。
4．授業の成果や問題点についての考察
　２．でまとめた質問事項 (1)，(2) に関する記述で，
顕著な大雨日，無降水日，季節進行，年々変動など
いずれかの事実について理解し，記述している学生
（２．の回答 (a) ～ (j) のいずれかに該当する学生）は
実人数で 74 名おり，（全体の 88.1％），授業で取り上
・雨が多くじめじめしている。
　なお，学生が描いたイラスト例について（第 7 図），
左側の 3 枚からは，7 月後半頃には無降水日が多いが
激しい雨が降る日も出現することが，また，右側の
3 枚からは，7 月後半頃は大雨も無降水日も多く，夏
と梅雨が混在する季節であることが表現されている
ように見える。また，雨の強さに関しても，雨とと
もに描かれた雷，大変大きく描かれた雨粒（雨滴の
直径は，普通大きいものでも数 mm 程度であるので，
イラストの雨滴の大きさは科学的にはあり得ないが，
現象全体のイメージとしては分かりやすい），あるい
は，足元の雨粒の跳ね返り，などの描写から，この
時期に激しい降水イベント（集中豪雨タイプの大雨）
もしばしば起き得ることを，学生がイメージして表
現したものと考えられる。
 
 
げた個別的な重要なポイントの幾つかは，多くの学
生が捉えることができたものと考えられる。
　その中でも，(f)，(g) のように「大雨と無降水日ど
ちらも増えている」という事実を把握できた学生は
25名（全体の30％）おり，さらに (j)のように季節進行，
年々変動双方の視点から「20 世紀後半の 7 月後半に
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大雨と無降水日ともに増えている」という事実を記
述できた学生は 9 名（全体の 10％）みられた。この
ように，一部の学生は，「20 世紀後半の 7 月後半とい
う季節は，『顕著な大雨の出現』と『高頻度での無降
水日の出現』がともに起こりやすかった」という突っ
込んだ事実を捉えることができたものと考えられる。
　更に，３．で集計したように，普通は梅雨が明ける
ことも多い 7 月後半の季節のイメージに関して，大
雨と無降水日をセットでみた特徴，あるいは，梅雨
期の中の 6 月後半との違い，20 世紀の長期変化の位
置づけの中での事実，について記述あるいはイラス
ト等で示したものが 63 名あった（全体の 75％。３．
の (f) に該当する学生）。そのなかでもさらに詳細な記
述がされている学生は 23 名（全体の 27.4％）あった
（３．の (g)）。例えば，7 月後半について，「降水のコ
ントラストが大きい」，「天気にメリハリがある」，「夏
と梅雨が混在した時期」などの表現も見られた。　
以上のように，わずか 6 ～ 7 月という 2 ヶ月の間で
も，「季節進行に伴って 6 月後半と 7 月後半の特徴の
違いは小さくないこと，そういう中で 7月後半にも「梅
雨前線活動の影響を受けた『顕著な大雨』は決して
珍しくないこと」，に注目させるきっかけになった点
は，本研究の成果であると考える。
　しかし，(1) 〜 (3) の質問項目を通して，「6 月の方
が降水量が多いと思っていたけど，7 月の方が多かっ
た」や，「（7 月後半は）雨が多くじめじめしている」
の記述例のように， 『大雨の寄与』と『総降水量』を
混同したり，学習活動で主に扱った『顕著な大雨』を，
『普通の雨』と認識したまま実習を行っていたと考え
られる学生もみられ，一筋縄ではいかない現象の事
実関係をいかに的確に捉えさせるかに関する，更な
る工夫の必要性も示唆された。
Ⅴ．まとめ
　(1) 地球温暖化等に伴う梅雨降水の変化の理解や予
測，その知見の普及は社会的にも重要な問題である，
(2) 梅雨は『日本の天気』の理解の上でも重要な現象
である，(3) 梅雨降水の質の経年変化は，「複雑さも
混じった自然現象の実態を，種々のデータから把握
する」という『情報読解力』育成のための格好の教
材例になりうる，という背景を踏まえて，20 世紀を
通した梅雨降水変動の把握をテーマとする高校や大
学での地学・環境教育に関する授業開発研究を行っ
た（高校の『地学』や『地学基礎』での探究的授業
提案をも念頭に置いた）。
　具体的には，集中豪雨の頻出に伴う梅雨期の降水量
が大変大きな九州北西部の長崎を例に，「平均的には
梅雨が明ける年も多い 7 月後半頃には（特に 20 世紀
後半），『無降水日』も多い中で，主に梅雨前線活動に
関連した『顕著な大雨日』もしばしば出現する。」と
いう点を，探究活動で見出させたいポイントとした。
授業で使用する教材の検討の際には，加藤他（2010）
の preliminary results 等を踏まえた。考案した授業
の成果や今後の課題の検討のため，岡山大学教育学
部の「生活科内容研究 A」（担当：加藤内藏進・安藤
元紀）の 1 コマを使って実践し，授業結果を分析した。
　学習活動としては，6 ～ 7 月の長年の日降水量の
データ表等に基づき，7 月後半頃の日々の大雨日及び
無降水日の出現状況やそれらの梅雨最盛期（6 月後半
〜）との違いや，7 月後半頃の顕著な大雨日における
気圧配置の特徴などに関して，図から読み取るため
の作業を行わせ（表の当該日の色塗り作業や日数の
カウント，前線等を色でマークしながら天気図の情
報を読み取る，等），結果として分かる事実関係を考
察させた。
　授業の結果，多くの学生は，上記の特徴をそれな
りに把握出来ており， 7 月後半の独特な季節感を的確
に捉えていた学生も一部には見られた。しかし，『顕
著な大雨』に伴う降水量と期間全体の『総降水』と
の混同，「顕著なイベント」と「平均的事実」との混
同も少なからず見られるなど，指導法の更なる工夫
の必要性も示唆された。また，本研究では十分取り
上げなかったが，季節経過の中での大雨イベントの
位置づけなど，「季節平均的な現象」と「日々の現象」
といった相異なる時間スケール間の関係の捉え方に
ついても，今後は更なる検討が必要と考える。以上の
ような問題点は残されたものの，今回の試行は，日々
の降水現象と季節の変わり方の双方に注目した気候
の年々変動を捉える切り口を，学生に示した機会と
して意義深いものと考える。
　ところで，気象庁（2005，「異常気象レポート
2005」）によれば，地球温暖化が進行した場合，日本
列島付近では，夏になっても梅雨前線の影響を受けや
すくなって，夏の総降水量や強い雨が増加する可能性
を指摘している。一方では，全球的な温暖化に対応
して，西南日本は高温傾向だが東北日本は低温とい
う，いわゆる『北冷西暑』の傾向が見られるように
なったとの指摘もある（谷貝 2005）。なお，梅雨前
線の北東側のシステムとして，また，冷夏時には８
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月でも東北日本を中心に大きな影響を与えるオホー
ツク海高気圧の形成に対して，周辺の海域に比べて
ユーラシア大陸の季節的な大きな昇温が重要な基本
場となっているという（Nakamura and Fukamachi 
2004；中村・深町 2005；木本 2005，他）。
　温暖化した場合，個々の年の梅雨前線や北太平洋
高気圧，オホーツク海高気圧等の影響がどのように
なるのか，現在，年々の変動性も含めて詳細な研究
がなされている段階であり，まだ確定的なことは述
べられない。しかし，もしも，夏に梅雨前線を挟ん
だ南北のシステムのコントラストが日本付近で大き
くなったとしたら，そのいずれのシステムの支配下
に入るか，あるいは両者のシステムの境界付近に位
置するかによって，日本列島の天候は大きく変動し
うるであろう。
　今回の授業で注目した 7 月後半頃は，梅雨期から
盛夏期への変わり目にあたるので，降水の平均的傾
向や年々の変動性が長期的に変化しているとしたら，
生データに基づく単純な集計によっても，その現象
の重要な切り口を生徒・学生が見出すチャンスは十
分あり得よう。つまり，生徒・学生が，探究的授業
の結果として，気象学自体に関する本格的な研究へ
繋がる情報をも見出せるかも知れないという醍醐味
を孕んでいることになる。
　従って，探究の方法やその過程における考察の進め
方などを学ばせる『探究的授業』においては，学問的
に良く分かっている内容ばかりでなく，逆に，今回
の素材としたような，まだ確定的な事実関係すらき
ちんと記載されてないような現象でも，比較的簡単
な作業だけで「専門家が詳細に調べる価値があると
考えるような切り口の発掘」に繋がり得るようなテー
マを，敢えて取り上げる意味があると考える。特に，
気候変動など，地学分野で興味の対象とする内容は，
教科書等である程度おなじみの現象でも，よく考え
ると，『事実関係すら』よく分かっていない事象は多
い。従って，地学分野における探究的授業においては，
生徒・学生の比較的簡単な活動によっても，そのよう
な醍醐味を味わってもらえるチャンスは大きく，そ
のことが，更なる意欲の向上にも繋がりうるものと
考える。
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Title:  Development of a Study Plan on Investigating the Long-term Variation of the Baiu Precipitation 
during the 20th Century with Attention to Appearance of the Heavy Rainfall Days at Nagasaki in the 
Northwestern Part of Kyushu
Miki KURATA (Faculty of Education, Okayama University)
Kuranoshin KATO (Graduate School of Education, Okayama University)
Kazuo OTANI （Graduate School of Natural Science and Technology, Okayama University）
Abstract: 
  A study plan for high school or bachelor students on investigating the long-term variation of the Baiu 
precipitation during the 20th century was developed with attention to appearance frequency of the heavy 
rainfall days at Nagasaki in the northwestern part of Kyushu.  Around the latter half of July, although the 
appearance frequency of the “non-precipitation days” increases, the “extremely heavy rainfall days” with 
more than 100 mm/day appear in association with the activity of the Baiu front, as frequently as in the 
latter half of June. Besides, the total precipitation and its year-to-year variability there increased in the 
latter half of the 20th century. The proposed study plan in the present paper deals with the above features 
on the precipitation variation.  In order to examine validity of the study plan, the class was performed in the 
Faculty of Education of Okayama University.  The present paper summarized the results of the analyses 
on the variability of the Baiu precipitation at Nagasaki used for the study materials of this class firstly. 
Secondly, we introduced the outline of the class. Finally the results of the class were reported.
Keywords: Weather systems around Japan, Meteorological Education, Dynamic climatology on the heavy 
precipitation in the Baiu season, Climate variability in the 20th century, Development of a study plan on 
investigating the climate variability.
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コミュニケーション行為による自己肯定感向上に関する研究
―キャリア教育の視点からみた道徳授業実践を通じて―
作田　澄泰※１　中山　芳一※２
要旨：長引く不況や絶え間なく変化する社会の中，子ども達にとって将来の夢に不安を隠せない現状がある。ま
た，自分でどのように判断し，生き抜けばよいか分からなくなったり，自信をなくしたりして，将来を生きる希
望すら見失うことも少なくない。こうした不安感から自分自身の心に自信と希望を目指していくことで，夢や目
標を抱き，生きる喜びを感じられるようになる。そのためには，キャリア的視点からみた道徳性を育んでいくこ
とが重要であると考える。本研究では，充実したコミュニケーション行為によるキャリア的視点からみた道徳授
業を実践することにより，人の心の中にどのような心情がめばえ，将来への展望をもつことができるかについて
検証した。また，よりよいコミュニケーション行為の確立によって，それぞれの道徳的価値がどのように変化し，
自己肯定感の向上に結びつくかについて明らかにした。
キーワード：キャリア視点からみた道徳的価値　自己肯定感向上からの自信　他者への共感　よりよいコミュニ
　　　　　　ケーション　
※ 1 作田澄泰（広島県尾道市立三庄小学校）
※ 2 中山芳一（岡山大学キャリア開発センター）
Ⅰ．はじめに
　絶え間なく変化する今日の社会の中で，自分の低
下したりするなど，問題点は多々指摘されている現
状がある。そのため，社会問題として浮上したもの
として，ニートやフリーターの増加，不登校，問題
行動などが多い。これらの問題点の理由として挙げ
られるものに，小学校，中学校，高等学校といった
発達段階に応じたキャリア的視点からみた道徳性の
低下が考えられる。これは，アンケートや意見の中
から見ると，「景気が悪いので頑張っても就職できな
い」「便利な世の中だから，適当に生きていく方が楽」
などといった今後の社会への懸念する声も多い。しか
し，それらをめぐる脳裏の中には，「将来の就職は厳
しいから，頑張っても無理」といった考えの中にある
「自分に自信がもてない」といった自分喪失の不安感
は隠せない。こうした点から考えると，子ども達の
心の中には，「努力」「夢」「希望」「自信」などといっ
た自己肯定感をもつことができなくなっている。
　何故，自己肯定感が損なわれつつあるかについて
考えたときに，今日の情報メディア等のめまぐるし
い普及による，よりよいコミュニケーションのあり
方に大きく欠けているものと感じられる。若者は自
らの成長・発達を支える上で不可欠な「社会の現実」
や異年齢との多様で幅広い人間関係を得ることがで
きず，モデルとすべき生き方を見付けにくい状況に
置かれている。このことは，不登校をはじめとする
生徒指導上の様々な課題とも無縁ではない。
　各種の報告等では，①人間関係をうまく築くこと
ができない。②自分で意思決定できない。③自己肯
定感をもてない。④将来に希望をもつことができな
い。⑤進路を選ぼうとしない。といった若者が増え
つつあることを指摘する。しかし，働くことや生き
ることに対する若者の関心や意欲は必ずしも低下し
ておらず，潜在的な資質・能力が高いことを裏付け
る事例も見受けられる。適切な機会や場が提供され，
指導内容や方法等に工夫がなされれば，若者の豊か
な資質は，予想以上に大きく開かれるに違いない。（１）
　また，コミュニケーション不足は大きな問題点で
あり，近年，「話す，聞く，書く」といった言語活動
が不十分となり，本来行われていた言葉の教育が失
われつつある。こうした著しいコミュニケーション
行為の衰退により，いわば言葉のキャッチボールが
できにくくなっている。現代の情報メディア社会で
は，言葉のやりとりとしては「メール」が主流となっ
【研究論文】
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てきた。しかしながら，このメールでは本来培われ
てきた言葉のやりとりをねらいとした言語活動が為
されていないのである。今までの普通のように思わ
れてきた会話や手紙などを通じた「話す，聞く，書く」
活動の中では，相手を意識した言語活動が為される。
常に，「自分がこう言えば，相手はどんな気持ちにな
るだろう」という思いが頭の中に少しはよぎってく
る。また，相手を見て話すことによって，仕草，表情，
体調などの様子が鮮明に感じ取れる。しかし，メー
ル等では，自分の思いや用件は伝達できても，言葉
のキャッチボールは困難となり，その結果生み出さ
れるものは，相手意識の欠如，あるいは，大きな誤
解を招くことにつながるかも知れない。
　つまり，言葉のみではなく，常に言葉のやりと
りの中から言語活動の充実が生まれるのである。そ
の中から，人への関わり方や接し方が養われ，単な
る言語活動ではなく，道徳的な価値観をもつことに
つながるのではないかと思われる。
Ⅱ．コミュニケーション行為における自己肯定感の
　　必要性
　平成２０年度の筆者の勤務校による高学年児童の
アンケートにおいて，「将来の夢は何ですか」という
質問に対して，約３０％の意見から「まだ決めてい
ない」の解答があった。そのうちの理由としては，「適
当に生きる方が楽」「どうしていいか分からない」「ま
だ，何になればいいか自信がもてない」との回答が多
かった。また，逆に約７０％の児童は，夢や目標は
あるものの，理由としては「何となく」「よく分から
ない」といった回答が約半数近くあった。また，全
国的な課題においても，夢や希望に自信が持てない
児童が年々増加傾向にあるとの指摘ももたれている。
　こうした課題をとらえ，子ども達に発達段階に応
じたキャリア教育を中心とした道徳的課題意識をも
たせ，将来を見据えた教育を行っていくことが求め
られる。また，自信のもてない子ども達の増加に伴い，
今日損なわれつつあるコミュニケーション行為を充
実させることにより，「自分は自分として認められて
いる」という自分への自信へとつなげていくことが
必要である。このような，コミュニケーション行為
の充実によって得られた，キャリア視点からみた道
徳的価値を構築させることによって，自己肯定感の
向上へとつながると思われる。
　自己肯定感には，「浅い自己肯定感」と「深い自己
肯定感」とがある。
①浅い自己肯定感は，
　「　　自分にはいいところがある」
　「自分でいいところを知っている」
という気持ちである。
②深い自己肯定感は，
　「自分の善悪も含めて認めることができる」
という気持ちである。（２）
このように自己肯定感をより深いものにし，自分自
身の心の中に自信を見出していくことが必要である。
これらの自己肯定感を得ることができないまま，「何
となく生活している」といった現状がみられるため，
自分自身の心の中に今までにはみられないような「自
分らしさ」のある充実感を培っていくことが大切で
ある。そのためには，損なわれつつある言語活動を
充実させ，よりよいコミュニケーションのあり方を
図るとともに互いを理解し合い，キャリア的道徳性
を育んでいくことが重要であると考える。
よりよいコミュニケーション行為とは，互いに認め
合うことができ，前にも述べた「自分らしさ」を構
築することができるコミュニケーション行為のあり
方であると筆者は考える。そのためには，互いを誉
めるだけでなく，納得のいくコミュニケーションの
あり方によって，自分自身の思考にも自身がもてて
いくと思われる。そして，こうしたコミュニケーショ
ン行為のあり方によって，「自信がもてない」といっ
た生きる希望の喪失感から，自分自身を様々な角度
から見つめ，生きて働く道徳性を向上させていく必
要がある。
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図１「浅い肯定感」と「深い肯定感」（３）
　本研究では，こうした課題を踏まえ，コミュニケー
ション行為のあり方を最重視し，コミュニケーション
のあり方によって，自己肯定感向上に結びつくかど
うかについて検討した。また，こうした自己肯定感が，
どのようにキャリア的道徳性の向上につながるのか，
筆者の授業例を挙げて考察した。
Ⅲ．自己肯定感を高める道徳授業の実践概要
１　一定のルールによるコミュニケーション行為の
あり方からみた道徳教育の実践
　筆者は，道徳性向上に向けたコミュニケーショ
ン行為を行う際に，ハーバーマスのコミュニケー
ション行為理論を参照にして，一定のルールを用
いて授業を行った。
　ハーバーマスの理論によると，「了解」という納
得ある相互間のコミュニケーション行為のあり方
によって，道徳性が向上していくものとされてい
る。筆者はさらに，次のコミュニケーション行為
のルールを用い，道徳授業を行い，子ども達の心
にどのような道徳的価値が生じていくのかについ
て考察した。また，一定のルールとは，次の指導
案の２時限目に示す通りである。
この授業例は，平成２０年に第６学年で実施したキャ
リア的道徳的価値の向上を目指した授業実践例であ
る。児童数は，２６名で男女の割合は，男子：１２名，
女子：１４名である。本授業で扱ったＶＴＲ資料と
して，「メジャーリーガーイチロー」の野球人生を検
討し，互いの生き方を話し合
う中で，自分の生き方を見つめ直し，将来の夢に結
びつけていくという内容である。
２　発達段階からみたキャリア教育の必要性と道徳
　小学校第６学年という１２歳の発達段階から見る
と，これからの自分の将来を考えていく上で，最も
大事な時期にさしかかっている。早ければ，高校卒
業とともに，職業に就く学生も少なくなく，１２歳
という節目の年は，子ども達にとって非常に大切な
年となる。しかし，思春期の中心ということもあり，
心の揺れ動く時でもある。そのため，自分の将来を
どう切り開いていけばいいか分からなかったり，ど
う判断すればいいか分からなくなったりする面もみ
られる。こうした点から，より良い職業間に関する
道徳的判断力と自己肯定感を身に付けていくために，
小学校第６学年という発達段階を選択した。
　２時間構成で実施し，ねらいは，指導要領に掲げる
価値項目「１－（２）希望，勇気，不撓不屈」「２－（２）
思いやり，親切」「４－（１）役割と責任の自覚」と
し，主題は「生活を見つめ直し，自分の夢をつかもう」
として授業を実践した。
　１限目では，ＶＴＲを視聴して，イチローの生き
方を交流する中で，自己の生き方を見つめ直し，
２限目では，１限目を踏まえての交流を行った。その
際に，指導案に示すルールを基に交流し，気持ちの
変化にどのような結果が生じるのか分析・考察した。
─ 17 ─
コミュニケーション行為による自己肯定感向上に関する研究
図２　自己肯定感を高める道徳授業計
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・「無理かも分からないけど，頑張れるだけ頑張りた
　い」
という声も聞かれた。
　②　交流から自己肯定感を深める活動
　指導案に示す２時間目の「話し合いのルール」を
約束事項とし，各自の将来の夢について話し合うこ
とで，次のような意見が出された。
実家の家業を継ぎたいという児童に対して，
・「普通だったら，家の仕事は継ぎたくないと思うか
　も知れないけど，親のあとを継ごうと思うのはす
　ごい。」
・「ぼくだったら，自分の好きなことをしたいから，
　親の仕事はできない。親や家のことを考えている
　のはすごい。」
　こうした意見から分かるように，互いの良さに気
づいたり，参考にしたりしている面が伺われた。また，
イチローのようにスポーツ選手になりたいという児
童の意見に対して，
・「そんなに簡単じゃないと思う。」
・「でも，あきらめたくない。あきらめると自分に負
　けるような気がする。」
といった声も聞かれた。
　話し合いで友達の良かったところを手紙に書いた
内容については，
・「小学校の先生になるとあきらめない気持ちは，す
　ごいと思った。最後まで頑張り抜くところがあな
　たのいいところです。」
・「電気工事の会社に入るのは難しいと思うけど，電
　気の勉強をするために，頑張るところがすごい。」　
といった，友達の良さに気づいている様子が伺えた。
　また，最後の感想では次のような内容で書かれて
いた。
・「自分では，将来の夢はどうなるか不安だったから，
　だれにも話せなかった。でも，みんながはげまし
　てくれてうれしかった。」
・「きびしいことも言われたけど，参考になった。そ
　して，たくさんほめてもらってうれしかった。」
・「私は友達が少なくて，自分はきらわれていると自
　信がもてなかったけど，良いところを言ってもら
　うと，いろんな人から認めてもらえた気がしてう
れしかった。」
・「笑顔で話してくれるとやっぱりうれしい。良いと
３　自己肯定感を高める道徳授業の実際
　①　人の生き方から自分を見つめる活動
　主題「生活を見つめ直し，自分の夢をつかもう」を
提案し，２時間扱いで道徳の授業を行った。１時間
目では，イチローの生き方から，話し合いを通じて
自分自身の生き方を見つめ直し，児童たちの中から
次のような発言があった。
・「イチローが毎日あきらめずに，練習を続けたのは
　すごい。ぼくだったら，まねできない。」
・「イチローも苦労があって今があることが分かっ
　た。」
・「よく，毎日練習できたのがすごいと思う。」
・「お父さんの支えがあったんだな。家族の絆がよく
　分かる。」
・「私もイチローのように，目標に向かって頑張りた
　い。」
　このように児童からの発言から，イチローの生き
方によって，普段の自分自身の生き方を改めて考え
させられていた。イチローの生き方を自分の生き方
と心の中で比較することで，自分の生き方そのもの
に問いかけ，自問自答しながら，「このままでいいの
か」といったつぶやきの声も聞かれた。最後の「自
己の振り返り」では，
・「今までの自分が情けなく思った。」
・「あきらめずに目標に向かって頑張らなければ。」
・「あきらめなければ，夢はかもしれない。」
・「大事なのは，目標に向かって努力すること。」
といった意見も出された。また，イチロー自身の野球
人生の生き方からつかんだ「結果も大事ですが，そ
こにいくための道のりのほうがもっと大事です。」と
いう言葉から，イチローがなぜ，このような言葉を
発することができたのかについても，
・「普通の努力ではなかったはず。」
・「どんな苦しみもたえたのはすごい。もし，成功し
　なかったら，どうしたのだろう。」
という声も聞かれた。児童たちの中には今までに，
　「もし，失敗したらいけない」という不安感が隠せ
ないようであった。しかし，イチローの生き方と言
葉を聞いて，少しずつ「夢は叶う」という気持ちに
変わっていったと思われる。
そして，授業後半での筆者の「もし，夢が叶わなかっ
たらどうする？」という発問に対し，
・「たとえ，夢が叶わなくても，努力し続けたい。」
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ころをたくさん見つけてくれて，自分に自信がもて
たし，将来の医者になるという目標に向かって頑張
ろうと思えた。」
というように自分の夢に向かって肯定的な意見に変
わった姿が見られた。また，児童の表情については，
ほとんどの児童に笑顔がみられ，希望に満ちた様子
が伺えた。
Ⅳ．コミュニケーション行為による自己肯定感と道
　　徳性の変容
　Ⅲの結果からも分かるように，本授業でのコミュ
ニケーションを通じて，「話し合いのルール」を決め，
互いに否定せず，良いところを探すことによって，
互いの良さを認め，自分自身の心の中に，希望と安
心感が生まれたことと推測される。「自分のやりたい
ことはあるけど，本当に夢が叶うか不安だったけど，
少し安心できた。」と感想にもあり，これからの希望
に向かう姿が伺える。
　こうした結果については，互いの意見を否定せず，
尊重し合うことで，「自分は認められている」という
安堵の気持ちがめばえていくことで，自信につながっ
たと思われる。授業前では，「どうせ，頑張ってもし
かたない。」「夢なんてない。」といった声も学級の中
で聞かれていた。しかし，互いの道徳的価値を認め
合うことで，今までの自分が考えていた価値観とは
また違った価値観が心の中に
現れ，葛藤していく部分もあったのではないかと推測
される。また，このことによって，１時間目のイチロー
の姿から考えさせられた点と２時間目の意見交流の
点において，将来の職業観についての見方・考え方が
深まり，道徳的価値も広がりをみせたと予想される。
　児童の中には，普段からほとんど会話することのな
い孤立した児童もいたが，本授業を終えてみて，笑
顔や安心した表情であった。授業後の感想から，「た
くさん話せて，嬉しかった。自分ことが分かっても
らえてうれしかった。」という記述もみられた。
　こうした肯定的コミュニケーション行為により，児
童の心の中に様々な感じ方が生まれ，１つの大きな
自信につながっていったと思われる。筆者が取り上
げる感じ方の種類を挙げると次のようになる。
・自己効力感　　　・自尊感情
・自己有能感　　　・自己有用感
・深い自己肯定感　
　これらの関係を図で示すと次のように考えられる。
図３　自己肯定感の諸相（４）
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　最近では，自己肯定感と自尊感情を併記して同じ
意味で用いられる場合も多いが，後者では「自己肯
定感の認知的な側面」であると考えられてきている。
つまり，「自分のよさを自分で評価し，自分の価値を
自分で認識することができる。」ことが自尊感情だと
考えられる。それは，自尊感情は，心理学の調査を
もとにした量的研究の中で生まれてきた概念であり，
自分自身に対する肯定的な「評価」という側面が強
いためである。この自己肯定感を訳したものが「自
尊感情」であり，自分自身に対する肯定的な「評価」
という認知的な側面が強い概念である。つまり，「自
分で自分のことをどう思っているか」という「自己
認知のレベルでの自己肯定感」＝「自己肯定感の認
知的側面」となる。
　それに対して，「自己肯定感」は，アンケートによ
る数量的研究では測定することができない「深い自
己肯定感」をも含んだ包括的な概念であり，自分の
醜いところ，人を恨んだり妬んだりする醜く汚れた
気持ちの存在も含めて，善悪の観越的な観点をも含
んだ，深い自己肯定が可能になったときに生まれて
くる感情のことを「深い自己肯定感」と呼ばれる。
　そして，他者や集団，社会とのつながりの中で，「自
分も役に立てるんだ。人のため，社会のために自分
もできることがあるんだ。」という気持ちが「自己有
用感」であり，自己肯定感の対人的，対社会的側面
であると考えられる。
また，「自己有用感」と呼ばれる，いわゆる「自信」
のことであり，「自分にはできることがある」「自分の
能力に対する肯定的感情」を示す。これは，「自己肯
定感のうちの能力的側面」と言ってもよいであろう。
　さらには，自己効力感があり，これは，「自分には，
何かを成し遂げたり，達成したりすることができる」
という感覚であり，いわば，「自己肯定感の行為達成
能力的な側面」と考えられる。
まとめると，「自己肯定感の認知的側面」が「自尊感
情」，「自己肯定感の対人的，対社会的側面」が「自
己有用感」，「自己肯定感の能力的側面」が「自己有
能感」，「自己肯定感の行為達成能力的な側面」が「自
己効力感」そして，すべてを含んで，互いにあるが
ままに認めることができる「実存的な深さ」の概念
が「自己肯定感」であると考えられる。（５）
　本授業を通じて，「私は親のクリーニング店を継ぎ
たい」と答えた児童が１名いた。この児童は，以前
から自分の夢に少し不安気な様子であった。本当は，
「看護士になりたい」という夢があった。しかし，自
分のあこがれで決めるのではなく，しっかりと親の
生き方を心から継ごうとしている姿が見受けられた。
また，こうした児童の考えについて，肯定的なルー
ルでの話し合い活動を行い，他者を否定せず，納得
のいくまで話をし，よさを見付け合う姿があった。
こうした場面からか，この児童の感想には，「クリー
ニング店という夢は恥ずかしかったけど，親の姿を
見て，継いでいきたいことを言うと，みんなが分かっ
てくれてうれしかった。」との記述が書かれていた。
　これは，共感的自己肯定感と呼ばれている。自己
のかけがえのなさ，自分が世界に二つとない，かけ
がえのない人生を生きているということに基づく自
己肯定感であり，そのかけがえのなさに共感し合え
る自己肯定感である。こうした，共感的自己肯定感
を養っていくためには，互いのよさだけでなく，道
徳的価値を認め，深い自信につなげていくことにあ
る。そして，こうしたコミュニケーション行為によっ
て培われた道徳性の深まりによって，職業観への見
方・考え方も大きく変化していくと思われる。
　実際に，コミュニケーション行為を通じて，今ま
でとは違った友だちのよさや考え方に共感できたり，
また，自分とは違った道徳的価値を共有できたりし
た。ハーバーマスの言う「了解」を念頭に置いたコミュ
ニケーション行為に付け加え，互いの良いところを
探して伝えることで，「自分は周りから認められてい
る」という心情へと変わり，単なる自分自身の満足
感ではなく，広い社会的な意味での自己肯定感の高
まりをみせた職業観へと変容すると推測される。
Ⅴ．成果と課題
　本実践研究を通じて，イチローの生き方から自分
自身を見つめることで，今までの自分に戒めがもた
れたり，よい刺激になったりする児童もいた。
そして，「私もそうなりたい」といった声も聞かれ，
向上心のある一面も見られるようになった。
　また，２時間目において，ハーバーマス理論の「納
得ある交流」に付け加え，「互いにほめ合い，認め合う」
という一定のルールを取り入れたことによって，児
童たちの表情は笑顔に変化し，最後の感想では，「やっ
ぱり，よいところを言ってもらえるとうれしい」「自
分では気づかなかったから，意外だったし，嬉しかっ
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た」との記述も見られた。そして，Ⅳでも述べた「ク
リーニング店」をめざす児童については，「みんなが
なりたいと思っていない仕事で，人に言うのがはずか
しかったけど，自信をもってクリーニング店の後を
継ぎたい」と答えていた。これは，一定のルールを
加味したコミュニケーション行為を行うことによっ
て，児童達の心の中に，自己肯定感と自尊感情が生
まれていったためと推測される。そして，ただ単に，
納得ある交流をもつだけでなく，互いの心が肯定し
ていけるための方法から導き出されたものと考えて
いる。いわば，こうした自己肯定感が生まれること
によって，他者を理解していく力が育ち，その心の
中には，道徳的心情が培われていくことになる。
　また，「手紙」という普段から相手に伝えにくいと
ころを２つ以上伝えることで，今までにほとんど無
口であった児童も，表情に輝きを見せた。
感想の中には，「友達が少なくて，自分のやりたいこ
とにも自信がもてなかったけど，私のよいところを
見つけてくれてうれしい。がんばって，目標に向かっ
て生きたい」と将来への展望が伺われた。
　このようにして，小学校第６学年という１２歳の
節目にあたり，自己を見つめ，理解していくことで，
将来への目標について自信につながったと思われる。
つまり，コミュニケーション行為のあり方を検討す
ることで，キャリア的志向への兆しが見え，「自分は，
将来こうなりたい」という希望と自信が見え，人生
を生き抜いていこうとする力が強まることが予想さ
れる。
　今後の研究課題として，コミュニケーション行為
の発達段階に即した分析と，異性・人数の違いによ
るコミュニケーション行為の及ぼす道徳性の変化と
効果について大学の講義，小中学校での授業を実施
し，明らかにする。
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Research on the improvement in a feeling of self-afﬁrmation by a communication act
―Lead the morality lesson practice seen from the viewpoint of career education.―
A future dream has for children the present condition that uneasiness cannot be hidden, in the prolonged 
depression or the society which changes continually. 
Moreover, it is not rare to judge how by oneself, and for whether it should survive to stop understanding, to 
abolish conﬁdence, and even for a useful hope to miss the future, either. [ it ] 
From such fear of insecurity, by aiming at conﬁdence and hope, a dream and a target are held in their own 
heart, and useful joy can be felt now for it. 
For that purpose, I think it important to cherish the morality seen from the viewpoint of the career. 
In this research, by practicing the morality lesson seen from the viewpoint of the career by the substantial 
communication act, what kind of feelings budded in people's mind, and it veriﬁed about the ability to have 
the view to the future. 
Moreover, by establishment of the better communication act, each moral value changed how and clariﬁed 
about whether it is connected with improvement in a feeling of self-afﬁrmation.
Key words：Moral value of having seen from the career viewpoint，Conﬁdence from the improvement in a 
feeling of self-afﬁrmation，Sympathy to the others，Better communication
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幼稚園教育におけるティーム保育の教育的妥当性
馬場　訓子※ 1　中平　絢子※ 2　高橋　敏之※ 3
要旨：1998( 平成 10) 年の『幼稚園教育要領』の改訂に伴い、『幼稚園教育要領解説』の中で、「幼稚園全体の協
力体制を高め、きめの細かい指導の工夫を図るために、ティーム保育の導入などが考えられる」と明記された。
長年にわたり、幼稚園教育における学級運営は、一学級一人担任制が一般的である。しかし、現在の多様な保育
ニーズを考慮しても、多様な個性を持つ幼児に対するきめの細かい指導が、一学級一人担任制で担えきれるとは
考えにくい。本論は、幼稚園教育における一学級一人担任制の問題点を明確にし、その打開策の一つとしてティー
ム保育導入の教育的妥当性について考察するものである。
キーワード：幼稚園教育、ティーム保育、一学級一人担任制
※ 1 馬場訓子（岡山大学大学院教育学研究科発達支援学専攻幼児教育コース）
※ 2 中平絢子（岡山大学大学院教育学研究科発達支援学専攻幼児教育コース）
※ 3 高橋敏之（岡山大学大学院教育学研究科発達支援学系幼児教育講座）
Ⅰ．一学級一人担任制の問題点
　我が国の幼稚園教育における学級制は、1877（明
治 10）年に、我が国で初めて開設された東京女子師
範学校附属幼稚園の『東京女子師範学校附属幼稚園
規則』により、５歳 ･ ４歳 ･ ３歳各年齢に分かれ、
学年ごとに学級を編成することが制定されたことを
始まりとしている。以来長年にわたり、年齢別の学
級制は幼稚園教育の基本とされてきた。その後、学
校教育法においても、幼稚園の学級は同年齢の幼児
で編成されることが原則とされ、一人の教師が一学
級を担任する「一学級一人担任制」が一般化されて
きた。個それぞれよりも集団を重んじる日本人の特
性を考慮しても、当時の幼稚園教育において、一人
の教師による一斉保育の形態は、能率的かつ有効で
あったと考えられる。しかし一方で、一部の私立幼
稚園においては、学級を維持しながら、柔軟かつ多
様な保育形態として、異年齢児保育や縦割り保育や
ティーム保育を取り入れる園も存在した。そして、
それらの特色ある保育形態を今なお伝統的に園の特
色として全面に打ち出している園も少なくない。近
年、一学級一人担任制は、小学校における学級崩壊
の制度的問題として挙げられることがある。このこ
とは、幼稚園教育においても同様であり、対象児の
年齢がさらに低いことや、幼稚園教育が一人一人の
発達の特性に応じた指導を重視することを考慮すれ
ば、幼稚園教育において、より問題視されるべきこ
とである。　　　
　本研究は、保育実践に直結する保育方法や保育形
態の一つとして考えられるティーム保育を取りあげ、
現在の幼稚園教育における望ましいティーム保育の
在り方について考えるものである。その第一段階と
して本論は、幼稚園教育において一般的に運営され
ている一学級一人担任制の問題点を整理し、その問
題を解決する打開策の一つとして考えられるティー
ム保育の教育的妥当性について考察する。
Ⅱ．用語の統一
　本論の執筆に際し、「ティーム保育」という用語に
ついて、すでに本文中では「ティーム」と記述して
きたが、「team」の表記方法について、『幼稚園教育
要領解説』では「ティーム」、『保育用語辞典』等で
は「チーム」と表記されている。このように、「ティー
ム」か「チーム」かについては、色々な表記があるが、
本論では、文部科学省の『幼稚園教育要領解説』に
表記されている「ティーム」を採用し、これまで記
述してきた通り、「ティーム保育」と記述する。しかし、
引用文はその限りではない。
Ⅲ．ティーム保育・ティーム・ティーチングとは
【研究論文】
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１．ティーム保育とは
　ティーム保育とは、『保育用語辞典』（2009）にお
いて、「１つのクラスを複数の保育者で担任する複数
担任制や、クラスそのものも解体して全園児を全職
員で保育するなど、複数の保育者が共同で子ども集
団の保育を行う状況」（1）と定義されている。また、そ
の言葉の由来は、「小学校等で実践されているティー
ム・ティーチングから幼稚園教育の実践に併せて
ティーム保育と名付けられたと考えられて」（2）いる。
実際、幼稚園の保育の場において、教師がティーム
保育という言葉を意識していなくても、複数教師で
担任を持ったり、行事の際に複数の教師が協力して
保育したりするなど、ティーム保育は少なからずど
この園でも実践されていることであろう。
２．ティーム・ティーチングの発生と歴史
　それでは、ティーム保育の原点となったティーム・
ティーチング（Team Teaching ＝以下ＴＴと略す）
とは、一体どのようなものなのか、その発生と歴史
について、柏木敦（2000）、浅見均（2001）の研究成
果を基にまとめてみよう（3）（4）。
　1950 年代後半、アメリカではいわゆるスプート
ニクスショックと、それに伴う“教育の現代化”“教
育の個別化”が教育界の一大潮流となった。そう
した流れの中でＴＴは考案されたのである。1957
年、ソビエトは世界最初の人工衛星スプートニク
ス打ち上げに成功し、この“事件”によって宇宙
開発という科学技術分野において大きく水をあけ
られたアメリカは、自らの学校教育について、徹
底的な見直しを図ることになる。優秀な科学者や
技術者の育成という国家目的に沿うには、教育内
容の高度化、教育方法の多様化は必須であった。
適性をもった子どもを早期に発見し、その才能を
伸ばす必要がある。そこで旧来の平等主義的＝画
一主義的な一斉教授を中心とした授業方法が批判
的に見られるようになったのである。
　一斉教授（一学級一担任制、あるいは一教科一
担当者制）という授業法、すなわち一人の教師対
多数の児童生徒という図式では、児童生徒個々の
要求に応じた指導が実現しにくい。また小学校の
場合、一人の教師が全科目を担当するわけである
から、教員の専門性によって、教授内容の深まり
にも偏りが生まれやすい。こうした一斉教授の性
格が、“優秀な個”の発見・育成を妨げていると見
なされるようになったのである。そこで旧来の一
斉教授のワクを外し、児童生徒の多様な個性を生
かそうとするＴＴが考案された。その最初の取り
組みは 1957 年に、アメリカ・レキシントンのフラ
ンクリン小学校で組織された方法であったとされ、
以降 1960 年代には盛んに実践されたのである。
　また、ＴＴの成立要因としては、当時のアメリ
カの深刻な教員不足と、新しい知識観、新しい学
力観に見出す事ができる。教員不足に対しては、
臨時免許状の発行と学校事務を担当する補助員を
補充に当てるという事がなされた。当然質の低下
が予想されるので、その対策として現場教員の再
組織化が検討されるようになった。さらに新しい
学力観については、教育は知識を与える事という
よりもそのプロセスが重要なのだという考えや、
学習の方法を教える事が重要視されるようになっ
てきた。その結果として、正規の教員免許を所有
する教員と、臨時免許や、免許を持たない補助教
員による、ティームでの指導体制が考えられだし
たのである。しかし 1970 年以降になるとＴＴは
ほとんど顧みられなくなってしまった。というの
も“教室における一斉指導”の考え方は個人主義・
個性尊重を重んずるアメリカにおいても根強く、
ＴＴが手放しで現場に受け入れられたわけではな
かったというのが現実であり、またＴＴの理論お
よび方法論もシャプリンが述べたごとく具体像を
提示しうるものでなかったことから、反対論者た
ちの批判的検討に耐えうるものではなかった。
　1980 年代に入るとＴＴは再び盛んになってく
る。その要因としては、1960 年代から 1980 年代
にかけて学級人数が減少したことが挙げられる。
また、60 年代から 70 年代にかけてオープンスペー
スの学校が多く建てられ、ＴＴに適したグループ
編成を実現することが比較的容易になったこと、
そして 80 年代以降、特に 90 年代に入ってからは、
コンピュータを中心とした個別学習機器の学校現
場への導入が進んだことが挙げられる。
３．ＴＴの概念
　1957 年より、アメリカの教育界において導入され
たＴＴだが、この概念は多様さのあまり、一般化さ
れるに至っていなかったようである。柏木（2000）
によると、「ＴＴの理論的先導者とされるシャプリン
においてさえ（ＴＴは）、学校組織の新しい様式とし
てアメリカの教育界に登場し、急速に主要な教育運
動の一つとしての地位を占めたとしつつも、ＴＴの
─ 26 ─
馬場　訓子・中平　絢子・高橋　敏之
様式は、プロジェクトにとりくんでいる学校体系の
数と同じほどに多様であると述べている」（5）とし、
「シャプリンはそうした多様なＴＴの実践の中でも次
の３点を「共通の特徴」として挙げる」 （6）と述べてい
る。その３点とは、①教師が同一の生徒グループの
協同授業において密接な協働関係に置かれるという
点、②ティームは二人、もしくはそれ以上の教師で
構成されるという点、③生徒を一つの教師ティーム
（グループ）に割り振る結果、生徒の割り振り、時間割、
グルーピング、スペースの配置に導入される多様性 ･
柔軟性が生じるという点である（7）。
　学校教育にＴＴを取り入れる際に、最も重要とさ
れるべきことは、第一点目に述べられた、教師間の「協
働」という概念であることは言うまでもない。ＴＴ
において、教師は複数存在するだけではなく、互い
に密な連携体制の下、協力し合うことが重要となっ
てくる。「一斉教授の場合、個々の教師は自分がもつ
クラス・授業（すなわち自分が向き合う児童生徒）の
みについて責任を要求されてきた。これに対しＴＴ
という体制の下では、複数の教師（＝チーム）の間
で授業や児童生徒に関する情報と責任が分担 ･ 共有
されることになる」（8）。シャプリンは、この「協働」
について、ティーム・ティーチャーが授業の仕事と
目標を分担し、共に計画を立て、個々のティーム・
メンバーに適切な仕事を割り振り、お互いの教育に
近づき、共に授業の評価をしたり、生徒についての
情報を交換し、共通の観察に基づいて授業とその結
果について討論を行うという前提が明定されないま
でも了承されていると述べている（9）。
４．ＴＴとティーム保育との相違点
　学校教育で行われるＴＴと、幼稚園教育における
ティーム保育の明らかな相違点として挙げられる点
は、小学校以上の学校教育の教科教育指導に対し、幼
稚園教育においては、一人一人の特性に応じた遊び
を通しての総合的な指導が求められる点である。そ
ういう意味でも、松村和子（2001）が述べるように、
ティーム保育は、「ＴＴの概念ではなく、幼児教育の
特性がより生かされる方向で導入するべき」（10）であ
り、ＴＴとはやや性格が異なる。
　また小田豊（2002）は、「幼稚園におけるティーム
保育は、幼児の引き起こす事実、出来事に応じて教
師プロジェクトを自由に組み替えながら、課題によっ
てはこの教師、この問題ではあの教師というように、
連携の契機や何を育てるかによって形を変えること
が重要」（11）と柔軟に幼稚園教育においてティーム保
育を取り入れる必要性を述べている。
Ⅳ．幼稚園教育におけるティーム保育導入の背景
　現在、我が国における幼稚園教育は、学校教育法
第二十二条に規定する「幼児を保育し、幼児の健や
かな成長のために適当な環境を与えて、その心身の
発達を助長することを目的」（12）としている。1989（平
成元）年の『幼稚園教育要領』の改訂において、幼
稚園教育は幼児期の特性を踏まえ、環境を通して行
うものとされ、幼児の主体的な活動を促し、遊びを
通しての指導と、幼児一人一人の特性に応じ発達の
課題に即した指導を行うことが明記された。それ以
来、我が国の幼稚園教育は、幼児主体の教育を全面
に掲げ現在に至る。
　1989（平成元）年『幼稚園教育要領』第３章「指
導計画作成上の留意事項」の「一般的な留意事項」の
項目において、「幼児の行う活動は、個人、グループ、
学級全体などで多様に展開されるものであるが、い
ずれの場合にも、一人一人の幼児が興味や欲求を十
分に満足させるよう適切な援助を行うようにするこ
と」（13）と明記された。さらに、1998（平成 10）年の『幼
稚園教育要領』の改訂においてその項目が、「幼児の
行う活動は、個人、グループ、学級全体などで多様
に展開されるものであるが、いずれの場合にも、幼
稚園全体の教師による協力体制をつくりながら、一
人一人の幼児が興味や欲求を十分に満足させるよう
適切な援助を行うようにすること」（14）と、1989（平
成元）年の項目に、園全体の協力体制を強化するこ
とが補足された。また、『幼稚園教育要領解説』（15）にお
いても、
　このような指導の充実を図るためには、学級を
基本としながらも、その枠を超えた柔軟な指導方
法をとることも必要である。そのためには、幼稚
園の教職員全員による協力体制を築き、教職員の
だれもが、園児全員の顔や性格などが分かるよう
に努め、幼児や保護者とのコミュニケーションを
図り、一人一人の幼児に常に適切な援助ができる
ようにすることが重要である。
　このような幼稚園全体の協力体制を高め、き
めの細かい指導の工夫を図るために、ティーム・
ティーチング（ティーム保育）の導入などが考え
られる。（中略）ティーム・ティーチング（ティー
ム保育）は、保育の展開、学級編成、教職員組織
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などの実情に応じて工夫するとともに、それぞれ
の教師の持ち味を生かしながら行っていくことが
大切である。このようなティーム・ティーチング
（ティーム保育）などによって指導方法を工夫する
ことは、幼児が人とのかかわりや体験を一層豊か
にしたり、深めたりして、一人一人の特性に応じ
た指導の充実を図る上で重要である。
と、ティーム保育という言葉を明記し、解説している。
そしてそれを踏まえ、文部科学省は 2001（平成 13）
年に、『幼児教育振興プログラム』を策定し、「幼稚
園の教育活動及び教育環境の充実」の項目において、
「ティーム保育の導入及び実践のための条件整備」を
設け、「幼稚園全体の協力体制を高め、きめの細かな
指導の工夫を図るため、ティーム保育の導入及び実
践のための条件整備を進める」（16）と教育活動及び教
育環境の充実を図るための具体策として、ティーム
保育の導入を後押しした。また、「幼稚園設置基準に
定める１学級の幼児数は、一人一人の発達の段階や
年齢に応じたきめの細かい保育を行う上での上限で
あることにかんがみ」（17）とし、発達や年齢によって
学級定員数を変動させてもよいことを示唆した。こ
れにより、ティーム保育への関心が高まり、教師が
ティームを組んで行う保育が、幼稚園教育に取り入
れられるようになった。ティーム保育の導入は、現
代の時代背景における保育の多様なニーズを考慮し
ても、現代の幼稚園教育において必須であると考え
られる。
Ⅴ．幼稚園教育における一学級一人担任制の問題点
　幼稚園教育において、一学級一人担任制が一般的
であるのに対し、保育所においては、入所年齢に対
する保育士数の問題や、保育士の勤務時間や勤務日
数の問題から、学級を複数の保育士で担任する一学
級複数担任制が一般的である。現在の幼稚園教育に
おいて、文部科学省がティーム保育を奨励している
とは言え、経費の問題や管理体制の問題により、何
らかの特別な事情がなければ、年齢に関係なく一学
級に複数の教師を配置し、保育が行われている園は
少ないのが現状である。
１．幼児数に対する教師数
　幼稚園教育における一学級の幼児数は、『学校教育
法』に基づいて定められた『幼稚園設置基準』にお
いて 35 人以下を原則とし、各学級ごとに少なくとも
専任の主幹教諭、指導教諭又は教諭を一人置くこと
が義務づけられている。「一年生の四〇人学級は確か
に多い。しかし、幼稚園では三五人学級である」（18）
と言われるように、小学校一年生と幼稚園年長児の
発達の差を考慮しても、幼稚園教育の教師一人に対
する幼児数は多い。35 人という人数は一学級におけ
る定員数であり、もちろん定員に満たない学級は多
く存在するが、幼稚園を設置するのに必要な最低の
基準である。現在の幼稚園教育では、学年が大きい
ほど、特別な理由がない限り学級には教師一人の配
置が一般的である。
　学級に一人の担任教師で保育に当たる場合、起こ
ることが想定される問題は数多くある。例えば、保
育室で保育中に一人の幼児が失禁し、下着を汚して
しまうとする。そうすると、担任教師はその片付け
をし、下着を替えに別の場所に行くことになると予
想される。当然、保育は中断し、教師は不在となり、
保育室は残された幼児だけになったその時に、問題
が発生しても対応することができない。仮に、もう
一人教師が保育室にいるのであれば、保育を中断す
ることなく、同時に一方の教師が、失禁した幼児に
対応することが可能となり、学級運営は円滑に行わ
れると考えられる。
　日本スポーツ振興センター学校安全部が、『学校の
管理下の死亡・障害事例と事故防止の留意点』にお
いて、以下のような事故の事例を報告している。
　降園時間に担任が徒歩通園の園児を玄関に送っ
て行った際、通園バス待ちの幼児のみの保育室で、
最近はさみに興味があり常に使っていて上手だっ
た本児が、はさみを使うしぐさをしていて目を傷
つけてしまったものと思われる。廊下に出てしく
しくと泣いているところを他の幼児が担任に教え
てくれた。（19）
　歌の練習をしていたとき、担任教諭が練習を一
時中断し他の園児の世話をしている際、本児がふ
ざけて他児にちょっかいをだしたため、本児につ
かみかかり、左目下に爪による裂傷を負った。 （20）
この事例に共通して言えることは、担任教師の不在
時や担任教師が他児に関わっている間に、学級内の
幼児が怪我をしたということである。これが一学級
一人担任制の保育の場に、教師が一人しかいないと
言う実態の大きな問題点である。実際に、一学級一
人担任制において教師は、学級の幼児全体に常に気
を配り、教師が一人しかいないという重圧感から、用
便に行くことも困難である。またその重圧感は、教
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師から精神的余裕を奪うことも十分に考えられる。担
任教師にとって、保育の場において一人でも集団か
ら外れる幼児がいた場合、その幼児への対応を優先
するのか、残りの全体幼児の保育を優先するのか、選
べる選択肢は一つしかない。「教師は常に並行して展
開する個人あるいはグループの活動を全体として把
握することを求められるが、実際には、ある幼児や
グループの活動にかかわっていると他の幼児の動き
を十分に把握できず、適切な援助が行えないことも
ある」（21）。あらゆる場所で、多数の幼児が一斉に活
動していることを考慮すると、安全面も含め、その
すべての援助や対応を一人の教師が行うという一学
級一人担任制には限界がある。また同様に、学級人
数に比例し、一人の教師によって可能な幼児一人一
人に対する細やかな配慮や援助にも限界があると言
える。教師がティームを組み、保育の場に複数の教
師がいるということは、色々な場所で並行して活動
する幼児やそれぞれの幼児集団を多くの教師の視点
で関わることが可能になり、全体を把握する上で有
効である。
　また、一学級一人担任制は、一斉保育を中心にせ
ざるを得ず、一人の教師で円滑に一斉保育を進めて
いく上では、幼児の多様な個性に対応しきれないこ
ともある。ここで、一学級一人担任制における学級
幼児数の問題が浮上する。学級人数が最高 35 人の幼
稚園教育において、ティーム保育を導入することは、
教師一人に対する幼児数の減少にはつながるが、「単
に一人当たりの子どもの数を減らしたからといって、
一人ひとりの発達に応じたきめ細かな保育ができる
というわけではない」（22）。複数の教師が保育の場に
存在するだけでは、ティーム保育は、教育効果を生
まない。ティーム保育をしているという意識をティー
ムを組んだ教師一人一人が持ち、互いにその情報を
共有し合い、次の保育に生かすことが重要である。
２．幼児と教師の人間関係
　幼児にとって、家庭を離れた幼稚園生活において、
密に関わる教師との人間関係が及ぼす影響は大きい。
「どのような教師に出会ったかによって、子どもの成
長は大きく変わる。行動の規範、ものの考え方、学
習に対する意欲、学習の理解、友だちに対する見方
等々、影響されるものはたくさんある」（23）。人間関
係の問題は、教育現場に限らず、人間が社会生活を
営む上では永遠の課題であり、教師と幼児と言って
も、お互いに信頼関係を築くことは容易ではなく、円
滑な人間関係が築けない場合がある。曽我部和宏
（1993）は、「教師の感情やとる態度が相性を決定付
けていっていると考えられる。当然、子ども自身が、
先生との相性を何となく決めてしまっていることも
ある」（24）と述べ、次のような児童の作文（25）を紹介し
ている。
　A 先生は、あまり相性がよくありません。でも、
C 先生よりかは、ずっとずっといいです。C 先生は、
おこるとその人を集中しておこります。勉強の時
でさえもテレビの話をしたりつまらないしゃれを
いったり、へんな先生です。自分で自分のことを
かっこいいとか言います。だから C 先生が大きら
いです。ある人は一回もおこらず、おこる人だけ
おこります。C 先生の授業を受けるなら、家でえ
んぴつを食べている方がましです。
この作文から考察できることは、「好きな先生なら、
プラスになる評価も、嫌いとなると、なすことすべ
てが嫌いになり否定的にとらえている。ここまで進
行すると、教師は害にしかならなくなってしまう」
（26）ということである。このようなことは、児童ばか
りでなく、幼児にも同様に起こり得ることである。幼
児は意識してはいなくても、担任教師に対する好き
嫌いもあるであろう。年齢が低い分、幼児は無意識に、
教師との人間関係を感覚的に捉えることもある。教
師にとっては、数多い担任幼児の中の一人であって
も、幼児にとっては人間形成の基礎となる最も重要
な幼児期に出会う数少ない教師の中の一人である。集
団生活の中で個を確立していく一日の大半を共に過
ごす担任教師との円滑な人間関係が築けないことは、
幼児の幼稚園生活に不適切な影響を及ぼすことは回
避できないであろう。人間関係が円滑に築けない担
任教師と幼児期の貴重な一年を過ごすことは、幼児
と同様、保護者にとっても大問題である。幼稚園教
育において、担任教師を選択できない以上、またお
互いに感情のある人間対人間の関係の中で、このこ
とは解決が困難な問題である。ティーム保育の導入
は、幼児と担任教師との人間関係の問題において、少
なくてもティーム保育の場では、幼児が関わる教師
を選択できるという利点がある。ティームの教師全
員が自分の先生と思えるティーム保育は、幼児だけ
でなく保護者にも安心感を与えると考えられる。
　また、幼児にとって、固定した一人の担任教師と
関わり成長していくよりも、ティームを組んだより
多くの教師と関わり合いながら成長する方が、多く
の人間モデルに触れるという点で有意義である。一
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対一の関係であれば時間の経過と共に、担任教師と
幼児の関係や担任教師からその幼児に対する見方は
固定化する。多くの教師と触れることは、それぞれ
の良さを認められたり、褒められたりすることをよ
り多く経験できる機会へとつながり、個の成長や発
達に対して有効に働く。年齢や経験、個性の違う多
様な教師の個に触れることで得るものは多く、その
豊かな関わりの中での保育は、高い教育効果を生む
と考えられる。一人の教師では不十分だった、その
幼児の長所や発達を捉えることも可能になり、一人
一人の幼児の成長課題を見つける一助となる。また、
教師一人一人の保育観や発達観の違いを生かし、一
人一人の幼児を多面的に見ることが可能になると、見
えてくる幼児の姿も変容する。そのことは、一人一
人に対する観察や指導が行き届くことにつながる。こ
の点について若盛正城（2002）は、「子どもは一人の
保育者のみでの関わりでなく、全教職員との交わり
の中でお互いに影響し合い、学び合う中から自立し、
生きる力や社会性を身につけていく」（27）と述べてい
る。
３．担任教師による保育内容の偏向
　『幼稚園教育要領』は、幼稚園教育全体を通して、
幼稚園修了までに育つことを期待される生きる力の
基礎となる心情、意欲、態度をねらいとして定め、そ
れを達成するために指導し、幼児が身に付けていく
ことが望まれる内容からなっている。そして、この
ねらいと内容を、幼児の発達の側面から、「健康」「人
間関係」「環境」「言葉」「表現」の５領域にまとめて
いる。それを踏まえ各幼稚園は、「創意工夫を生かし、
幼児の心身の発達と幼稚園及び地域の実態に即応し
た適切な教育課程を編成」（28）し、指導計画を具体的
に立てて保育している。『幼稚園教育要領』により、「幼
稚園の毎学年の教育課程に係る教育週数は、特別の
事情のある場合を除き、39 週を下ってはならない」
（29）とされ、「幼稚園の１日の教育課程に係る教育時間
は、４時間を標準とする」（30）と定められているが、
保育内容の時間の具体的な内訳については、明記さ
れていない。小学校教育以上の学校教育においては、
教科ごとに授業時間数は定められており、児童には
教科書が、教師には指導書が与えられ、一定の指導
内容が決められている。また、児童の理解度を測る
学力テストもある。しかし、幼稚園教育においては、
そのような規定はなく、幼児の成長を測る一般的な
指標もない。年間指導計画作成の際には、園長によっ
て確認はされても、その日ごとの細かな保育内容の
内訳は、担任教師に一任されると考えられる。幼稚
園教育は、教科担任制の教育ではないため教師は、運
動遊び、音楽リズム、造形活動などあらゆる分野に
おいて、高い保育技術を有することが望ましい。また、
日々の保育において、５領域に関する保育内容の均
衡が保たれていることが幼児にとって望ましいが、実
際には教師にもそれぞれ個性があり、多少の得意不
得意は当然ある。苦手分野は自信が持てず、保育の
中に取り入れる機会が少なくなることもあり得る。反
対に得意分野は、自信を持って保育に取り入れるで
あろう。一学級一人担任制の保育において、保育内
容だけでなく、担任教師の性格や特性も含め、その
学級に担任教師の個性が出るということは、そのよ
うな理由からである。学級が多様な個性を持つ幼児
の集まりである以上、幼児にとっても既に、保育内
容の好き嫌いがある。絵画表現の苦手な幼児が、絵
画表現を好んで行う教師の学級に所属していたとす
ると、その幼児は苦手分野の保育を多く受けること
になる。その状況で、教師の個性が反映された保育
を展開するのは、幼児にとって望ましいこととは言
えない。
　一学級一人担任制における保育は、安全面や運営
上の問題から、どうしても一斉保育に偏りがちにな
る。学級全員に平等で均質の教育を求めるのであれ
ば一斉保育は能率的であるが、個性を生かすという
観点からすると、ティーム保育は幼児の個性を生か
すと共に、教師の個性を発揮する保育にも有効であ
る。一学級一人担任制においては、担任教師の個性は、
担任の学級の保育に大きく反映される。浅見（2001）
も言うように、「教師にはそれぞれに個性があり、天
賦の才能がある。それぞれの良さを持ちより、協力
して保育を行う事によりそれぞれの良さが子どもに
提供できるのである。また、得意なものを持って保
育する事は、子どもたちにその事の面白さをも伝え
る事が可能になるのである。苦手な教師が苦労して
伝える事に比して大いなる効果が望めるのである」
（31）。また教師自身、自分が何を得意とし不得意とす
るのか、他の教師からの評価も含め客観的に見るこ
とが可能になる。それは、自信につながるだけでは
なく、次なる自分の課題の設定にも役立つ。教師が
ティームを組んで、それぞれが得意とする分野を保
育すれば、その知識や技術を生かし、より多くの保
育方法の工夫が可能になる。また、教師自身も自信
を持って楽しみながら保育することができ、より質
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の高い保育を提供することができる。さらに、一人
で保育を進めていく上での偏向を防ぐと共に、保育
内容の均衡を図ることも可能になる。
　
４．教師の力量低下
　家庭の教育力が低下したと言われるようになって
久しいが、その理由として、少子化や核家族化、人
間関係の希薄化などが挙げられる。現在の親世代は、
既にそのようなことが問題視されるようになってか
ら育った世代である。「少子化によって子育てを実際
に見たり経験したりする場が少なくな」（32）り、「少子
化の進行のなかでは、モデルとなるような子育ての
ようすを見ることができず、また自分も小さい子ど
もといっしょに遊ぶなどの体験がなく、子どもとい
うのがどのようなものなのかがよくわからないまま
大きくなってしまうのである」（33）。また、核家族化
や人間関係の希薄化が進んだことで、子育てについ
ての相談をする相手もなく、「「親となる」プロセス
を学習する機会がほとんどなかった時代に育ったい
まの親たちに対し、「家庭の教育力」がないと批判し
てもしかたがない」（34）ことだろう。現在の幼稚園教
育は、従来の役割とは別に、以前は家庭教育が担当
していた基本的生活習慣の確立や躾、人間関係の構
築に至るまで担当することになった。また社会も、幼
稚園教育にそれらの業務を期待している。しかし、そ
の役割を担う教師の多くが、親同様にその時代に生
まれた世代であり、育児経験のない教師も多い。そ
の教師達に、家庭教育の補完を望むのは過剰な期待
である。特に新任教師が、着任早々一人で担任を持ち、
一人で保育をしながら、円滑に学級運営をしていく
ことは非常に難しいと考えられる。
　ティーム保育は、教師間の不十分な点を補い合える
と同時に、新任教師の育成の場としても高い効果が
ある。新任教師が、着任早々担任することになる一
学級一人担任制に比べ、年齢や経験、個性の違う教
師集団の中で、ティームの一員として保育経験を積
むことは、園内での暗黙の了解を認識する上で有効
である。また、実際に熟練教師の保育を見ながら一
緒に保育する中で、言葉だけの伝達ではなく、毎日
の保育を通して自然な形で保育観や発達観を学ぶ場
となる。一学級一人担任制では運営上困難な他の教
師の保育を見る機会を持つことができ、そこから学
び合えることは、有意義なことである。他の教師の
個性に接する中で、自分の保育に取り入れたり、自
分の保育を修正したりする学びの機会にできる。そ
してそのことは、保育技術の向上だけでなく、保育
者の人間形成にも大きく寄与すると考えられる。さ
らに、連携して保育を進めることは、教師間の信頼
関係とその構築にも大きく貢献する。
　また、小学校以上の学校教育の学級崩壊と同様の
状態が幼稚園教育においても近年起こっている。い
わゆる「気になる子」の存在は大きく、その幼児と
の関わりについて教師は、日々対応に苦慮している
のが現状である。しかし、この問題に対しては、そ
の対象幼児の問題だけではないことも多い。藤川大
介（1999）が、「教師に高い力量を期待するなら、問
題は「一人担任制」ではなく力量の低い教師にある。
教師に高い力量を期待しないなら、問題は力量の低
い教師に一人担任をさせている「一人担任制」にある」
（35）と述べているように、一学級一人担任制での学級
経営が困難な要因として、その担任教師の力量不足
の問題も考えられる。
Ⅵ．ティーム保育の教育的妥当性
　本論において、一学級一人担任制の問題点を挙げ、
その打開策の一つとして、ティーム保育の長所と合
わせ、その教育的妥当性を明らかにした。しかし筆
者らは、一学級一人担任制を全面的に否定している
のではない。『幼稚園教育要領解説』にも明記されて
いるように、「学級を基本としながらも、その枠を超
えた柔軟な指導方法」（36）としてのティーム保育導入
が望ましいと考える。一方、幼稚園全体の職員間の
連携を強め、より多くの教師で、幼児を保育するこ
とは望ましいことであるが、ティーム保育を成功に
導くためには満たさなければならない条件があり、
ティーム保育の運営は容易なことではない。ティー
ム保育の長所が、取り組み方によっては短所や難点
に変わり、保育に弊害を及ぼすことも十分に考えら
れるため、十分な条件整備に努める必要がある。
　また保育内容においても、ティーム保育に適する保
育内容と、絵本の読み聞かせなどティームで保育しな
くても、担任教師による学級単位の一斉保育で十分
に扱える保育内容もある。ティーム保育の有効性を
検討しながら、常に学級という集団で保育を展開す
るのではなく、幼児集団を適宜に編成し、一学級一
人担任制の問題点を補いながら、ティーム保育の長
所を生かし、多様な活動を幼児に提供する工夫の一
つとして、ティーム保育を柔軟に取り入れるべきで
ある。本来ティーム保育は、一人一人の特性に応じ
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たきめ細かい指導の工夫を図ることを目的に幼稚園
教育において導入された。しかし、その特性を生かし、
別の観点から、今まで幼稚園教育において一般的で
あった一学級一人担任制の問題点を補うための有効
な保育方法及び保育形態として採用すべきである。
Ⅶ．ティーム保育における運営上の課題
　本論では触れなかったが、多くの研究者の先行研
究は、現場同様にそれぞれティーム保育の概念や取
りあげる形態が多様である。今後は、現在幼稚園教
育において運営されているティーム保育について、
その概念の多様さについて整理し、元来ティーム保
育の基とされるＴＴの概念と合わせながら、幼稚園
教育において、その長所を発揮できる望ましいティー
ム保育の形態について考察することが課題である。ま
た一方で、ティーム保育が効果を発揮し教育効果を
生むためには、満たさなければならない条件が数多
くある。それらを整理し、幼稚園教育におけるティー
ム保育の成立条件について、さらに考察を深めてい
くことが課題である。
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心理教育的アプローチに対する教育現場の実態とニーズ
岡﨑　由美子※ 1　 安藤　美華代※ 2
要旨：小中学生の不登校・いじめ・暴力行為などの問題行動は，学業や友人関係と関連していることが報告され
ており，それらに対する対策として心理教育的アプローチの重要性が認識されつつある。そこで本研究では，学
校における児童生徒の能力や特性の実態を理解するとともに，心理教育的アプローチの現状と課題を検討するこ
とを目的とした。小学校教員 489 名，中学校教員 387 名を対象に，教員から見た学校生活で不足している児童生
徒の能力や特性，心理教育的アプローチの実施状況について調査を行った。その結果，小中学校教員の半数以上
が自己コントロールや対人関係に関する力が，児童生徒に不足していると感じていた。心理教育的アプローチに
ついては，必要性を認識しているものの，実施するための時間的，人的，資源的な課題や，教育の機会に関する
課題があることが示された。今後は，研修や専門家との連携などを進めていくことが必要であると考えられた。
キーワード：児童生徒　心理教育的アプローチ　ニーズ　教育現場　教員
※ 1 岡﨑由美子（倉敷市立倉敷東小学校）
※ 2 安藤美華代（岡山大学大学院教育学研究科）
Ⅰ . はじめに
　近年，社会環境や生活習慣の乱れなどにより，子ど
も達のライフスタイルが変化し，心身の多彩な訴え
が報告されている。文部科学省（2010）の調査によ
れば、平成 22 年度の長期欠席者のうち「不登校」を
理由とする児童生徒数は、小学校 21,675 名（0.32%），
中学校 93,296 名（2.74%），計 114,971 名（1.14%）
となっており，学年が上がるにつれて増加傾向にあ
る。また小中学生のいじめについては減少傾向を示
しているものの，暴力行為の発生件数は、小学校 6,484 
件（前年度より 1,270 件増加）、中学校 42,754 件（前
年度より 5,951 件増加）と増加を示している。小中
学生の不登校・いじめ・暴力行為などの問題行動は，
学業や友人関係に関連していることが報告されてお
り（安藤，2007; 長根，1991），それらに対する対策
が重要な課題と考えられる。
　このような現状に対して学校現場では，問題を解
決したり，未然に防いだりする取組をしながら，子
ども達の学校生活への適応やよりよい人格の向上に
努めている。さらに複雑化する状況に対応するため
に，人間関係を養ったり心の発達をより促進すること
をねらいとして，ストレスマネジメント教育やアサー
ショントレーニングといった心理教育的アプローチ
が新たに展開されてきている（文部科学省，2010）。
　この新たな取組に関する学校現場での実践は，徐々
に報告されてきている。なかでも，小中学生を対象に，
自己洞察ならびに問題への対処解決および社会的ス
キルといった技法を用いて感情面，認知面，行動面
に働きかけることで，社会的適応を育み，心理・行
動上の問題を予防する心理教育的アプローチ“サク
セスフル・セルフ”プログラムを用いた実践研究では，
この実践の前後において，学校社会適応，自己コン
トロール，問題行動の誘いを断る自己効力感，社会性，
対人関係の自己効力感の向上，いじめなどの攻撃行
動を行った経験やいじめを受けた経験といった問題
行動の減少，うつ気分など情緒の安定が示されてい
る（安藤，2008，2010 等）。
　このような結果を参考にしながらも，子どもの心
の健康な発達を育んでいくには，学校における心理
教育的アプローチの適応や有効性について，さらに
検討を重ねていく必要がある。
　そこで本研究では，学校における児童生徒の能力
や特性の実態を理解し，心理教育的アプローチの現
状と課題について検討することを目的とした。
　なお，本研究では，「心理教育的アプローチ」とは，
ストレスマネジメント，自己主張トレーニング，問
題解決法などを用いて，いじめ・攻撃行動やうつな
どの情緒的問題を予防し，心の健康を育むことを目
的として行われている予防教育のことと定義した。
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Ⅱ . 方　　法
1. 対象
　人口約 48 万人の中国地方 A 市の全公立小学校 63
校（教員 1,414 名），；中学校 26 校（教員 900 名）に
おいて，地域に偏りがないように配慮して，小学校
23 校（教員 567 名），中学校 9 校（教員 387 名）を
対象とした（小学校 36.5%，小学校教員 40.0%；中
学校 34.0%，中学校教員 43.0%）。そのうち回答が得
られた小学校教員 489 名（86.2%），中学校教員 304
名（78.6%）を有効回答とした。
　その内訳は，表 1 に示す。
　調査時期は，平成 22 年 1 月 に行った。
2. 調査方法
　調査とその内容に理解と協力を得るために，A 市の
全学校長代表から 6 地区の各地区代表校長に許可を
得，調査対象の小中学校を選定した。その後，対象
となった小中学校の教員に対して，調査票の配布と
合わせて書面で調査の目的および実施方法，プライ
バシーの保護などについての説明を行った。
3. 調査内容
① 教員から見た学校生活で不足している児童生徒の
能力・特性
　適応や問題行動と関連が報告されている「集中力」
「共感性」「落ち着き」「攻撃性・衝動性のコントロール」
「優しさ」「積極性」「自己理解」「他者理解」「団結力」
「明るさ」「勤勉さ」「適切な自己主張」「譲り合い」「悪
い誘いを断る自信」「コミュニケーション能力」「問題
解決力」「ストレス対処」「社会性」「自己肯定感」といっ
た 19 の能力・特性（安藤，2007; 芳我ら 2005）につ
いて，其々どの程度，児童・生徒に不足していると思
うかを尋ねた。回答は，0=「まったく思わない」，1=
「あまり思わない」，2=「どちらともいえない」，3=「少
し思う」，4=「とても思う」　の 5 件法とした。
② 心理教育的アプローチの必要性
　心理教育的アプローチの必要性をどの程度感じて
いるかについて 1=「まったく思わない」，2=「あま
り思わない」，3=「どちらともいえない」，4=「少し
思う」5=「非常に思う」 の 5 件法で尋ねた。
③ 心理教育的アプローチの実践経験
　現在またはこれまでに心理教育的アプローチを
行っているかについて，「 はい」，「いいえ」の 2 件法
で尋ねた。
④ 心理教育的プローチの実践者
　心理教育的アプローチの実践を行っている教員の
学校での役割について，「学級担任」「養護教諭」「生
徒指導・教育相談担当」「その他」 の中から，複数回
答可として選択してもらった。
⑤ 心理教育的アプローチを行う時間
　心理教育的アプローチを行っている時間について，
「学級活動」「道徳」「教科（何の）」「その他」の中から，
複数回答可として選択してもらった。
⑥ 実践している心理教育的アプローチ
　実践している心理教育的アプローチの内容につい
て，「ストレスマネジメント」「自己主張トレーニング」
「問題解決法」「その他」 の中から，複数回答可として
選択してもらった。
⑦ 心理教育的アプローチの実践方法
　心理教育的アプローチの実践方法について， 「教育
課程の中で計画的に行っている」「必要を感じた時に
行っている」「学年単位で行っている」「学級単位で
行っている」「その他」の中から，複数回答可として
選択してもらった。
⑧ 心理教育的アプローチを実践する際に必要な支援
　勤務校で心理教育的アプローチを実践する場合ど
のような支援があれば実践してみようと思うかにつ
いて，「専門家（研究者）」「専門家（研究者）の派遣」
「実践に向けての研修」「その他」 の中から，複数回答
可として選択としてもらった。さらに，自由記述を
求めた。
⑨ 心理教育的アプローチ実施に関する課題
　教育現場で心理教育的アプローチを実施する上で
の課題について，自由記述を求めた。
4. 分析方法
　教員から見た児童生徒に不足している能力・特性及
び心理教育的アプローチの実態を把握するため，小
学校教員，中学校教員別々に，各質問に対する回答
の割合を算出した。なお，心理教育的アプローチの
実施に関しては，実施経験があると回答した教員の
みを分析の対象とした。
　自由記述による回答については KJ 法（川喜多，
1997/2006）を用いて内容分析を行った。
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Ⅲ . 結　　果
1. 教員から見た学校生活で不足している児童生徒の
能力・特性の程度
　50% 以上の小中学校教員が不足していると思う子
どもの能力・特性は，小学生では「集中力」「落ち着
き」「攻撃性・衝動性のコントロール」「他者理解」「適
切な自己主張」「悪い誘いを断る自信」「コミュニケー
ション能力」「問題解決力」「社会性」の 9 項目であっ
た（図 1）。
　中学生では，さらに「共感性」「自己理解」「譲り合い」
「勤勉さ」「ストレス対処」が加わった（図 2）。
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2. 心理教育的アプローチの必要性
　心理教育的アプローチの必要性については，小学
校教員の 83.0%，中学校教員の 73.0% が必要だと感
じていた（図 3）。
3. 心理教育的アプローチの実践経験
　心理教育的アプローチを実施しているのは，小学
校教員の 28.0%，中学校教員の 23.4% であった（図 4）。
4. 心理教育的アプローチの実践者
　心理教育的アプローチの経験は，担任が多く，小
学校教員で 81.8%，中学校教員で 74.6% であった。
5. 心理教育的アプローチを行う時間
　心理教育的アプローチの経験教員が活用している
時間は，学級活動が最も多く，小学校教員で 68.6%，
中学校教員で 50.7%，次いで道徳であった（図 5）。
6. 実践している心理教育的アプローチ
　心理教育的アプローチの経験教員が行っているア
プローチの内容は，問題解決法が最も多く，小学校
教員で 65.0%，中学校教員で 53.5% であった。次いで，
自己主張トレーニング，ストレスマネジメントであっ
た（図 6）。
7. 心理教育的アプローチの実践方法
　心理教育的アプローチの経験教員が行っている心
理教育的アプローチの実践方法は，「必要に応じて
行っている」が最も多く，小学校教員で 79.6%，中学
校教員で 71.8% であった。「教育課程の中で行ってい
る」のは，小学校教員で 8.8%，中学校教員で 11.3%
であった。また中学校教員では，22.5% が学年や学
級単位で行っていたが，小学校教員では 3.8% と少な
かった（図 7）。
8. 心理教育的アプローチを実践する際に必要な支援
　心理教育的アプローチの実施に向けて必要な支援
としては，「研修」が最も多く，小学校教員で 53.3%，
中学校教員で 52.9% であった（図 8）。
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　心理教育的アプローチを実施する際の必要な支援
について自由記述を求めたところ，小学校教員で 16，
中学校教員で 20 の具体的な記述が見られた（表 2）（表
3）。
　具体的な記述内容について質的分析を行ったとこ
ろ，小学校中学校教員に共通して「時間」「資源」「授
業の方法」の 3 つのカテゴリが抽出された。
　「時間」については，「時間があれば」「時間がとれ
ない」といった「時間の確保」に関する内容の具体
的な記述がみられた。
　「資源」については，「道具や書籍の充実」「使いや
すい教材」といった「教材の充実」に関する内容の
具体的な記述がみられた。
　「授業の方法」については，「T.T で行う」といった「授
業の支援」に関する内容の具体的な記述，「学校全体
で継続する」といった「取り組み方」に関する具体
的な記述がみられた。
9. 心理教育的アプローチ実施に関する課題
　教育現場で心理教育的アプローチを実施する上で
の課題について自由記述を求めたところ，小学校教
員で 174，中学校教員で 128 の具体的な記述が見ら
れた（表 3）（表 4）。
　具体的な記述内容について質的分析を行ったとこ
ろ，小学校教員で 12 のカテゴリ（図 10），中学校教
員で 11 のカテゴリ（図 11）が抽出され，小中学校に
共通して「実施にむけての課題」「心理教育的アプロー
チへの理解」「心理教育的アプローチの必要性」「心
理教育的アプローチのあり方」「現在の子どもの状況」
「今までの取組み方」「実施への意欲」「保護者の問題」
「専門家の関わり方」「アプローチの内容」の 10 のカ
テゴリが抽出された。
　小中学校教員に共通して，「実施にむけての課題」
では，「時間がとれない」「教育課程の中で実施する」
といった「時間のとり方」に関する内容の具体的記述，
「研修が必要」「研修を増やす」といった「研修の実
施」に関する内容の具体的記述，「教員間の意識の差」
「教員同士の理解」といった「教員の問題」に関する
内容の具体的記述，「アプローチの目指す方向とニー
ズとの折り合い」「全体的な取組として実施する」と
いった「体制作り」に関する内容の具体的記述，「資料」
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「関係図書の充実」といった「資源の準備」に関する
内容の具体的な記述がみられた。
　「心理教育的アプローチへの理解」では，「不勉強
でよくわからない」「具体的にどのようなことをする
のかわからない」といった「よくわからない」に関
する内容の具体的記述，「したらよい結果になりそう」
「やらなければならないことだと思う」と言った「理
解の内容」に関する内容の具体的記述がみられた。
　「心理教育的アプローチの必要性」では，「必要を感
じる」「大切なこと」といった「必要を感じる」に関
する内容の具体的記述が多くみられたが，僅かに「ピ
ンとこない」「本当に必要か疑問」といった「必要を
感じない」に関する内容の具体的記述がみられた。
　「心理教育的アプローチのあり方」では，「教育課
程の中で系統的に行う」「教育課程の中で組織的に行
う」といった「位置づけ」に関する内容の具体的記
述がみられた。
　「現在の子どもの状況」では，「年々児童への指導
が困難になっている」「以前から子どもの実態が変化
している」といった「子どもの実態」に関する具体
的記述がみられた。
　「今までの取り組み方」では，「個人で本を購入し
て見よう見まねで行っている」「自己流でしか行えて
いない」といった「自分なりの実践」に関する内容
の具体的記述がみられた。
　「実施への意欲」では，「研修を受けたい」「勉強し
たい」といった「研修を受けたい」に関する内容の
具体的記述，「子どものためになるならやってみたい」
「学校で取り組みたい」といった「取り組みたい」に
関する内容の具体的な記述がみられた。
　「保護者の問題」では，「保護者への働きかけが必要」
「親の考え方を教育することが必要である」といった
「保護者への教育」に関する内容の具体的記述がみら
れた。
　「専門家の関わり方」では，「専門家の派遣」「専門
家の目と手を借りたい」といった「派遣」に関する
内容の具体的記述，「専門家と実践をつなぐ橋渡しが
必要」「専門家との連携」といった「連携」に関する
内容の具体的記述がみられた。
　「アプローチの内容」では，「具体例や対処法」「表
現する力やそのスキルを伝えてほしい」といった「教
える内容」に関する内容の具体的記述がみられた。
─ 39 ─
心理教育的アプローチに対する教育現場の実態とニーズ
─ 40 ─
岡﨑　由美子・安藤　美華代
─ 41 ─
心理教育的アプローチに対する教育現場の実態とニーズ
Ⅳ . 考　　察
1. 教員から見た学校生活で不足している児童生徒の
能力・特性について
　心理教育的アプローチの実践に際しては，学級集
団やそれぞれ児童の実態を把握した上での適切な実
施が必要である（岡沢 2008）。また，学級の荒れにつ
ながるような子ども達の変化の原因を追跡するには，
教師の目に映る子どもの変化を挙げることが必要で
あると報告されている（増山，2007）。調査対象者
の 30% にコミュニケーション能力，表現力といった
能力・特性が不足しているとして，これらへの一次
予防の必要性を提言している研究報告がある（鈴木
ら，2002）。本研究の調査では，他者理解，問題解決
力，コミュニケーション能力　といった能力・特性は，
50% を超えており，これらの力を育む，一次予防と
して心理教育的アプローチの必要性が示唆された。
　不登校やいじめの起こる要因として多いのは，友
だちとのもめごとなどの対人関係の問題である（文
部科学省，2005）。本研究では，対人関係に関わる「他
者理解」「適切な自己主張」「悪い誘いを断る自信」「問
題解決力」「社会性」，自己コントロール関わる「攻
撃性・衝動性のコントロール」「ストレス対処」につ
いて，子ども達に不足していると現場の教員が捉え
ていることが示された。また，学級集団としてまと
まるのに必要とされている「共感性」「他者理解」に
ついては（芳我・井原ほか，2005），本研究では，小
学校教員よりも中学校教員の方が不足していると感
じている割合が高く，小学生の時期からの予防的ア
プローチの必要性が示唆された。
2. 心理教育的アプローチに対する現場のニーズにつ
いて
　小中学校の教員が心理教育的アプローチを実施し
ようとする際の支援のニーズとして最も高かったの
は研修であり，小学校教員 53.3%，中学校教員 52.9%
とどちらも 50% 以上であった。
　小学校中学校とも実施にむけての課題として「時
間がとれない」「アプローチがどんなものかよくわか
らない」「研修が必要」が挙げられていた。心理教育
的という言葉そのものがまだ教育現場に浸透してい
ないことが推測された。
　その結果，「時間的なゆとりがない」といった「時
間的課題」，「だれがアプローチを実施するか」「専門
家とどう連携するか不明」といった「人的課題」， 「実
施のために必要な資源が不足している」といった「資
源的課題」，「児童生徒のどの部分にアプローチする
か」「研修の不足」といった「教育の機会に関する課題」
の 4 つに分類されると考えられた。
　「時間的課題」について，教員は，日々の多忙さか
ら「心理教育的アプローチ」を取り入れるだけの時
間が生み出せない現状があり，教育課程の中で明確
に位置づけ，時間を確保し，計画に沿って実践しや
すい確立されたカリキュラムを提示すると実施しや
すいと考えられた。 
　「人的課題」について ，「担任」が「学級活動」の
時間を活用して実践しているのが現状と示唆された。
担任の負担を考慮すると，十分に研修を積んだ教員
やスクールカウンセラーなどが主で授業を行い，児
童生徒をよく理解している担任が授業のサポートを
し，授業後も児童生徒に授業内容をフォローアップ
するといった，複数の教員などが連携した授業形態
も必要な場合があると考えられた。 
　「資源的課題」については ，実践している学校がま
だ少ない現状であり，目でみてすぐ理解できるよう
な資料，また授業の中ですぐに使える資料等の整備
が必要だと考えられた。 
　「教育の機会に関する課題」については，心理教育
的アプローチのことが理解されていない教員の割合
が多いと考えられた。 したがって，アプローチに取
り組む教員の理解や能力に合わせた研修や専門家か
らの研修といった支援が必要であると考えられた。ま
たアプローチの対象を客観的に捉えることが習慣化
していないためこのことを教員が理解することが重
要でありそのための研修や専門家からの支援も必要
であると示唆された。
　課題を解決する手立てとしては学校内での体制づ
くりや教職員の研修のみならず，学校外からの専門
家の派遣や連携行政機関からの予算立てや指導が必
要であると考えられた。
Ⅴ . まとめ
　教員から見た小中学校の児童生徒に不足している
能力や特性は，自己コントロールや対人関係に関す
るものであった。児童生徒の実態から，小学校から
一次予防としての心理教育的アプローチの必要性が
示唆された。
　小中学校の教員は，心理教育的アプローチの必要性
を認識はしているが，実施するための，時間的，人的，
資源的な課題や，教育の機会に関する課題があるこ
とが示された。
　今後は，これらの課題を解決するための手立てと
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Abstract
It has been reported that problem behaviors in school children such as school absenteeism, bullying, and 
violence toward others are associated with academic achievement and peer relationships. It is recognized 
that to prevent these problems, psychoeducational approaches can be effective strategies in addressing 
these problems. The purpose of this study is to understand student’s abilities in their school lives and to 
analyze the actual conditions for school based psychoeducational approaches. Four hundred eighty-nine 
elementary school teachers and three hundred eighty-seven junior high school teachers participated in this 
survey. The results showed that more than half of the teachers reported a lack of student ability toward 
self-control and attainment of interpersonal relationships. The teachers recognized the need to implement 
a psychoeducational approach in the classroom but reported a lack of support to conduct such approaches 
due to limitations of time, human resources, materials, and training opportunities. Therefore, promoting 
opportunities for training and collaboration with specialists may be needed.
して，研修や専門家との連携などを進めていくこと
が必要であると考えられた。
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大学英語授業における読解能力向上に関する一考察
―多読・精読の有効性と課題点をめぐって―
荻野　勝※ 1
要旨：近年まで大学の教養英語の読解の授業は、精読中心に行われてきた。しかし最近、主に日本人以外の英語
教員によって多読の授業が展開されてきている。それは、Graded Readers 等の平易な英語で書き直された本を、
学生が自分の英語能力のレベルに応じて自由に選択して読むという授業形態だが、学生にもおおむね好評のよう
である。しかし、英文を正確に読むという点では、精読も欠かせない。多読と精読の議論は以前から行われてい
るが、本論ではもう一度、多読と精読の有効性と課題について整理し、１）英語嫌いに悩む学生、２）英語嫌い
ではないが英語を苦手とする学生、３）英語にある程度の自信を持つ学生に効果的な授業および学習方法を考察
する。
キーワード：英語教育、読解、多読、精読、コミュニケーション
※ 1 荻野勝（岡山大学言語教育センター英語系）
Ⅰ．はじめに
　大学の授業における「読解」の授業は、常に議論の
対象となっている。昔ながらの「精読」を中心とし
た授業を行っている教員もいれば、最近は日本人以
外の教員を中心に「多読」の授業が広まってきている。
本論では、「多読」・「精読」それぞれの有効性と課題
点を整理して、その上でどのような学習方法を学生
に提案したらよいかについて考察する。
　大学の「読解」あるいは「講読」の授業の役割と
は何であろうか。それは、かつては、第 1 に「正し
く英文を読むことを練習すること」であり、第 2 に
「より速くより多く英文を読んでいくこと」であった。
しかし、近年の授業は、正確に英文を読むことより、
「より速くより多く」が強調されてきている。
　確かに現代社会において「より速くより多く」英
文を読むことが求められていることが多い傾向にあ
るが、英文を正確にとらえることも忘れてはならな
い。本論では、多読と精読を相反するものとして扱
うのではなく、互いに補完しながら学習者の英語力
向上を助けるものという視点で考察していく。
Ⅱ．読解の授業における多読・精読の有効性と課題
　　点
１．多読について
①．多読の有効性
　多読の授業の有効性としてあげられるまず第 1 の
点は、学生が授業に対して、より「楽しい」という感
覚を持って臨めることである。多読の授業方法は様々
であり、例えば、授業外で本を読み授業中は読んだ
本について発表するという形式もあれば、授業内で
多読を実践するという形式もあろう。また、学生が
毎週読んだ本に関して記録を残して、定期的に記録
用紙を教員に提出するという授業もある。これらの
いずれの形式であっても、毎回の授業で 1 冊の本を
読み終えるという達成感を味わえる点が、学生が多
読の授業に対して「楽しい」という感覚を持つ要素
かもしれない。
　次に第 2 の点は、学生が自分で選んだ英語のテキ
ストを自分のペースで読むことにより、英語により
親しみを持つようになり、それが英語への興味につ
ながるということである。英語学習において学生の
主体性を強調することで、学生の英語への興味がよ
り喚起されるのである。
　多読の有効性の第 3 の点は、日本語を介さずに英
文を読んでいくということである。精読の課題点と
して後に述べるが、精読では英文を日本語に直しな
がら読み進めるため、時に返り読みをするなどして
読解速度が遅くなり、読み方もぎこちない。多読で
前から読み下していくと、読解速度も読解量も増大
し、これが自信につながるのである。
【研究論文】
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　第 4の点は、比較的平易な英語に触れることにより、
英語に慣れることができる、ということである。難
しい英文を精読する場合は、心の準備をしてから読
解に取り組むことになるが、多読の場合は英文が比
較的平易なので、英文を読む前に気構える必要もな
い。気構える必要がないことにより、学生は気軽に
多くの英文に触れ、その結果英文に慣れることがで
きるのである。
　第 5 の点は、上であげた 4 点全てと結びついてい
るのだが、学生の英語嫌いが改善されるということ
である。多読の体験を楽しいと感じ、学生が主体的
に自分の読む英語を自分で選び、英文を英文として
読み下し、その結果英語に慣れた学生は、英語嫌い
が解消するのは当然のことであろう。
②．多読の課題点
　多読の授業の課題点としてあげられる第 1 の点は、
誤読 1 をしてしまうということである。細かいことに
注意をはらうよりも大まかなストーリーの展開に注
意をはらう多読では、これはやむを得ないことであ
る。しかし、誤読が重なってストーリー全体を取り
違えてしまう、英語の微妙なニュアンスが理解でき
ない、という問題も存在する。
　第 2 の点は、学生が自分の誤読に気がつかないこ
とである。学生は誤読をしているにもかかわらず、自
分が正確に読んだと勘違いしてしまう可能性も否め
ない。また、学生が英文を読み始めてある程度の時
間が経過すると、内容が全く分からなくなってしま
うことも生じるため、この状況では自分がどこでど
のような誤読したのか確認できないであろう。
　第 3 の点は、教員の側も学生の誤読を確認できな
いことである。テキストによっては true or false や
comprehension check などによって内容確認ができ
る場合もあるが、細かいところまではチェックでき
ず、学生の誤読をそのままにしておく場合も少なく
ないことが想定できる。多読の授業中に、誤読がな
いように、学生一人一人の読解を個別に指導するこ
とは、時間的・人数的などの要因で困難と思われる。
　多読の第 4 の課題点として、上の 3 点とも関係す
るが、学生が英文の誤読を続けていくと、ストーリー
の展開が分からなくなり、そのまま英語学習から遠
ざかり、それが学生を英語嫌いにしてしまうという
可能性もあることである。英語嫌いになって一度学
習を止めてしまうと、それを再開するには大きなエ
ネルギーを必要とするのである。前項において、多
読の有効性として英語嫌いの解消をあげたが、指導
法を誤るとかえって学生の英語嫌いを助長する可能
性もある。
　第 5 の点として、多読では、相当量の英文を読ま
ない限り、英文法や語彙が定着しないということが
あげられる。大学では、学生が中学校や高等学校で
学んだ英語を前提にして授業を行うが、様々な入試
形態で入学してくる学生の様態として、文法や語彙
のおぼつかない者もいることもまた、現実としてあ
る。そのような学生が自分の言いたいことを英語で
表現できるようになるには、多読だけでは文法や語
彙が十分に備わらないと考えられる。
　最後に、学生に任意で教材を選択させると、学生
がいつも平易な教材を選んでしまうということもあ
る。学生の人数の多少にかかわらず、全てを学生の
判断に任せると、安易な方向に流れてしまうという
可能性もあるのである。
２．精読について
①．精読の有効性
　次に精読の有効性について考えてみよう。精読の
有効性としてまず第 1 にあげられるのは、英文の構
造を正確に理解できるということである。多読では
何となく分かっていても正確に分かったかどうか確
認できないところを、精読では正確に確認できる。
　第 2 にあげられるのが、英語の微妙な言い回しを
理解できるということである。助動詞や前置詞などの
微妙な意味の違いは、教員の適切な指導や辞書を活
用することで可能となる。例えば、The thief pressed 
his ear to the door and listened for any sound inside 
the room. という文章では、どうして listened の後
が to ではなく for であるのか。これは、前置詞の to
と for の意味の違いによるもので、listen to は、あ
る対象に「対して」耳を傾けるという意味であるが、
listen for は、何かを「求めて」聞き耳を立てるとい
う意味である。このように前置詞が変わっただけで
意味が変わってしまう文を理解することは、学生に
よる多読だけでは困難であり、教員による適切な説
明が必要であると考えられる。教員による説明がな
いと、学生は意味の微妙なニュアンスをとらえられ
ないまま、読み進めていってしまう可能性が高いの
である。
　第 3 にあげられるのが、精読をすると、扱った英
文を英作文に応用することが容易になるということ
である。精読の授業では英文構造や文章展開の型 2 を
中心に扱って英文を読み進めるので、学習者は実際に
読んだ英文構造や文章展開の方法を意識するように
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なり、自分で英文を作成するときにそれを活用しやす
いのである。もちろん多読で接した英文を英作文に
活用することも可能であるが、高瀬が述べるように、
それを応用して「アウトプットに結び付け、ライティ
ング力を向上させるにはインプットされたものを定
着させるプラスアルファーの作業を加える」という作
業が大切となる。つまりここでの「プラスアルファー
の作業」とは、学生が英文構造や文章展開の型を意
識しながら英文を読んでいくということであり、英
文構造や文章展開の型をとらえるには、多読という
作業のみを行うより、精読を取り入れた方がより効
果的であると考えられるのである。
　第 4 にあげられるのが、精読した文章を反復して
読むことにより、学習者の英語力は向上し、英語学
習に対する興味も増大するということである。精読
した文章を読み返すことは、英文構造や語彙を自然
に覚えられることの他に、英語のリズムに慣れると
いう効果がある。最初は格闘しながら英文の意味を
解釈していたのが、次第に一目見れば英文の意味が
そのまま理解できるようになる。一度精読した英文
を何度も反復して読んでいるうちに、無意識に意味
の切れ目、即ちチャンクごとに英文を読み下し、精
読の悪い習慣といわれる「返り読み」をしなくなる。
気がつくと、学生は英語を英語のまま理解している
のである。
　このレベルまで達すると、学習者はある意味で独り
立ちできる。多読をするように言われなくても、自
分から英語の本を探してきて自分で読み始める。も
ちろん難解なところは精読式に構文に注意して読む
が、それ以外の所は英文を日本語に直すことなく読
むようになるであろう。この時点で、学習者は精読
と多読とを上手に使い分けることができるようにな
るのである。
②．精読の課題点
　精読の課題点としてまず第 1 にあげられるのは、
これはよく言われていることであるが、英文和訳の
授業になってしまうということである。学生は、英
文を理解しようという気持ちよりも、とりあえず教
師の言う模範訳を書き取ろうという気持ちが強くな
り、英語の授業ではなく、日本語の聞き取りの授業
のようになってしまうことも多い。学生は、教師の
言う和訳を書き取ることで英語を勉強した気持ちに
なってしまうのである。
　第 2 に、精読の授業は退屈になってしまう可能性
が高いということがあげられる。学生に和訳を発表
させて、間違いを指摘し、模範訳を示し、文法上の
細かい点を説明していると、膨大な時間を数少ない
英文の解読に費やすことになる。そして概してこの
種の授業は学生にとって退屈なものである。
　第 3に、精読の授業では、学生が受け身の態度になっ
てしまうという傾向も否めない。この種の授業は、学
生側の予習復習がしっかりできている場合は非常に
有効であるが、ややもすると学生は、授業中ただ座っ
て教師の言う訳を写していればよいと考えるように
なる。そうなると精読の授業は学生の英語力向上に
効果の薄いものとなってしまうであろう。
　第 4 に、精読のみを行っていると、学生のなかに
は「難しい英文を精読すること＝英語学習」のよう
にとらえてしまう者が出る可能性があることである。
英文を読むことは、作者が伝えようとする内容を理解
することであり、この点では英文を読むことも日本
文を読むことも本質的には変わらない。しかし、精
読のみを行っていると、英文読解を、ただ単にパズ
ルを解く行為のようにしか考えなくなる者も出てく
るであろう。そのような傾向にある学生は、難解な
英文読解に対しては得意とするが、本全体、章全体
の要旨をとらえながら英文を読み進めていくという
ことが困難な可能性が高い。
　第 5 の点は、第 1 の点と関係しているが、授業で
精読を行っていると、和訳はできるのだが、内容理
解ができていない学生がいるということである。学
生は、英語を日本語に置き換えることのみに集中し、
英文の内容をとらえようとしないのである。定期試験
は、英文の和訳を暗記して切り抜けようとする。こ
れでは授業で英文読解を学ぶ意味が薄れてしまう。
Ⅲ．効果的な授業形態および学習方法の考案
　前章では、多読・精読それぞれの有効性と課題点
について述べた。これらを踏まえ、ここでは大学に
おいてどのような授業形態や学習法が効果的である
か考察したい。考察するにあたって、本論では学生を、
１）英語嫌いの学生、２）英語嫌いではないが英語
を苦手とする学生、３）英語にはある程度自信があ
る学生、の 3 つのグループに分けて考えたい。もち
ろん 1 クラスのうちにこれら 3 つのグループの学生
が混在する場合もあるであろうが、担当教員が自分
のクラスはどのグループの学生が多いかを把握する
ことで授業形態を工夫できるであろう。
１．英語嫌いの学生の読解について
　英語嫌いの学生に対しては、多読を導入すること
─ 46 ─
荻野　勝
が効果的である。もともとこのタイプの学生は中学
校・高等学校時代の文法の授業や、文法を活用した訳
読の授業で英語を嫌いになってしまったと思われる。
彼らは「英語が嫌いになる→英語に触れる回数が減
少する→英語に自信がなくなる→ますます英語嫌い
になる」という悪循環の中にあり、英語に対する意
識を変革する必要がある。そしてその意識変革のきっ
かけとなるのが多読なのでないかと思われる。
　この場合の多読の教材は、学生が親しみを感じら
れたり、興味を持ったりすることができるようなも
のを、教師が用意しておくことが必要であろう。高
瀬の言うように、絵本をたくさん読むのも良いだろ
う。また実際に岡山大学で取り組んでいるように、
Penguin Graded Readers や Oxford Graded Readers
等の教材を、図書室にそろえておくこともよいであ
ろう。一番大切なことは、学生が英語に触れること
である。英語で読んで内容が何となくでも「分かった」
という達成感や喜びを得ることである。学生は内容が
分かってくればもっと他の本を読んでみたいと思い、
次第にもっと難しい語彙を含んだ本を、もっと語数
の多い本を読んでみたいと思うようになるであろう。
　簡単な英語なら読める、理解できると思い始めた
学生は、次第にもっと内容の難しいものに挑戦する
ようになるかもしれない。このときに学生は課題に
直面し、それらは 2 種類あると考えられる。そのひ
とつは学生の語彙力不足であり、もうひとつは文法
力不足である。これらの課題を克服するための方法
は、次の 2 種類ではないかと思われる。１）今まで
通りの比較的平易な英文に戻る方法、２）これまで
より難度の高い英文に取り組むべく語彙・文法の学
習を開始する方法、である。
　このうち、２）については次のような注意が必要
である。なぜならば、英語アレルギーをなくすべく
文法中心の学習から離れて多読を開始したにもかか
わらず、再び文法や単語を覚える学習に戻ってしま
う可能性があるからである。つまり、文法はあくま
でも読解を助けるための手段であり、文法のための
文法の学習を行わないことが肝要である。また、語
彙は単語帳をめくるように機械的・盲目的に覚えよ
うとするのではなく、同じ語彙に何回も遭遇しなが
ら自然に身につくようにする、ということも肝要で
ある。
　また１）を選択した場合も、いずれは２) の作業が
必要となってくる。簡単な英語から再びレベルを上げ
ていくと、次第に意味の確認が必要な事柄が出てく
るからである。例えば、An earthquake can happen. 
という文における can は、「･･･ できる」という「可能」
を表しているのではなく、「…することもありうる」
という「可能性」を表している。このような微妙な
意味の違いに、多読をしている場合にも次第に注意
がはらわれるようになる。学生は can の意味は「･･･
できる」のはずだが、当該の文では「･･･ できる」と
いう意味は当てはまらないと気づくであろう。
　この場合、文法書や辞書で can について調べるこ
とは、やはり必要である。しかし、上でも述べたが、
文法は英文を理解するためのものであり、文法を文
法として覚えるためのものではない、ということを
学習者はいつも肝に銘じておかなければならない。
　以上のように、英語嫌いの学生に対する多読中心
の英語学習の要点は以下の２点である。１）語彙は
無理して覚えようとするのではなく、何度も遭遇す
る語彙を自然に覚える。２）理解する上で困難なと
ころは抽出し、必要に応じて文法に照らして理解す
るという精読を取り入れる。これらの方法を行うこ
とにより、英語嫌いの学生の読解力向上に、多読と
精読が関連しながら有効に働いていくと考えられる
のである。
２．英語嫌いではないが、英語を苦手とする学生の
　　読解について
　このタイプの学生には、比較的平易な英文を精読
することによって英文法や語彙の復習や定着を図る
方法が効果的である。これは、中学校・高等学校で
学生がつまずいた文法を使って細部まで説明しなが
ら、英文を訳読していく方法である。
　この方法は「1．英語嫌いの学生の読解について」
で述べた事項と、一見正反対の方法と考えられ、また、
従来の訳読の授業と同じだと考えられがちであるが、
少し異なる。Ⅱ章２節①項「精読の有効性」の第 4
点で述べたが、学生に英文テキストを反復して読むこ
とを課題とする方法である。例えば、今週１課を読
み終えると、来週２課を読む際には１課を必ず読み
終えてから２課を読むようにする。再来週３課を読
む際には１課と２課を読み終えてから３課に取り組
むようにする。以後４課、５課と同様に行うのである。
　課が進むにしたがって読み返す量は増えるが、その
分だけ英語を読む力はついているため各課を読み終
える時間は短くなり、慣れてくるとそれほどの負担
には感じない。また既習の課を反復して読むことは、
新しい課のウオーミングアップとなるため、新しい
課の読解がより易しく感じられてくるようになる。
　この学習方法の第 1 の利点は英語の構文が自然に
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身についてしまうことである。例えば、not only が
あれば、次のどこかで but (also) が来るはずだとか、
so の後に形容詞が来れば後ろには that 節が来る可能
性があるとか、the important thing is とあれば、そ
の後ろには that 節がきて作者の主張したいポイント
がまとめられているということが、「無意識に」分か
るのである。
　また、第 2 の効果として、書き言葉の英語のリズ
ムに敏感になる、ということがある。英語の話し言
葉では、冠詞や前置詞などは弱く、そして動詞や名
詞などは強く発音され、文全体として「弱強」ある
いは「強弱」のリズムがある。同じテキストを何度
も反復して読んでいるうちに、学生は書き言葉にも
同じようなリズムがあることに気づくであろう。す
ると、黙読していても頭の中で音読しているように、
強弱をつけて、意味の切れ目に注意しながら英文を
読む習慣が身につくのである。
　ある程度の英文、例えば 200 words の英文を 50 位、
毎週反復して読むことができるようになると、学生
の学習意欲が向上するであろう。学生から進んで他
の英文を読むようになる。そのときに「1．英語嫌い
の学生の読解について」で述べた Graded Readers 等
の英語を学生に紹介すると効果が大きいと考えられ
る。それまでに習得した文法や語彙で、学生は多読
を楽しむことができるであろう。
　前節で述べた「英語嫌いの学生に対する多読の導
入」とこの節で述べている「英語嫌いではないが英
語を苦手とする学生に対する精読の導入」は、一見
相反するように思われるが、アプローチは異なって
いても、最終的には多読と精読が補完し合いながら
学習者の英語力や英語学習意欲を高めるのに役立つ
ものである。前者は多読から、後者は精読から始ま
る学習であるが、前節の末尾で述べたように、最終
的には両者が関連しながら有効に働いていくと考え
られるのである。
　
３．英語にある程度の自信を持つ学生の読解につい
　　て
　英語学習に興味を持ち、ある程度英語に自信を持
つ学生は、多読を中心に行いながら、精読を時折行
うと良いと思われる。このタイプの学生は、すでに
ある程度の英語力があり、英文構造や文章展開の型
をすでに習得している。英文を誤読した場合も、自
分でそれに気づくことができる。また、英文が理解
できずに教員に質問する場合も、どの部分が理解で
きないかを自分で判断できる。それ故、このタイプ
の学生は自分で英文を選択して自由に挑戦するとよ
いと考える。
　この学習方法は、「1．英語嫌いの学生の読解につ
いて」で述べた学習方法と一見同じように思える。し
かし、両者は異なるものである。「1．英語嫌いの学
生の読解について」で述べた学習方法は、学生が英
語に親近感を持つために、絵本などの平易な英語に
数多く触れることを提案した。それに対し、この節
で提案している学習方法は、英語を通して学生が自
分の視野を広げることに主眼が置かれているのであ
る。英語嫌いの学生は、まず英語に対する肯定的な
感情を持つことが重要であった。一方、英語にある
程度の自信を持った学生は、さらに英語力を伸ばし
ながら、英語を通して知識を増やしたり、教養を深
めたりすることができるようになることを目指して
いるのである。
　このタイプの学生の英文の読み方を見てみよう。
彼らは多読をしながらも、無意識に文構造の細かい
ところにまで注意を払って読解するという、ある意
味で高いレベルの多読／精読ができているのである。
彼らは、多少高度な英文であっても、それ程速度を
落とすことなく読み進めることができ、また英文の
構造や英語表現のニュアンスもある程度理解可能な
のである。
　それでは、このタイプの学生に対する教員の役割
は何であろうか。それは、質問等に答えることにより、
学生の英文読解を助けることはもちろんであるが、学
生が新しい未知の分野へと向かう橋渡しをすること
である。英文読解を教えるだけでなく、英語を通し
て物事をさらに深く広く知ろうという気持ちを、学
生に持たせることである。多読の授業にせよ精読の
授業にせよ、教員は授業で扱った内容をさらに押し
広げ、その内容に関して学生にインターネットや書
籍を通してさらに調べさせるということも重要であ
る。その意味では、教員自身の教養の深さ広さも重
要性を帯びてくる。
　さて、英語に自信を持つ学生に関して、ひとつ注
意するべき点がある。Ⅱ章２節②項「精読の課題点」
の第 4 点として述べたが、英語に自信を持つ学生の
中には「難しい英文を精読すること＝英語学習」の
ようにとらえる者がいる。このような学生は、英文
読解をパズルを解くのと同様に考える。「こんなに長
く複雑な英文を解読できたぞ！」という気持ちにな
り、ただ「解読できた」という点にのみ、満足を見
出してしまうという危険性をはらんでいる。
　このような学習方法を否定するものではない。し
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かし、英文を読むということは、読者が作者の主張
を理解すべく読むことであり、その意味で英語は作
者の主張を読者が理解するための媒体だと考えると、
もっと広い視野で英文読解を考えた方が有効であろ
う。
　また、学生が将来英語を活かした職業に就く場合、
まさに英語はコミュニケーションの働きを持つ。この
ような観点からも、英語に自信を持つ学生には、た
くさんの英語に接しながら自身の見聞や視野を広げ
ていってもらいたいものである。
Ⅳ．結語
　以上、多読・精読それぞれの有効性と課題点を詳し
く検証し、その上で、１）英語嫌いの学生、２）英
語嫌いではないが英語を苦手とする学生、３）英語
にある程度の自信を持つ学生、に対する授業形態や
学生の学習方法を考案した。
　多読・精読の有効性と課題点、3 種類の学生グルー
プに対応した授業形態や学習方法をここにまとめる。
多読の有効性
１）学生が英語に対して「楽しい」という感覚を持
　　てる
２）学生の英語への興味が喚起される
３）日本語を介さずに英文を読む
４）英語に慣れることができる
５）学生の英語嫌いが解消される
多読の課題点
１）学生が誤読をしてしまう
２）学生が自分の誤読に気がつかない
３）教員も学生の誤読を確認できない
４）誤読が原因で、学生が英語嫌いになる可能性が
　　ある
５）英文法や語彙が十分に定着しない
６）授業で、学生が常に平易な教材を選ぶ可能性が
　　ある
精読の有効性
１）英文の構造を正確に理解できる
２）英語の微妙な言い回しを理解できる
３）読んだ英文を英作文に応用できる
４）英文を反復して読むことにより、英文を英文の
　　まま理解できるようになる
５）ある程度英語力がつくと、自分から多読を始め
　　る
精読の問題点
１）英文和訳の授業となる
２）学生にとって退屈な授業となる場合がある
３）学生が受け身になってしまう可能性がある
４）学生が「英語学習＝難解な英文読解」と思って
　　しまう
５）和訳をしても、学生の内容理解ができていない
　　場合がある
英語嫌いの学生に対応した授業形態や学生の学習方
法
　絵本などの多読を中心に学習を行いながら、理解
することが困難なところは、必要に応じて文法に照
らして理解する。
英語嫌いではないが英語を苦手とする学生に対応し
た授業形態と学生の学習方法
　比較的平易な英文を精読する。精読した文章を何
度も反復して読むことにより英文に慣れる。
英語にある程度の自信を持つ学生に対応した授業形
態と学生の学習方法
　多読を中心に学習を行うが、ここで言う多読は英
語を通して学生が自分の視野を広めるための多読で
ある。
　上の考察の結果、多読と精読は、一見相反する読解
方法のアプローチであるように思われるが、最終的
には両者が補完し合うような授業形態・学習方法が
望ましいのではないかと考える。特に、一度精読し
た英文を何度も反復して読むことは、多くの英文に
触れることになり、英文のリズムに慣れ、効果的な
学習方法であることに触れた。この学習方法は、多
くの英語に触れるという意味で、多読と同じ様な効
果を持つと考えられる。
　また英語の文章について、学習すべき外国語として
見るのではないという意識をも育成していかなくて
はならない。英文に、作者が読者に何かを伝えよう
とするコミュニケーションの働きがあるとみなすと、
学生自らが、自分が学習している教材に対して、作
者が読者に何かを伝えようとしていると認識し、そ
れを理解しようとしたとき、学習者の真の意味の英
文読解力の向上、英語を学ぶ目的意識の変化、世界
を見る視野の拡大等を助長していくことができると
考えている。
注
1. 本論での「誤読」とは、英文を構文的にとらえる
ことができていないこと、熟語の表現が理解できて
いないこと、という意味である。
2. 本論での「文章展開の型」とは、例えば “It is true
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…, but…” のような、筆者が文章や論旨を展開する上
で使用する表現の型である。
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児童生徒の暴力行為への理解力を高める教師教育
教員養成段階並びに現職教員研修における教育・研修内容の開発
渡邉　淳一※ 1
要旨：ここ数年児童生徒の暴力行為の増加が続き喫緊の課題となっている。暴力行為を予防し適切な指導・援助
をするためには言語的な攻撃等も含めた攻撃行動自体を対象にし、その行為に及ぶ児童生徒を十分に理解するこ
とが基本となる。このような考えのもと、教員養成段階にある学生と現職教員の、児童生徒の攻撃行動に対する
理解の実態を事例を用いて調査した。その結果、攻撃行動の理解の基盤となる四つの理論的視座―精神力動的、
行動主義的、認知主義的、神経生理学的―のいずれからの理解にも課題のあることが明らかになった。また、児
童生徒の攻撃行動を理解するための学習機会は、教員養成段階にある学生にも現職教員にも必ずしも多くないこ
とが想定された。そこで、両者の理解力を養成・高度化するために、四つの理論的視座にコミュニケーションの
視座を加えた教育・研修内容を開発し提案した。
キーワード：暴力行為、攻撃行動、教師教育、教員養成、生徒指導
※ 1 渡邉淳一（教育学研究科）
Ⅰ　問題と目的
　文部科学省「平成 22 年度　児童生徒の問題行動等
生徒指導上の諸問題に関する調査」（平成 23 年 8 月
4 日公表）によると、現行の調査方法になった平成
18 年度以降、児童生徒 1,000 人当たりの暴力行為の
発生件数は増加し続けている。喫緊の課題となって
いるこの問題について、教員養成と現職教員研修の
立場から考えてみたい。
　児童生徒の暴力行為の「低年齢化」が指摘されて
久しいが、最近の特徴は「個別化」だと言われてい
る。昭和 50 年代から平成の初めごろにかけては中学
生や高校生の暴力行為は「校内暴力」と呼ばれるこ
とが多く、徒党を組んだいわゆる“ツッパリグルー
プ”が集団で暴力行為に及ぶことが多かった。とこ
ろが、低年齢化の傾向に伴って権威への反抗という
“ツッパリ”の意味が薄れ、集団の規模が縮小しボス
の統率力も低下した。仮に集団の中の一人が暴力行
為をしたとしても「同じグループ内であっても暴れ
る生徒を止めることもなく、面白可笑しく、まるで
他人事のように見ているだけの生徒が多い」（中村、
2010）ため、個人で暴力行為をしている状況が増え
たという。こうした状況は暴力行為一件あたりの加
害児童生徒数（加害実人数）が減少するという調査
結果に反映した。そのため、それを踏まえて「特定
の児童生徒が暴力行為を繰り返す傾向が顕著」「暴力
行為の個別化・個人化の傾向」とする分析も出てい
る（横浜市教育委員会、2011）。
　ところで、なぜ特定の児童生徒が暴力行為を繰り
返すのであろうか。その要因は、感情を抑えられな
い、相手の気持ちが分かりにくい、コミュニケーショ
ンスキルが未熟など、児童生徒の抱える様々な課題
とともに、成育環境、家族関係、友人関係などきわ
めて多様かつ個別である。しかし、「暴力行為のない
学校づくり研究会」（2011）が言うように「これらの
児童生徒に関する理解が不十分であるために、教職
員や周囲からの指導・援助が不適切」になり、その
結果として暴力行為が繰り返されている状況のある
ことは否めない。つまり、個別化する暴力行為に適
切に指導・援助できるためには、教職員にこれまで
以上に児童生徒を理解する力が求められるのである。
　暴力行為を予防するためには、校内生徒指導体制
の整備、家庭・地域・関係機関との連携、規範意識
の醸成や校内秩序の確立といった経営的でマクロな
アプローチと、児童生徒一人一人への指導・援助と
いった個別的でミクロなアプローチが並行して行わ
れることが必要である。本研究では後者の、しかも
暴力行為の要因に対する教師の理解力に焦点を絞り、
教員養成段階並びに現職教員研修における教育・研
【研究論文】
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修内容を考案しようとするものである。本研究の目
的は、養成段階にある学生と現職教員のための、暴
力行為の要因を理解する力を育成し高度化する教育
内容を開発することにある。
Ⅱ　用語の定義
　本研究で用いる「暴力行為」の定義は、文部科学省
「児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する
調査 - 用語の解説」にある通り「児童生徒が故意に有
形力（目に見える物理的な力）を加える行為」である。
しかし、生徒指導上の課題は有形力を伴う身体的な
攻撃だけではない。ひどい言葉で相手を心理的に傷
つける言語的攻撃や、無視や仲間外れにすることで
他人の人間関係を壊したり操作したりする関係性攻
撃も指導の対象である。そこで、本研究ではこれら
を一括して「攻撃行動」と呼ぶことにする。
　また、繰り返される攻撃行動の要因として感情抑
制力の問題が指摘されているからには、特に怒りの
感情にも着目しなければならない。我々は怒りを感
じたときに必ず攻撃行動を起こすわけではない。抑
圧して何も言わないこともあれば問題解決のための
主張をすることもある。したがって、児童生徒の感
情をいかに発達させ、怒りを感じたときにどう攻撃
行動を回避できるかといった視点からの教育も必要
になってくるであろう。その際の「怒り」の定義は、
湯川（2008）に倣って「物理的もしくは心理的な侵
害を被った（と本人が認知した）ときの整理しがた
い否定的な感情及び心身の準備状態」としておく。
Ⅲ　攻撃行動を理解する基本的視座
　キレる青少年の心を発達臨床心理学の立場から専
門的に吟味した宮下・大野（2002）において河野
（2002）は、児童生徒の攻撃行動を理解するための
視座として三つ挙げている。一つは、アメリカ精神
医学会が作成した「精神障害の分類と診断の手引き」
（DSM- Ⅳ）の行為障害の基準から検討する「生理学
的」視座である。今一つは、ダラード（Dollard）の
欲求不満 - 攻撃仮説やバーコヴィッツ（Berkowitz）
の認知的新連合理論、ダッジ（Dodge）の社会的情報
処理理論、バンデューラ（Bandura）の社会的学習
理論などの「認知・情報処理」の視座である。そし
て三つ目に、フロイト（Freud、S.）の人格理論やク
ライン（Klein、M.）の対象関係論など精神分析の諸
理論や、自己感覚や心的外傷などの理論から考える
「家族関係・親子関係」の視座である。子どもも大
人もキレないための実践的な理解と技法を紹介した
A. フォーぺル他著 / 戸田訳（2003）の表現を借りれ
ば、河野（2002）のいう「家族関係・親子関係」の
視座は「精神力動的視座」、「認知・情報処理」の視
座は「認知主義的視座」ということになろう。そして、
A. フォーぺルらはこの二つに行動理論を基にした「行
動主義的視座」を加えた三つが基本的視座だとして
いる。筆者はA.フォーぺルらのいう「精神力動的視座」
「行動主義的視座」「認知主義的視座」の三つと、発
達障害の特性とそれによる二次障害から見ていく「神
経生理学的視座」、そして児童生徒と教師とのコミュ
ニケーションの視座を加えた五つが学校における児
童生徒の攻撃行動を理解する基本的な視座と考える。
それぞれの概要は次の通りである。
1　精神力動的視座
　攻撃行動の要因を、防衛機制、欲求の満足状態、自
尊感情の傷つきなど精神内界の力動から考えていく。
やや情緒的に表現すれば、“心の危機”から自我を守
るために攻撃行動をしていると考える。
2　行動主義的視座
　児童生徒の攻撃行動は学習の結果であり、当該児
童生徒とその子を取り巻く人的・物的環境との相互
作用で起きていると考える。オペラント条件付けと
観察学習という二つの原理に基づいている。
3　認知主義的視座
　怒りの原因は遭遇した刺激そのものではなく、そ
れをどのようにとらえるかという本人の認知にある
と考える。論理療法や認知療法で扱うイラショナル・
ビリーフや自動思考、攻撃行動に至る情報の処理過
程（山崎勝、2000）などから考えていく。
4　神経生理学的視座
　一次的障害である発達障害に周囲の不適切な関わ
りが加わり、二次的な障害として攻撃行動が生じる
と考える。
5　コミュニケーションの視座
　児童生徒の攻撃行動は対人コミュニケーションの
結果であり、葛藤的場面における本人なりの解決方
略に相手や他者から一方的な制止圧力が加わった結
果攻撃行動が起きると考える。上記 1 ～ 4 の視座か
らの見立ても可能な包括的な視座である。
Ⅳ　養成段階にある学生と現職教員の攻撃行動に対
する理解の実態
　第Ⅲ章で述べた五つの基本的視座のうち、コミュ
ニケーションの視座を除く四つの視座から理解する
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ことが可能な事例を作成し、教員免許の取得を目指
す学生及び現職教員が児童生徒の攻撃行動をどのよ
うに理解するかについて調査した。学生の調査対象
は平成 23 年度に行われた教職に関する科目「生徒指
導論Ⅰ」の受講生のうち 2 年次生 58 人（理工系）、
現職教員は平成 23 年度に行われた免許法に関する講
習及び校内研修の受講者計 53 人（小学校 10、中学校
37、高等学校 3、特別支援学校 3。勤務年数は 1 年か
ら 35 年までで平均 14.7 年。）である。
　調査は児童生徒の攻撃行動が記された短い事例を
読んで攻撃行動の要因を問う問いに記述式で回答す
る形式である。回答された記述は文意によって区分け
し、一文でも複数内容を回答している場合は別々に
区分けした。逆に、複数文記述していても同一の内
容であれば一つに区分けした。そして、個々に区分
けした内容を KJ 法の要領で大カテゴリーに分類し、
それぞれの内容に応じて命名した。そして、全回答
数に対する各カテゴリーごとの回答数の割合を算出
した。
　なお、作成した事例は文献からの引用のほか、小
学校・中学校・高等学校で実際にあった事例を改変
したものである（登場人物は架空）。以下に事例及び
回答の分析と考察を示す。
1　事例の分析結果と考察
事例１　　（小学校 3 年生男児　小さなことで激しく
他者を攻撃する亮太君。両親は「競争の価値」に深
くとらわれている。）
　「だれがこんなテストをつくったんだ！」95 点の漢
字テストを見つめながら、突然亮太君は身体をブル
ブルと震わせて叫びました。…（中略）…テストを
放り投げ、教室の窓枠に飛びついて「死んでやる、死
んでやる」と叫びました。亮太君はそれから、掃除
用のロッカーに閉じこもりました。……「叱らない
から出ておいで」そう言って彼を誘い、誰もいない
トイレに連れて行きました。「つらかったかい」と声
をかけました。亮太君の顔が突然クシャッと歪み、
ヒーッと声をあげて泣きました。（山崎隆、2000 より）
［分析結果］
　「亮太君が 95 点の漢字テストを見て興奮したのは
どのような心理からでしょうか」と問い、その回答と
して亮太君の「心の声」を書かせた。その結果、学生、
教員とも「親に叱られる、どうしよう」といった「親
の反応への恐怖、不安」が興奮の要因だとした回答
が最も多く（学生 36％、教員 36％、以下同順）、次
いで「100 点でなかったことが悔しい」などの「テス
ト結果に対する失望・悔しさ」（23％、18％）だった。「テ
ストが悪い」などの「八つ当たり」が同割合で（11％、
11％）、「100 点・一番以外は価値がない」などの「100
点・一番へのこだわり」（7％、16％）「他者と比較し
ての劣等意識」（8％、2％）に学生と教員の差が出た。
自分を責め、存在の不安に怯えるという「自分の存
在の不安」を指摘した回答は学生 6％、教員 2％だっ
た（図 1）。
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［考察］
　この事例は精神力動的な視座からの理解が適切な
事例である。100 点取れなかった亮太君は、内在化し
た親の価値観によって自らを責め、自己の存在が脅
かされて不安に包まれている。肥大化した超自我に
よって自我が脅威にさらされてパニックになってい
るとも言える。そのように読み取ることができたのは
学生・教員ともごくわずかだった。学生・教員とも
11％あった「八つ当たり」は合理化または置き換え
という防衛機制で、これも精神力動的な理解である。
「親の反応への恐怖、不安」「100 点・一番へのこだわ
り」とする回答は、亮太君の心理をとらえてはいるが、
「親に叱られる」「100 点・一番以外は価値がない」た
めに「死んでやる！」と反応すると理解するのはい
かにも浅い。学生・教員とも児童生徒の意識レベル
の理解はある程度できるものの、精神力動的な無意
識レベルの理解に今後の課題があると言える。なお、
「100 点・一番へのこだわり」の回答が学生より教師
の方に多かったのは、事例文の「両親は『競争の価値』
に深くとらわれている」という養育態度の帰結とし
てこのような子どもになる例の多いことを教育実践
を通して理解しているからと考えられる。
事例２　　（中学校 2 年生男子　茂君）
　茂君は、1 年生のとき、服装が乱れている・忘れ
物が多いなどの問題が目についた生徒である。国語
─ 53 ─
児童生徒の暴力行為への理解力を高める教師教育
科の山口先生は教科担任として茂君を教えていたが、
茂君は授業態度が悪く、学習も不振で、せいぜい 50
点程度しか取れなかった。2 年生になり、茂君の授業
態度は少し改善され、最初の中間考査で 75 点取った。
山口先生は茂君の努力を認め、答案返却時に「よく
できたなあ」と褒めながら答案を渡した。ところが、
茂君は答案を受け取るなり表情をこわばらせ、席に
もどるやその答案をびりびりと破いてしまった。
［分析結果］
　「茂君が怒って答案を破いてしまったのはどのよう
な心理からでしょうか」と問い、茂君の「心の声」
を書かせた。学生・教員とも「努力が実らなかった
失望、悔しさ」（35％、34％）、「75 点で褒められて
馬鹿にされた」などの「自己愛・プライドの傷つき」
（30％、32％）で約 3 分の 2 を占めた。「努力を認め
てほしい」という「承認の欲求」が同割合だった（11％、
11％）。学生と教員の差が出たのは「テストの点だけ
で評価する」「今まで褒めなかったくせに」などの「教
師への不信」（3％、10％）と「褒められへの照れ」（6％、
0％）だった。（図 2）。
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［考察］
　事例 2 も精神力動的な視座からの理解がふさわし
い事例である。学生・教員とも回答が最も多かった
ように、確かに茂君は「努力したのに点数が出ず失
望した」という感覚に襲われている。しかし、それ
よりも大きかったのは、自分では不満足な点数だっ
たのに教師から褒められたことによる傷つきである。
自己愛とは「自己を価値あるものと感じ、自己に肯定
感を抱きたいという願いを可能にしてくれる周囲か
らの応答への欲求」である（上地、2002）。山口先生
の反応は茂君のこの欲求を満たさないばかりか、耐
え難い価値の低さを感じさせるものだった。精神分
析家のコフート（Kohut、H.）は、このようなとき
に生じる非常に激しい怒りを自己愛的憤怒と呼んだ。
この事例をこうした自己愛の傷つきによる攻撃行動
と理解した回答は、学生・教員とも 3 割弱であった。
この結果からも、児童生徒の精神内界の理解の深さ
に課題があると言える。「教師への不信」の回答が教
師の方に多かったのは、生徒の不信を買いやすい教
師の態度を実践的に知っているからと考える。また、
「褒められへの照れ」の回答が学生だけにあったのは、
他者の目や集団の「空気」を過剰に気にする昨今の
若者気質の表れかと思われた。
事例３　　（中学校 1 年生男子　慎吾君）
　慎吾君の班は、校外学習の班別自主活動のときにど
こで昼食をとるかでもめていた。女子たちはマクド
ナルドで食べることを主張したが、慎吾君は有名な
ラーメン屋で食べたいと言い張った。双方の意見が
平行線をたどり始めたころ、慎吾君は「もうええわ！」
と声を荒げて怒鳴り、机、椅子、ごみ箱などを蹴っ
てふてくされて教室を出て行った。それを見た他の
班員は、しぶしぶ慎吾君の意見を採用することにし、
結局慎吾君の意見が通ってしまった。慎吾君は、話
し合いで意見が対立すると攻撃的になってふてくさ
れることがよくあった。また、慎吾君の班では、こ
のように班員が譲歩して慎吾君の意見が全部または
部分的に通ってしまうことがよくあった。このこと
を慎吾君の母親に話すと、母親は「うちでは父親が
そうなんですよ。」と言った。
［分析結果］
　「意見が対立したとき、慎吾君がこのような攻撃的
態度を繰り返すのはなぜでしょうか」と質問した。「父
親の行動を見て覚えた」など観察学習をとらえた回
答が大半を占めた（71％、64％）。「うまくいった方
法を繰り返している」というオペラント条件付けの
理解と思われる回答をしたのは 14％、13％だった（図
3）。「その他（非行動主義的）」の回答が教師の方に
多かったが（8％、16％）、その内容は「父の行為に
ストレスを感じていたから」「父に対する不満を他の
人に同じことをしてわからせたいから」などが目立っ
た。
図3
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［考察］
　事例 3 は行動主義的視座からの理解が妥当である。
学生・教員の回答に大差はなかった。両者とも約 7
割が観察学習をとらえた回答をしたのは、「うちでは
父親がそうなんですよ。」という事例文の影響かもし
れないが、これまでの生活経験からこのように理解す
ることに馴染みがあるためとも思われた。慎吾君が
攻撃的態度を学習したのは父親がモデルになってい
るという理解は間違いではないが，その理解だけだ
と慎吾君に適切な葛藤解決の方法を身に付けさせる
指導に結びつきにくくなる恐れがある。対立・葛藤
場面で攻撃行動を繰り返すのはオペラント条件付け
による学習であるという理解もできれば，「先行条件
（Antecedent events）」－「行動（Behaviour）」－「結
果（Consequences）」を検討し先行条件や結果の形成・
修正をして行動の変容を図る指導も可能となるだろ
う。オペラント条件付けについては「一度やったら
うまくいったので味をしめて繰り返すようになった」
という経験知となって学生にも教員にも浸透してい
るはずだが，そのように理解したと思われる回答は
学生・教員とも 1 割強にとどまった。これは，この
原理を用いて適切な指導・援助につなげるという発
想に乏しいためと考えられた。「その他（非行動主義
的）」の回答が教師の方に多かったが，回答例を見る
と、精神力動的な理解をしたものが多かった。この
ことからも，行動を分析して指導・援助につなげる
ことに課題があると思われた。
事例４　　（中学校 2 年生女子　麻里子さん）
　麻里子さんは、茶髪にピアス、ルーズな服装をし
たいわゆる「不良」で、他の生徒から怖がられていた。
ある午前の休み時間、 同じクラスの敦子さんが、麻里
子さんの悪口を書いた手紙（女子が好むようなかわい
い用紙に書いてある）を廊下で拾い、麻里子さんに
「こんなのが落ちていた」と渡した。麻里子さんは一
読したとたんに血相を変え、給食時間や昼休み、掃
除時間などに 2 年生全クラスを回って、悪口を書い
た犯人を捜した。そして、とうとう犯人を見つけ出し、
放課後に体育館の裏に呼び出してボコボコにした。
　優子さんは、まじめで成績もよく充実した学校生活
を送っている。ある日の休み時間、親友の友美さんが、
優子さんの悪口を書いた手紙を廊下で拾い、優子さ
んに「こんなのが落ちていた」と渡した。優子さん
は一読して「ばっかじゃない」と言って手紙をくしゃ
くしゃに丸め、ゴミ箱に捨てて、何事もなかったか
のように次の授業の準備に取り掛かった。
［分析結果］
　麻里子さんと優子さんの心理的な違いに着目させ、
「麻里子さんが犯人を見つけ出してボコボコにしたの
は、どのような心理からでしょうか」と質問して麻
里子さんの「心の声」を書かせた。その結果、「自分
の悪口を言う者が存在すること自体許せない」とい
う「敵対者の存在否定」（45％、39％）が最も多かっ
た。次いで「弱い自分を隠すため」「嫌われている不
安を解消するため」といった「不安の解消」（19％、
30％）、「陰でこそこそされて腹が立った」といった「悪
口・陰口への単純立腹」（18％、23％）だった。「本
当は仲良くしたい、わかってほしい」という「交流・
承認願望」が学生 9％、教員 8％あった。（図 4）。
図4
［考察］
　事例 4 は、認知主義的視座からの理解を期待した
事例である。優子さんと違って、麻里子さんには「私
の生活テリトリー内に私の悪口を言う者（女子中学
生）が存在してはならない」という不合理な信念が
ある。教員・学生とも「敵対者の存在否定」が最も
多かった。一方、教員は学生と比べて「不安の解消」
の割合が高かった。この理解は精神力動的な見方で、
間違いではない。しかし、実際の指導の在り方を考
えると、「弱い自分を隠すため」「嫌われている不安
を解消するため」ととらえるよりも、麻里子さんの
この認知がどのようにして形成されたのかを考える
方がより一層麻里子さんの内面に迫る指導が可能に
なるのではないか。麻里子さんにはこのほかに 「自分
の価値は他者（同級の女子中学生）からどう見られ
るかで決まる」という不合理な信念や、「敵か味方か」
という偏った認知、「きっと敵の仕業に違いない」と
いう自動思考もあるかもしれない。なお、比較的多
くの学生・教員が回答した「悪口・陰口への単純立
腹」は心理をとらえてはいるが表層的である。単に
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「腹が立ったから暴力をふるった」ととらえたのでは
内面に迫る指導は困難であろう。これらのことから、
児童生徒の認知の特性を実践的に理解することが今
後の課題と考えられた。
　筆者注：相手をボコボコにする暴力は全能感を誇示する
もっとも直接的な表現である。この事例は、乳幼児期に養
育者に適度に依存して全能感を味わうことができなかった
麻里子さんが、本来なら養育者に向けるべきいら立ちや無
力感・怒りを自分より弱い立場の被害者に向けているとい
う、置き換えという防衛機制で説明することも可能である。
事例５　　（高校２年生男子　快彦君　広汎性発達障
害の診断あり）
　快彦君は去年から同じクラスの准一君の発言を被
害的に受け止めることが多く、准一君の発言がとて
も気になっていた。ある日の 1 時間目の授業が始まっ
て 5 分が経過したころ、快彦君は準備物を教室後部
のロッカーに置き忘れていたことに気付き、取りに
行った。そのとき、准一君から「忘れたんか？しっ
かりせぇ」と言われた。快彦君は自席に戻ったあと、
机を蹴飛ばして教室を飛び出し、防火扉や掃除ロッ
カーなどをたたいたり蹴ったりしながら校内を移動
した。そして、箒で門扉をガンガンたたきながら「も
ういやだ」などとしばらくわめいていたが、そのう
ち泣き始めた。
［分析結果］
　「快彦君の言動はどのような特性から起きているで
しょうか」と質問した。学生も教員も「物事を被害
的に受け止めてしまう」という「被害的認知」（32％、
26％）が最も多く、次いで「准一君（の発言）が気になっ
て仕方ない」という「こだわり」（17％、24％）、「物
事をおおげさに受け止めてしまう」という「過大評価」
（14％、14％）だった。「ストレスや心情を表す方法
が身についていない」という「ストレス対処スキル
の未熟」（5％、14％）は教員に多く、「含意が汲めない」
（16％、5％）は学生に多かった。（図 5）
［考察］
　神経生理学的視座からの理解を求めた事例だが、
事例文に「広汎性発達障害の診断あり」という注と
「被害的に受け止めることが多く」という記述があっ
たため、「被害的認知」が学生・教員とも最も多かっ
たのは容易に合点がいく。実は、この事例は解釈の
仕方によって快彦君の特性が若干変わってくる。ま
ず、准一君の「忘れたんか？しっかりせぇ」が善意
の発言だと解釈した場合、快彦君はその含意を汲め
ず、悪意で言われたと被害的に受け止めてしまって、
湧き上がった否定的感情を適切に対処することがで
きなかったと理解できる。学生には「含意が汲めな
い」という回答が 16％あったが、おそらくこのよう
に解釈した学生が多かったのだろう。一方、准一君
は普段から快彦君に意地悪で「忘れたんか？しっか
りせぇ」が悪意に満ちた発言だと解釈した場合、快
彦君はその含意を汲み取れていることになる。そし
て、普段から自分を嫌な気分にさせる准一君（の発言）
が気になって仕方なく、「忘れたんか？しっかりせぇ」
と言われたときに湧き上がった否定的感情の対処ス
キルが不十分なために不適切な行動をとったと理解
できる。分析結果からはおそらくこのように解釈し
た教員が多かったと考えられる。そして、どちらの
解釈をした場合でも快彦君のストレス対処スキルの
未熟さは考えられるのに、その回答が教員の方が学
生より多かったことから、教員は発達障害のある児
童生徒に対人関係スキルを身に付けさせることの重
要性をより強く意識していることがうかがえる。
図5
2　学生及び現職教員の理解の特徴と課題
　前節の分析・考察結果から、児童生徒の攻撃行動
に対する学生及び現職教員の理解力について、次の
ような特徴と課題を指摘することができる。
①　学生・教員とも精神力動的視座、行動主義的視座、
認知主義的視座、神経生理学的視座からの理解をあ
る程度することができる。
②　精神力動的視座からの理解は、意識レベルの理
解はよくできるが、精神内界の無意識レベルの理解
はそれほどでもない。これは、心の構造、心理発達、
防衛機制、欲求、自尊感情、心理社会的ストレス等
についての実践的学習が十分ではないためと考えら
える。
③　行動主義的視座からの理解は、現実の児童生徒
の行動をオペラント条件付けにおける三項随伴性か
ら理解することに課題がある。
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④　認知主義的視座からの理解はある程度できるが、
イラショナル・ビリーフや自動思考、情報の処理過
程といった学習が必要である。
⑤　学生の理解と教員の理解との間にあまり大きな
差がないことから、児童生徒の攻撃行動についての現
職教員の学習機会は極めて少ないと想定される。し
たがって、そのことを前提として、教員の養成段階
で現行の基礎的内容に実践的内容を加えて嵩上げす
るか、現職教員の研修で児童生徒の攻撃行動に関す
る内容を増やすかする必要がある。
⑥　当然のことながら、教員の理解には教育実践を
通して得た知見からの理解が多い。学生は学習した
理論を実践的に理解できるようになることが必要で
ある。両者に共通した今後の課題は、理論と実践を
融合させることである。
Ⅴ　攻撃行動を理解するための教育・研修内容
　第Ⅳ章で明らかになった特徴と課題を踏まえ、教
員養成段階の学生並びに現職教員を対象とした教育・
研修内容を考案したい。その際、学生と現職教員の
学習レベルが同じでよいのかといった議論があろう。
もちろん、学生には基礎的・基本的な理論学習を基
盤とし、次第に実践的内容を増やしていくといった
段階的でサイクリックな学習が適している。現職教
員には、既習内容に更に積み上げして理論を学習し、
それによって自らの教育実践を省察し、再び理論に
戻るといった理論と実践を架橋・往還した学習が適
している。そのことを承知の上で、児童生徒の攻撃
行動を理解するのに必要な教育内容をあえて網羅的
に述べてみたい。これから述べる教育内容には現行
のカリキュラムに組み込まれているものも含んでい
るが，実際の教師教育では学生や現職教員の既習事
項、講義や研修の目的に応じて柔軟に組み直せばよ
いと考える。
1　精神力動的視座からの理解のために
　「“心の危機”から自我を守るために攻撃行動をして
いる」と考え、無意識的動機と行動の意味が理解が
できるようになるためには、まずはフロイトの構造
論的な心の構造―自我・エス・超自我の心的装置―
と自我の働き、防衛機制についての学習が必要であ
る。また、マズローの欲求階層を用いて児童生徒の
無意識的な欲求を理解することも欠かせない。エリ
クソンの心理社会的発達理論も必須だが、菅野（2003）
の「心の基礎」モデルは、愛着や自尊感情、社会的
スキル、欲求の階層をも含んで非常に分かりやすく、
教育現場向きである。アドラー心理学の目的論的な
考え方をすれば、攻撃行動は所属の欲求を満たすた
めの不適切行動と理解することも可能になる。さら
に、蓄積したストレスが自我を脅かすことから、心
理社会的ストレスモデルの学習も必須であろう。こ
れについて、筆者はコップ様の「ストレス容器」の
比喩を用いて説明することが多いが、蓄積したスト
レスが限界線を越えないようにコーピングしている
証として身体や思考・感情、行動に変化が現れると
いうモデルは、攻撃行動のみならず不登校など様々
な不適応事象を説明することが可能である。それば
かりか、ストレスの蓄積量が限界線を越えないよう
予防するための三つの方略―ストレス侵入量の軽減、
排出量の増加、容器の拡大―の検討は、ストレス・コー
ピングとソーシャル・サポート、自尊感情の育成と
いった現代の児童生徒に不可欠の教育方法に発展さ
せることが可能である。
2　行動主義的視座からの理解のために
　学習心理学の基礎的内容は必須である。特に、先
行して起きている事象、攻撃行動、攻撃行動の結果
起きている事象の三項随伴性を詳細に観察して攻撃
行動を維持させている要因を検討していく「機能的
行動分析」（例えば、Robert E. O’Neill 他、2007）は、
児童生徒の攻撃行動の要因と指導・援助の具体的な
方略を協議する際に有効である。
　現職教員研修を通してよく感じるのは、自らの指導
が児童生徒の問題行動を強化し、望ましい行動を消
去していることに気づいていない教員が多いことで
ある。例えば、児童生徒が所属や交流の欲求、注意
獲得欲求から授業中に教師の話に反応して脱線的に
「茶々を入れる」としよう。そのとき、教師が叱るこ
とは欲求を充足する強烈な強化子となり、「茶々を入
れる」行動はますます維持されることになる。反対に
児童生徒が集中して学習活動に取り組んでいるとき、
それは当たり前の行動だから教師は何も反応しない
ことが多い。そのため児童生徒の欲求は充足されず、
その行動は維持されないのである。したがって、「茶々
を入れる」行動をやめさせようと思ったら、児童生
徒が望ましい行動をしているときこそかかわりを増
やすなどの正の強化をしなければならない。行動主
義的視座からの省察はこのように教師自身の指導を
具体的に点検・修正することを可能にしてくれる。
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3　認知主義的視座からの理解のために
　児童生徒の学校生活では、ぶつかった、悪口を言
われた、汚されたなどの出来事は日常茶飯事である。
これらに対する認知が怒りや攻撃行動の発生を左右
する。怒りや攻撃行動は認知の産物なのである。こ
の視座からの理解を進めるためには、イラショナル・
ビリーフや自動思考の概念を持っておくとよい。本
田（2009）はストレスを増大させやすい偏った認知
の特徴を分かりやすくまとめているが、これなどは
児童生徒の理解だけでなく指導者である教師自身の
認知特徴を知る上でも有益である。認知主義的視座
からの攻撃行動理解は、児童生徒の認知を幅広く柔
軟にさせる教育へと発展していく。また、攻撃行動
を繰り返す児童生徒の場合は、情報の処理過程の特
徴を検討することがその後の指導・援助を考えやす
い（山崎勝、2000）。
4　神経生理学的視座からの理解のために
　発達障害に関する基礎知識の学習は必須である。最
近では人の学習や心理社会的な発達及び障害に関す
る脳科学の知見も明らかになってきた。NHK（2004）
は脳科学によって解明された知見に基づいて子ども
の「キレ」を防ぐ特集を報道したが、そこで述べら
れた感情の発達に関する知識―例えば，親や友達・
身近な人との心地よいコミュニケーションが感情を
発達させ「キレ」を防ぐなど―程度は知っておきたい。
発達障害に関しては「今後の特別支援教育の在り方
について（最終報告）」（文部科学省の特別支援教育
の在り方に関する調査研究協力者会議、2003）から
8 年が経過し、教員に必要な知識は教育現場にかなり
浸透したはずである。しかし、「攻撃行動を繰り返す
のは発達障害」といったステレオタイプな理解がな
いわけではない。発達障害そのものは脳の機能障害
であり一次的障害である。ところが、これがあるが
ために例えば叱責や非難が多くなるなど周囲のかか
わりが不適切になり、良質な人間関係の経験が欠如
する。すると、自己イメージの低下、自信喪失、強
い劣等感・無力感など二次的障害が生じる。そのせ
いで、当該児童生徒は不適切なかかわりをする周囲
に対して怒りと敵意に包まれ、攻撃行動が多くなる、
と考えるべきである。さらに、発達障害の概念があっ
てもそれが児童生徒一人一人に応じた指導・援助にな
かなか結びついていかないのが教育現場の実態であ
ろう。具体的に個別の指導・援助を検討できるよう
になるために、数多くのケースに基づいた学習（ケー
ス・メソッド）を導入することが今後の課題と考える。
5　コミュニケーションの視座からの理解
　ここまで、四つの視座からの理解ができるように
なるための教育内容を述べてきた。最後に、これら
を包括したコミュニケーションの視座について述べ
る。実際の教育実践では、複数の視座から理解した
方が児童生徒一人一人に応じた指導・援助をチーム
で行いやすいからである。また、児童生徒の攻撃行
動はたいていの場合対人コミュニケーションの結果
起きており、中には教師の指導が攻撃行動を誘発し
ていることもあるからである。渡邉（2010）は水島
（2000）を基に「コミュニケーション・ルート図」（図
6）を作成し、次のように説明している。
図6　コミュニケーション・ルート
成功のルート
　学校生活において何らかの対立・葛藤があったと
き、児童生徒は不満や不快などのネガティブな感情
を抱く。そして、それを表現し、対立・葛藤解消の
ための主張や交渉に挑む。これがうまくいったり折
り合いがついたりすると、対立・葛藤が解決され、
ネガティブな感情も解消もしくは安全な程度に軽減
される。このようなコミュニケーションの流れを「成
功のルート」と呼ぶ。
（例）班活動でポスターを作成しているが、A児がカ
ラーペンを独占して色を塗っている。班長の B児は
早く自分も色を塗りたいのにできない葛藤状態で、イ
ライラを感じている。
　Ｂ：おい、Ａばっかりずるいぞ（感情の表明）。お
れにも塗らせろよ！（交渉）
　Ａ：分かったよ・・・（成立・妥協）
　Ｂ：よっしゃ～！（葛藤の解決、イライラの解消）
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怒りの爆発ルート
　ところが、ネガティブな感情を表明できなかった
り、主張・交渉する段階の前後で何らかの一方的な
圧力が加わって成立・妥協まで至らなかったりした
場合、コミュニケーションのルートは怒りの爆発ルー
トに転じてしまう。
（例）上の例で教師の指導が一方的圧力になる場合
　Ｂ：おい、Ａばっかりずるいぞ（感情の表明）。早
く代われよ！（交渉）
　Ａ：まだ終わってないもん！
　Ｂ：今度はおれの番だ。早く代われよ！（さらに
交渉するがまだ妥結に至っていない）
　教：二人ともどうした？仲良くしないとダメじゃ
ないか！
　Ｂ：だって、こいつが全然代わってくれないんで
す…
　教：「こいつ」って言い方はないだろう！班長なん
だから少しは我慢しなさい！！
　B 児は教師によって主張・交渉を封じられ（一方的
圧力）、ネガティブな感情を抑圧せざるを得なくなる。
このとき、B 児の心にあるストレス容器（ネガティブ
な感情を安全に抱えておける）に余裕があればすぐ
に爆発したりしないで済む。しかし、容器に余裕が
なくて「前ギレ状態」の場合や、教師の言動が B 児
の自尊感情をひどく傷つけるようなものだった場合、
一気に爆発に至ってしまうことがある。
　コミュニケーション・ルート図を用いて攻撃行動
がよく見られる児童生徒のコミュニケーションのあ
り方を検討してみると、次の①～⑥のいずれかの特
徴のあることが多い。（　）内はその検討を可能にす
る視座である。
①　物事のとらえ方が被害的など偏った認知がある
ため、対立や葛藤が起きやすい。（認知主義的視座、
神経生理学的視座）
②　自分がイライラしているが、何に対してどんな
感情がどれくらいあるのかがわからず、感情が未発
達である。（精神力動的視座）
③　ネガティブな感情を適切に表明できない。また、
主張・交渉のスキルや対人関係をうまく営むための
スキルが不足している。（行動主義的視座）
④　あるいは不適切な解決方法を学習してしまって
いる。（行動主義的視座）
⑤　自分のことを分かってもらえない傷つき体験が
多く、成功体験が少ないために自尊感情が低い。す
なわち、ストレスの容器が小さい。（精神力動的視座）
⑥　家族関係や友人関係、学業に対する不適応感な
どから、ストレスの蓄積量が多い。（精神力動的視座）
　そして、友人の反応や教師の指導が不適切であった
場合、あるいは、一般的には当然の反応や指導であっ
たとしても、それが当該児童生徒の特性に応じてい
ない場合は、それが一方的圧力となり、コミュニケー
ションが怒りの爆発ルートに転じてしまいやすい。
　このように、攻撃行動がよく見られる児童生徒の
コミュニケーションは、怒りの爆発ルートに進みや
すい条件を多く備えているわけである。この視座か
らの検討は、当該児童生徒のコミュニケーション力
を向上させるために、認知の幅を広げる、感情を発
達させる、対立や葛藤を解消するスキルを身につけ
させる、自尊感情を高めるなどの様々な教育へと発
展させたり、教師の指導が一方的圧力にならないよ
うに点検したりすることも可能であり、これを用い
た優れた実践も出てきている（渡邉、2010）。
Ⅵ　結語
　以上、教員養成段階の学生並びに現職教員が児童
生徒の攻撃行動を理解するのに必要な教育内容を述
べた。このような内容の教育・研修を行えば、児童
生徒の攻撃行動を理解する力を育成・高度化するこ
とが可能だと考える。
　休み時間の学級内で同時多発的に数か所で喧嘩が
起きる小学校や、指導しても指導しても暴力行為を繰
り返す生徒のいる中学校は決して珍しくない。その
ような学校に勤務する教員にとって、本研究で開発
した研修内容は必ず一助となるはずである（研修時
間の確保が課題だが）。また、学生が教育実習等で喧
嘩など児童生徒の攻撃行動に接すると、うまく指導
できない現実に直面して自己評価を下げることがあ
る（渡邉他、2009）。そのようなとき、本研究で示し
た様々な視座からの検討は理論と実践を融合させた
省察を可能にさせ、学生の生徒指導力を伸長させる
ことが期待される。今後は本研究で開発した内容に
基づいた教育・研修の実践を重ね、その有効性と妥
当性を検討して更に充実させることを課題としたい。
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歌唱指導における教師力の育成について
～免許状更新講習の実践を通して～
早川　倫子※ 1　虫明　眞砂子※ 2
要旨：教員免許状更新講習の実践内容と，受講者の事前および事後アンケートの分析を中心に，歌唱指導におけ
る教師力の育成について考察を行なった。受講前には，歌唱指導に問題意識や苦手意識を持っている教師らが多
く，指導法に関しても，すぐ現場で使えるような発声法や指導法を求めている教師らが多かったが，講習により，
①問題意識・苦手意識の緩和，②歌唱指導についての考え方の転換，③歌唱指導についての知識や技能の獲得，
④歌唱指導 ( 音楽の授業 ) への意欲の喚起の 4 点の成果が得られたことが明らかとなった。特に，理論と実践を
関連させながら，多角的な声へのアプローチをしていくことが，歌唱指導における教師力の育成につながると考
えられた。
キーワード：歌唱指導，教師力，新学習指導要領，発声
※ 1 早川倫子（岡山大学大学院教育学研究科）
※ 2 虫明眞砂子（岡山大学大学院教育学研究科）
Ⅰ．はじめに
　学校教育の歌唱指導では，平成元年告示の学習指
導要領まで半世紀にわたり扱われてきた「頭声的発
声」が削除され，歌唱分野での発声指導の位置付けが，
大きく変化しつつある。またそれに代わって表れた
「曲種に応じた歌い方」，「自然で無理のない発声」等
に関連し，今日さまざまな発声指導や歌唱指導に関
する問題が取り上げられている。さらには，日本の
伝統的な音楽の重視から，民謡や長唄などの歌唱表
現の指導についても考える必要性も出てきている。
　そのような中で，筆者らは平成 21 年度より，教員
免許状更新講習において，特に小学校教員を対象とし
た「歌唱指導について」の実践を行ってきた。受講
者との関わりの中で，現在の学校現場の歌唱指導で
は何が問題となっており，今後何が必要なのか，講
習を通して検討を行ってきた。
　本稿では，その教員免許状更新講習の実践内容と，
受講者の事前および事後アンケートの分析を中心に，
今後の歌唱指導における教師力の育成について考察
を行う。
Ⅱ．教員免許状更新講習における実践の概要と分析
１．構成
　以下の表１は，講習内容をまとめたものである。
表１：講習内容の構成
講習名 「音楽科の理論と実践～歌唱指導を中心に
～」
実施日 平成 21 年～ 23 年の各 8 月に実施
( 全 6 時間を早川と虫明で半分ずつ担当）
受講者 各 30 名～ 35 名
( 受講者の 9 割が小学校教員 )
概　要 様々な音楽科の理念を理解するとともに，
新学習指導要領に示された音楽科の内容を
踏まえて，実践への具体化を考察する。ま
た，児童・生徒の発達に即した発声法や歌
唱指導のあり方について理解し，それらを
踏まえて歌唱指導についての実践的演習を
行う。
目　標 音楽科の教員に必要な理論と実践の関連を
理解し，特に歌唱指導における実践的な知
識と技術を習得する。
【研究論文】
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２．事前アンケート 1 の分析
　講習実施にあたり受講予定者に事前に行われたアン
ケートの記述内容について，ここでは分析する。対象
は平成 21～ 23年の 3回分のものである。調査項目は，
以下の２点である。
①この講習を受講しようと思う ( 希望する ) 理由
②この講習で学びたいこと・この講習に対する要望
　など
　次ページ以降の表２，表３はそれぞれの調査項目に
おける受講予定者の記述内容を分析し，まとめたもの
である。
　まず，調査項目①については，表２のとおり記述内
容を大きく２つに分類することができた。第一の受講
理由は，〈教師自身の問題意識に関わるもの〉，第二は，
〈指導法の探求に関わるもの〉，である。
　第一の〈教師自身の問題意識に関わるもの〉につい
ては，「歌唱指導が苦手」，「難しさを感じている」，「歌
唱指導について悩んでいる」等とあるように，多くの
教師が歌唱指導について問題意識や苦手意識を持って
いることが読みとれる。また，それを克服したいとい
う思いを持って，受講を希望していることがわかる。
受講者の多くが小学校教員であることからも，音楽を
専門としない教師にとっては，特に自分の身体（声）
を使って直接的に表現する歌唱については，指導の難
しさだけでなく，自分自身の声の表現も含めて，苦手
意識を感じやすいためではないかということも推測で
きる。
　第二の〈指導法の探求に関わるもの〉については，
表２のとおり，様々な視点から歌唱の指導法について
学びたいと感じていることが読みとれる。それらの視
点は，主に，発声法，変声期，発達段階との関連，音
楽会・音楽祭等との関連，新学習指導要領との関連，
歌唱指導法（一般的），その他，の下位項目に分類で
きる。その中でも，特に多いのが，「発声法」，「発達
段階と関連した発声法や指導法」についてである。こ
れらの下位項目については，調査項目②この講習で学
びたいこと・この講習に対する要望など，についての
分析内容と関連するため，後述したい。
　次に，調査項目②の記述内容については，表３のよ
うに分類することができた。記述内容で一番多いの
は，「発声法」についてである。教師たちは，歌唱指
導の基本として，まずは発声法（発声の指導法）をど
のようにすればいいのか，関心があることが読みとれ
る。「発声法」でも，１年生～６年生までの発達段階
に関わる小学校では，特に変声期を迎える児童もい
るため，変声期の児童に対しての発声の指導につい
ても関心があることがわかる。また，「無理のない発
声」や「楽な発声」などの記述内容から，児童らにとっ
ての発声がどのようであるべきなのかを学びたいと
いう視点も含まれていると言えるだろう。
　記述内容で２番目に多いものも，調査項目①と同
じく，「発達段階に関連した指導法」についてであっ
た。「発声法」のところでも述べたように，１年生～
６年生という６年間では，個々の成長において，体
格も変化し，声質も変わってくることは周知のとお
りであろう。それぞれの発達段階において，どのよ
うな歌唱指導をすればいいのか，現実的な問題とし
て教師が意識していることがわかる。
　また，同じく２番目に多いものとして，「楽しい指
導法・意欲を喚起する指導法」があげられる。その中
には，「子どもたちが楽しんで歌えるように」する指
導法や，「自信をもって声を出せない子どもたち」や
「歌うことが苦手」な児童への対応，「やる気にさせる」
ことのできる歌唱指導法などを学びたいというもの
である。これらの記述内容から，歌唱に対して苦手
意識を持っている子どもたちが多いということが読
みとれる。「歌わせたい」と願う教師と「歌うことが
苦手」という子どもたちとの関係性の中で，教師は「歌
唱指導の難しさ」を感じているのかもしれない。また，
このことは，調査項目①で分析した〈教師自身の問
題意識に関するもの〉と関連しているものと考えら
れる。
　その次に，「音楽会等の合唱指導」，「新学習指導要
領と関連した歌唱指導」，「きれいな声・美しい声の
指導法」が分析項目としてあげられた。特に「きれ
いな声・美しい声」に関しては，数人の教師らが記
述していたが，予想よりも少ない。教師らの中で〈声〉
や〈歌唱表現〉に対する考え方が少し変化している
のではないかということも推測できる。それは，は
じめに述べたように，学習指導要領の改訂等で，〈頭
声的な発声〉が要求されなくなったことにも要因が
あるのではないかという点からである。
　その他に，「日本の伝統音楽を中心とした歌唱指導」
といった今日求められつつある歌唱表現や，「すぐに
生かせるような・すぐに使える」などの現実的な問
題も含まれていることは特筆すべき点であろう。
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３．早川の実践概要
　早川の講習では，いくつかの課題活動を通して，音
楽教育（音楽経験）について，その基本 ( 原点 ) を再
考すること，そしてそれを踏まえて，声の表現につい
て考えることを目的にしている。
　前節の事前アンケートの記述内容にあったように，
教師らは，発声法や歌唱指導の具体的な方法について
探求したいという理由で受講を希望している人が多
かった。このことは，歌唱指導＝発声を教えて歌曲の
練習を通して歌唱表現を作り上げていくもの，という
考え方が中心となっているためではないかと考える。
　早川は，歌唱にあたって，まず発声や歌唱という以
前の基本的問題として，声そのものについて考えるこ
との必要性を，本講習で取り上げた。「声を出す」と
いうことが，人間にとって本質的にどういうことなの
か。６つの声の課題を通して，「自分の声に気付くこと」
から始めた。
テーマ：
◆「音楽科の理念および新学習指導要領について」
◆「声とコミュニケーションについて」
概要：
◆「音楽科の理念および新学習指導要領について」
１．音楽・音楽教育について考える
　　１) 教員養成において大切にしていること
　　　・「音楽とは？音楽表現とは何か？」
　　　・「音楽教育とは何か？」
　　２）課題の演習 ( 新聞紙遊びを通して考える )
２．新学習指導要領について
　　１）内容について
　　２）経験のあり方について
３．その他 ( 音楽の成り立ち等 )
◆「声とコミュニケーションについて」
　（～声の表現について考える～）
１．声や歌唱指導に関わる様々な疑問や問題点
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２．自分の声を知る ( 声の課題 2)
　声の課題①：自分の声を聴く
　声の課題②：身体の振動個所を探す・感じる
　　　　　　　　( ブルブルを探す・感じる )
　声の課題③：息の使い方を意識する
　　　　　　　　( あたたかい息・つめたい息 )
　声の課題④：視覚的イメージと声の表現と
　　　　　　　　身体性 (1)　( ぐるぐる )
　声の課題⑤：視覚的イメージと声の表現と　
　　　　　　　身体性 (2)　( 声で綱引き )
　声の課題⑥：語感と声・感情と声
　　　　　　　　( 初めの一音節だけで表現 )
３．乳幼児期の声の発達から小・中学校の児童・
　　生徒へ応用できる視点
４．様々な声の表現（声の参考鑑賞教材 3 につ
　　いて）
５．ヴォイスパーカッション 4 
６．まとめ
４．虫明の実践概要
　小中学校での歌唱や合唱に関する問題点を探り，
発声法，ウォームアップ法，呼吸法，合唱ソルフェー
ジュ，合唱曲の歌い方等の実践方法を教師が身につ
けること，さらに，VTR を通して日本と欧米の合唱
の音声を比較することによって，受講者自身が日本
の合唱教育を再考することを目的としている。
テーマ：
◆小学校・中学校の歌唱・合唱指導について
概要：
１．はじめに
　1）歌唱活動や合唱活動の意義
　2）声の衛生面の知識の必要性
２．小学校・中学校の現状について
　1)  小・中の学習指導要領の歌唱記述の変化
　2)  岡山県の現状　　　
３．ハンガリー・米国の児童生徒の様々な歌声
　について　VTR(7 事例 )
４．フィンランドの音楽教育
　1) 音楽教育システムの特徴
　2) 音楽教育の基礎
　3) 合唱の位置付け
５．小学校・中学校における歌唱・合唱指導に
　ついて（音楽授業）目的：児童・生徒は「歌う」
　ことの楽しさ，開放感をいかに感じられるか。
　1) のびのび歌える雰囲気づくり
　2) 身体をリラックスさせること
　3) 発声を具体的なイメージで説明すること
　4) イメージづくりを手助けできる声で歌うこと
　5) 詩の朗読や解釈によって言葉や音楽の表現
　　を膨らましてみること」
６．歌唱・合唱授業のポイント
　1) 効果的な発声指導（子どもの成長に応じた）
　　①ストレッチ→心身の柔軟
　　②呼吸法→簡単にできる腹式呼吸（虫明メ
　　ソッド）
　　③リラックス法（イメージ法）→心身の軟
　　④母音唱とハミング→響きの統一感，声の
　　　共鳴
　　⑤発語法→子音と母音の意識，言葉の明瞭さ
　2）合唱の導入とソルフェージュ
　　①カノンの活用
　　②合唱ソルフェージュ
　3) 曲づくり 5
　　①詩や言葉に対する読み取りはできているか。
　　②歌詞を明瞭に発音するにはどうするか。
　　③フレージングを感じて歌っているか。
　　④曲全体の流れをつかんでいるか。
７．まとめ
５．事後アンケートの分析
　ここでは，事後アンケートの記述内容について分
析する。対象は平成 22・23 年の２回分のものである。
記述内容については，資料１のとおりである。
　これらのうち歌唱指導に関連した記述内容の分析
から，講習の成果として大きく以下の４点があげら
れる。
　・問題意識・苦手意識の緩和
　・歌唱指導についての考え方の転換
　・歌唱指導についての知識や技能の獲得
　・歌唱指導 ( 音楽の授業 ) への意欲の喚起
　まず，「音楽指導は難しいものではなく，子どもた
ちと楽しみながら学べる教科であるということが伝
わった」，「歌唱というと専門的な分野のイメージが
あったが，大切なことは，やはり心の持ちようであ
ることが分かった」等のように，歌唱指導 ( 音楽指導 )
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に対する問題意識や苦手意識が緩和された記述内容
がいくつかあった。事前アンケートでも，教師自身の
問題意識や苦手意識が，受講の理由として多くあげ
られていた。筆者らは，講習の実践の中で，それぞ
れ「身近なところから声の表現を考えること」( 早川 )，
「心身の柔軟・リラックス」( 虫明 ) を重視し実践した
ことが，この成果の一つの要因ではないかと考える。
　第二に，「『声を出して歌う』ということを，流れ
作業のように授業で行っていたので，声により表現
する，という意味を考えることができた」，「『声』と
いうことで，こんなにもいろいろな視点から考えら
れるものかと感動」，「『声』そのものへの気付きを促
すという発想が大変新鮮」等，かなり多くの受講者が，
声への様々なアプローチによって歌唱指導に対する
考え方が変わった点を記述していた。早川が実践の
概要で前述したように，発声や歌唱という以前の基
本的問題として，声そのものについて考えることの
必要性を取り上げた。また，虫明も様々な視点から
発声法についてアプローチした。これらの実践の成
果が表れていると言えよう
　また，「自分の声，また，声をどうやってコントロー
ルしながら出しているかについて，知ることができて
よかった」，「具体的な発声の仕方や，アメリカやハン
ガリーなど日本以外の様子も知ることができた」，「年
齢に応じた声の出し方，『質』を考えた指導法等教え
ていただき，とても参考になった」，「声の参考鑑賞
教材を子どもたちに聴かせたい」等，具体的な知識
や技術の獲得に関する記述内容も多く見られた。
　さらには，「自分の歌もしっかり磨き，美しい声で
子どもたちに歌ってあげたいと思った」，「本日の実
技はとても参考になり，ぜひ学校で活用したいと思っ
た」等，歌唱指導への意欲の向上が表れているものや，
「教育（音楽）に対する熱いものを思い出させてくれ
たような気がする」等，教師としての精神的な意欲
の向上が表されているものもあった。
　以上のことから，講習を通して，教師らが苦手意
識を持っている歌唱指導について，多角的に考える
ようになったこと，それによって教師の意欲を喚起
することができたのは，一番の成果ではないかと考
える。しかし，中には，さらに具体的な指導法を求
める内容や，実践への応用の難しさを言及している
内容もある。これらについては，筆者らの今後の課
題になるだろう。
Ⅲ．おわりに
　本稿では，教員免許状更新講習の実践内容と，受
講者の事前および事後アンケートを中心に分析を行
なってきた。講習の成果として，問題意識・苦手意
識の緩和，歌唱指導についての考え方の転換，歌唱
指導についての知識や技能の獲得，歌唱指導 ( 音楽の
授業 ) への意欲の喚起の 4 点をあげることができた。
　「歌唱指導における教師力」を考えるとき，まず何
よりも教師自身が，楽しく自信を持って指導できる
ということが必要であると考える。筆者らの講習の
実践内容に共通しているのは，声そのもの本質を意
識し，身体性を伴って演習した点にある。気持ちを
軽やかに，発声の感覚を身体全体で捉えて表現する
ということは，音楽の原点であり，音楽教育にとっ
てとても重要なことである。また，単に“how to もの”
と言われるような発声法や指導法だけでなく，理論
と実践を関連させながら，多角的な声へのアプロー
チをしていくことが，歌唱指導における教師力の育
成につながると考える。これらの多角的な声へのア
プローチは，今日求められている多様な声の表現の
指導へつながっていくことも期待できるだろう。
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権力概念の転換をめざした中学校社会科公民学習の開発
田淵　啓久※ 1　桑原　敏典※ 2
要旨：本研究は、中学校社会科政治学習において権力に対するより間違いのない見方考え方の習得を妨げている
のは、生徒のどのような認識であるかを明らかにしたうえで、それを修正するための授業を提案しようとするも
のである。権力概念の転換をめざすために本研究では二つの視点を重視した。第一は、政治学習における見方考
え方の習得の際に妨げとなっていると思われる生徒が持っている常識的な見方考え方を、実証的に明らかにして
いくことである。第二は、生徒の発達段階に留意し、政治的な見方考え方の系統性を仮説的に示すことである。
以上の二点に焦点を当てたうえで、権力概念の転換をめざした中学校政治学習の単元を提案する。
キーワード：社会科教育、政治学習、見方考え方、科学的社会認識、権力
※ 1 田淵啓久 ( 岡山大学大学院 )
※ 2 桑原敏典 ( 岡山大学 )
Ⅰ．はじめに
　本研究では、政治学における根本概念として権力を
選択し、権力に対するより間違いのない見方考え方の
習得を妨げているのが、生徒のどのような認識である
かを明らかにしたうえで、それを転換するための授業
を提案する。
　これまで権力は、政治的決定に対して反対する人を
従わせるための強制力として捉えられ、どのように作
用するのかについては扱われてこなかった。それによ
り、権力を強制的なものとしてのみ捉えがちであった。
しかし、権力を強制力としてのみ捉えていた場合、一
見強制的ではない権力作用については捉えられない。
権力作用の中には相手に自分のさせたいことをさせる
ために、相手にとってプラスなことを交換条件として
提示するものや、相手がその行為をしたくなるように
しむけるものがある。従来の権力認識ではこのような
働きかけが行われていてもその裏にある目的を捉える
事ができず、無批判に権力者の思い通りの行動をして
しまう可能性がある。また、従来の権力認識では、権
力は支配者から一方的に作用するものであり、被支配
者はただその作用を受けるだけであるとされている。
しかし、権力は社会の構成員にとって正統なものであ
るとされていなければ効力を持たない。被支配者に
よっても権力は支えられているのであり、被支配者も
責任を持つのである。こういった、自分たちが権力を
支えている面もあり、責任を持つのだということを認
識させなければ政治と自分とを関係づけることができ
ない。以上の理由から、生徒が既に持っている権力
認識を転換していくことが必要であるといえる。
　政治学習に関する研究は大きく二つに分類される。
第一に生徒の政治的概念の形成を促すもの。第二に
生徒の価値観形成を促すものである。第一の具体例
としては、森分孝治らの教授書試案『政治の本質と
は何か』が挙げられる 1)。この授業は政治を分析する
枠組みを生徒に習得させ、それによって民主政治と
独裁政治を分析させるものである。目標は「政治の
本質が説明できる」こととされている。このような
授業は政治学に基づく理論を習得させることによっ
て、生徒の政治認識を転換させるものである。
　第二の生徒の価値観形成を促す政治学習は、特定
の価値観の注入となることを防ぎながら市民的資質
にどれだけ関わるかによって多数の授業論が存在す
る。ひとつの例としてここでは桑原敏典の授業論を
挙げる 2)。桑原の授業論においては、社会問題の背景
にある価値対立を明確化・対象化し、分析するなかで、
生徒が自身の価値観を反省的に吟味することが求め
られる。授業によって価値を対象化し客観的に分析す
ることによって、価値観形成にまで関わりながらも、
一つの価値観を注入するものとなっていない。この
ように、価値観形成を促す政治学習は、政治認識の
みではなく、生徒自身の価値観を反省・吟味させる
ものである。
　本研究は、第一の政治認識の形成を促すものであ
る。政治認識の指導を検討するうえで、本研究は次
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の二つの視点を重視した。第一は、政治学習における
科学的な見方考え方の習得の際に妨げとなっていると
思われる生徒が持っている常識的な見方考え方を、実
証的に明らかにしていくことである。第二は、生徒の
発達段階に留意し、科学的な見方考え方の系統性を仮
説的に示すことである。
　第一の点については、権力概念の系統的な成長を図
るためにも、生徒が日常生活の中で権力をどのように
とらえ、それが政治的な事象や出来事のとらえ方にい
かなる影響を与えているかを明らかにしていきたい。
生徒が日常生活の中で形成している常識的な見方考え
方は強固なものであり、ただ科学的な知識を提示する
だけでは転換されにくく、生徒の中にある常識的な見
方考え方を把握し誤っていることに気付かせることが
必要であるといわれている 3)。本研究では、中学生の
権力認識を捉える前段階として、大学生を対象にアン
ケート調査を行い、権力に関する常識的な見方考え方
の傾向を明らかにした。
　第二の点については、教育学と政治学の両面から系
統性を設定する。まずエングルの対抗社会化論をふま
え、社会化の過程から対抗社会化の過程へと発展する
ことと位置づけ、そのうえで権力の定義として二者関
係的権力観と共同的権力観を採用し、社会化の過程に
おいて二者関係的権力観を習得させ、対抗社会化の過
程において共同的権力観を習得させる。
　以上の二点を踏まえたうえで、権力概念の転換を図
る授業を示したい。授業の題材としては、倉敷チボリ
公園を扱う。倉敷チボリ公園は岡山県倉敷市にあった
都市型テーマパークであり、1997 年に開園、2009 年
に閉園した。チボリ公園の総事業費 474 億円のうち、
岡山県が 185 億円を負担しており、公共関与の強い
事業である。授業では、チボリ公園の誘致を巡って、
岡山県、岡山市、倉敷市、県民が議論していた時期を
題材としてとりあげ、なぜ反対の多かったチボリ公園
が実現されたのかを考えさせる。
　本研究では、上記の特質をもつチボリ公園を扱い、
アンケート調査から明らかにした生徒の権力に関する
常識的な見方考え方を科学的な見方考え方へ転換させ
る授業を提案していくことにする。
Ⅱ．権力に関する常識的な見方考え方の調査
　本研究では、権力に関する常識的な見方考え方を明
らかにするため中学生に対する本調査の前段階として
大学生にアンケート調査を行った。対象は岡山大学 3
回生約 100 人である。100 人を半数に分け、一方に
は目標とする科学的権力概念を説明したテキストを配
り、一方にはそれを配らずにアンケートを行った。質
問項目と質問項目の意図は次の通りである。
【資料１】アンケート項目
（年齢　　　才）
Q1：「権力」という言葉を見聞きしたことがあり
　ますか？当てはまるものに○を付けてください。
　　１．ある　　　　　２：ない
Q2：「権力」と聞いて何をイメージしますか？下
　の欄に記入してください。また、権力に対して
　持つイメージについて当てはまるものに○をし
　てください。
　　１．良い　２．どちらかといえば良い
　　３．どちらともいえない
　　４．どちらかといえば悪い　５．悪い
Q3：生活するうえで、権力は必要だと思います
　か？当てはまるものに○をしてください。
　　１．必要　　２．どちらかといえば必要
　　３．どちらかといえば不必要　　４．不必要
　　５．わからない
Q4：次のエピソードのうち権力が働いていると
　考えられるのはどれでしょうか。当てはまると
　考えられるものすべてに○をつけてください。
　またそれらを選んだときにどのような基準で選
　んだかを記入してください。
　　１．両親が、環境のことを考える子どもに育
　　　てるために、自分の子どもに環境問題の深
　　　刻さを教え込む。
　　２．国会議員が今後の日本の政治制度につい
　　　て話し合うために、ポスターを貼って議員
　　　を集める。
　　３．コンビニ強盗が店員に銃を突きつけるこ
　　　とで、店員に金を出させる。
　　４．政府が環境保全活動を行う企業に補助金
　　　をだすことによって、企業が環境保全活動
　　　をするように呼び掛ける。 
　　５．学級委員長になりたいまさお君が、クラ
　　　スの人に食事をご馳走する代わりに自分に
　　　投票してくれるよう頼む。
　　６．野球をやりたい生徒が同じく野球がやり
　　　たい生徒を集め、野球チームを結成する。
　　７．政府が徴兵令によって兵士になりたくな
　　　い国民を兵士にする。
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　Q ２と Q ３は権力に対するイメージを調査するも
のである。Q ４は二者関係的権力観に基づき、国政・
企業などの組織・日常生活それぞれにおける威嚇型・
報償型・説得型の権力作用を述べた項目を設定した。
これらのうちどれを権力作用として捉えているかを調
査するものである。Q ５・Q ６は共同的権力観に基づ
き、法律・命令といったものがなぜ守られるのかを問
うことで、生徒が権力を正統とする理由を調査するも
のである。Q ７では Q ５・Q ６での法律や命令を権
力として捉えているかどうかを調査するものである。
　　８．政府が国家財政の厳しさを訴える CM　
　　　をテレビやラジオで流し、国民が納税する
　　　ようにしむける。
　　９．部長が、プロジェクトに参加しないとク
　　　ビにするぞと脅して部下をプロジェクトに
　　　参加させる。
　　10．ビール会社が、自社のビールのおいし
　　　さを伝える CM を流し、消費者の購買意
　　　欲を高める。
　　11．パン会社が、応募シールを集めること
　　　で貰えるプレゼントを用意することで、パ
　　　ンを多く買わせる。
Q5：なぜ法律は守らなければならないと思いま
　すか？自分の考えを書いてください。
Q6：先生や先輩に指示された場合、あなたはな
　ぜ従わなければならないと思いますか？理由を
　書いてください。
Q7：法律や先生や先輩の命令は権力といえるで
　しょうか？当てはまるものに○をしてください
　　法律：１．権力だと思う
　　　　　２．権力だとは思わない
　　　　　３．わからない
　　先生や先輩の命令：
　　　　　１．権力だと思う
　　　　　２．権力だとは思わない
　　　　　３．わからない
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　アンケートの結果は表１から表５の通りである。な
お、今回はアンケートのみを配った約 50 人の結果の
み示した。
　以上のアンケートの結果から、権力に関する常識的
な見方考え方の特徴として、以下の 3 点を挙げるこ
とができる。
①権力を必要悪として捉えている。
②権力作用については、威嚇型を権力作用の特徴とし
　て捉えている。
③国家の働きかけを権力作用として捉えている。
第一の権力を必要悪と捉えていることに関しては、二
者関係的権力観に基づいた見方考え方であることが要
因として考えられる。二者関係的権力観においては、
権力作用に焦点が置かれ、権力は支配と服従の関係の
産物として捉えられている。社会秩序を守るために仕
方なく存在する力として捉えられているといえるだろ
う。
　第二の威嚇型を権力作用として捉えている点も第一
の点と関係してくるであろう。二者関係的権力観のう
ち、特に威嚇型を権力作用として捉えていることから、
権力は暴力的・強制的なものであるという見方考え方
が身につけられていると考えられる。
　第三の国家の働きかけを権力として捉えている点
は、威嚇型以外の類型で顕著である。威嚇型の作用は
国家・企業・個人いずれにおいても高い数値を見せて
いるが、報償型・説得型については国家との関係のも
のが他よりも高い数値となっている。したがって、報
償型や説得型は威嚇型に比べて権力として捉えられて
いないが、国家との関連においては権力として捉えや
すくなっているといえるだろう。
　今回の調査は大学生を対象としたものであり、直接
中学生の認識を明らかにするものではないが、権力に
関する常識的な見方考え方の特徴を明らかにするうえ
で、一定の示唆を与るものといえる。
Ⅲ．見方考え方の転換をめざした政治学習授業構成
１．見方考え方の転換を促す授業構成原理
　見方考え方の転換をめざした社会科授業研究とし
て、佐藤章浩の研究 4) があげられる。佐藤は見方考え
方の形成を促すために、視点取得経験の発展性を踏ま
え、設定した経済概念を形成することをめざしている。
視点習得経験の発展性は以下の通りである。
　佐藤は「視点の切り替え」過程における仮想的推論
の有効性を述べている。佐藤によると、仮想的推論と
は「『～だったら・・・』と仮定して考えた見方や解釈と、
現実の事実とのズレを探求すること」5) である。
　また佐藤は、形成する見方考え方を設定する際に、
概念の系統性を踏まえ、そのうちの基礎となる概念を
目標として設定している。佐藤の授業では、科学的な
見方考え方のうち基礎に当たるものを習得させること
で、常識的な見方考え方から科学的な見方考え方への
転換を促していた。その際の方法としては、仮説的推
論を取り入れた視点取得経験の発展性を踏まえること
で、新たな見方考え方への転換を可能としていた。こ
の実践から、見方考え方の転換における概念の系統性
の把握の重要性、方法としての仮説的推論の有効性が
示唆されているといえる。
　以上の佐藤の研究を踏まえたうえで、本研究では以
下の原理に基づいて授業を構成していきたい。
　第一に生徒が日常生活で形成している常識的な見方
考え方を踏まえたうえで、科学的な見方考え方へと変
革的に転換させることである。見方考え方の転換につ
いて中山迅が次のように述べている。
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　「ほとんどの人は、日々の生活の中で自分の素朴
概念に基づいて予測を行いながら行動し、それが間
違いなく的中することによって、信念を強化し続け
ていると考えられている。このような特性があるた
め、学校で科学的な知識を単純に提示するだけでは、
児童・生徒の素朴概念は変化しないと考えられてい
る。」6)
ここでの素朴概念とは、常識的な見方考え方のことで
ある。つまり、科学的な見方考え方を生徒に習得させ
るためには、科学的な知識を提示するだけではなく、
生徒のもつ常識的な見方考え方を把握し誤っているこ
とに気付かせることが必要なのである。
　第二に政治学の成果と社会科教育学の成果に基づ
き、概念の系統性を設定することである。政治学は経
済学などの学問と異なり、概念の系統性が確立してい
ない。したがって、社会科教育学の側面から、概念の
系統性を設定することが必要であるといえる。本研究
では基礎的な概念を権力概念とし、その系統性を政治
学・社会科教育学の両側面から設定した。
２．権力概念の系統性
　本研究における権力概念の系統性は表 7 の通りで
ある。本研究では権力概念を常識的権力観から二者関
係的権力観、そして共同的権力観へと転換していくこ
とをめざす。二者関係的権力観においては、支配者の
被支配者に対する権力作用に焦点があてられる。二者
関係的権力観に基づく権力作用の類型は表 8 の通り
である。
　共同的権力観では、権力作用ではなく、権力が何に
よって支えられているかに焦点があてられる。杉田は
H. アレントの論を引用して、権力と暴力との関係か
ら権力空間の維持について次のように述べている。
　「命令に人々が服従しなくなった場合には、暴力
の手段は役に立たない。そしてこの服従の問題は、
命令―服従の関係によって決まるのではなく、意見
によって決まるのであり、それゆえ言うまでもなく、
その意見に同調する人の数で決まるのである。すべ
ては暴力の裏にある権力にかかっている。」7)
つまり、権力が作用するためには、被支配者が支配者
を正統であると認めている必要があるのである。した
がって権力作用に対して支配者だけではなく、被支配
者も責任を持つのである。以上の権力概念の系統性を
設定し、見方考え方を転換していくことが必要である。
　以上の原理に基づいて、授業を構成することで政治
学習における見方考え方の転換を図ることができるの
ではなかろうか。
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Ⅳ．単元「岡山に夢のテーマパークを」の開発
１．単元のねらい
　本単元では倉敷チボリ公園建設に際して、反対が多
いなかで岡山県知事が市民にどのような働きかけをし
て実現させたのかを明らかにしていくことによって、
生徒の見方考え方を転換することをめざす。
　生徒が日常生活において習得している権力概念は、
権力の強制力という側面のみを捉えているものである
と考えられる。それにより生徒は自分たちを権力関係
の中に位置づけることができず、政治的問題について
関心を持たない。また、本単元では、権力作用を分析
させていくなかで強制力のみではなく、報償・説得と
いった方法がとられていることに気付かせる。それに
よって、生徒の権力概念を科学的なものへと転換させ
ていく。
　図 1 の権力関係においては、岡山県民は権力関係
の中に入っておらず、ただ支配者の決定を受け入れる
だけの存在となっている。しかし実際には県知事は県
民の意思を配慮した方法を取り、チボリ公園建設を実
現している。この点を踏まえた権力関係が以下の図 2
である。
　チボリ公園建設をめぐる権力関係においては、県民
は権力関係の外にいるのではなく、県知事の決定を支
持する者として権力関係の中に存在している。知事は
あらゆる方法によって県民の意思を「チボリ公園建設
反対」から「チボリ建設推進」へと変えることによっ
て、チボリ公園建設を実現したのである。
　倉敷チボリ公園の誘致問題を事例とするのは以下の
二点の理由からである。
　第一に、生徒の政治的見方考え方を転換させること
ができる点である。倉敷チボリ公園の誘致問題では、
密室政治による情報の隠ぺい、チボリ公園誘致による
経済効果の見積もり、デンマーク皇太子・チボリガー
ド来岡などの PR などさまざまな権力作用がなされて
いる。したがって威嚇型のみを権力作用とする見方考
え方から報償型・説得型を含んだ見方考え方へと転換
することができる。また、当初岡山市に誘致するはず
だったが岡山市民の反対と市長選挙の結果によって岡
山市が計画から退いたことから、権力作用のみを捉え
る見方考え方から、権力作用を支える権力空間も捉え
ることができる見方考え方へと転換させることができ
る事例である。
　第二に、われわれの生活と政治の関係を子どもたち
が捉えやすい事例であるという点である。倉敷チボリ
公園はすでに閉園しているものの、テーマパークとい
う子どもにとって身近なものであり、興味のもちやす
いものであるといえる。
２．到達目標
　本単元の到達目標は表９の通りである。
３．単元の展開
　第一次では、倉敷チボリ公園と鷲羽山ハイランドと
いう岡山県のテーマパークを比較させることによっ
て、倉敷チボリ公園が公共事業によるものであり、岡
山県民の税金を使って建てられたものであることを捉
えさせる。そして、倉敷チボリ公園の計画が出された
ときの市民の反応を予想させ、反対する人が多かった
ことから、本単元を貫く問いとなる「なぜ市民の反対
が多かったにも関わらず、チボリ公園建設は実現した
のか」という問いを設定する。そして、「もともと人々
にとって意に反することを、実現する力」のことを権
力ということを確認する。
　第二次では、まず誰が誰に対して権力を行使してい
たのかを確認する。そして県知事が岡山県民に対して
行っていたことを確認し、どのようにして多くの県民
の意に反するチボリ公園建設を実現したのかを予想さ
せる。その際、生徒には県知事の側近という立場に立
たせ、計画を考えさせる。この学習過程によって、生
徒が持っている常識的な見方考え方を明らかにする。
そのうえで、権力作用を捉える枠組み（威嚇型・報償型・
説得型に基づくもの）を提示し、それに基づいて県知
事はどのような働きかけを行ったかを予想させる。
　第三次では、実際に県知事が行った働きかけを調べ
ることによって、実際はどのような働きかけが多くな
されていたのかを検証する。この過程によって、科学
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的な見方考え方を生徒に習得させていく。そして、「県
知事はどのようにして多くの県民の意に反するチボリ
公園建設を実現したか」の問いに対して、生徒に自分
の答えを書かせる。
　第四次では、チボリ公園計画初期の設計図と実際の
倉敷チボリ公園の地図を出し、一方が岡山チボリ公園
のものであり、もう一方が倉敷チボリ公園のものであ
ることを確認する。そして「なぜチボリは当初岡山市
に開園予定であったにも関わらず、最終的には倉敷市
に開園されたのか。」という問いを立て、探求させる。
まず、チボリ公園建設計画発表時の記事と、岡山市チ
ボリ公園建設計画撤退の記事を比較することで、岡山
市長が変わっていることに気付かせる。そして、岡山
市長が変わった理由を予想させた上で、チボリ公園建
設に対する市民の不信感が募ったため、辞任し選挙で
市民の賛否を問うたことを告げる。そして、チボリ公
園建設に関して慎重な姿勢をとっていた候補者が新た
な市長として選ばれ、チボリ公園は岡山市に建設され
ないことになったことを確認する。次に、「ではなぜ
倉敷市ではチボリ公園が建設されたのだろう」と問い、
予想させる。そして、倉敷市でも市長選挙が行われた
が、チボリ公園建設を推進する候補者が当選していた
ことを確認する。この岡山市と倉敷市の違いから、「チ
ボリ公園が建設されるためには何が必要なのか」と問
い、「県知事による働きかけだけではなく、市民の支
持が必要であった。」ということを生徒に確認させる。
　第五次では、「10 年で閉園した倉敷チボリ公園計画
の責任は誰にあるのか」という問いによって、生徒に
チボリ公園建設計画に対する評価をさせる。まず、生
徒に責任があると思う人とその理由を発表させる。そ
の際、県知事・岡山市長・倉敷市長・岡山県民・チボ
リ経営者のどれかが挙がらなかった場合は、教師が提
案する。そのうえで、個人でランク付けを行い発表さ
せる。このランク付けでは、順位だけでなく責任の割
合とその理由も書かせることとする。最後に、他の人
の発表を聞いた後もう一度ランク付けを個人で行い授
業を終える。
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第一次　チボリ公園と鷲羽山ハイランドとの違いはなんだろう
資料：①・②チボリ・鷲羽山ハイランドの写真　③チボリ・ジャパン支出額表
　　　④チボリ公園建設是非に対するアンケート
過程 教師の指示・発問 教授学習過程 資料 生徒に獲得させたい知識
導入
展開
終結
•	倉敷チボリ公園をついて何か
知っているか。
	〇倉敷チボリ公園と鷲羽山ハイ
ランドとの違いはなんだろう。
（略）
•	倉敷チボリ公園の計画が出され
たとき、市民はどのような反応
であったと思うか。
•	実際はどうであったか、当時の
新聞記事を読んでみよう。
（略）
	〇ではなぜこのように反対する
人が多いチボリ公園が実現し
たのか、予想してみよう。
•	権力の定義を確認する。
T：発問する
P：答える
T：発問する
P：答える 
T：発問する
P：予想する
T：指示をする
P：調べる
T：発問する
P：予想する
T：説明する
①
②
•	倉敷駅のすぐ近くにある
•	もう閉園した
•	倉敷チボリ公園はもう閉園している
が、鷲羽山ハイランドはまだ続いてい
る、チボリはデンマークをテーマとし
ており、鷲羽山ハイランドはブラジル
をテーマにしているなど
•	喜んだ、楽しみにしたなど
•	必ずしも喜んでいたわけではなかっ
た。反対する人も多くいた。
•	賛成する市民が増えた、無理やり開園
したなど
•	もともと人々の意に反することを実現
する力のことを権力という。
─ 79 ─
権力概念の転換をめざした中学校社会科公民学習の開発
第二次　県知事の側近として、チボリ公園実現のための計画を考えよう
資料：①ワークシート：権力の働き見分けシート
過程 教師の指示・発問 教授学習過程 資料 生徒に獲得させたい知識
導入
展開
終結
前時の復習
( 略 )
	〇もし自分が岡山県知事の側近
だったら、反対の多い中でど
のように計画をすすめていく
ように知事に提案するか。班
で相談してみよう。
•	本当にその案でチボリ公園が実
現するだろうか。
•	例えば権力の使い方の例として
は次のものがある。
•	ワークシートにするべきだと思
う働きかけを書きこもう。
T：発問する
P：予想する 
T：発問する
P：答える
T：説明する
T：指示する
P：書きこむ
①
•	無理やりすすめる。人々に都合のわる
い情報を流さないなど
•	出来る、わからないなど
•	二者関係的権力観の威嚇型・報償型・
説得型
第三次　実際に岡山県知事はどのような働きかけを行ったのだろう
①デンマーク皇太子とチボリガードの来岡・軽飛行機 PR・パンフレット全戸配布の記事
過程 教師の指示・発問 教授学習過程 資料 生徒に獲得させたい知識
導入
展開
終結
	〇実際岡山県知事はどのように
したのか調べてワークシート
に書きこもう。
（略）
•	県知事は、倉敷チボリ公園計画
を実現させるために、県民にど
のように働きかけたか、まとめ
よう。
T：指示する
P：調べる
T：指示する
P：まとめる
① •	法律に基づいて情報公開をしないこと
によって、不都合な情報を出さないな
ど
•	県知事はチボリを実現させるために、
無理やり進めるだけでなく、県民が喜
ぶ交換条件をだすことや、宣伝によっ
てチボリのメリットを理解させること
で、県民がチボリに賛成するように働
きかけていた。
第四次　なぜ岡山市では実現しなかったチボリ公園が倉敷市では実現したのだろうか
①岡山チボリ公園計画図　②倉敷チボリ公園マップ　③新聞記事「倉敷にもいらない」　④岡山市長選の記事
⑤倉敷市長選の記事
過程 教師の指示・発問 教授学習過程 資料 生徒に獲得させたい知識
導入 •	岡山チボリ公園の計画図と倉敷
チボリ公園のマップを比べて違
いを見つけよう。
•	一方は岡山に建設予定だった岡
山チボリ公園であり、一方が倉
敷に実現した倉敷チボリ公園で
T：発問する
P：答える
T：説明する
①
②
•	公園の形が違うなど
•	最初は岡山にチボリ公園が作られる予
定だった。
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展開
終結
　あることを説明する。
•	なぜチボリは当初岡山市に開園
予定であったにも関わらず、最
終的には倉敷市に開園されたの
か。
（略）
•	なぜ倉敷ではチボリが実現した
のだろうか。
•	倉敷市における市長選について
説明する。
•	その結果どうなったか。
•	チボリ公園建設が実現するため
には何が必要だったのか。
T：発問する
P：予想する
T：発問する
P：予想する
T：説明する
T：発問する
P：答える
T：発問する
P：まとめる
③
④
⑤
•	チボリ計画は当初岡山市政 100 周年事
業の一部であり、岡山市が計画したも
のであった。
•	倉敷の方が立地に適していたなど
•	選挙が行われなかったのでは
•	チボリに賛成する人が多かったのでは
•	倉敷でも市長選が行われ、チボリが争
点の一つとして挙がっていたが、チボ
リ推進派の候補者が僅差で当選した。
•	チボリ公園が実現した。
•	県知事の働きかけだけではなく、市民
の賛同が必要であった。
第五次　倉敷チボリ公園計画の責任は誰にあるのだろうか
①倉敷チボリ公園閉園の記事　②入場者数の推移のグラフ　③倉敷チボリ公園の総事業額の表
過程 教師の指示・発問 教授学習過程 資料 生徒に獲得させたい知識
導入
展開
終結
•	実現した倉敷チボリ公園はその
後どうなったのか。
（略）
	〇このように、多額の税金を使
い、閉園に追い込まれてしまっ
た倉敷チボリ公園計画の責任
は誰にあるのだろうか。
（略）
•	それぞれの人にどれくらいの割
合の責任があるか考えて発表し
よう。また、その理由も発表し
よう。
•	他の人の意見を聞いたうえで、
もう一度誰にどれくらいの責任
があるか考えてその理由と一緒
にワークシートに書きこもう。
T：発問する
P：答える
T：発問する
P：予想する
T：指示する
P：答える
T：指示する
P：書きこむ
①
②
③
•	11 年後の 2008 年に閉園した。
•	計画を進めた県知事に多くの責任があ
る。
•	県知事の働きかけによって賛同した県
民に多くの責任がある。
•	チボリ公園が出来てからの経営がうま
くいってなかったことに多くの責任が
ある。など
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Ⅴ．おわりに
　本研究の成果としては次の三点が挙げられる。第一
には、これまで政治学習において直接的には取り上げ
られてこなかった権力概念を扱った授業を具体的に示
した点である。第二には、権力に対する常識的な見方
考え方を明らかにしたうえで、その転換をめざした中
学校社会科政治学習の授業の構成原理を示した点であ
る。第三は、国政ではなく、地方政治と関連付けて権
力概念を取り上げて単元開発を行った点である。
　若者の政治離れが問題となっているが、表面的な現
象ではなく、政治に関する諸概念を取り上げてその本
質を捉えさせるような学習こそが、政治の必要性やそ
れに関わることの重要性に気付かせることが出来るの
ではなかろうか。
【註】
1) この指導案は森分が広島市立早稲田中学校の教師
　と広島 大学大学院生とともに開発したものである
2) 桑原敏典「合理的な思想形成をめざした社会授業
　構成―シティズンシップ・エデュケーションの目的
　と社会科の役割の検討をふまえて―」全国社会科教
　育学会『社会科研究』2006 年 ,pp.41-50.
3) 中山迅「学校知と日常知の隔たり―素朴概念の問
　題―」湯澤正通編著『認知心理学から理科教育への
　提言―開かれた学びをめざして―』北大路書房、
　1998 年 ,pp.29-30.
4) 佐藤章浩「小学校社会科における経済概念の形成
　―第 3 学年単元『スーパーマーケットのひみつを 
　さぐろう』を事例に―」全国社会科教育学会『社会
　科研究』2010 年、p.41-50.
5) 同上 ,p.42.
6) 中山 , 前掲書 ,1998 年 ,pp.29-30.
7) 杉田敦『権力』岩波書店、2000 年 ,p58.
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持続可能な社会についての認識形成をめざす小学校環境学習
単元開発研究
―世代間の公平性に着目して―
守屋　顕※ 1　桑原　敏典※ 2
要旨：本研究は、小学校環境学習において持続可能な社会についての認識形成を図る授業構成の原理と、それを
ふまえた具体的な授業プランを提案しようとするものである。持続可能な社会を論じる視点はいくつか考えられ
るが、本研究においては、世代間の公平性に着目し、それを実現し得る社会とはどのようなものか、そのために
何が必要かを児童自身に考えさせる授業を提案していく。授業の題材は、倉敷美観地区の伝統的な町並み保存活
動である。その活動を支えているものは何か、活動は何を目指しているかを捉えさせることで先の目標を達成し
ていきたい。
キーワード：社会科教育、ＥＳＤ、環境学習、公平性
※ 1 守屋　顕（岡山大学大学院）
※ 2 桑原　敏典（岡山大学）
Ⅰ．はじめに
　本研究は、小学校環境学習において世代間の公平性
について考えさせることを通して、持続可能な社会に
ついての認識形成をはかることをめざす授業構成の原
理とその具体的な授業を提案する。
　これまで、小学校教育における環境学習は、各教科
や総合的な学習の時間、道徳などの各分野でおこなわ
れてきた。小学校における環境学習のねらいは、国立
教育政策研究所教育課程研究センターが発行する『環
境教育指導資料（小学校編）』には、①環境に対する
豊かな感受性の育成②環境に関する見方や考え方の育
成③環境に働きかける実践力の育成 1）をはかること
が示されている。これらのねらいに基づき、小学校社
会科では、地域学習や産業学習の中で、廃棄物処理、
開発、公害等の単元において環境学習を展開してき
た。そこで行われている学習は、事例から環境問題を
捉えさせるとともに、現在取り組まれている環境問題
解決の取組をふまえ、自分自身がどのように判断すべ
きかを考えさせたうえで態度や行動を決定させるもの
となっていた。このような学習によって、児童に現在
の世代一人ひとりが生活をより豊かにするための知識
を獲得させるとともに、そのための態度や行動をうな
がしていた。
　このような現在志向といえる小学校環境学習に対
し、平成二十年の改訂による新学習指導要領では、持
続可能な社会の実現を目指すことが新たに示された。
小学校社会科では、平成二十年改訂の小学校学習指導
要領社会編において、「持続可能な社会の実現など、
よりよい社会の形成に参画する資質や能力の基礎を育
成する」２）ことが明記されている。持続可能な社会
とは、「経済優先の価値観を改め、環境の持続性と社
会的な公正を優先し、経済的な弱者へも配慮がされて
いる」３）社会である。すなわち、社会の構成員に対
する経済的な豊かさの配分ではなく、将来の世代にわ
たって持続しうる環境の保護と公正さの実現が優先さ
れる社会である。そのため、環境学習においても、現
在の世代のみならず、将来の世代にも配慮した持続可
能な社会を実現していくための学習が求められている
のである。
　このような問題意識から、本研究においては、まず
持続可能な社会の形成という観点を取り入れた先行研
究の分析をおこなう。持続可能な社会の形成という観
点を取り入れた研究としては、社会認識形成をめざそ
うとする社会科教育研究が挙げられ、それらは大きく
二つに分類される。すなわち、持続可能な社会を支え
る科学的理論を捉えさせようとするものと、持続可能
な社会のあり方を判断させようとするものがある。前
者の研究では水山光春の論４）を、後者の研究では猪
【研究論文】
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瀬武則の論５）をそれぞれ取り上げ、分析をおこなう
こととする。
　次に、分析結果を踏まえた上で、授業構成原理とそ
れに基づく単元「町並み保存活動について調べよう」
を提案していくことする。
Ⅱ．持続可能な社会の形成という観点を取り入れた環
境学習授業構成
１．持続可能な社会システムを捉えさせる授業構成
　水山の提案は、中等段階を対象としている。単元は、
環境問題の原因とその解決に関する科学的知識を捉え
させようとするものである。単元の概要と単元から獲
得させる知識は以下のとおりである。
　本単元においては、環境経済学の成果に基づき、ご
み問題とその解決策という持続可能な社会のシステ
ムについて捉えさせることがねらいとされていると
いえる。単元は、経済学の成果に基づき、持続可能
な社会の条件を把握させている。
２．持続可能な社会のあり方について判断させる
　　授業構成
　猪瀬が分析したインディアナ州環境学習プラン（Ｅ
ＥＥ）は、中等教育段階を対象としている。単元は、
ロールプレイやシミュレーションといった活動を通
して経済学の概念を捉えさせ、獲得された認識に基
づく意思決定をさせようとするものである。ＥＥＥ
の単元「大気汚染」の概要と単元から獲得させる知
識は以下のとおりである。
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　本単元においては、経済学の概念を獲得させたうえ
で、環境問題について持続可能の社会の視点を踏ま
えた価値判断を行うことがねらいされている。具体
的には、外部不経済などを分析視点として、「大気汚
染」など、環境問題について安全性や費用といった
観点から判断させている。このように、学習は、生
徒に獲得させた経済学の概念を基準として、環境問
題について意思決定をさせることで、持続可能な社
会とは何かを判断させるものとなっている。
　両研究ともに、経済学の視点から持続可能な社会に
ついて捉えさせるものとなっているが、持続可能な
社会のあり方そのものについては捉えさせていない。
本研究では、特定の学問を前提とせず、児童に持続
可能な社会とは何かを考えさせる授業を提案する。
Ⅲ．持続可能な社会についての認識形成をめざす
　　環境学習授業構成原理
　本研究では、世代間の公平性について考えさせる
ことで、持続可能な社会についての認識形成をめざ
した授業構成原理を提案する。世代間の公平性につ
いて考えさせる場合、現在は存在し得ない将来世代
について考慮する必要がある。そこで、本研究では
宇佐美誠が示す将来配慮論を踏まえた授業構成原理
を提案する。宇佐美が示す将来配慮論は、以下の二
点に基づいている。
「・現在世代は、将来世代をとりまく社会環境・自
然環境や彼ら・彼女らの価値観・嗜好に対して正負
両面の影響をおよぼすが、その逆は成り立たないと
いわれる。（影響の一方向性）
・現在世代は、将来世代の規模や、その主要な価値
観・生活様式、芸術・科学技術、政治的・法的・経
済的な制度などについて知ることができない。（属
性の不可知性）」６）
　すなわち将来配慮論は、将来世代が現在世代の生
活の影響を一方的に受けるとともに、現在世代は将
来世代の価値観や社会的条件などは知ることが出来
ないことを指摘しているのである。将来配慮論を踏
まえた授業構成原理は、次のような段階となろう。
１．現在の世代にとっての課題の把握 
２．将来の世代が受ける影響の予測
３．現在の世代の利益と将来の世代の利益との対立
　　の把握
４．利益を調整し、世代間の公平性を保障しうる社会
　　のシステムや制度についての考察
　第一段階は、現在の世代にとっての課題を把握さ
せる。そのため、この段階の授業は、現在の環境問
題に気づかせ、環境問題の実態について理解させる
ように構成する。第一段階は、授業を通して、児童
が問題状況の深刻さを把握し、問題についての当事
者意識を持つことができるようにする。
　第二段階は、将来の世代の受ける影響を予測させ
る。そのため、授業は、現在世代が快適な生活を求
めることは、将来世代が同じような生活を続けるこ
とができない可能性があることを探究させる過程と
して構成される。授業過程は、将来の人々の存在に
ついて把握させたうえで、現状の問題状況から、将
来への影響を推測させる。第二段階は、授業を通して、
児童が将来の世代は現在の世代の意思決定に関与で
きないことを理解し、将来の世代の利益を考慮する
必要があることを自覚することができるようにする。
　第三段階は、現在の世代の利益が将来の世代の利益
と対立することに気づかせる。そのため、この段階
の授業は将来世代の利益を守る事の困難さを捉えさ
せる。その上で、将来世代の利益を保障するためには、
現在世代が利益を諦めること、我慢することが求め
られていることを理解させるよう構成する。第三段
階は、授業を通して、児童が現在からは知ることの
出来ない将来の世代の利益を保障することが容易で
はないことを自覚することができるようにする。
　第四段階は、利益を調整し、世代間の公平性を保
障しうる社会のシステムや制度について考察させる。
授業は、世代間の公平性を保障する社会のシステム
全体の把握させたうえで、システムの限界に気づく
ことができるようにする。その上で、将来世代の利
益を踏まえることを基準に、現在の世代との利益の
調整をおこなう。第四段階は、授業を通して、児童
が将来世代の生活に対し、自らの責任を自覚した行
動を選択することが求められるのである。
　以上のような授業構成の過程を踏まえることで、人
間社会の持続性を尊重しつつも、将来世代のために
環境を尊重することができる態度を児童に形成させ
ることにつながるのである。
Ⅳ．単元「町並み保存活動について調べよう」の
　　開発 
１．単元のねらい
　本単元は、倉敷美観地区の伝統的町並み保存活動の
取組みを事例とする。単元は、市役所、ＮＰＯ、住
民が一体となって町並み保存に取り組みを探究させ
ることで、その制度・システムに関する知識を獲得さ
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せるとともに、制度・システムが持続可能な社会を目
指したものであることを捉えさせることをめざす。単
元は、知識の習得を達成していくために前節で説明し
た授業構成原理に基づいて授業を展開する。単元を通
して、将来世代の存在に気づかせ、その人々の生活に
対する自らの責任を自覚させるとともに、将来世代の
利益と住民の利害を調整する価値を見出すことができ
るようにする。
２．教材化の視点
①世代間の公平性を保障する社会のシステム
　町並み保存活動は、現在世代にだけでなく、将来世
代に対して町並みを享受する利益を保障しているもの
といえる。伝統的町並みは、現在の世代が過去の世代
から享受した社会環境なのであり、それを将来に継承
しようとする活動は、将来の利益を踏まえたものとい
える。
　町並み保存それを支えているものは、町並み保存活
動を支える制度やシステムである。倉敷市美観地区で
は、この両者に支えられた町並保存活動がおこなわれ
ている。まず、美観地区の町並み保存活動を支える制
度として、倉敷市では美観地区景観条例、「くらしき
まちや賞」が設けられている。美観地区景観条例制定
のねらいは、建物改築の際の補助金の交付、建物の新
築、改築、色彩の変更に制限を設けることにより町の
景観を守ることである。「くらしきまちや賞」は、歴
史的な町並みを守ることに貢献した個人に褒章を贈る
ことで、町並み保存への一層の理解を深めるとともに、
適切な保存の促進の役割を持つものである。次に、町
並み保存活動を支えるシステムについて、倉敷市では
市やＮＰＯ住民が一体となって町並み保存を支えるし
くみがある。美観地区では、前述の制度を倉敷市が定
めることで、市民に町並み保存の一層の理解を図るこ
とに加え、民間団体や住民が主体となった保存活動が
ある。具体的には、倉敷まちづくりネットワークの活
動が挙げられる。団体では、美観地区の環境改善の提
案や、広報活動が行われている。さらに、市長や知事
との意見交換会の場も設定している。こうした団体活
動に対し、美観地区に居住する住民も、積極的な町並
み保存への積極的な参画をみせている。張鵬翀・市南
文一は、倉敷市美観地区の町並み保存活動が地元に居
住する住民に景観について好感をもたらし、住民はま
ちづくりに参画しようとする意識が高いことを明らか
にしている。７）これらの活動は、美観地区を行政だ
けでなく、民間の力でより良くしようとしているとい
える。
　以上から、倉敷美観地区の町並み保存活動は、倉敷
市と住民・民間団体の相互的な関わりによって、現在
の世代だけでなく将来の世代にも町並みを継承し、利
益をもたらしているといえる。その点で、美観地区の
町並みを保存しようという制度・システムは、世代間
の公平性を保障する役割があるといえる。
②現在の世代の利益と将来の世代の利益との対立
　しかしながら、将来の人々のために伝統的な町並み
を保障するうえでは、現在世代に何らかの制約が課さ
れる。
　第一に、倉敷市美観地区の住人が受ける制約である。
先に挙げた倉敷市における美観地区景観条例は、美観
地区における建築物に関しての制限を設けている。美
観地区の住民は、新たに家を建てる際、景観を守るた
めに高さや色彩といった自由の制約を受けている。同
条例は、違反があった場合には建築者に建築の停止及
び是正の措置や罰金といった罰則を課すことができる
ことを示している。以上のように、倉敷市における美
観地区の住民は、景観条例によって住民に罰則をも含
んだ建物の新改築にかかわる制約が課された制約を受
けている。
　第二に、条例による制約は、住民の生活の満足度に
も影響を与えている。先に挙げた張・市南の研究では、
美観地区に居住する住民へのアンケートをおこない、
生活環境としての美観地区に対して以下の結果を示し
ている。
「緑地や河川などの自然環境、町並みや道路景観、
商業施設、水害などに対する安全性などの満足度は
高いが、道路・公共施設の整備、公民館などの社会
教育施設、道路の安全性などの満足度は低かった。」
８）
　すなわち、美観地区は、伝統的な景観を守ることを
ねらいしているために、住民の生活環境にかかわる景
観については満足度が高いものの、道路・公共施設の
整備といった利便性・安全性の面で課題を残している
といえる。
　倉敷市美観地区における町並み保存活動は、現在世
代に利益をもたらすとともに、活動を支える制度やシ
ステムは、世代間の公平性を保障し、将来世代に伝統
的町並みを享受する利益をもたらしているといえる。
だがその一方で、世代間の公平性を保障する制度・シ
ステムは、将来世代の利益を保障するため、現在世代
に何らかの制約を課すものとなる。
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３．単元の到達目標
【個人的説明的知識】
〇倉敷美観地区の伝統的町並みは、市や住民、民間団
体が相互的に関わったシステムによって守られてい
る。
【個別的記述的知識】
・倉敷市は、美観地区の伝統的町並みを守るために、
　景観条例や「くらしきまちや賞」を制定している。
・ＮＰＯ倉敷まちづくりネットワークは、美観地区の
　景観保存のための環境改善の提案や、広報活動を市
　民におこなっている。
・美観地区の住民は、町並み保存のために建物の新改
　築に関する制約や生活上の困難を受け入れるととも
　に、美観地区の景観保存のための取り組みをおこな
　うＮＰＯに積極的に参加している。
４．単元の全体構成
　本単元は、第三次から構成され、合計五時間となっ
ている。
　第一次は、町並み保存活動による現在の世代にとっ
ての課題を把握させる。第一時では、倉敷美観地区の
景観保存の実態を把握させる。その際、児童に景観保
存活動による課題についての意識をもたせ、課題を明
らかにするための美観地区に居住する住民へのインタ
ビューの計画を立てさせる。第二時は、美観地区の住
民をゲストティーチャーとして招き、前時で児童に立
てさせた計画をもとにインタビューをおこなわせる。
第一次では、倉敷美観地区における町並み保存活動の
現状と課題を、美観地区の住民へのインタビューを通
して児童に認識させる。　
　第二次は、将来の世代が受ける影響を考えさせると
ともに、現在の世代の利益が将来の世代の利益と対立
することに気づかせる。第三時では、インタビューに
よって明らかとなった町並み保存が現在の人々だけで
なく、将来の人々のためでもあること、美観地区の住
民の困難を想起させる。町並み保存活動の現状をふま
えて、町並み保存をおこなうことによる将来への影響
を考えさせる。その上で、なぜ美観地区の住民は生活
への制約を受けているにもかかわらず、町並み保存活
動に積極的に関わろうとしているか考えさせる。その
ことにより、現在の美観地区の住民に加え、美観地区
を訪れる人々や後世にわたって美観地区を享受するた
め、制約や我慢を受け入れていることに気づかせる。
　第三次は、利益を調整し、世代間の公平性を保障し
うる社会のシステムや制度について考察させる。第四
時では、美観地区の住民が参加するＮＰＯの活動や生
活環境への制約を求める倉敷市の条例や制度を探究さ
せる。そのことにより、倉敷美観地区における町並み
保存活動が市役所、ＮＰＯ、住民が一体となってすす
められているシステムが形成されている一方で、住民
には制約を与えていることを理解させる。第五時では、
これまでの活動の振り返りをおこなわせた上で、現在
の自分と将来の自分自身の視点から、将来世代の利益
を踏まえることを基準に町並み保存のシステムや制度
を考察させ、授業を終える。
Ⅴ．おわりに
　本研究の成果としては、世代間の公平性を考えさせ
ることで持続可能な社会について認識形成をめざす授
業構成原理を示した点、町並み保存を事例として小学
校環境学習から持続可能な社会を認識させる単元を示
した点にある。本研究は、持続発展教育（ＥＳＤ）と
しての意義をもつものでもあり、小学校におけるＥＳ
Ｄとしての一方向を示すものである。
【註】
1. ）国立教育政策研究所教育課程センター『環境教
育指導資料（小学校編）』東洋館出版，2007 年，
pp.15-16.
2. ）文部科学省『小学校学習指導要領解説　社会編』
東洋館出版，2008 年，p.4.
3. ）山本誉真奈ら編『未来をつくる「人」を育てよう』
NPO 法人　持続可能な開発のための教育の 10 年
推進会議，2006 年，p.10.
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pp.1-12.
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権利・公正」鈴村興太郎編『世代間衡平性の論理
と倫理』東洋経済新報社，2006 年，p.259.
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意思決定を促す小学校社会科授業方略
―ロールプレイングによる価値の共感的理解と吟味を手がかりに―
杉田　直樹※ 1　桑原　敏典※ 2
要旨：本研究は、小学校社会科授業において、市民的資質育成には不可欠である意思決定力を育成するための授
業方略を明らかにし、その具体的なあり方を授業計画の立案を通して示そうとするものである。現在、各学校段
階で意思決定過程を取り入れた様々な授業実践が見られるようになっている。しかし、児童の価値認識にまで効
果的に関わっている実践は見られない。その理由の第一は、授業で扱う社会問題の取り上げ方が表面的なものに
とどまり、その背後にある価値対立にまで踏み込めていないことである。第二に、児童自身の価値観が十分に確
立しておらず、教材に含まれる価値対立を自己のそれと比較検討していくことが困難であるということを挙げる
ことが出来る。以上の二点の課題を克服するため、ロールプレイングによる共感的理解の過程と、自己の価値観
の吟味の過程を組み込んだ小学校社会科における意思決定学習を提案していく。
キーワード：社会科教育、意思決定、価値認識、共感的理解、ロールプレイング
※ 1 杉田直樹 ( 岡山大学大学院 )
※ 2 桑原敏典 ( 岡山大学）
Ⅰ　はじめに
　本研究は、小学校社会科授業において、市民的資
質育成には不可欠である意思決定力を育成するため
の授業方略を明らかにし、その具体的なあり方を授
業計画の立案を通して示そうとするものである。
　意思決定とは、小原友行によれば、「問題解決場面
での自己の行為を科学的社会認識と反省的に吟味さ
れた価値判断に基づいて選択・決定」1) することであ
る。すなわち、意思決定学習は、事実認識に加えて
児童の価値認識にまで関わり、問題に対して自己の
価値観に基づいて思考・判断しより良い解決策を選
択できるようにする学習である。いわゆる科学的社
会認識形成を社会科授業の中核として捉える立場に
比べると、市民的資質により広く関わろうとする立
場であり、社会の形成者育成を求めるという現代の
要請により直接的に応えようとする教育論であると
言えよう。
　小原による意思決定学習の提案以降、各学校段階
で意思決定過程を取り入れた様々な授業実践が見ら
れるようになった。しかし、管見の限りではあるが、
児童の価値認識にまで効果的に関わっている実践は
見られない。その理由としては以下の二点が考えら
れるのではないか。第一は、授業で扱う社会問題の
取り上げ方が表面的なものにとどまり、その背後に
ある価値対立にまで踏み込めていないことである。
踏み込めていないのは、教師の教材研究に問題があっ
て授業の中でそれを提示し得ていないこともあるが、
たとえ提示できたとしてもそれが複雑で児童が捉え
きれないためでもある。対立の根底にある価値の相
違にまで踏み込んだ教材研究が要請されることは言
うまでもないが、児童が捉えられる価値対立を含む
教材を選ぶという視点と、児童に捉えやすいように
価値対立を分かり易く示すための授業構成の工夫が
必要であると言えよう。小学校の意思決定学習が効
果的になされていない原因の第二は、児童自身の価
値観が十分に確立しておらず、教材に含まれる価値
対立を自己のそれと比較検討していくことが困難で
あるということを挙げることが出来る。教師は児童
が日常生活の中で確立している価値観を把握すると
同時に、それに基づいて社会問題の背後にある社会
的な価値の形成を促すような指導も求められている
のである。以上のような小学校段階における意思決
定学習の困難性をふまえないと、授業における意思
決定過程は形式的なものとなり、単なる活動だけで
認識形成を伴わないものとなってしまうのである。
　本研究では、小学校段階における意思決定学習に
【研究論文】
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見られる先の困難性を克服するために、ロールプレイ
ングによる共感的理解の過程と、自己の価値観の吟味
の過程を組み込んだ小学校社会科における意思決定学
習を提案していく。具体的には、チョコレートの原材
料であるカカオを巡る南北問題を取り上げて、その問
題の解決のための政策選択を行う授業計画を提案して
いきたい。
Ⅱ　意思決定学習の原理と方法
―小原友行・森分孝治の論を手がかりに―
1　意思決定学習の原理
―小原友行の意思決定学習論―
　意思決定学習を社会科の原理として提唱している小
原の授業構成論は、意思決定を授業の最終段階に位置
づけ、学習の成果として児童が自分なりに一つの判断・
決定を下すことができることを目指している点が特徴
である。
　小原は、そのような意思決定学習の授業構成原理に
ついて、以下の二点を挙げている。
　・教材としての社会的論争問題
　・論争問題を探求する授業過程の組織
　第一に、教材としての社会的論争問題である。小原
は、意思決定の活動を行うためには「意思決定を迫る
ような問題場面に直面させることが必要である」とし、
その問題場面として「個人・集団・組織体が直面して
いる判断の分かれるような問題であり、価値観の違い
によって解決策が分かれるような、それゆえ合理的な
解決が困難な論争的問題」2) である社会的論争問題を
教材としている。すなわち、実際に葛藤が生じている
論争問題を教材とすることで、問題の解決のための意
思決定を迫る場面を設定し、児童・生徒に意思決定の
経験を積ませることが目指されている。
　第二に、論争問題を探求する授業過程の組織である。
小原は、論争問題の探求について、「実際に『意思決定』
の活動 ( 問題把握、問題分析、達成すべき目的・目標
の明確化、実行可能な行動案の提出、行動案の論理的
結果の予測と評価、行動案の選択と根拠づけ ) を行う」
3) としている。すなわち、実際に論争となっている問
題を把握・分析し、選択する目的を明確にすることで、
授業の終結部分において事実と価値の両面から一つの
判断・選択を行う授業構成となっている。
　以上のように、小原の提唱する意思決定学習は、児
童が意思決定をせざるを得ないような課題を設定した
うえで、その課題について事実と価値の両面から分析
させ、一つの判断・決定を下すことを目的としている。
単なる認識形成にとどまらず、意思決定を通して課
題に積極的に関わろうとする意欲や態度を育成しよ
うとしていると言えよう。
2　市民的資質教育における合理的意思決定
―森分孝治の市民的資質教育論―
　小原が授業構成から意思決定の必要性を唱えたの
に対して、社会科の目標原理である市民的資質の構
造から意思決定の原理にせまったのが森分孝治であ
る。森分は、市民として求められる活動の一つとし
て合理的な意思決定を挙げ、そのために必要な資質
を市民的資質としその育成が社会科の目標であると
述べている。したがって、森分の論においては、意
思決定を社会科授業の直接的な目標とは位置づけず、
あくまで事実認識を核とする市民的資質の育成を目
標としている。森分は、市民的資質について以下の
ように述べている。
市民的資質は、市民的活動のできる力と捉えられ
る。社会問題について合理的に意思決定し、そして、
あるいは、実際的には、自己の感情や利害をまじえ
て意思決定して、発言し、投票し、さらには、解決
のための直接的な行動をとってゆく能力である。市
民的資質は、人格の構成要素である知、情、意に対
応して社会認識体制と感情と意志力で構成されて
いると想定できる。4)
　すなわち、合理的意思決定は、市民的活動であり、
その活動を行うためには、社会認識体制、感情、意
志力の三つからなる市民的資質を育成することが必
要となるのである。森分は、社会科教育学研究の中で、
「説明」主義社会科の立場をとっている。「説明」主
義社会科における市民的資質育成への関わり方につ
いて、森分は以下のように述べている。
自分が生活する社会を対象化し、その本質や構造、
メカニズムを知れば、社会観、価値観は根底から揺
すぶられ、社会認識体制は飛躍的に成長するのでは
ないか。そして、既存の社会から精神的に自由にな
り、その在り方に関わる問題にも合理的な意思決定
ができるようになるのではないか、というのがこの
立場の主張である。5)
　すなわち、事実認識を確固たるものとすること、特
に、社会科学の成果を用い対象を客観的に捉えてい
くことを通じて、社会認識体制を成長させることが、
市民的資質育成につながるのである。そして、森分
は、「われわれは既有の社会認識体制をもって社会的
事象・問題に対し、それを説明し評価し、それに対
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する意思を決定してゆき、その説明、評価、意思決
定を通して社会認識体制を成長させているのである」
6) と述べている。すなわち、社会認識体制を成長させ
るための手段の一つとして、意思決定が捉えられて
いる。
　以上のように、小原が意思決定自体を授業の目標
として位置づけているのに対して、森分は意思決定
の重要性は認めつつもそれを直接的な目標とはせず、
社会科授業はそこからは引き下がりあくまで社会認
識形成を目指すべきであると主張しているのである。
Ⅲ　意思決定学習の特質と課題
1　意思決定学習分析の視点
　小原の主張以降、様々な意思決定学習が提案され
ている。それらは、森分の市民的資質の構造に基づ
いて事実認識を重視するか、価値認識を重視するか
によって分類される。また、小原と森分の立場の違
いをふまえると、意思決定自体を目的とするか、そ
れを手段として位置づけるかによっても類別されよ
う。さらに、本研究においては、最終的に間違いの
ない一つの決定に導いていくのか、あるいは児童の
主体的な決定を尊重し複数の決定を保障するかとい
う視点を設定する。これらの視点に基づいてこれま
で提案されてきた意思決定学習を類別し、分析して
いくことにしたい。
　意思決定学習を分析する際の視点は、以下の三点
である。
　・事実認識を重視するか、価値認識を重視するか
　・意思決定を目的とするか、手段とするか
　・オープンエンドか、クローズドエンドか
　第一に、事実認識を重視するか、価値認識を重視
するかである。森分の市民的資源教育論のように、
価値認識も視野に入れながらも、事実認識の形成を
中心とするものが前者となろう。小原の意思決定学
習論のように、社会科で育成すべき資質を広く捉え、
価値認識まで踏み込んでいくものは後者となろう。
　第二に、意思決定を目的とするか、手段とするか
である。森分も、「指導において、合理的意思決定を
目的とするか、手段とするかの違いがある」7) と述べ
ている。小原の意思決定学習論のように、終結部に
意思決定を行うものは前者になろう。森分の市民的
資質教育論のように、開かれた社会認識形成のため
に意思決定を用いるものは、後者になろう。
　第三に、オープンエンドか、クローズドエンドかで
ある。意思決定において多様な決定を保障するのが
オープンエンド、意思決定を通して一つの答えに到達
させようとするのがクローズドエンドである。森分・
小原の論は、児童が自ら社会的事象を評価・判断し、
その多様性が保障されているために、前者であると
言えよう。後者は、一つの態度や行動を目指すもの
である。
　この三つの視点から意思決定学習を捉え、その特
質を明らかにしたい。
2　意思決定学習の分類
　意思決定学習を、第 1 節の三つの視点から分類す
ると、下の表 1 のような八つの類型となる。
　第一に、事実認識・意思決定目的・クローズドエ
ンド型である。この型は、事実認識の形成をふまえ
て終結部に意思決定を行うものである。特定の意思
決定を導くために教えるべき知識が選択され、事実
認識を形成することで、結果的に児童の認識を閉ざ
してしまう。
　第二に、事実認識・意思決定目的・オープンエンド
型である。この型は、科学的な社会認識形成をふま
えて授業の終結部に意思決定を行うものである。こ
の型の先行研究として、滋賀県の小学校教諭である
松浦雄典の「安全な暮らしを守る人たち」を挙げたい。
松浦は、参加学習では系統的な知識を獲得すること
が難しいという問題意識をもち、参加活動そのもの
を学習対象としている。松浦は、題材を防犯活動とし、
従来は警察の工夫や努力を取り上げる学習が多い中、
「今回の実践で新たに目指したところは、社会を対象
化させ、自分や警察も含めた多様な立場から安全な
くらしを守る主体やその方法を捉えさせようとして
いる」8) と述べている。すなわち、従来、態度形成を
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目的とし、取り上げられてきた教材を扱いながらも、
科学的社会認識形成に重点を置いた授業を創造してい
るのである。
　この単元の特質は、科学的な社会認識形成のために
意思決定 ( 選択行動 ) が用いられていることであろう。
その部分の児童の活動について松浦は、「自分を含む
多様な立場から立場を一つ決め、安全なくらしを守る
方法を考える」9) と述べている。すなわち、自ら多様
な立場をふまえて意思決定をすることで、自分の立場
を対象化するのである。価値判断に踏みこむことを目
指しているのではなく、それまでの授業で得た知識を
活用して思考することが意思決定の目的なのである。
知識を応用することによって、転移する知識であるこ
とを確認するという意図もあろう。
　第三に、事実認識・意思決定手段・クローズドエン
ド型である。この型は、事実認識を形成ながら意思決
定を何度も見直し、最終的に到達目標である態度や行
動を形成しようとするものである。この型も第一の型
と同様に最終的には特定の価値に基づく態度・行動を
促すものであるため認識が閉ざされていくことにな
る。
　第四に、事実認識・意思決定手段・オープンエンド
型である。この型は、科学的な社会認識を形成しなが
ら自己の意思決定を見直させ、最終的には多様な選択
肢の中から児童の主体的な判断で解決策を決定させよ
うとするものである。この型の具体的な授業としては、
岡山県の小学校教諭である江原知博の開発した授業を
あげたい。
　江原は、エビの養殖と環境問題の関係に焦点を当て、
自分と他国とのつながりやお互いの国にとって利益を
追求することの大切さに気付かせる小単元「エビと日
本人」を開発している。この単元は、4 時間の概念探
求過程と、２時間の意思決定過程で構成されている。
意思決定場面では、提示された４つの解決策をランキ
ングさせる。江原の授業は、問題に対する多様な解決
策を示し、どの解決策が最も有効であるかを検討させ
る中で、事実に対する認識をより確かなものにしよう
としている。特定の解決策を押し付けないことによっ
て開かれた認識形成を保障しているのである。意思決
定を取り入れながらも、活動主義に陥ることなく科学
的な社会認識形成を保障しようとした実践となってい
る。
　第五に、価値認識・意思決定目的・クローズドエン
ド型である。この型は、人々の態度や行動の背後にあ
る価値観に気付かせたうえで、特定の態度や行動を促
すように授業を収れんさせていこうとするものであ
る。終結部に位置づけられた意思決定活動によって、
学習を通して捉えた価値観をより強固に内面化させよ
うとしているのである。
　第六に、価値認識・意思決定目的・オープンエンド
型である。この型は、終結部に意思決定を位置付けて
いるが、多様な決定を促すことで開かれた認識形成を
保障しようとするものである。先行研究として、小原
友行の開発した単元「森林の南北問題」を挙げたい。
　小原の提案した授業では、森林問題について現状と
問題点を認識し、自分がそれについてどう考えるかを
発表して、話し合う活動が取り入れられている。最終
的には森林の適切な利用と保護のためにどのような行
動が求められるかを考えさせパンフレットを作成させ
ている。この授業では、割り箸や紙コップなどの利用
を森林資源保護の観点からやめるべきか、それとも有
効な資源活用の方法の一つとして推奨するかを考えさ
せることで、児童の価値判断を促しているが、特定の
解決策を押し付けるのではなく児童の主体的な判断を
尊重し授業を終結させている。
　第七に、価値認識・意思決定手段・クローズドエン
ド型である。この型は、人々の態度や行動の背後にあ
る価値を捉えさせながら意思決定を促し、最終的に一
つの態度や行動を児童に受け入れさせようとするもの
である。最終的な意思決定よりも、その決定の基盤と
なる価値観の習得が目標とされる点が第五の型との違
いである。
　第八に、価値認識・意思決定手段・オープンエンド
型である。人々の態度や行動の背後にある価値を捉え
させながら意思決定を促し、最終的な判断は児童の主
体性に委ねるものである。
　この類型の先行研究として、桑原敏典の分析した
「『21 世紀の選択』シリーズ」の授業が挙げられる。
この授業は、アメリカが抱える課題の解決について判
断するものである。ロールプレイを用い、それぞれの
立場を確認し、政策決定会議を行い、自らの考えに最
も合う政策を選択・あるいは創造する授業となってい
る。この授業の特質は、意思決定を通して自らの思想
を見直す点にある。桑原は、単元構成について、「同
じ事実に基づいても異なった政策が立案可能であるこ
と、その違いは政治思想の違いによることに気づかせ
るとともに、様々な政治思想があることや、その違い
を理解し、また自らの思想を自覚して見直す機会を提
供するものである」10) と述べている。すなわち、自
らの思想を反省的に吟味するような単元構成になって
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いる。
　これらの分類のうち、本研究は第八の類型である価
値認識・意思決定手段・オープンエンド型にもとづい
て授業を構成する。それは、第一に、学校教育におい
て市民的資質を広く捉え、事実認識だけではなく価値
認識を積極的に形成する必要があると考えるためであ
る。第二に、多様な決定を促し、開かれた価値観形成
を保障するためである。そして、そのうえで、この分
類に存在する課題を克服するような意思決定学習の方
法を考察する。
Ⅳ　意思決定を促す小学校社会科授業の授業構成原理
　第Ⅲ章２節で示した第八の類型には、小学校で実施
するうえでは困難な課題が存在する。
　桑原の分析したアメリカの教材は、自己の価値観を
反省的に吟味するための優れた教材であるが、小学校
段階においては、児童は自己の価値観を確立していな
いため、このような授業の実施は困難であると考えら
れる。そこで、桑原の論に加え、岩田一彦の意志決定
学習論を参照し、その課題を克服したい。
　なお、岩田は、意思決定ではなく、意志決定とい
う立場をとっている。岩田は、バンクス (James A. 
Banks) の構想した単元を例に、意志決定について、「自
分がある立場に賛成的である・同情的であるなら、『そ
の立場の人々を支援するために自分は何をなすべきか
→更にそれによってどんなことがおきると予測される
か→それを考慮するとどれを選択することが最もよい
のか、』といったプロセスで、学習者に自分が“でき
ること・なすべきこと”を選びとらせることをねらい
している」11) と述べている。すなわち、授業で形成
した事実認識と価値認識は、何らかの行動を起こすこ
とを前提として位置づけられているのである。このよ
うに、市民的活動と市民的資質を区分した森分に対し
て、市民的活動を含めて社会科で育成すべき市民的資
質を捉えているのが岩田の意志決定学習論の特徴であ
る。
　本研究では、市民的活動の基礎を形成するのが社会
科の目的であるという立場に立ち、基本的には、森分
の社会科授業構成論に基づいて意思決定学習の原理を
検討していくことにしたい。
　小学校で具体化するための原理は、以下の三点にま
とめられよう。
　・多様な価値を、共感的理解の過程を通して捉えさ
　　せる。
　・役割演技によって、自己の価値観や欲求を留保し
　　た決定を促す。
　・意思決定学習を通して、捉えた価値観の相対化を
　　図る。
　第一に、多様な価値を、共感的理解の過程を通して
捉えさせることである。岩田は、「問題解決過程にお
ける人物の価値判断の根拠を追究すれば、児童の体験
と結びついた価値判断能力が形成できる」12) と述べ
ている。すわわち、人物の心理や、それにもとづく行
動を追体験することで、児童が価値判断や意思決定を
行うことが可能になると言える。価値認識を重視する
意思決定学習においては、論争問題の背後に潜む価値
を明らかにする必要がある。そのためには、論争問題
に関わる人物に焦点を当て追体験を行い、共感的に理
解をすることが必要である。そのことによって、多様
な価値を捉えることができると考えられる。
　第二に、役割演技によって、自己の価値観や欲求を
留保した決定を促すことである。ロールプレイングを
行い、割り当てられた立場から社会的事象を見つめ、
意思決定を行うのである。桑原は、「『21 世紀の選択』
シリーズ」におけるロールプレイングを用いた意思決
定について、「生徒は、公の公聴会や政府の委員会の
ロールプレイを通じて、専門家と同様の手続きを踏ま
えて政策について熟考することができる」13) と述べ
ている。すなわち、政策決定を行う立場から社会的事
象を追体験させているのである。これによって児童は、
自分の個人的な立場や感情を排して、社会全体にとっ
て大切なものは何かという観点から意思決定をするこ
とが目指される。
　第三に、意思決定学習を通して、捉えた価値観の相
対化を図ることである。主張の背後に存在する価値は、
共感的理解を通して捉えさせる。しかし、それだけで
は他人の価値を児童たちに無批判に受け入れさせてし
まう可能性がある。そのため、意思決決定の場面にお
いて、集団の中で議論を行い、複数回にわたって主張
を吟味することで、価値を吟味し相対化し、自分なり
の価値観形成を促すことが可能となる。
　これら三つの授業構成原理をもとに、単元を開発し
た。
Ⅴ　意思決定を促す小学校社会科授業開発
　開発した単元では、チョコレートを題材として南北
問題を取り上げる。南北問題は、価値の対立が含まれ
る世界規模の問題であり、チョコレートはそのような
南北問題の代表的な事例として取り上げることができ
る。かつ、児童にとって非常に身近であり具体的に考
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えやすいということから、優れた教材であると考える。
　単元は、小学校第六学年を対象としている。その目
標は、「アフリカなどの発展途上国で起きているカカ
オ農家の貧困について関心をもち、各種資料をもとに
その原因を探求し、チョコレートの原料となるカカオ
栽培に関する問題と自分の生活がつながっていると認
識することを通し、どのように問題を解決していけば
よいかを考えることができる」である。
　到達目標は、以下のようになっている。
○知識・理解
・カカオ栽培はあまり利益にならないにもかかわ
らず、生産コストが高いことから、生産者は苦し
い生活を送る。
・農園をつくり利益を増すために熱帯雨林が伐採
されている。
・多国籍企業が作り出したシステムで、労働者は
苦しい生活を強いられている。
○能力
・割り当てられた立場に立ち、議論ができる
・主張の背後にある価値を理解することができる
・多様な価値を受容できる
・情報を活用して意思決定を行うことができる
　これらの目標を達成するための単元構成は、以下の
表のようになっている。
　問題把握の過程は、「どうしてカカオを作る人たち
は、苦しくてもカカオを作るのだろう」という問いを
MQ に据え、その原因を探る過程とする。労働問題に
ついて学習し、その原因を貿易システムに求める。ま
た、経済的な問題だけでなく、環境問題が起きている
ということを提示し、なぜそれが起きるのかを追究す
る。このことで、南北問題が環境にも影響を与えてい
ることを捉えられるようにする。
　価値の共感的理解の過程では、児童を四つの立場に
グループ分けし、資料を読ませる。そして、それぞれ
の立場の願いや思いを理解し意思決定を行うことで、
その立場の価値を自分のものとすることができるよう
にする。
　共感的に理解する立場は、以下の四つである。
　・　フェアトレード団体
　・　国際熱帯農業研究所
　・　ヤチャナ・グルメ社
　・　森林公社
　フェアトレード団体については、「フェアトレード
を推進すべき」という主張を設定する。この主張は、
チョコレートの価格を上げ、増した利益を労働者に還
元することで、労働条件を改善していこうという考え
に基づいており、市場原理に任せて労働者の利益を保
護していくべきという価値観に分類される。政府に頼
らないために国の負担は少ないが、成功するかどうか
は消費者次第であると言える。
　国際熱帯農業研究所については、「ファーマーズ・
スクールを推進するべき」という主張を設定する。こ
の主張は、農家の自立支援を行い、カカオの生産量を
増やすことで生産者の待遇を改善しようという考えに
基づいており、政府が介入して労働者を保護すべきと
いう価値観に分類される。政府が介入するために期待
は大きいが、政府の財政負担は大きくなる。
　ヤチャナ・グルメ社については、「日陰栽培を導入
すべき」でという主張を設定する。この主張は、環境
を破壊することのない、森林と共生することのできる
方法で育てられたカカオを生産し、環境を保護してい
こうとする考え方に基づいている。生産量は減りチョ
コレートの価格は上がるが、森林の伐採を防ぐことが
できる。この考えは、環境保護は市場原理に委ねて解
決を目指していくべきという価値観に分類する。
政府に頼らないために国の財政負担は少ないが、成功
するかどうかは消費者が購入するかどうかによる。
　森林公社については、「カカオ畑の面積を制限すべ
き」という主張を設定する。これはカカオ畑の面積を
制限し、長い年月をかけて森林を再生させていこうと
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する考え方である。この考えは、政府が介入し環境を
保護するべきという価値観に分類する。この解決策も
政府が介入するために期待が大きいが、政府の財政負
担などが大きくなる。
　これらの四つの立場と、その立場を図に表すと、以
下の図 1 のようになる。話し合いの過程では、それ
ぞれの立場の主張をぶつけ合い、政策を決定するため
の会議を設ける。この過程のねらいは、自分が理解し
た価値以外にも、多様な価値が存在することを知り、
割り当てられた価値を相対化することにある。自らの
意思決定の過程では、クラス全体で話し合いをもち、
それぞれどのような主張であったのか、なぜそのよう
な主張を行うのか等を確認したのち、決められた立場
から脱し、自分なりにどの解決策を支持するかを選択
する。そして、その理由を明示し説明することで、ど
のような価値にもとづいて意思決定を行ったのかを自
他ともに理解できるようにする。そのために、意思決
定を行ったのちに児童たち同士で意見を交換する場面
を組織する。これは、相手がどう考えているのか、ま
た自分がどう考えているのかを明らかにすることに加
えて、さらに自己の考え方を相対化する過程でもある。
このように、何度も他人の意見を聞くことで、共感的
理解で得た深い価値の理解を相対的なものへと変えて
いく。
　以下、一部省略しながら単元計画を示す。
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Ⅵ　おわりに
　本研究では、小学校社会科授業において、市民的資
質育成には不可欠である意思決定力を育成するための
授業方略を明らかにした。
　本研究の成果は、第一に、その授業構成の原理を提
示したことである。現代では価値認識・意思決定手段・
オープンエンド型の意思決定が求められ、それを小学
校段階で実施するために、三つの授業構成原理を示し
た。第二に、その原理にもとづいて、意思決定力を育
成する小学校社会科授業の具体的なあり方を、単元計
画の立案を通して示したことである。この学習を通し
て、児童たちは主張の背後にある価値に気づき、自ら
の価値を自主的に形成していくことができるのではな
いだろうか。
【註】
１) 小原友行「社会科における意志決定」社会認識教
育学会編『社会科教育ハンドブック』明治図書、
1994 年、p.170.
２) 同上、p.172.
３) 同上、p.172.
４) 森分孝治「市民的資質形成における社会科教育―
合理的意思決定―」社会科教科教育学会『社会系
教育学研究』第 13 号、2001 年、pp.46-47.
５) 同上、p.48.
６) 同上、p.46.
７) 同上、p.49.
８) 松浦雄典「小学校社会科における批判的参加学習
の理論と実践―第四学年『安全なくらしを守る人
たち』を例に―」第 59 回全国社会科教育学会、
2010 年、p.6.
９) 同上、p.8.
10) 桑原敏典『中等公民的教科目内容編成の研究』風
間書房、2004 年、p.232.
11) 岩田一彦『小学校社会科の授業設計』東京書籍、
1991 年、p.212.
12) 岩田一彦『社会科固有の授業理論・30 の視点―
総合的学習との関係を明確にする視点―』2001 年、
p.136.
13) 桑原、前掲書、p.224.
【参考文献】
(1) 小原友行「社会科における意思決定」社会認識教
育学会編『社会科教育ハンドブック―新しい視座への
基礎知識―』明治図書、1994 年、pp.167-176.
(2) 森分孝治「市民的資質形成における社会科教育―
合理的意思決定―」社会科教科教育学会『社会系教育
学研究』第 13 号、2001 年、pp.43-50.
(3) 松浦雄典「小学校社会科における批判的参加学習
の理論と実践―第四学年『安全なくらしを守る人たち』
を例に―」第 59 回全国社会科教育学会、2010 年 .
(4) 江原知博「取り巻く社会と自分とのつながりを考
える小学校社会科授業～『エビと日本人』の単元開発
から～」第 58 回全国社会科教育学会弘前大会、2009
年 .
(5) 桑原敏典『中等公民的教科目内容編成の研究―社
会科公民の理念と方法―』風間書房、2004 年 .
(6) 岩田一彦『小学校社会科の授業設計』東京書籍、
1991 年 .
(7) 岩田一彦『社会科固有の授業理論・30 の視点―総
合的学習との関係を明確にする視点―』2001 年
(8) ジャン＝ピエール・ボリス『コーヒー、カカオ、コメ、
コショウの暗黒物語　生産者を死においやるグローバ
ル経済』作品社、2005 年 .
(9) キャロル・オフ『チョコレートの真実』英治出版、
2007 年 .
(10) 岩附由香・白木朋子・水寄僚子『わたし 8 歳、
カカオ畑で働きつづけて。～児童労働者とよばれる 2
億 1800 万人の児童たち～』合同出版、2007 年 .
(11) 下山晃『世界商品と子供の奴隷―多国籍企業と児
童強制労働』ミネルヴァ書房、2009 年 .
(12) 北川勝彦・高橋基樹編著『現代世界経済叢書 8　
アフリカ経済論』ミネルヴァ書房、2004 年 .
(13) 国際農林業協力協会『コートジボワールの農業
(2000 年版 )』国際農林業協力協会、2000 年 . 
─ 101 ─
意思決定を促す小学校社会科授業方略
TITLE: Study on the Teaching Strategies of the Social Studies Class of the Elementary School Aiming to 
develop Students’ Decision Making Ability － Based on Sympathetic Comprehension and Examination of the 
Value by Role-Playing －
NAOKI SUGITA（Graduate Student of the Graduate School of Education of Okayama University）
TOSHINORI  KUWABARA（the Graduate School of Education of Okayama University）
Abstract
This paper investigates the teaching strategies of the social studies class of the elementary school aiming to 
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加法・減法の逆思考問題についての一考察
～テープ図からの演算決定の難しさ～
平井　安久※
要旨：小学校 2 年生の加法・減法の逆思考の問題について，新学習指導要領対応の算数教科書とそれ以前の教科
書の該当単元の構成を比較検討した．さらに，小学校 2 年生の理解度について調査した結果をもとに，新教科書
の記述内容について議論した．その結果，①順思考の段階でのテープ図，②数図ブロックからテープ図までの対応，
③問題場面からテープ図への対応，④テープ図から式への対応（演算決定）のそれぞれについてまだ課題が残さ
れていることがわかった．
キーワード：逆思考問題，加法と減法，テープ図
※平井安久（岡山大学大学院教育学研究科）
Ⅰ . はじめに
　小学校２年生算数で扱われるたし算・ひき算の逆思
考の単元では，文章構造の理解，テープ図，演算決定
の間の対応づけの指導が一般には容易ではない．これ
までの研究では，部分 / 全体の概念の獲得の視点から
見られることが多いが，実際の指導上の困難点として
は，
・ テープ図の抽象性のため，「増えた，減った」の「変
　化」型や「合併」型，さらには「求小・求大」型の
　たし算・ひき算の文章題をテープ図で表現すること
　は容易ではなく，問題文とテープ図の対応ができな
　くなること．
・ テープ図の内容を読み取って立式することが容易　
　ではないこと．
などがあげられよう．
　既に，この単元についての改善授業の試みの中で，
子どもたちの「問題文とテープ図と式の間の対応」の
様子を具体的に調べた ( 平井 (2006))．これは，問題
文から式への対応，式→テープ図，テープ図→問題文
などの対応付けがなされているかどうかを調べるもの
であった．この調査の結果をもとにして，新しい算数
教科書でのたし算・ひき算の逆思考の単元構成を見て
いくことにする．そして，算数教科書については，新
版（平成 23 年度より使用されている新学習指導要領
対応のもの）とその前年まで使用された旧学習指導要
領対応の教科書を比較しながら，特にテープ図からの
演算決定の難しさについて議論する．
Ⅱ . 算数教科書での記述の特徴
　ここでは２社の算数教科書について単元内容の新
旧比較をおこなう．以下の順に該当する単元の記述
を追っていく．
・Ｔ社の旧算数教科書２年生
　（平成 17 年度版　旧学習指導要領対応のもの）
・Ｔ社の新算数教科書２年生
　（平成 23 年度版　新学習指導要領対応のもの）
・Ｋ社の旧算数教科書２年生
　（平成 17 年度版　旧学習指導要領対応のもの）
・Ｋ社の新算数教科書２年生
　（平成 23 年度版　新学習指導要領対応のもの）
　以下，必要に応じて簡略表記（簡略表記は以下の
本文中で強調表示した）を使用する．
1. Ｔ社の旧算数教科書２年生
（平成 17 年度版　旧学習指導要領対応のもの）
単元名：図を使って考えよう
　最初の提示課題は，『ジュースが何本かあります．
16 本くばったので，のこりが 18 本になりました．
ジュースは，はじめ何本ありましたか．』である．こ
の課題の説明として，問題文を３ステップに分けて
左側に場面図，右側に文とテープ図がかかれている．
ステップ１～３の右側の文とテープ図の表現は，以
下の通りである．
ステップ１
　文　　　：「ジュースが何本かあります．」
【研究論文】
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　テープ図：「はじめ□本」ということばのついた
　　　　　　区切り線のないテープ図
ステップ２
　文　　　：「16 本くばったので，」
　テープ図：「はじめ□本」「くばった 16 本」
　　　　　　ということばのついた区切り線の入った
　　　　　　テープ図
ステップ３
　文　　　：「のこりが 18 本になりました．」
　テープ図：「はじめ□本」「くばった 16 本」
　　　　　　「のこり 18 本」ということばのついた
　　　　　　区切り線の入ったテープ図
最後に，式と答えを空白にして，どちらも書き込ませ
る形となっている．
以下，このような記述を簡略に，
・[ □－ 16 ＝ 18]　テープ図のかき方を３ステップ
　　　　　　　　　で説明．式と答えは空白．
と表記する．ただし，[ □－ 16 ＝ 18] は問題文の構
造を表すために本稿中でのみ使用した便宜上の表記で
ある．
次の課題は，
・[ □＋ 14 ＝ 34]　テープ図のかき方を３ステップ
　　　　　　　　　で説明．式と答えは空白．
の形のものである．
　続いて練習問題として，[ □－ 12 ＝ 8] 型の問題文
が示される．ここでは，テープ図は１つ示されるのみ
で，ことばのつき方は，
「買ってきた□ｍ」，「つかった（　）ｍ」，「のこり（　）
ｍ」のようにかかれている．つまり．求める値は□で，
問題文中の値は（　）内に書き込ませる形となってい
る．
以下，このような記述を簡略に，
・[ □－ 12 ＝ 8]　テープ図１つ（□，（　），（　））．
　　　　　　　　  式と答えは空白．
と表記する．
次の練習問題は，
・[15 ＋□＝ 32]　テープ図１つ（□，（　），（　））．
　　　　　　　　  式と答えは空白．
の形のものである．
　続いて，加法と減法の関係をまとめるための説明が
あり，場面について『赤い色紙と青い色紙があります．
そのうち，赤い色紙は 35 まいで，青い色紙は 25 ま
いです．』と書かれる．つづいて，テープ図が１つ示
されて，ことばのつき方は，「ぜんぶの色紙（　）ま
い」，「赤（　）まい」，「青（　）まい」のようにかか
れている．その上で，
「(1) 赤い色紙と青い色紙のまい数から，
　　ぜんぶの色紙のまい数をもとめましょう．」
「(2) ぜんぶの色紙のまい数と青い色紙のまい数
　　から，赤い色紙のまい数をもとめましょう．」
「(3) ぜんぶの色紙のまい数と赤い色紙のまい数
　　から，青い色紙のまい数をもとめましょう．」
という問題文が出されている．
2. Ｔ社の新算数教科書２年生
（平成 23 年度版　新学習指導要領対応のもの）
　この版の教科書で初めてテープ図が扱われるのは，
２年生上の「ひっ算のしかたを考えよう」の単元で
ある．
単元名：ひっ算のしかたを考えよう
　ひき算のひっさんの場面の冒頭で，既習内容であ
るたし算の場面の課題『まなみさんのクラスでは，
きのうまでにメダルを 83 こ作りました．今日は，46
こ作りました．メダルは，ぜんぶで何こできました
か．』が提示される．その下にテープ図が１つ示され
て，テープ図に付けられたことばは「きのうまでに
作った（　）こ」，「今日つくった（　）こ」，「ぜん
ぶで（　）こ」で，（　）内に書くことが求められる．
最後に，式と答えは空白にして，どちらも書き込ま
せる形となっている．
その後は，ひっ算の仕方の説明へ続く．
これを上述の簡略表記で書くと，
・[83 － 46 ＝□ ]　テープ図１つ（□，（　），（　））．
　　　　　　　　　式と答えは空白．
となる．
　その後，ひき算のひっさんの場面の冒頭で，既習
内容であるひき算の場面の課題『メダルをぜんぶで
129 こ作りました．53 こくばると，のこりは何こで
すか．』が提示される．その下にテープ図が１つ示さ
れて，テープ図に付けられたことばは「ぜんぶで（　）
こ」，「くばった（　）こ」，「のこり□こ」で，（　）
内に書くことが求められる．最後に，式と答えは空
白にして，どちらも書き込ませる形となっている．
その後は，ひっ算の仕方の説明へ続く．
これを簡略表記で書くと，
・[129 － 53 ＝□ ]　テープ図（□，（　），（　））．
　　　　　　　　　　式と答えは空白．
となる．
　続いて，２年生下の「図を使って考えよう」の単元
の直前にふりかえりのページがあり，『みかんが，さ
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らに５こ，かごに８このっています．みかんはぜんぶ
でなんこありますか．』という問題場面 ([5 ＋ 8 ＝□ ])
で始まり，
・○５個と●８個で表現．
・○５個と●８個をテープ図に重ね合わせて表現．
・テープ図だけで表現．
の順に示されている．さらに，[11 － 4 ＝□ ] の場合
も併記されている．
　続いて，「図を使って考えよう」の単元に入り，逆
思考の問題が扱われる．
単元名：図を使って考えよう
　まず，加法と減法の関係をまとめるための説明があ
り，場面について『赤い色紙と青い色紙があります．
そのうち，赤い色紙は 35 まいで，青い色紙は 25 ま
いです．』と書かれる．テープ図が１つ示されて，テー
プ図に付けられたことばは「ぜんぶで（　）まい」，「赤
（　）まい」，「青（　）まい」で，（　）内に書くこと
が求められる．その次には，数値を３箇所とも書き込
まれたテープ図が示される．
つづいて，『上の図のまい数のどれかがわからないと
き，どのようにしてもとめますか．答えをもとめるし
きと，こたえを書きましょう．』という問いがあり，
以下の３つの各場合でテープ図が示される．
(1) ぜんぶの色紙の数がわからないとき
テープ図に付けられたことばは「ぜんぶで□まい」，「赤
35 まい」，「青 25 まい」．式と答えは空白．
(2) 赤い色紙の数がわからないとき
テープ図に付けられたことばは「ぜんぶで 60 まい」，
「赤□まい」，「青 25 まい」．式と答えは空白．
(3) 青い色紙の数がわからないとき
テープ図に付けられたことばは「ぜんぶで 60 まい」，
「赤 35 まい」，「青□まい」．式と答えは空白．
　次の課題は，『みかんが 15 こあります．何こか買っ
てきたので，ぜんぶで 32 こになりました．買ってき
たみかんは何こですか．』である．この課題の説明と
して，問題文と式表現を３ステップに分けて左側に場
面図，右側に文とテープ図および式の一部がかかれて
いる（以下の下線部）．ステップ１～３の右側の文と
テープ図の表現は，以下の通りである．
ステップ１
　文　　　：「みかんが 15 こあります．」
　テープ図：「はじめ 15 こ」ということばのついた
　　　　　　左側だけのテープ図
　式の一部：15
ステップ２
　文　　　：「何こか買ってきたので，」
　テープ図：「はじめ 15 こ」「買ってきた□こ」
　　　　　　ということばのついた区切り線の
　　　　　　入ったテープ図
　式の一部：15 ＋□
ステップ３
　文　　　：「ぜんぶで 32 こになりました．」
　テープ図：「はじめ 15 こ」「買ってきた□こ」
　　　　　　「ぜんぶで 32 こ」ということばの
　　　　　　ついた区切り線の入ったテープ図
　式の一部：15 ＋□＝ 32
最後に，式と答えは空白にして，どちらも書き込ま
せる形となっている．
これを簡略表記で書いて
・[15 ＋□＝ 32]　テープ図のかき方を式も用いて
　　　　　　　３ステップで説明．式と答えは空白．
と表記する．[ □－ 16 ＝ 18] は問題の構造を表すた
めの便宜上の表記であるが，上記各ステップの記述
で，教科書内に実際に「15 ＋□＝ 32」という表記が
使われていることに注意しよう．
次の課題は，
・[ □－ 26 ＝ 8]　テープ図のかき方を式も用いて
　　　　　　　３ステップで説明．式と答えは空白．
の形のものである．
　続く練習問題は，
・[ □－ 12 ＝  8] 　テープ図１つ（□，（　），（　））．
　　　　　　　　   式と答えは空白．
・[ □＋ 14 ＝ 32]　テープ図１つ（□，（　），（　））．
　　　　　　　　   式と答えは空白．
の形のものである．
3. Ｋ社の旧算数教科書２年生
（平成 17 年度版　旧学習指導要領対応のもの）
単元名：かくれた数はいくつ
課題が１から８まである．
課題１は，『子どもがあそんでいました．そのうち 6
人がかえったので，8 人になりました．はじめはなん
人いましたか．』である．この課題の説明として，数
図ブロックを並べて，子どもが帰る前と帰った後の
状態を表している．３つの数に対応する箇所に，「の
こった人数」「かえった人数」「はじめの人数」と書
かれている．ここでは問題文から数図ブロックまで
の対応であり，テープ図はまだ現れない．このよう
な記述を簡略に，
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・[ □－ 6 ＝ 8]　数図ブロック（変化前と後）．
と表記する．
課題２も，問題文から数図ブロックまでの対応である
が，テープ図に付けるのと同じスタイルのことばは使
用されている．簡略に表記すると，
・[ □－ 5 ＝ 13]　数図ブロック（ことば）．
である．
課題３は，[ □＋ 4 ＝ 30] 型であり，説明として数図
ブロックを並べ，さらにテープ図に付けるようなこと
ばを対応させている．さらに，テープ図を示し，３箇
所に「いまの人数□人」「くる人数 4 人」「ぜんぶの
人数 30 人」を付けている．簡略に，
・[ □＋ 4 ＝ 30]　数図ブロック（□，4，30）, 
　　　　　　　　  テープ図（□，4，30）．
と表記する．
課題４は，[ □＋ 8 ＝ 23] テープ図（□，8，23）．
課題５は，[30 －□＝ 10] テープ図（30，10，□）．
課題６は，[95―□＝ 9] テープ図（□，残り２箇所の
文言なし）．
課題７は，[ 8 ＋□＝ 25] テープ図（8，□，25）．
課題８は，[ 9 ＋□＝ 21] テープ図（□，残り２箇所
の文言なし）．
となる．
4. Ｋ社の新算数教科書２年生
（平成 23 年度版　新学習指導要領対応のもの）
　この版の教科書では，２年生上の「図をつかって」
の単元で，順思考の問題場面で初めてテープ図が扱わ
れる．
単元名：図をつかって
　既習内容のたし算とひき算の課題が１つずつある．
課題１は『赤いばらの花が 12 こ，白いばらの花が 5
こさいています．あわせて何こさいていますか．』で
ある．この課題の説明として，数図ブロックを並べて，
２つの数を合併する前と後の状態を表している．３つ
の数に対応する箇所に，「赤いばら」「白いばら」「あ
わせた数」と書かれている．
さらに，テープ図を示し，３箇所に「赤いばら 12 こ」
「白いばら 5 こ」「あわせた数」を付けている．
簡略に
・[12 ＋ 5 ＝□ ]　 数図ブロック（ことば）, 
　　　　　　　　　テープ図（12，5，あわせた数）．
と表記する．
この課題の説明として，問題文と式表現を３ステップ
に分けて左側にキーワード，右側にテープ図がかかれ
ている．１～３ステップのキーワードとテープ図の表
現は，以下の通りである．
ステップ１
　文　　　：「赤いばら 12 こ」
　テープ図：「赤いばら 12 こ」ということばの
　　　　　　ついた左側だけのテープ図
ステップ２
　文　　　：「白いばら 5 こ」
　テープ図：「赤いばら 12 こ」「白いばら 5 こ」
　　　　　　ということばのついた区切り線の
　　　　　　入ったテープ図
ステップ３
　文　　　：「あわせて何こ」
　テープ図：「赤いばら 12 こ」「白いばら 5 こ」
　　　　　　「あわせた数」ということばのついた
　　　　　　区切り線の入ったテープ図
再度，「赤いばら 12 こ」「白いばら 5 こ」「あわせた数」
ということばのついた区切り線の入ったテープ図が示
されて，最後に式と答えが示される．
以上をまとめて簡略に，
・[12 ＋ 5 ＝□ ]　数図ブロック（ことば）．
　　　テープ図（12，5，あわせた数）．
　　　テープ図（12，5，あわせた数）のかき方を
　　　３ステップで説明．式と答えも示す．
と表記する．
課題２は簡略表記で，
・[17 － 9 ＝□ ]　 テープ図（17，9，のこりの数）
　　　　　　　　　のかき方を３ステップで説明．
となる．
単元名：かくれた数はいくつ
　この単元では，問題場面が「へったのはいくつ」，「ふ
えたのはいくつ」，「はじめはいくつ」の３つに分かれ，
それぞれで課題がある．
「へったのはいくつ」の課題では，簡略表記で，
・[20 －□＝ 5]　テープ図（20，くばった数，5）
　　　　　　　　 のかき方を３ステップで説明．
となる．
「ふえたのはいくつ」の課題では，簡略表記で，
・[ 8 ＋□＝ 25]　テープ図（8，25，ふえた数）
　　　　　　　　 のかき方を３ステップで説明．
となる．
「はじめはいくつ」の課題２つは，簡略表記でそれぞれ，
・[ □＋ 9 ＝ 30] テープ図（□，□，□）．
・[ □－ 13 ＝ 18] テープ図（□，□，□）．
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となる．ただし，上記の２つの課題では，□には数値
のみでなく，キーワードとなる語句全体を記入するこ
とが求められる．
5. 教科書の記述内容の変容
　Ｔ社の教科書で，説明の流れを新旧対応して書くと
表１のようになる
明らかに違いが見られるのは，以下の点である．
(1) 旧教科書ではテープ図使用は逆思考の単元のみで
　扱われていたのに対して，新教科書では加減の逆思
　考に先立ち，加減の順思考の場面とテープ図の対応
　を考えさせる場面が意図的に用意されている．
(2) 加法と減法の関係をまとめるために用意された内
　容が旧教科書では単元最後に置かれていたのに対し
　て，新教科書では加減の逆思考の単元の冒頭に移動
　している．
(3) 新旧教科書ともに，問題文の各文章とテープ図を
　対応させながらテープ図の作成方法を説明している
　が，新教科書では「15 ＋□」「15 ＋□＝ 32」とい
　う表記も実際に用いられている．
(4) 旧版では，[ □－ 16 ＝ 18] や [ □－ 12 ＝ 8] のよ
　うな未知数が最初の位置にくるスタイルの問題が先
　に扱われたが，新版では，[15 ＋□＝ 32] のような
　未知数が２番目の位置にくるスタイルの問題が先に
　扱われる．
　つぎに，Ｋ社の教科書で，説明の流れを新旧対応し
て書くと表２のようになる．
 
　明らかに違いが見られるのは，以下の点である．
(1) 旧教科書ではテープ図使用は逆思考の単元のみで
　扱われていたのに対して，新教科書では加減の逆思
　考に先立ち，加減の順思考の場面とテープ図の対応
　を考えさせる場面が意図的に用意されている．
(2) 新教科書では問題文の各文章とテープ図を対応さ
　せながらテープ図の作成方法を説明している．これ
　は旧教科書にはなかった．
(3) 旧版では，[ □－ 6 ＝ 8] や [ □＋ 4 ＝ 30] のよう
　な未知数が最初の位置にくるスタイルの問題が先に
　扱われたが，新版では，[20 －□＝ 5] や [ 8 ＋□＝
　25] のような未知数が２番目の位置にくるスタイル
　の問題が先に扱われる．
(4) 新版では，問題場面を区分する名称がついた：
　「へったのはいくつ」・・・[20 －□＝ 5]
　「ふえたのはいくつ」・・・[ 8 ＋□＝ 25]
　「はじめはいくつ」・・・・[ □＋ 9 ＝ 30]．
　これは旧版の教科書には見られなかった．
注意：Ｋ社の教科書では，新旧教科書ともにテープ図
と演算決定の対応のまとめとなる話題は存在しない．
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Ⅲ . 加法・減法の逆思考の理解度調査
　既におこなった小学校 2 年生児童対象の加法・減
法の逆思考の理解度の調査 ( 平井 (2006)) の結果をも
とにして，子どもの指導上の困難点について議論した
い．この調査はこの単元についての指導法を改善する
目的の授業実践に連動して実施されたものである ( 注
1)．調査で調べたいことは，主に演算決定理由および
文章題・テープ図・式の間の対応状況である．授業実
践の特徴や具体的な調査項目・調査方法等は，本稿末
の資料に含める．調査の結果からわかったことを以下
に要約する．
1. 子どもによる演算決定の理由
　演算決定理由については，インタビューの際に子ど
もが述べた立式理由を以下に説明するように質的な高
さ（場面の内容を把握する度合いの強さ）の順に４レ
ベルに分けることができた．「 」内は各レベルに便宜
上付けた名前である．
・「文脈」レベル：文章題の場面内容に対応して，た
し算またはひき算をする．
・「たすと多すぎ」レベル：「たすと多すぎるので引いた」
等の理由でひき算をする，あるいはその逆「引くと少
なすぎるのでたした」という理由でたし算をする．
・「語句」レベル：「もらったので」とあるのでたし算
をする等，文章中の語句表現を用いる．
・「数値」レベル：文章中にあった２つの数値を用いて，
明確な理由もなくたし算をする等．
2. 文章題・テープ図・式の間の対応状況
　明らかになったことは以下の点である．
・問題場面 ( 文章題 ) から立式をする際に，授業内容
で指導されたことは「文章題を読む→テープ図の把握
→立式」と進むことであったが，この通りの活動をす
る子どもたちは少なかった．多くの子どもたちが「文
章題を読む→立式」という進み方をした．（テープ図
は利用されていない．）
・文章題から直接立式した子どもたちは，「適切な理
由で立式ができてテープ図が不要である」という訳で
はない．文章題から直接立式をした子どもたちおよび
テープ図使用によって立式をした子どもたちの演算決
定理由は上述のように４レベルに大別された．注意す
べきは，演算決定理由の質的違いと文章題・テープ図・
式の間の対応のでき具合の様子との関連である．平井
(2006) で述べた５名の子ども（以下，順に”子ども１”
から”子ども５”とよぶ）の反応事例を再掲する．演
算決定理由について場面の内容を意識する度合いの低
いものから順に事例をあげる．
・演算決定理由が「数値」レベルとなる子ども
　子ども１についての分析後の全体的評価の図的表現
は図1の通りである．（「資料」で述べたように，文章題・
テープ図・式の間の対応を３段階評価した際の○，△ ,
×がそれぞれ実線，波線，点線に対応する．四角の枠
内は演算決定理由である．）
・演算決定理由が「語句」レベルとなる子ども
　子ども２についての分析後の全体的評価は図 2 の
通りである
・演算決定理由が「たすと多すぎ」レベル
  となる子ども
　子ども３の分析後の全体的評価は図 3 の通りであ
る．
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・演算決定理由が「たすと多すぎ / 文脈」レベル
  となる子ども
　子ども４の分析後の全体的評価は図 4 の通りであ
る．
・演算決定理由が「文脈」レベルとなる子ども
　子ども５の分析後の全体的評価は図 5 の通りであ
る
　上記の子ども１から子ども５の例に見られたよう
に，演算決定理由のレベルが低い子どもはテープ図の
読み書きが容易でない場合が多い．問題文の場面把握
の程度は演算決定（立式）の理由説明と対応している
ようである．単元での指導方針である「問題文→テー
プ図→式」という進み方を指導できるのは，上記の事
例では子ども５ぐらいであろう．一般には“テープ図
を使わないので立式を誤る”という見方をしやすいが，
テープ図の読み書きができるか否かには「問題文の場
面把握」が関係していると考えられる．テープ図の作
成・使用はそれほど容易ではないといえる．
Ⅳ . 考察
　Ⅱ節での２社の教科書の新旧比較により，２社とも
に，この単元でのより良い理解のために大きな内容改
善を試みたことがわかる．さらに，Ⅲ節に述べた子ど
もへのインタビュー調査の結果を合わせて考えること
により，２社の新しい教科書の単元構成についてわか
ることは以下のような点である．
①　順思考の段階でのテープ図
　逆思考の問題場面からテープ図への対応が容易でな
いためにその対応策として，順思考を学習する段階で
「テープ図への対応」を指導するという方法は従来よ
り見られる対応策である．( 丸谷 (2004) など )．Ｔ社
やＫ社の新教科書でも，早めに順思考の場面で場面か
らテープ図への対応付けをおこなっている．しかし，
順思考の問題場面の段階では立式そのものが容易なた
め，テープ図による立式は子どもたちにとってはむし
ろ不要に感じるであろう．順思考の場面で，場面から
テープ図への対応付けが有効に機能するかどうかには
不安が残る．
② 　数図ブロックからテープ図までの対応
　文章題からテープ図への対応は，やはり大仕事であ
る．２社の教科書ともに，順思考からのテープ図導入
や，○表記や数図ブロックでの表現を間に介在させる
ことで文章題からテープ図への対応付けの改善をは
かっている．さらに，Rathmell & Huinker(1989) の
ようにテープ図内に●を個数分だけ表記するのも望ま
しい方法といえる．Ｔ社の新教科書でもⅡ 2 節で述
べたように，同様の試みがなされている．
③ 　問題場面からテープ図への対応
　平井 (2006) の調査結果より，テープ図の読み書き
のでき具合にレベルの差があり，文→テープ図，テー
プ図→式の対応付けのでき具合は演算決定のレベルと
関連していた．テープ図を読んで演算決定をするとい
う建前通りに進めることの難しさが感じられる．
　Ｔ社の場合は，旧教科書，新教科書ともに問題場面
とテープ図の対応付けを説明している．Ｋ社の場合
は，新教科書では問題場面とテープ図の対応付けを３
ステップで説明している．このことはもちろん必要で
あるが，新教科書の「テープ図と演算の対応のまとめ」
にあるようなテープ図の未知数の箇所を見て形式的に
演算決定をするのは容易ではない．
　Ｔ社の新教科書では，「問題場面からテープ図への
対応付けの説明」のステップ１～３の各箇所で順に，
15，15＋□，15＋□＝32と記されている．これは，テー
プ図を見て演算決定をするという方針ではなく，式変
形をして答えを求める方針と勘違いする危険性がある
という意味で望ましくないと考える．
④　 テープ図から式への対応（演算決定）
　テープ図を見て，「右または左だけがわからないと
きは引き算，全体がわからないときは足し算」等とい
うルールは高度なものになる．テープ図が抽象的なた
めに，その内容からルールを抽出することはさらにむ
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つかしい．Ｔ社旧教科書では単元の最後部分にこのま
とめがあったが，新教科書では逆に単元の冒頭に書か
れている．問題文からテープ図への対応説明の場面よ
り前にテープ図の読み方の議論がなされている．これ
では，難易度の高いものを先に指導することになるの
で，子どもたちには難しいであろう．一方，Ｋ社の場
合は，旧教科書，新教科書ともにこのまとめ的な説明
がない．これも指導上は不十分であろう．
Ⅴ . まとめ
　加法・減法の逆思考の問題には，これまで見てきた
ようにいくつかの重要な側面が含まれている．具体的
な指導法としては，木村他 (1991) は問題文を文節に
分けて，キーワードに直して，テープ図を部分的に対
応させながら書いていく方法を紹介しているが，参考
になる方法であろう．別に，Ⅱ 5 節で述べたように
Ｋ社の新教科書では，「へったのはいくつ」などの問
題場面を区分する表現を用意している．これなども場
面把握の助けになり，テープ図を見て演算決定をする
段階でも役に立つフレーズであると考える．問題場面
→テープ図→式という対応が一連の活動として，子ど
もたちに捉えられるような指導が必要であろう．
注１．授業（全６時間）の立案は小学校教諭（現在荏
原小学校）の藤井孝行氏によるものである．授業はＳ
小学校では藤井氏とクラス担任の教師により分担で実
施され，Ｔ小学校では藤井氏のみにより実施された．
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資料　授業と事後調査のデザイン
　単元「かくれた数はいくつ」の１単元計６時間分の
授業がデザインされ，実際の授業は小学校教諭がおこ
なった．事後調査として，インタビューによる個別調
査および配布プリントによる一斉調査を実施して児童
の理解の様子を調べた（事後調査のうち，インタビュー
による個別調査の方は著者自身がデザインし，実施と
分析をおこなった．配布プリントによる一斉調査の方
は藤井氏のデザインによるものであり，実施結果の
データの提供を受けて本稿での分析に用いたものであ
る）．
各授業時間の大まかな内容は以下の通りである．
第１時：数量の関係（□―ｂ＝ｃ）をブロックや絵図
　　　　を使って表す．
第２時：数量の関係（□―ｂ＝ｃ）をテープ図に表
　　　　す．
第３時：逆思考の問題（□＋ｂ＝ｃ）をテープ図に表
　　　　し解く．
第４時：逆思考の問題（ａ＋□＝ｃ，ａ－□＝ｃ）を
　　　　テープ図に表し解く．
第５時：加法と減法の相互関係を考える．テープ図か
　　　　ら式をつくる．
第６時：テープ図から問題文を考える．
事後調査の内容
　対象は岡山県内のＳ小学校およびＴ小学校の２年生
児童計約 90 名である．調査時期は，単元の授業が実
施された約１週間後の 2006 年 6 月末であった．調査
問題は以下に示す通りで，授業内容に対応した問題を
用意した． 被験児童ごとにインタビュー方式とし，児
童１名につき制限時間 15 分で実施した．各問ごとに
１枚ずつ解答用シートを用意したが，このシートには
式と答えを書くこととし，テープ図記入用のシートは
別紙（数値だけを書きこむスタイルのもの）とした．
その理由は，解答時にテープ図を必要とするか否かの
状況を観察しやすくするためである．問題文を読んだ
子どもがすぐに式と答えを書いた際には，立式の理由
をきいた上で，テープ図も書かせるようにした．さら
に，説明の様子によっては「誤った内容のテープ図」
なるものを見せて，その是非を問うこともおこなった．
以下は事後調査の問題（個別インタビュー用）である．
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１．［計算□―7 ＝ 8］やぶれて　わからない　とこ
ろが　あります．やぶれた　ところの　かずは　なん
でしょう．
　　＜　　　　＞―７＝８
２．［□―12 ＝ 25］えんぴつが　たくさん　ありま
した．１２本　つかったので，のこりが　２５本にな
りました．はじめ　なん本　あったのでしょう．
３．［□＋ 8 ＝ 21］ひつじが　８とう　やって　きた
ので，２１とうに　なりました．はじめは　なんとう
　いましたか．
４．［6 ＋□＝ 30］クッキーが　６こ　ありました．
なんこか　かって　きたので，ぜんぶで　３０こに　
なりました．なんこ　かって　きましたか．
５．テープ図を　みて，しきを　かきましょう．どん
な　しきに　なるでしょうか．こたえも　かきなさい．
 
６．どんなテープ図をかいたのでしょうか？
 
しきは，２４―７＝１７　　こたえ　１７．
以下は事後調査の問題（一斉調査用）である．
①［□―5 ＝ 12］　はこから　あめを　５ことりだし
ました．はこには　あと１２こ　のこっています． 
はこには　はじめ　ぜんぶでなんこ　あったのでしょ
う．
　（もんだいを　絵でかきましょう）
　（テープ図を　かきましょう）
　　しき　　　　こたえ　　
② つぎの　しきに　なるような　テープ図を　かき
ましょう．
　　１６－５＝□
③ 下 ( した ) の　テープ図に　あうような　もんだい
を　つくりましょう．
  
事後調査データの分析方法
　着目するのは主に演算決定理由と文章題・テープ図・
式の間の対応状況である．
まず，演算決定理由については，子どもが述べた立式
理由を以下に説明するように質的な高さ（場面の内容
を把握する度合いの強さ）の順に４レベルに分けた．
（内容は本稿の本文中に書いたので省略）
「文脈」レベル，「たすと多すぎ」レベル，
「語句」レベル，「数値」レベル
つぎに，文章題・テープ図・式の間の対応状況につい
ては，各問での反応結果を基にして以下の分析項目に
ついて３段階で評価した（高い方から記号○ , △ , ×
で表す）．以下，【 】内は各分析項目名であり，（ ）内
は対応する調査項目の番号である．
【計算力】調査全問題を通しての計算部分のみの活動
を評価する．（全問題）
【文→テープ図】問題文の内容をテープ図に表すこと
が正しくできるか．（問２, ３, ４, ①）
【文→式】問題文の内容を式に表すことが正しくでき
るか．（問２, ３, ４, ①）
【式→テープ図】式で書かれた内容をテープ図に表す
ことが正しくできるか．（問６, ②．ただし問２, ３,
４で見られた場合はそれらも含める．）
【テープ図→式】テープ図の内容を式に表すことが正
しくできるか．（問５．ただし問２, ３, ４で見られた
場合はそれらも含める．）
【テープ図→文】テープ図の内容を文章に表すことが
正しくできるか．（問③）
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Title: Discussion about Inverse Composition Tasks in Addition/Subtraction
　　   - Difﬁculties in Deciding Operation Based on Tape Chart –
Yasuhisa HIRAI（Graduate School of Education, Okayama University）
Abstract: Comparative discussion was given about the contents of the unit of ‘Inverse Composition Tasks 
in Addition/Subtraction’ for the 2nd graders in elementary level between the former and the new school 
arithmetic textbooks. Furthermore, based on the data from the research exploring the 2nd graders' level of 
understanding, discussion was given about the contents of the new version of school arithmetic textbook. As 
a result, it turned out that there still remained some issue in each of (1) the use of tape chart in the ‘ordinary 
composition tasks’, (2) corresponding between the blocks and the tape charts, (3) corresponding between the 
situation and the tape charts, and (4) corresponding between the tape charts and the expression(operations 
decision).
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1 年次教育実習プログラムの成果と課題の検討
―平成 23 年度教育実習Ⅰ受講生アンケートの結果から―
三島　知剛※ 1　山﨑　光洋※ 2　髙旗　浩志※ 3　関根　正美※ 4　渡邊　将勝※ 5　赤﨑　哲也※ 6
柴田　靖子※ 7　岸　晶子※ 8　太田　泰子※ 9　加賀　勝※ 10
要旨：本研究の目的は，岡山大学教育学部における 1 年次の教育実習プログラムの成果と課題の検討であった。
そのため，平成 23 年度の教育実習Ⅰ受講生 294 名を対象に実習後に調査を行った。その結果，（１）教育実践力
を構成する 4 つの力や附属学校園における実習目的の多くが達成されている，（２）4 つの力のうち「コーディネー
ト力」「生徒指導力」の達成度が特に高く，「学習指導力」の学校種ごとの学習指導の特徴や違いを説明すること
は達成度が低い，（３）附属学校園が掲げる目的のうち，観察して学ぶことの達成度が高いが，実際に児童生徒
と関わって学ぶことの達成度は低い傾向である，（４）実習中の実習生の取り組みに関しては，授業観察におい
て事実を観察，記録することは取り組めているが，解釈的な授業観察や，協議会での発言は十分取り組めていない，
の 4 点が主に示唆され，実習Ⅰの課題や不安に対する学生の自由記述と併せて結果が考察された。
キーワード：教育実習，教職志望学生，学部 1 年生，教員養成
※ 1 三島知剛（岡山大学教師教育開発センター）
※ 2 山﨑光洋（岡山大学教師教育開発センター）
※ 3 髙旗浩志（岡山大学教師教育開発センター）
※ 4 関根正美（岡山大学大学院教育学研究科）
※ 5 渡邊将勝（岡山大学教育学部附属小学校）
※ 6 赤﨑哲也（岡山大学教育学部附属中学校）
※ 7 柴田靖子（岡山大学教育学部附属特別支援学校）
※ 8 岸晶子（岡山大学教育学部附属幼稚園）
※ 9 太田泰子（岡山大学教育学部附属中学校）
※ 10 加賀勝（岡山大学大学院教育学研究科・岡山大学教師教育開発センター）
Ⅰ．問題と目的
　本研究の目的は，岡山大学教育学部における 1 年
次の教育実習プログラムにおける成果と課題を平成
23 年度教育実習Ⅰ受講生アンケート結果より検討す
ることである。
　教職志望学生は，大学に入学後，養成段階の 4 年
間を通して大学での講義や演習，さらには学校園を
場とするボランティアや教育実習，など様々なこと
を学びの場とし，教師として成長していく。その中で，
教育実習が教員養成カリキュラムにおいて重要な位
置づけを担っていることは周知の事実であり，教育
実習の意義として，例えば黒﨑（2001）によって「学
校教育の実際を総合的・体験的に学ぶこと」「教職へ
の意欲の喚起と使命感の自覚」など 5 点が指摘され
ている。そして現在の教員養成系大学・学部では，1
年次から積み上げ方式により教育実習を設定し，学
校現場において体験的に学べる機会と仕組みが構築
されている。 
　また，1 年次は教職志望学生にとって養成段階に
おける最初の学びの時期とも言えるが，教職志望学
生は入学前から既に教師や授業について多くの知
識を習得していることが知られている。すなわち，
Lortie(1975) によると学生は生徒の立場から約 1 万
3 千時間にも及ぶ教師の仕事の観察によって教師の振
る舞いや授業のあり方についての知識を既に得てい
るという。そして，深見（2011）は，このことを踏
まえた上で，自身の価値観や考え方を問い直すこと
が重要であり，自身の被教育体験によって形成され
【研究論文】
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たそれらの問い直しを図る最初の舞台が大学における
養成段階の学びであると述べている。
　そういった意味で 1 年次の教育実習は教職への意
識や意欲を喚起すると共に今まで生徒の立場からしか
見てこなかった教職というものを初めて別の立場から
見ることができる貴重な機会と言え，1 年次の教育実
習の成果や課題，並びにあり方を検討していくことは
より質の高い教員養成に向け重要だと考えられる。
　このような中，岡山大学教育学部では 1 年次の教育
実習プログラムとして教育実習Ⅰが設けられている 1。
そして，実習Ⅰの目的として，①教育学部に入学した
学生に学校現場を体験することにより，教職への意欲
を喚起する，②教職へのスタートにあたって，大学 4
年間での自己教育課題をつかむきっかけを提供する，
③学校現場を体験することにより，多様な子どもの発
達過程や学校教育について実感する，の 3 点が設定
されており，1 年次に附属学校園の実際の教育を校種
ごとに 1 日ずつ計 4 日間体験することになっている。
　本稿では，平成 23 年度の 1 年次の教育実習Ⅰ受講
生を対象としたアンケート調査の結果を基に 1 年次
教育実習プログラムの成果と課題について考察するこ
ととする。
Ⅱ．方　法
１．調査内容と質問項目
　実習Ⅰプログラムの成果の検証を行う項目として，
以下のような項目を用いた。まず，岡山大学教育学部
が実習Ⅰで学生に身につけさせたい教育実践力を構成
する 4 つの力 2 を測定する項目として岡山大学教職実
践ポートフォリオより 16 項目用いた。また，実習校
である岡山大学附属の学校園が校種ごとに掲げている
目的を教育実習Ⅰの手引きより項目化し，計 15 項目
用いた。さらに，実習中の実習生の授業観察態度など
実習における実習生の具体的な取り組みを測定する項
目を大学教員数名で協議の上，18 項目用いた。
　また，実習生の教職志向性を測定する項目として，
教職志望度や教師への魅力感，教員採用試験の受験の
意志を問う項目を設けた。なお，これらの回答は全て
5 件法であった。
　最後に，附属学校園での観察・参加実習を行う際に，
困難や不安を感じた点やそのことへの改善案や意見な
どの自由記述欄を設けた 3。
２．調査時期・協力者
　2011 年に教育実習Ⅰを受講した教育学部生 1 年生
294 名（小学校教育コース 148 名，中学校教育コー
ス 84 名，養護教諭養成課程 31 名，幼児教育コース
15 名，特別支援教育コース 16 名）を対象に同年 6
月に調査を行った。
Ⅲ．結果と考察
１．実習Ⅰの達成度について
　実習生の実習Ⅰの達成度について検討する。その
ため，①実習生が全体的に実習Ⅰで達成して欲しい
事柄に関して達成できたと感じているのかどうか，
②達成して欲しい内容として設定している事柄の中
でより達成できたと感じる事柄やあまり達成できて
いないと感じる事柄はどのような事柄なのか，の 2
点を分析の観点においた。そして具体的な分析手順
として，各項目ごとに中央値である 3 を基準とする 1
サンプルのt 検定を行い（分析１），次に各項目ごと
に全体の平均値を基準値とした１サンプルのｔ検定
を行った（分析２）。
①教育実践力を構成する 4つの力に関して
　先述の観点で分析した結果をそれぞれ項目ごとに
示したのが Table1 である。
　実習Ⅰの達成度についてそれぞれ見ていくと，まず
測定した 16 項目のうちほとんどの項目において中央
値 3 以上で有意差が見られていることがわかる。こ
れは，実習Ⅰが実習生にとって少なからず意義のある
ものであると実習生が感じていることを表しており，
実習Ⅰの一定の効果を示唆するものであると言える。
　次に，達成度の高かった内容と低かった内容に関
して結果を見ていく。まず学習指導力のうち，「授業
実践の記録を詳細に取り，教師や幼児・児童・生徒
の様子を説明すること」のように，授業記録を事実
として取ることや教師や児童の様子を説明すること
は実習Ⅰを通して十分達成できる内容に分類されて
いた。しかし，「学校種ごとの学習指導や授業設計の
違いを説明すること」「学校種ごとの授業・学習指導
の特徴を具体的に説明すること」のような学校種ご
との授業の実際や設計の特徴を説明することは実習
Ⅰでは達成しにくいことが特徴として見出せる。
　次に，生徒指導力に関しては，「幼児・児童・生徒
と親しみをもって公平な態度で関わること」「教師が
子どもの生活をどのように観察し，働きかけている
かを理解すること」のような幼児・児童・生徒と親
しみをもって公平な態度で関わることや教師の子ど
もへの働きかけの理解に関する内容が特に達成しや
すいことが示唆された。また，生徒指導力の 4 項目
のうち，達成度が低い部分への分類は 1 項目もなさ
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れなかったことから，生徒指導力は実習Ⅰを通して比
較的身に付きやすい内容であると考えられる。
　次に「コーディネート力」は 4 項目中 3 項目が達
成度が高い内容に分類されたことから，実習Ⅰの成果
が最も出ている側面であることが示唆された。一方
で，残り 1 項目である「来校者の状況について，学校
種による違いを説明すること」は達成しにくいことが
示唆された。特にこの項目は全 16 項目中で最も得点
が低く，5 件法の中央値である 3 を大きく下回ってい
ることから，教育実践力を構成する 4 つの力の下位項
目 16 項目のうち，実習Ⅰで最も達成しにくい側面で
あることが窺える。これは各学校 1 日ずつという短期
間の実習では，そもそも来校者に出会う機会も少ない
ことが予想されるため，その上，学校種による違いを
説明することは困難であるということなのだろう。こ
の側面に関しては，実習事前事後指導も含め，説明を
加えるなど積極的に情報提供していく必要が考えられ
る。
　最後に，「マネジメント力」に関して記述する。「教
員としてふさわしい態度で実習し，教師になる夢をふ
くらませること」が達成しやすい内容に分類されてい
た。このことは，学生が教育実習Ⅰで実際の授業や子
ども，教師といった様々なことを観察したり，関わる
ことで教職への意欲が喚起されたこと，また実習Ⅰは
その側面への効果が特に強いことを意味しており，意
義深い結果と言えるだろう。一方で，「実際に観察し
た学級や学年で行っている教師の仕事についてきちん
と説明すること」「子どもの安全や健康に配慮した学
校環境の整備や工夫，それに伴う教育活動を観察する
こと」の 2 項目は実習Ⅰで達成しにくい内容として
分類された。こういった場面を観察する機会が短期間
の実習中では少ない，または観察や知る機会はあって
も説明できるところまで深まりにくいことも考えられ
る。
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②附属学校園が掲げる目的に関して
　次に附属学校園が掲げる実習Ⅰの目的について検討
する。なおここでは附属小学校，附属中学校が掲げる
目的を項目化したもののみを分析対象とする 4。
　先述の観点で分析を行った結果が Table2 である。
結果を見ると，附属中学校で掲げている「生徒の精神
的，身体的成長をみる中で，中学生の心理と身体の問
題を具体的に結びつけて考えること」が唯一 3 を下
回っているが，その他の項目については全体としては
達成できたと実習生が感じていることが示唆された。
このことより，附属学校園が掲げている目的は概ね達
成されていると言える。
　次に，達成度が高い内容と低い内容の分類結果を見
ていく。まず，「具体的な教師の指導活動を観察し，
その実践活動を理解すること【小学校】」「具体的な教
師の指導活動を観察し，中学校教育の特徴を理解する
こと【中学校】」のように小学校，中学校共に観察し
て学ぶことに関しては十分に達成できたと感じてい
た。一方で，「児童の生活実態をできるだけ詳しく観
察し，児童が自分で考え，行動できる部分と教師のか
かわりを必要とする部分を判断し，簡単なかかわりを
行うこと【小学校】」「小学校教育の目標，教育課程を
理解し，指導に参加するという体験をして指導方法を
学ぶこと【小学校】」のように実際に児童に関わった
り指導して学んだりするということは達成しにくい内
容であることが明らかになった。また，「児童について，
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その見方や接し方を学ぶこと【小学校】」「生徒につい
て，その見方や接し方を学ぶこと【中学校】」の 2 項
目は同じ子どもの見方や接し方を学ぶことを指してい
るが，小学校においては達成度が高い内容に分類され
た一方で，中学校においては達成度が低い内容に分類
されていた。生徒理解のための時間を特に中学校にお
いて十分用意していくことが重要になってくると考え
られる。
③実習Ⅰでの実習生の取り組みに関して
　ここでは，実習及び実習中における実習生の取り組
みについて検討するために設定した 18 項目について
検討する。先述の観点で分析を行った結果が Table3
である。結果を見ると，「同じクラスに配属された実
習生の中で率先してリーダー的な行動がとれた」「「導
入」「展開」「まとめ」といった場面展開を押さえて
観察記録をとった」が中央値 3 を下回っている，ま
たは中央値 3 と比較して有意差が得られていないが，
その他の項目に関しては，全体としては取り組めたと
実習生は感じていることが示唆された。
　次に，十分取り組めたと思う内容とそうでない内容
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を見ていく。十分取り組めたと感じている内容として
分類された「教師の発問と園児・児童・生徒の反応に
注目して，授業観察を行った」「教師の板書に注目して，
授業観察ができた」「複数の子どもの授業（保育）中
の様子や活動を記録した」は，授業観察において教師
の板書や発問や子どもの様子など事実に関することを
観察することや記録に取ることを表しており，事実を
しっかり観察，記録するということは比較的取り組め
ているという結果であった。また，「休憩時間や昼休
み等に自分から積極的に子どもとコミュニケーション
をとった」「同じクラスに配属された実習生と協力す
るなど積極的にコミュニケーションをとった」といっ
た，子どもや同じクラスの実習生とのコミュニケー
ションも積極的に取れていたという結果であった。こ
のことは，実習生が学校園において授業を事実のレベ
ルであるがきちんと観察し，子どもたちや実習生と積
極的に関わることが特にできていることを表している
と考えられる。
　一方，同じ授業観察においても，「「導入」「展開」「ま
とめ」といった場面展開を押さえて観察記録をとっ
た」「児童・生徒のノートやワークシートに注目して
授業観察を行った」「授業観察記録には，事実に加え，
疑問点や改善案など自分の意見を記述できた」のよう
な，授業場面を押さえることや子どものノートやワー
クシートを見ること，さらには見たことに対して自分
なりの意見を観察記録に残すことは相対的に見ると十
分取り組めていなかった。これはそもそも授業を見る
視点や授業の見方をほとんど学んでいないと考えられ
る学部 1 年の段階であるため，当然と言えば当然の
結果と言える。授業を見る視点や授業の見方等を今後
学ばせる必要があるだろう。また，「授業協議会では
受け身ではなく積極的に発言ができた」「同じクラス
に配属された実習生の中で率先してリーダー的な行動
がとれた」といった，授業協議会やクラスの中でのリー
ダー的行動に関することも十分取り組めていないよう
であった。実習生にとってこの段階で積極的に授業協
議会で発言することを求めるのは酷ということなのだ
ろう。しかし，授業協議会での発言の少なさには学生
が授業観察のやり方や視点を十分持ち合わせていない
ことが関係していると考えられるため，この段階で十
分取り組めないのは止む終えないとも言える。
２．調査協力者の教職志向性について
　ここでは，調査協力者が実習Ⅰを終えた段階で
どのような教職志向を持っているのかを検討する
（Table4）。まず，「どの程度教職に魅力を感じている
か」「教員採用試験を受験しようと考えているか」と
いう設問の回答を見ると，8 割弱がポジティブに回答
していた。一方，「どの程度教師になりたいと思って
いるか」という設問の回答を見ると，約 7 割がポジティ
ブに回答しているものの，約 2 割が迷っていると回
答している。大半の学生がポジティブな教職志向を
もっている一方で，教育実習Ⅰを終えた後でも迷いの
状態にある学生も 2 割程度いるという現状であった。
本調査では，実習Ⅰ前のデータを測定していないため，
実習Ⅰの直接的影響かどうかの考察には注意しなけれ
ばならないが，大半の学生が高い教職志向性をもって
いるという現状は実習Ⅰを終えた段階として望ましい
結果と言え，先述の結果と合わせて考えると教職意識
の醸成や意欲に少なからず教育実習Ⅰが影響している
のではないだろうか。今後は，この教職志向性が高い
学生に教師としての資質を引き続き適切に身につけさ
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せていくこと，並びに残りの学生，特に迷いを感じて
いる学生を教職に向けていくことが必要だろう。
３．実習Ⅰに対して学生が感じた困難や不安及びそれ
　　に対する改善案の自由記述
　ここでは，学生が記述した自由記述の中で特徴的
だったものを紹介し，教育実習Ⅰの改善に向けた基礎
資料とする。
　学生が実習Ⅰで感じた困難や不安に関する記述とし
てまず以下のような記述が見られた。
•	中学校の参加実習では，生徒と関わりを持つ機会が
なかったので小学校や幼稚園と比べて刺激が少なく
教員への意欲があまりかき立てられなかった。
•	中学校では生徒と関わる時間がなさすぎると思う。
のように子どもともっと関わる時間が欲しかったとい
う記述が見られた。先述の量的分析の結果にも表れて
いるように，それだけ子どもと直接関わる機会が学生
にとって有意義で教職への意欲を喚起するものにつな
がっていったということであろう。また，「子どもの
見方や接し方を学ぶこと」に関して，小学校において
は達成度を高く認知している内容に分類されたが，中
学校においては低く認知している内容に分類されてい
たが，このことの原因の一つに子どもと関わる時間が
十分にもてなかったということがあるのだろう。次に，
•	「教師の視点」というのが漠然としすぎていて具体
的になにを見ればいいのかがわかりづらかった。
•	初めて教育実習に行った日は，全く実習の経験がな
いため，ポートフォリオを読んでいてもどこをポイ
ントに子どもを観察すればいいのか不安だった。
•	観察記録をどう書けばよいか分からなかった。
•	「自由に見てもいいですよ」と先生に言われたが，
生徒たちの邪魔をしてはいけないと思ったので，な
かなか近寄りにくかった。  
というように授業観察視点や観察中の動きや立ち位置
も含め，授業をどのように見ればいいか分からないと
いった記述が見られた。授業観察に際しての具体的な
視点や授業記録の書き方について具体的に説明をして
おくことが必要だと考えられる。また，併せて授業記
録の仕方についても明確な方向性を見出せず戸惑って
いる様子が窺える。授業記録の仕方についても例えば
時間軸を設けて記録を取ると良いことなどの指標は提
供していく必要があると考えられる。
　もちろん，こういった自身の未熟さに気づき，今後
の学習の方向性を自覚できたという意味でこのことも
実習Ⅰの成果と考えることもできる。しかし，
•	具体的な指示が少なかったため，すこし不安だった。
また教師の難しさも改めて痛感し不安になった。も
う少しでもいいから明確な指示が欲しかった。自主
的に考えるレベルを超えていた気がした。
•	まだ何も学んでいない状況で現場に投入されるのは
ただの苦痛でしかない。ルールを知らずに練習や試
合はできない。もう少し時間が経ってから実習に行
かせるべき。
のように，指示の少なさやこの段階で実習に行くこと
が不安だという記述が何点も見られたことを踏まえる
と，その不安感を軽減していくための手立てを講じて
いく必要があると考えられる。
Ⅳ．まとめと今後の課題
　本研究の目的は，岡山大学教育学部における 1 年次
の教育実習プログラムにおける成果と課題を平成 23
年度教育実習Ⅰ受講生アンケート結果より検討するこ
とであった。教育実習Ⅰの達成度について検討した結
果，多くの側面で実習Ⅰの成果が見られ，特に授業
や子どもの事実を観察することや教職への意欲を向上
させることに成果が見られた。その一方で，解釈的に
授業を観察することや，授業場面を押さえるといった
授業観察は十分できなかったことが示唆された。こう
いった授業観察の側面は今後，大学での講義や 3 年
の主免実習等で十分学べると考えられるため，この段
階で学んでおくべきことかどうかの議論は慎重になら
ないといけないが，学生の自由記述を通した意見を踏
まえると実習Ⅰの充実と同時に事前の学びの機会と仕
組みを拡充させた上で実習Ⅰに取り組ませることを検
討していく必要があるのかもしれない。
　最後に本研究の課題について述べる。本研究は実習
Ⅰ事後の 1 回のみの回想的調査であるため，教育実
習Ⅰの成果を検討する上で注意が必要である。すなわ
ち，不当に高く成果を認知している可能性を否定でき
ない。今後は実習Ⅰ前後の変容データでもった検討も
併せて必要になってくるだろう。また，専攻や副専
攻，附属校種ごとの差異を含めた形であるため，結果
の過度の一般化には留意しなければならない。今後は
測定法の工夫も含めたさらなる知見の蓄積が必要であ
ろう。
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注
1.	 正式には 2 年次の特別支援学校での実際の教育
を 2 日間体験することも含めて教育実習Ⅰとしてい
る。（なお，この 2 日間は介護等体験 7 日間のうち
の 2 日間を兼ねている。）
2.	 4 つの力とは，①学習状況の把握力，②授業設計
力，③授業実践力，④授業の分析・省察力，からな
る「学習指導力」，①子どもの発達的特徴を理解す
る力，②子どもの生活の実態を理解する力，③コミュ
ニケーション力，④学校・学級での生活を指導する
力，からなる「生徒指導力」，①実習生同士で協働
する力，②実習校の教職員とつながる力，③協力者・
連携機関を理解する力，④保護者，地域とつながる
力，からなる「コーディネート力」，①セルフマネ
ジメント力，②専門職マネジメント力，③学級・学
年マネジメント力，④学校マネジメントを理解する
力，からなる「マネジメント力」を指す。
3.	 なお，調査用紙にはこれらの内容以外に，実習生
の大学生活満足度などその他の質問項目も同時に含
まれているが，本論文ではこの点は分析対象外とし
たためこの点に関しては詳細を記載していない。
4.	 ここで附属小学校，附属中学校の目的のみを分析
対象としているのは，その他の校種においては，実
習時期の関係で，分析をするにあたっての十分な回
答を得ることが困難であったためである。
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岡山大学理学部における e- ラーニングシステムの導入と運用
山川　純次※１　柴田　次夫※２
要旨：岡山大学理学部では e- ラーニングシステム ( 理学部 LMS) が導入され運用されている。理学部 LMS の導
入に際しては商用またはオープンソフトウェアの様々な学習管理システムを調査し，Moodle が採用された。理
学部での Moodle はセキュアで信頼性の高い PC ベースの GNU/Linux，Apache，MySQL および PHP が稼動
するコンピュータによって運用されている。理学部 LMS を使用するための初期コストは，学部を構成している
教員と学生の持つ利用能力に応じて可能な限りコストパフォーマンスを高める様にデザインされた。LMS とし
て採用した Moodle がベースとしている社会構築主義は講義を改善する強力なポテンシャルを有するが，理学部
LMS システムの有効性はユーザの能力によって制限されるかもしれない。
キーワード : e- ラーニング , LMS, Moodle, 社会構築主義
※ 1 山川純次 ( 岡山大学大学院自然科学研究科 )
※ 2 柴田次夫 ( 岡山大学大学院自然科学研究科 )
Ⅰ．問題意識と分析方法について
　e- ラーニングシステムとは，学習管理システム
(Learning Management System, LMS) を 使 っ た
教育学習支援システムの総称である。このシステ
ムは教育と学習に関係する様々な情報のやり取りを
コンピュータとソフトウェアそしてネットワーク
を使用してまとめることができる。e- ラーニング
システムはコースマネージメントシステム (Course 
Management Sys-tem, CMS) あるいは仮想化学習
システム (Virtual Learn-ing Environment, VLE) と
いう名称で呼ばれることもあるが，CMS はコンテン
ツマネージメントシステム (Content Management 
System) の略称としても使われており，学習管理だ
けでなくソーシャルネットワークシステム (Social 
Network System, SNS) 等にも使用される汎用シス
テムを指している。このため本稿では以後，混乱を
避けるために e- ラーニングシステムを LMS と呼ぶ。
ユーザサイドから見た場合，LMS は CMS を応用し
た Web ベースの情報技術による教育学習支援システ
ムと捉える事ができる。一般的に CMS を利用した
Web ベースの情報技術は web2.0 と呼ばれる事が多
いが LMS は今のところ該当しないとされている。
　講義資料を電子化してネットワークファイルサー
バ経由で配布するだけの教育学習支援を e- ラーニン
グに分類することの可否についての明確な基準は存
在しない。しかし講義資料を電子化し LMS を利用し
て配布する教育は単純な電算化ではなく e- ラーニン
グに分類される。これは LMS の多くが教育理論を実
践するためにプログラミングされており，そのため
LMS 利用者は自ずとその理論を実践することになる
ためである。
　LMS を利用する場合，最も基本的なレベルでの利
用でも，講義に関する情報をカレンダーに合わせて
配置する作業と，講義における教師の役割 (Role) を
設定する作業が行われるが，これらも LMS のベース
となっている教育理論に基づいている。LMS の利用
ではこういった作業が随所で必要とされ，これらの
点が LMS を利用した講義が一般的な Web テクノロ
ジを組み合わせた講義との区別を明確にしている。
　LMS には講義に関する様々な作業を処理するプロ
グラムが「活動モジュール」として用意されている。
資料配布，レポート提出，休講通知，出欠，学生と教
師の双方向情報交換 (Q and A) 等を処理するモジュー
ルや，オンラインテスト，オンラインアンケートお
よびこれらの自動集計や自動採点を行うモジュール
はその一例である。これらの作業は一般的な Web テ
クノロジ，すなわち電子メールやメーリングリスト，
電子掲示板 (BBS)，ファイル転送 (FTP, Net strage 
system) 等を組み合わせても実現可能である。しかし
LMS はこれらの Web テクノロジを広範囲に網羅し
た CMS による One stop solution として提供されて
おり，教師と学習者は複数の Web テクノロジを組み
【研究論文】
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合わせたり，個別のテクノロジの利用技術を学習した
り運用したりするために必要となる労力を削減する
事ができる。さらに，LMS をキャンパス単位で教育
情報インフラストラクチャーとして運用すれば，キャ
ンパス内では教師も学習者も単一システムの利用技
術を習得するだけですべての講義に関する情報のや
りとりが可能になる。この点は大学等で講義を電子
化する際に重要となる。複数の教員が互換性の無い
情報システムを構築して講義資料を配布している場
合，学習者は講義毎に異なる情報システムの利用技
術を習得する必要が生じるが，この場合の習得コス
トは受講している講義数に比例して増大し，学習者
に過度な負担をもたらすことになる。また教師間に
おいても互換性の無い情報システムの運用を独立し
て行わなくてはならず，複数の教員間でノウハウや
メインテナンスを共有することが出来ない。このた
めに必要となる教員毎の作業コストを全学で積算す
ると膨大な量となり，教育効率を大きく下げる要因
となることが容易に予想される。しかし，これらの
不要なコストは共通 LMS の導入によって一度に回避
することが可能である。
　以上の状況を踏まえて，岡山大学理学部では LMS
システムを導入し e- ラーニングを行っているので，
その概要について報告する。
Ⅱ . 手法
1. LMS の選択
　現在，数多くの LMS が利用可能であるが，それら
は商用クローズドソフトウェアと無償オープンソフ
トウェアに大別される。商用 LMS では Blackboard 
(WebCT) と WebClass が教育機関へ数多く導入され
ている。これに対して無償で利用できるオープンソ
フトウェアには eduCommons (Wiley, Recker, and 
Gib-bons, 2001), Moodle (Dougiamas and Taylor, 
2003) 等がある。eduCommons は大阪大学，京都大
学，筑波大学，北海道大学などで運用されている。
Moodle は三重大学，上智大学，慶応義塾大学，神戸
大学などで運用されている。
　岡山大学理学部では商用 LMS に比してランニング
コストの低さ，モジュール構造による拡張性の高さ，
そして開発コミュニティのアクティビティの高さか
ら Moodle を採用した。
2. Moodle
　Moodle (Modular Object-Oriented Dynamic 
Learning 　Environment) は LMS アプリケーション
の一つで，J. Dewey や L. Vygotsky が提唱する社会
構築主義 (Social constructivism) に基づいた教育を
実践するために開発されたソフトウェアシステムで
ある (Dougiamas and Taylor, 2003)。社会構築主義
は自発的に価値観を再構築する主義であり，客観主
義 (Objectivism) と対を成している。客観主義の教育
では教育者の知識を学習者にコピーすることが講義
であるとされているのに対して，社会構築主義では学
習者が社会と相互作用することにより自らの知識を
構築する学習環境が講義であるとされる。Moodle は
この主義に基づく学習環境の構築に必要な枠組みを
提供するためのソフトウェアとして開発されており，
その導入により教育者は社会構築主義に沿った講義
の実践が可能となる。
　また Moodle は GNU 一般利用許諾 (GNU General 
Public License, GPL) に基づいて配布されている。こ
れは R. Stallman (2007) が提唱した Copyleft に基づ
いており，ソフトウェアシステムの自由な改変と再配
布を許可し，その過程での独占化を著作権で禁止する
ものである。これによりMoodleは著作権法に基づき，
将来に渡って無償で運用が可能であり，商用 LMS の
導入時に必要となるライセンス料金が発生しないこ
とが保証されている。さらに Moodle はモジュール構
造を採用したソフトウェアであるため，最小限の機
能構成で運用を開始し，サイトの状況変化に対応し
てユーザが自由に機能を拡張したり，既にインストー
ルした機能のバグを修正したりするなど機能を強化
することを可能にしており，またこの場合でも商用
システムの様にモジュール更新料金が発生したりす
ることが無い。
3. Moodle を使った LMS の設計
　今回，理学部に Moodle を使った LMS を導入する
ために，学部の実情に合わせたシステム設計を行っ
た。LMS はハードウェアシステム，ソフトウェアシ
ステムおよびこれらのシステムを運用する人員シス
テムで構成され，その運用には多岐に渡る技術ノウ
ハウを必要とするが，理学部では現在一人で全てを
兼任している。
①ハードウェアシステムの設計
　理学部 LMS 用のハードウェアシステムは導入およ
び運用におけるコストパフォーマンスを考慮し，サー
バ専用機ではなくパーソナルコンピュータをサーバ
とするシステムを採用した。このサーバはさらに無
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停電電源の設置，サーバ本体の電源の二重化，ハー
ドディスクの二重化などの冗長性を設定して信頼性
を確保した。また，ハードウェアレベルでのセキュ
リティを確保するために，学内 LAN との接続はルー
タを介して行い，不正アクセスの防止を図った。ルー
タの設置に伴い構築されるプライベートネットワー
クにより，ルータでのアサインを変更するだけで代
替サーバ機の変更が可能になり，またファイルサー
バ，PHP アクセラレータなどの機能増設も容易にな
るため，サーバシステムのメインテナンス性が確保
された。
②ソフトウェアシステムの設計と導入
　Moodle シ ス テ ム は Mircosoft 社 の Windows や
Apple 社の MacOS X などの OS 上でも実行可能であ
るが，実際に LMS の導入作業に当たる教員の適性
に因り，GNU/Linux を選択した。理学部 LMS サー
バでは GNU/Linux をインストールした後に，不要
なサービスの停止とセキュアな通信手段の設定，そ
して無停電電源機能の設定など，OS レベルでのセ
キュリティの確保を行った。また，LMS サーバの
root への管理業務負担を軽減するために，OS のスー
パーユーザ権限を複数名に割り当てた。Moodle の導
入には GNU/Linux およびこれと同等の機能を持っ
た OS の他に Apache, MySQL, PHP が動作している
LAMP 環境が必要である。このため理学部 LMS サー
バにこれらのアプリケーションを立ち上げた。最後
に Moolde ソフトウェアを導入し，運用を開始した。
③ LMS の運用
　理学部 LMS は本格運用に先行して，管理グループ
によるクローズド運用を行い，システムパフォーマ
ンスのチェックを行った。最初に Moodle システムの
トップ画面を設計し，必要な活動モジュールの設定
を行った。次に教師の登録を行いコースの登録を開
始した。この後にコースを履修する学生の登録を行っ
た。Moodle では学生の登録は個別登録と一括登録が
選択できるためこれらをテストし，登録手順の確認
を行った。テスト運用の結果，想定したパフォーマ
ンスが得られることが確認されたので LMS をネット
ワーク上に公開し，利用講習会を開催した。
Ⅲ . 結果および考察
1. コース数
　理学部 LMS では 2011 年 12 月現在，約 80 のコー
スが運用中である。
2. システム設計
　理学部の実情に合わせたシステム設計を行った際，
導入と運用予算の獲得と執行，設置場所確保，IP ア
ドレスの確保とドメイン名の取得等の手続きが必要
となったが，システムを運用している教員からの無償
提供で運用している。システムの運用を安定的に継
続するために，今後は LMS 管理運営委員会を設置し，
必要な権限を与えると共に職務評価すべきである。
　Moodle システムにはシステムに関する全ての権限
を持つスーパーユーザ (root) が設定されるが，この
権限は複数名のユーザに設定可能である。そのため
理学部 LMS では複数人のスーパーユーザー権限付与
ユーザの設定を実施した。複数のスーパーユーザ権
限の存在によりシステムのセキュリティは低下する
が，大規模なシステムでは，あらゆる権限を root に
集中させたままだと root 担当者が過負担になる。そ
こで理学部 LMS サーバ OS の場合と同様に複数人に
スーパーユーザ権限を設定し root をスーパーユーザ
権限を必要とする軽微な業務から開放し負担を軽減
することを優先した。
　理学部に LMS を導入する際には，導入障壁を低
くするためにマルチクライアント OS (GNU/Linux, 
MacOS, Windows) での動作検証を行った。これは，
理学部内でクライアント OS が統一されていないため
である。また将来，主流となるクライアント OS が変
わっても LMS の利用を保障する目的もあった。
3. 教師への導入
　理学部 LMS が安定動作状態に入った後に，LMS
利用講習会を開催した。この講習会では簡易マニュア
ルの配布を行ったが，ここでもクロスプラットフォー
ムマニュアルを作成した。マニュアルは操作画面の
キャプチャーを多用したものとしたが，これを製作
する OS を特定のものに固定しないよう配慮した。こ
れにより多くのユーザ確保に成功した。
　講習会開催後に，スーパーユーザ権限を付与した
ユーザが各自のコースの円滑な立上げを行えるよう
集中的なサポートを行い，理学部 LMS 利用の中心
となるコアユーザの設定を行った。これにより root
権限を必要としながらも軽微な作業に関してはコア
ユーザにより実行される体制となり，運用業務の分
散が実現した。コアユーザは理学部の各学科に 1,2 名
設定し，各学科内での理学部 LMS 導入のモデル教員
として活動してもらった。
　教員が LMS を利用する際に障害となるものにコン
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ピュータ利用能力 (コンピュータリテラシー )がある。
例えば資料を電子的に配布する場合，学習者に負担の
無いファイル形式での配布が必要とされる。今のとこ
ろ Adobe 社が無償で提供する PDF ファイルが最適で
あると考えられるが，講義資料を PDF に変換する技
術は全教師に普及していないため，LMS の利用技術
とは分離して講習会を開催する必要性があると考え
られる。また特定のアプリケーション依存フォーマッ
トによる資料配布も検討する必要がある。LMS によ
る講義の普及には，理学部全体で Open　Document 
Format を採用するなどの施策が必要になると考えら
れる。
　現在，理学部 LMS はファイルサーバとしての運用
が主である。ファイルサーバ機能は LMS の基本活動
モジュールであるが，同時に一般的な Web テクノロ
ジで代替可能な機能でもある。しかし最初に述べたよ
うに LMS の活動モジュールによりファイルサーバを
実現する場合は，講義スケジュールカレンダーに沿っ
てファイルをリンクするため，学生はカレンダーをガ
イドに自分に必要な配布資料ファイルに到達できる。
また開講期間を通してサーバに配布資料をおくこと
で，欠席した学生に対する資料配布や試験前の再配布
などの作業が不要になる。さらに配布のために必要
とされるハードコピー作業，余剰コピーの保管スペー
スなども不要となるため，特に大人数が受講してい
る講義では大幅なコスト削減が可能になった。
　LMS ではサーバで講義資料を公開するタイミング
をコントロールすることが可能であるが，これにより
演習問題の先行公開による講義前回答の回避や講義
終了後の適切なタイミングでの追加教材公開による
復習のコントロールが行える。この様に LMS では適
切と思われるタイミングで講義資料を公開すること
により学習効果を向上させることが可能となる。この
作業はオフィス以外からもネットワーク経由で LMS
にログインすることで実行可能である。活動モジュー
ルを追加すれば，出張先から出題，レポート受理，コー
ス管理などを行うことで非同期型の講義を行うこと
も可能である。この作業も他の Web アプリケーショ
ンを組み合わせて利用しても実現可能であるが，そ
のための導入と運用のコストは one stop タイプのソ
リューションである LMS に比べて大きくなるため，
非効率的である。
　LMS の導入によりカラー，音声，動画，3 次元デー
タを活用したいわゆるマルチメディアタイプの講義
資料が実用的に使用可能となった。これは従来の紙
媒体を介した講義資料配布の限界を超えるものとし
て注目すべきである。今のところ受講生はカラー資
料を印刷して持参しているが，近い将来にはスレー
ト端末などの軽量端末の携行によるペーパーレス講
義が実現可能であると考えられる。この場合，講義
資料の配布はダウンロードではなくクラウド化が課
題となる。クラウド化，すなわち学生のローカル端
末にコピーを置かず，常に LMS サーバを参照する配
布形態に移行することにより，教員の講義資料に関
する修正が即時に反映され，また軽量端末のストレー
ジ容量への負担を軽減することが可能になる。しか
しこの一方で，学生が講義資料をオフラインで手元
にまとめられないためネットワーク接続が切れると
学習が出来なくなるなどの問題が生じる。このため，
学生に対しては最低限，キャンパス内ではユビキタ
ス性を備えたネットワークの提供が期待される。
　また LMS に講義資料の掲載を継続することによ
り，LMS 利用教員は講義に関する情報のアーカイブ
を同時に作成していることになった。このため次年
度からは簡単な設定変更のみで講義資料の反復利用
が可能となった。LMS 利用のメリットはこういった
資料の再利用可能性にも現れた。
4. 学生の利点
　理学部の学生に対しては，LMS の導入により講義
用資料のダウンロード手法が統一され，複数の情報
システムを利用する手順を学習する負担が軽減され
た。ただし，学生は LMS によって提供される JPEG, 
PNG, MPEG4, PDF などのフォーマットを持った資
料のハンドリングスキルが必要となった。さらにこの
スキルは LMS を使った資料提出時にも必要となる。
このため LMS の利用に先立ってこれらのスキルを習
得しておく必要がある。学内での情報処理教育に期
待する点である。
　理学部 LMS では一部のコースが制限なしで学外に
公開されており，これらのコースは受講している学
生以外も講義資料を得ることが可能となった。このた
め受験生などの理学部の講義に興味を持っているグ
ループが講義の概要を知ることが可能になる。この点
は，大学の情報公開，また志望者増加のための，いわ
るゆる「先取り」に寄与することになった。MIT の
Open Course Ware (http://ocw.mit.edu/index.htm)
の様にクリエィティブ・コモンズ・ライセンス ( レッ
シグ・林・椙山・若槻・上村・土屋，2005) に沿った
大学での講義を一般公開する動きは，この流れを更
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に推進したものであり，今後の大学の一つの在り方
を示していると考えられる。
5. 著作権の問題
　LMS への講義資料のアップロードは著作権法で認
められている教育機関への特例 ( 著作権法第 35 条 )
を逸脱する場合が想定される ( 井上・奥村・中田，
2006)。これは LMS がインターネットに接続されて
いるため，掲載した資料がブロードキャスティング
したものと扱われるためである。理学部 LMS ではブ
ロードキャスティングに適さない講義資料を利用す
る場合，コース利用者を登録制にすることで関連法
への抵触を回避しているが，著作権が保持された動
画や音楽を非同期に公開する場合は上記条項に抵触
する。学内法曹関係者による統一基準の策定と定期
的な講習を望む点である。
6. 導入と運用のコスト
　理学部への LMS の導入を成功させるためには，管
理者，教師そして学生から「LMS は面倒くさい」と
言われない様に運用する必要があり，そのためには
LMS の利用コストが導入運用コストを大きく上回よ
うにシステムを設計する必要があった。理学部 LMS
ではこの点に留意してシステム設計を行った。
　ハードウェアに関する導入と運用コストは，PC
ベースのコンピュータをサーバとして稼動させるこ
とで低くし，ソフトウェアに関する導入と運用のコ
ストは，OS に GNU/Linux, LMS に Moodle を採用
することで低くした。LMS サーバのハードウェアと
ソフトウェアのインストレーションは高度な技術を
必要とする作業であるため大きなコストが掛かる部
分であるが，これはボランティア教員により作業を
実行することでコストをゼロにした。しかしこれら
の作業に掛かるコストは将来的には学内計算機セン
ターへのアウトソーシングにより削減可能であると
考えられる。さらに LMS の管理コストにはユーザ登
録管理，学生登録管理等の他に，スパムの除去やエ
ラーからの回復などのガーベージコレクション作業
コストが存在する。これらも高度な技術を必要とす
る作業だが個人情報を扱うためアウトソーシングは
難しいと考えられる。
　教師への導入と利用に関するコストは，理学部
LMS の難易度を理学部教員の最小限のネットリテラ
シーレベルで利用が開始できるものに設定して低下
させた。このとき想定したレベルは，電子メールの
利 用，blog や SNS の 利 用，JPEG, PNG, MPEG4, 
PDF など各種フォーマットのハンドリングスキルで
あった。これらのスキルを前提とした上で利用講習
会を開催し Moodle システムに固有の利用技術を解説
することで，初期導入の障壁を下げた。しかし実際
に理学部 LMS にコースを構築する際にはやはり様々
な相談が LMS 管理者に持ち込まれ，負担コストの増
大を招いた。LMS 運用に際しては LMS サーバ管理
者，LMS 管理者，LMS 利用相談員を分離して配置し，
負担の分散を行うべきである。
7. LMS の導入と活用の目的
　LMS の導入によって教育をどこまで改革できるか
は教員次第である。これは教員に LMS システム利用
能力と配布資料作成能力が要求されることを意味し
ている。理学部では今のところ LMS の利用が一部の
教員に偏っているが，これらの能力の不足が LMS 導
入の障壁のひとつとなっていると考えられる。
　LMS に Moodle を採用したため，利用者は必然
的に社会構築主義に基づいた教授法の導入が必須と
なった。しかし利用者自身の教育哲学を変更しなけ
れば Moodle の持つ教育哲学とコンフリクトを起こす
ため導入してもコストが増大するだけであり，別の
情報インフラを利用するほうがトータルコストが低
くなる。この点が Moodle による LMS 普及の障壁と
なっていると考えられる。
　理学部では LMS によって講義の電子化が可能に
なったが，同時にその弊害も指摘されている。LMS
により講義で使用するプレゼンテーション資料を
PDF 等に変換してそのまま配布するコースは学生か
らの評価が相対的に低い。これは授業中に行ったア
ンケートから明らかになった。こういった点につい
て LMS の意見交換モジュールを活用して学生から
フィードバック得て講義を改善してゆくことが，理
学部 LMS の次の利用段階であると考えられる。
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要旨：岡山大学は全学の教職課程を担う「教師教育開発センター」を平成 22 年度に創設し、学部の枠を超えた
教員養成教育の質保証に取り組んでいる。教育実習事前事後指導や教育実習ならびに教職実践演習（平成 25 年
度から実施）等を中心とする「全学教職コア・カリキュラム」の企画・運営だけではなく、これらの科目の教育
成果とその課題を検証し、FD 的視点に基づくカリキュラム開発と改善とを進めている。「母校訪問」とは、教育
学部以外の学生（文学部、法学部、経済学部、理学部、工学部、環境理工学部、農学部、マッチングプログラムコー
ス）のうち、改正後の教育職員免許法が適用される平成 22 年度以降入学生（現１、２年生）を対象に、センター
が独自に開発した１年次生対象のプログラムである。本稿ではその成果と課題の検証を通して、いわゆる「開放制」
と「大学における教員養成」の原則に基づいた教員養成教育の可能性を検討する。
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Ⅰ．はじめに
　岡山大学は全学の教職課程を担う「教師教育開発セ
ンター」（以下、「センター」と言う）を平成 22 年度
に創設し、学部の枠を超えた教員養成教育の質保証と
質的向上に取り組んでいる。「ESD の理念をもち、４
つの力（学習指導力・生徒指導力・コーディネート
力・マネジメント力）で構成される教育実践力をバ
ランス良く身につけた反省的で創造的な教員」を本
学教職課程の DP（ディプロマ・ポリシー）とし、こ
れに基づいた「全学教職コア・カリキュラム」を企画・
運営するとともに、その成果と課題の検証を通して
FD 的視点からのカリキュラム改善と開発とを進めて
いる（下図参照）。
【研究論文】
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　「母校訪問」とは、教育学部以外に在籍する学生（文
学部、法学部、経済学部、理学部、工学部、環境理工
学部、農学部、マッチングプログラムコース）のうち、
改正後の教育職員免許法が適用される平成 22 年度以
降入学生（現在の１年生及び２年生）を対象に本学が
独自に開発したプログラムである。
　教育学部以外の学部に所属しながら教員免許状の取
得を志す学生にとって、その動機は様々である。入学
当初から明確な教職志向をもち、学校を場とするボラ
ンティア体験活動等に自ら積極的に取り組んでいる学
生もいれば、教員免許を「在学中に取得できる資格の
ひとつ」と捉えて教職課程を履修する学生もいる。こ
のような学生の教職志向の濃淡や軽重はともかく、セ
ンターでは開放制教員養成教育の原則を堅持しつつ
も、そのうえに「より優れた研究的実践力を有する中
等教育教員を本学から輩出する」という明確な意志を
掲げている。このことを実現するために、従来の全学
教職課程１を抜本的に見直し、その質保証と質的向上
をめざした様々な試みと取り組みを始めている２。「母
校訪問」は、そのような改善の取り組みのひとつとし
て教職課程の初発の段階に設定したプログラムであ
り、教職志向の確認と自己成長を促すことを目的とし
ている。本稿ではその成果と課題を検証し、いわゆる
開放制に基づいた教員養成教育の質的向上とその可能
性を検討したい。
Ⅱ．教職課程履修者をめぐる現状と課題
１．全学教職課程の履修状況
　具体的な議論に入る前に、まずは本学の全学教職課
程履修者をめぐる現状と課題を整理しておこう。表１
は平成 23 年度現在の１年生と２年生を対象に、入学
当初に実施した「全学教職オリエンテーション」３の
参加状況を出身地域別に示したものである（なお、両
学年とも平成 25 年度以降に「教職実践演習」が必修
となる学年である）。
　これによると、現２年生では 260 名、現１年生で
は 298 名の学生が全学教職オリエンテーションに参
加していた。本学の全学教職課程は、その初発の段階
では概ね 300 名程度の学生を集めると言えるだろう。
この参加者の出身県別内訳を確認すると、岡山県内出
身者が最も多く、全体の約 30％であった。これに兵
庫県出身者が約 20％、広島県出身者が約 10％と続き、
瀬戸内海の北側に位置する３県の出身者で全体の約
60％を占めていた。このほか、四国出身者が約 20％
を占めていた。中国四国地方に兵庫県出身者を加える
と、全体の約 80-90％を占めていることが判る。一般
に教職志望者の比較的多くが地元県に戻る志向が強い
ことを考えれば、本学の全学教職課程の使命は、主に
瀬戸内海北岸の２県と、さらに兵庫県及び四国地方を
中心として、全国に優れた研究的実践力を有する中等
教育教員を返すことにあると言えるだろう。
２．母校訪問への参加状況
　表２は平成 23 年度に実施した母校訪問への参加状
況を学部別に示したものである４。本学にとって２年
目の「全学教職オリエンテーション」と「母校訪問」
の実施であったが、全学教職オリエンテーション参加
者のうち、約 20％の学生が教職課程の履修を取り止
めた結果となった。学部ごとの辞退率を検討すると、
特に法学部と工学部が高く、それぞれ約 50％であっ
た。これに対して辞退率が低いのは文学部、理学部、
農学部であり、それぞれ約 10％に止まっていた。
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３．学部別の教員免許取得状況と教員採用状況５
　表 3-1 は平成 16 年度から 22 年度に卒業した本学
の教員免許取得者数と教員就職者数の実数を示した
ものである。まず「教員免許取得者数（A）」を確認
してみよう。年度による変動はあるものの、毎年 120 
名～ 200 名程度の教員免許取得者を輩出しているこ
とが判る。なかでも文学部生と理学部生が多く、それ
ぞれ毎年約 50 名であった。そのほかの学部では平成
19 年度を境として漸減傾向にあり、平成 22 年度卒
業生では数名もしくは 10 名程度に止まっている。ま
た特に平成 21 年度と 22 年度に注目すると、全体で
120 名程度に止まっていた。本学と同程度の数の課程
認定学部を有する国立大学法人の総合大学と比較した
場合、この数値は比較的少ないと言えるのではないだ
ろうか。その要因は今後多角的に検証されねばならな
いが、たとえば本学の教職課程に対する学生への認知
度や修学支援の実態に潜む課題ばかりではなく、本学
に入学する学生の実態や志向性（他の職種への就職状
況や進学状況）も含めた複合的な要因を探ることが必
要であろう。
　一方、「教員就職者数（B）」を確認してみよう。過
去７年の間で文学部、理学部とも約 40 名の教員就職
者数を輩出している。これに対して法学部、経済学部、
工学部、環境理工学部ではわずか数名に止まっていた。
毎年の教員就職者数は全体で十数名前後といった傾向
であったが、平成 22 年度卒業生に限ってみると 20 
名を超えていたことが判る。なお、表には示していな
いが、学部卒業後に大学院へ進学し、修了後に教職に
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就く者が一定数存在することも、今後考慮に入れるべ
きである。
　表 3-2 は同じく平成 16 年度から 22 年度に卒業し
た者について、「卒業者数に占める教員免許取得者数
の比率（C）」と「教員免許取得者数に占める教員就
職者数の比率（D）」を学部別に示したものである。
まず「卒業者数に占める教員免許取得者数の比率（C）」
を確認してみよう。文学部では年度による変動が比較
的大きいが、卒業者数に対して概ね 30％の者が教員
免許を取得して卒業しており、特に過去２年間では
約 20％に止まっていることが判る。一方、理学部は
年度による変動が比較的小さく、毎年コンスタント
に 25％程度の者が教員免許を取得して卒業している。
なお法学部と経済学部は１％～数％に止まっていた。
また理学部を除く理系学部では年度による変動が激し
く、過去 2 年では漸減傾向にあるものの、環境理工
学部と農学部では 10％程度の輩出率であった。
　さらに「教員免許取得者数に占める教員就職者数の
比率（D）」を検討しよう。ここでは、特にほかの学
部と比べて教員免許取得者数と教員就職者数が多く、
また一定の数を持っている文学部と理学部に注目し
たい６。まず文学部では過去 7 年の間に教員免許取得
者に対する教員就職者の比率が漸増し、平成 22 年度
には 20％を超えていた。いっぽう理学部では 10％～
20％の間を恒常的に推移していることが判る。
　このように、特に文学部と理学部では、毎年の卒業
者に対して約 20 ～ 30％の教員免許取得者がおり、さ
らにそこから 10 ～ 20％程度の者が教職に就く傾向が
伺える。ここに文学部と理学部以外の教員就職者を足
し合わせると、本学から輩出される一般学部卒の教員
就職者数は、実人数として毎年 10 ～ 30 名程度に止
まっていることが判る。センター設立の趣旨は優れた
研究的実践力を有する中等教育教員の輩出にあるが、
これを実現するためにも履修者の裾野を広げて質の高
い教職課程を提供するとともに、教員就職者数の比率
を上げることが重要である。
Ⅲ．母校訪問後の意識調査結果 ̶平成 22 年度入
学生（現２年生）調査から
１．母校訪問の概要
①意義
　母校訪問とは、教職をめざす学生に本学が提供する
１年生対象のプログラムである。本学の教職課程履修
者にとっていわば初発のプログラムであり、平成 25 
年度から教職実践演習が必修化される現２年生（平成
22 年度入学生）以降を対象に実施している。学生は
つい３ヶ月ほど前まで通っていた母校に「教職をめざ
す大学生」として訪問し、授業観察と学級観察に取り
組み、生徒との触れ合いや恩師との語らいを深め、自
らの教職志向を確認することになる。その際、学生は
本学が開発した『教職実践ポートフォリオ』に基づい
て、教職をめざすために必要な自己課題の整理と確認
とを行うことになる。
②期間と内容
　母校訪問の期間は１日である。大学が長期休業中で
あり、かつ高校が通常の授業日である時期を選び、主
に夏季休業期間中の９月に実施している。わずか１日
間のプログラムであるが、訪問日の決定に係る高校側
との交渉と調整は学生本人が行う７。そのさい学生は
所定の「母校訪問計画書」に沿いながら訪問に必要な
事項の確認と準備を進め、また所属学部の指導教員（１
年生であるため、その多くは入学時に割り当てられた
チューター教員となる）の協力も得ながら高校側との
交渉に臨むこととなる。このように、訪問日の確定に
係る交渉を始めるところから既に「母校訪問」は始まっ
ているのである。
　母校訪問の当日に学生は２つのことに取り組む。ひ
とつは自らが取得をめざす免許教科の授業観察と学級
観察である。その時数は学校の実情に応じて柔軟に定
められる。いまひとつは「恩師」に対する１時間程度
のインタビューである。ここでは「生徒であった頃に
は知ることの無かった職業としての教師の実際」「教
科のスペシャリストとしての自己研鑽の実際」等々の
トピックをあらかじめ各自が設定して臨む場合や、逆
に敢えてオープンエンドの形式で進める場合など、「恩
師」と学生との関係性に根ざしたインタビューを実施
することとしている。
　母校訪問が終了したら、学生は定められた期間内に
所定の様式による「母校訪問報告書」を提出する。併
せて平成 23 年度から、センターでは全ての参加学生
を対象とする「母校訪問事後指導」を行い、個々の体
験の共有を図りつつ、教職をめざす学生集団の構築に
取り組んだ。
２．調査の概要と教職課程履修者数の推移
①調査の概要と課題
　今回の報告は、現２年生（平成 22 年度入学生）が
昨年度に実施した母校訪問に基づくものである。意識
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調査は、平成 23 年４月と 10 月に分けて行った。母
校訪問の終了から調査実施までに大きな期間が空いた
理由は、(1) 昨年度は母校訪問の取り組みを開始した
初年度であったため、全体としての体制が充分に整わ
ず、全学生が母校訪問を終えるまでに年度末までの時
間を要した、(2) そのため全体を対象とする母校訪問
後の意識調査が実施できたのは、２年次の教職課程必
修科目である「教職論」の初回であった。教職論は前
期もしくは後期開講のクラスが選択できるため、全学
生対象の調査を完了できたのは平成 23 年の 10 月と
なった、といった理由による。
　初年度に明らかとなったこの課題を解決するため、
平成 23 年度からは母校訪問の実施時期を夏季休業期
間中に限定するとともに、さらに年末には「母校訪問
事後指導」を実施することとした。
②調査対象者数と教職課程履修者数の推移
　図 1-1 は現２年生及び現１年生の教職課程履修者数
の推移を示したものである。図中で「教職論」を履修
している２年生 144 名が今回の調査対象者である。
　この図から、現２年生の場合、全学教職オリエンテー
ションの実施時には 261 名の受講者数であったが、
実際に母校訪問を行った学生は 177 名に止まり、84 
名が教職課程の履修をとりやめたことが判る。さらに
2 年次の教職課程必修科目である「教職論」ではさら
に 33 名減の 144 名となっていた。これに対して現１
年生は全学教職オリエンテーション実施時の履修者数
が 300 名を超え、また母校訪問の履修者数も 245 名
であり、わずか 56 名しかとりやめなかったことが判
る８。
　このような傾向を見る限り、教職課程の初発に「母
校訪問」を課すことは、学生の履修を制限したり、教
職課程の履修に困難を感じさせたり、あるいは教職志
向の低い者を排除することに対しては、必ずしも積極
的に機能していないことが推測できる。
（髙旗浩志）
３．母校訪問の充実度に関する学生の意識
　学生にとって母校訪問はどのくらい充実したプログ
ラムとなっただろうか。ここで学生に対する意識調査
の結果を検討しよう。まず「母校訪問の取り組みは充
実していましたか？」という設問に対して「非常に
充実し楽しかった」と回答した学生は 57.4％、「苦し
いこともあったが充実していた」と回答した学生は
32.6％であり、合わせて 90.0％の学生が母校訪問を
「充実していた」と答えていた。さらに「母校訪問に
取り組んで良かったですか？」という質問では、「と
ても良かった」と答えた学生が 34.8％、「良かった」
と答えた学生が 50.4％であり、合計で 85.2％の学生
が「母校訪問に取り組んで良かった」と回答した。大
学生活を始めておよそ半年足らずの間に、「高校生」
ではなく「教職をめざす大学生」として母校を訪問す
る１日間のプログラムであるが、授業観察・学級観察、
ならびに恩師へのインタビュー調査という内容構成も
含めて、学生からは全体に肯定的な評価を得たと言え
るだろう。
４．「４つの力」に対する母校訪問後の自己評価
　図 1-2 は、本学教職課程の DP に掲げる「４つの力」
に対する自己評価の結果 ( 母校訪問終了後 ) を示して
いる（棒グラフ中の数値は回答者の実数を示す）。４
つの力（学習指導力、生徒指導力、コーディネート力、
マネジメント力）のいずれについても「充分できる」
と回答した学生はわずか数％程度に止まっていたが、
ここに「できる」「概ねできる」と回答した学生を合
わせると、いずれも約６～７割に達していた。すなわ
ち半数以上の学生が４つの教育実践力に対して自信を
抱いている様子が伺える。
　４つの教育実践力について教職志向別に検討を行っ
た結果、「生徒指導力」について統計的な有意差が見
られた。表４はこの結果を示している。これによると、
将来的に「教師になりたい」と明確な教職志向を抱い
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ている学生ほど、自らの生徒指導力について「できる
（25.9％）」、「概ねできる（46.6％）」と回答する傾向
が強く、自信を抱いていることが判った。いっぽう教
職に就くことを「迷っている」学生や「教師になりた
くない」と考えている学生は「あまりできない」と回
答する者が最も多く、生徒指導に対する自信の無さを
明確に示す結果となった。
５．教職志向との関係
　表 5-1 では大学生活への満足度と教職志向との関係
を検討した。４つの設問のうち３つの項目で統計的な
有意差が見られた。まず「２．あなたは現在、教員免
許を取得しようと考えていますか？」という質問に対
して「考えている」と回答した者は「教師になりたい」
と考えている学生で 95.2％、「迷っている」と答えた
学生で 86.7％、「教師になりたくない」と考えている
学生で 73.7％となった。この結果から、母校訪問を
終えた時点では、教職志向の濃淡に関わらず大半の学
生が教員免許の取得を考えていることが判る。表 5-1 
には示していないが、このことを実数で確認したとこ
ろ、教職に就くことを「迷っている」学生のうち教員
免許の取得を希望する者は 52 名、また教職に就くつ
もりは無いが教員免許を取得しようと考えている者は
14 名であり、回答者総数 142 名のうちの約半数、実
に 66 名にのぼっていることが判る。
　同様に「３．あなたは現在、教員採用試験を受験し
ようと考えていますか？」という設問について、「教
師になりたい」と答えた学生のうち、実に 81.0 ％ の
者が教員採用試験の受験を考えていることが判った。
これに対して、教職に就くことを「迷っている」もし
くは「教師になりたくない」と答えた学生のうち、教
員採用試験の受験を考えている学生は極端に少なく、
それぞれわずか 15.0％と 10.5％に止まっていた。先
の「教員免許取得に対する意欲」とは異なり、「４年
次に教員採用試験を受験するか否か？」という具体的
な行動に係る意志について、彼らは明確な結論を出せ
ないでいることが判る。
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　さらに「４．あなたは「教職」にどの程度の魅力を
感じていますか？」という設問では、「教師になりた
い」と答えた学生の 98.4％が教職に「魅力を感じる」
と回答した。また教職に就くことを「迷っている」と
答えた学生も 81.7％の者が「魅力を感じる」と答え
た。しかし「教師になりたくない」と答えた学生のう
ち、「魅力を感じる」と答えた学生はわずかに 15.8％
であった。その実数を確認したところ、「教師になり
たくない」と答えた 19 名のうち、教職への魅力につ
いて「どちらとも言えない」と答えた者は 12 名、「魅
力を感じない」と答えた者は４名であった。
　次に表 5-2 から教職志向別に見た教職観を検討しよ
う。12 の設問のうち、教職志向の違いによる回答に
統計的な差が見られた設問は「11．教師は勤務時間
外も生徒や学校のことを考える必要があると思う」の
みであった。すなわち、教職志向は異なっていても、
教職に対する見方そのものには大きな差が見られな
かったと言える。なお「５．社会的に尊敬される職業
だと思う」「８．経済的に安定した職業だと思う」といっ
た項目に対する評価は、教職志向の濃淡を問わず全体
にやや低い傾向にあった。
　表 5-3 は、個々の学生が教職に就いたと仮定した場
合に、各々が教師の仕事のどのような事項に自信を抱
いたり、また逆に苦手意識を感じたりするかを仮想的
に検討させた結果である。15 の設問のうち、教職志
向による回答傾向の違いが統計的な有意差を伴って現
れたのは８項目であった。まず「教師になりたい」と
答えた学生は「２．子どもを惹きつける授業を行うこ
と（52.5％）」「６．学級担任としてクラスをまとめて
いくこと（55.7％）」「７．子どもの自主性を引き出す
こと（47.5％）」「10．保護者と良好な関係を築くこと
（50.8％）」「11．子どもにきちんと校則を守らせるこ
と（50.8％）」「13．子どもの気持ちを分かってあげ
られること（75.4％）」、「14．いじめや不登校の問題
にきちんと対応すること（65.6％）」、「15．一人一人
の子どもときちんと向き合うこと（82.0％）」といっ
た項目に対して「自信がある」と回答する傾向にあっ
た。なかでも項目 13 ～ 15 のように子どもとの心理
的なかかわりを築くことに自信を抱きやすい傾向があ
り、逆に項目１及び３～５の学習指導力に関する項目
に顕著な差を示さないことが特徴的である。
　いっぽう「教師になりたくない」と考えている学生
がどのような事項に自信が無いのかを併せて検討し
た。特に「２．子どもを惹きつける授業を行うこと」「７．
子どもの自主性を引き出すこと」「10．保護者との関
係を築くこと」といった項目について「自信がある」
と答えた者はわずかに 10％～ 15％程度であり、極端
に低い数値であったことが判る。
　最後に、「現在の大学生活と将来への思い」が、教
職志向の違いによってどのように異なるかを検討し
た。表 5-4 はこの結果を示している。統計的な有意差
が認められたのは 1、3、4 の項目であった。このう
ち、教職に就きたいと考えている学生は「１．専門的
な知識や技術が身についてきていると思う（59.0％）」
「３．将来の職につながる資格や免許が取得できると
思う（67.2％）」「４．明確な目標を持ってこの大学に
進学した（62.3％）」といった項目に対して約６割の
者が「そう思う」と回答していた。この結果から、「教
師になりたい」と考えている学生の約６割は、明確な
目標を持って本学に進学し、各々が所属する専門学部
での学習にも手応えを感じながら大学生活を送り、資
格や免許取得の意欲も非常に高い様子が伺える。さら
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に「６．経済的に早く保護者から自立したいと思う」
という設問でも 82.0％の者が「そう思う」と答えて
おり、自立への意志も強い者が多いと推測できる。
　いっぽう、教職に就きたくないと考えている学生の
傾向を見てみよう。「１．専門的な知識や技術が身に
ついてきていると思う」という設問に注目すると、教
職をめざす者と遜色ない比率で「そう思う」と回答す
る者が多く、専攻する学問領域の学習に満足している
者が約半数を占めていることが判る（52.6％）。しか
し「３．将来の職につながる資格や免許が取得できる
と思う（31.6％）」「４．明確な目標を持ってこの大学
に進学した（36.8％）」といった項目に対して「そう
思う」と回答する者は少なく、大学での学習を軸とし
た現在の学生生活に手応えを得られていない者が多い
のではないかと推測できる。また統計的な有意差は見
られないものの、「６．経済的に早く保護者から自立
したいと思う（68.4％）」という項目に対して「そう
思う」と答える者の比率は、「教師になりたい」と答
えた者と比較して相対的に低い数値を示し、逆に「７．
できることなら学生のままでいたいと思う（57.9％）」
「10．定職に就けるかどうか不安がある（68.4％）」と
いった項目に「そう思う」と答える者の比率が高い傾
向にあった。すなわち将来に対する不安と現状維持へ
の志向が強い様子が伺える。このことは大学進学をめ
ぐる意識の違いにも現れており、特に「７．できるこ
となら学生のままでいたいと思う」「９．他人に流さ
れるまま大学生になった気がする」という２つの項目
で「そう思う」と答えた者の比率は、他の教職志向の
学生と比べて高い傾向を示していた。この結果から、
いっぽうでは「大学生であり続けたい」と思いつつ、
他方では本学への進学が必ずしも自らの積極的な意志
に基づくものではなく、なかには「むしろ就職をして
おけば良かった」と感じている者が一定数存在してい
ることを示している。
（後藤大輔）
Ⅳ．まとめと今後の課題
　本稿では（１）全学教職課程履修者の履修動向及
び教員就職状況の経年的な把握と分析、（２）平成 22 
年度入学生から実施した「母校訪問」の成果と課題の
検証を行った。
　まず、履修動向から見た本学の全学教職課程の特徴
を列挙すると以下の通りとなる。
•	年度による変動はあるものの、実数で毎年 150 ～
200 名程度が教員免許を取得し卒業している。
•	例年、文学部と理学部では卒業者数の約３割の学生
が教員免許を取得している。また文学部、理学部、
農学部では教職に就く者が毎年一定数、存在してい
る。
•	臨時的任用を含め、学部卒業後に教職に就く者の実
数は極めて少なく、全体で例年 10 ～ 30 名程度に
止まっている。そのいっぽうで、大学院修了後に教
職に就く者が相当数いることも推測される。
　以上の傾向は、本学がホームページを通して公表し
ている毎年の就職状況データに基づくものである。こ
こから把握できるのは教職に就いた者の「実数」に過
ぎない。センターの今後の課題は、従前にも増して各
学部との連携を深め、全学教職課程履修者の修学状況
（専門学部ならびに教職課程の修学状況、ボランティ
ア体験の有無等）、個人別の就職・進学状況（教職／
教職以外、教職の場合は正規採用／臨時的任用の別、
勤務校の校種、大学院修了後の進路等）や教員免許取
得状況（校種及び教科、複数免許取得の実態）等、教
職課程履修者に係る客観的なデータ収集を丁寧に進
め、教職に就いた後のフォローアップをも見通した体
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制づくりが必要となる。センターではこのような課題
意識のもと、平成 23 年度から全学教職課程履修者の
４年次生を対象とした「岡山大学全学教職課程履修者
対象 進路状況および教員採用試験受験動向調査」の
実施を開始した。教員養成教育の質保証に係る課題発
見・解決のためには、こうした客観的なデータによる
裏付けが不可欠である。
　次に「母校訪問」の成果と課題である。現状の「母
校訪問」は平成 21-23 年度の大学教育推進プログラ
ム（文部科学省）に基づいて、将来的に本学教職課程
の初年次必修として位置付ける想定のもとに試行して
いる本学独自のプログラムである。
　学生対象の意識調査から明らかなとおり、現２年生
144 名のうち、「教職に就きたい」と明確に意識して
いる者と、「迷っている」もしくは「教師になりたく
ない（が免許は取得したい）」と思っている者とはそ
れぞれ半数ずつの状況にある。この傾向が今後も続く
のか、また１年次当初の「全学教職オリエンテーショ
ン」から「母校訪問」への履修者数の減少がどのよう
な幅で現れるのかについても、今後この取り組みを繰
り返すことによってしか判らず、予想は困難である。
併せて今回の意識調査では、果たして「母校訪問」と
いう装置が「教員免許は欲しいが教師にはなりたくな
い」と考える新入生を教職課程から排除したのか、ま
たその逆に教職志向が高い新入生を最大限集め得たの
か、必ずしも充分には検証できなかった。
　しかし、明確な教職志向を有する者ほど本学教職課
程の DP である「４つの力」に手応えを感じており、
教員採用試験の受験意欲も高く、さらに個々の専門学
部における修学にも意欲的・積極的であることが判っ
た。加えて、こうした学生が２年次の全学教職課程履
修者の半数以上を占めていることも判った。こうした
実態を踏まえたとき、教職をめざしている者も、また
迷っている者も、その教職志向の濃淡や専門性の違い
という異質性からお互いに学び合い、ともに教職をめ
ざす学生集団へと成長し得るような機会と場を提供す
ることが重要である。このとき、恒常的な時間割配置
を要する授業化・単位化にこだわるのではなく、たと
えば「時間換算による積み上げ型の体験プログラム」
といった、柔軟性のあるプログラムを、教職課程の初
年次必修プログラムとして開設する可能性を検討した
い。
　なお、これまでセンターでは全学教職課程を再構築
するにあたり、１年次からの系統性・段階性を重視し
た内容構成と履修資格の明確化に取り組んできた。こ
れは全学教職課程の質的向上を企図してのことである
が、単に履修資格や基準の厳格な運用だけで質保証が
果たせないことは自明である。たとえば、３年次から
教職を志向しはじめた学生がいた場合、あまりに厳し
すぎる「一貫性」と「系統性」は、当該の学生に１年
生のプログラムから履修し直すことを要求するばかり
ではなく、卒業時までに教員免許の取得ができないこ
とを強いる結果になってしまう。
　しかし、大学生が自らの進路選択を意識し、その方
向性を明確に定めるのが一般的に３年次以降であると
するならば、この時期から教職を考えはじめる学生を
排除するのではなく、むしろ積極的にこれを認め、支
援する体制を構築することも、全学教職課程の質的向
上を図るという点で極めて重要なポイントであろう。
もとよりこのことは、いわゆる「裏道」や安易な教員
免許取得を容認するものではない。強固な教職志向を
持つ学生への著しい不利益を排除し、積極的に受け容
れることこそが、全体としての教職課程の質的向上に
繋がるということを模索したい。これらのことを含め、
特に教職実践演習が必修となる現２年生以降の履修動
向・就職動向に係っては、緻密な情報収集と分析が求
められるとともに、これに基づいた教職課程のプログ
ラム開発と改善及び検証のサイクルを繰り返すことが
重要となるだろう。
（髙旗浩志）
注
１　本稿では「全学教職課程」という用語を「教育学
部以外の一般学部に所属する学生に提供する教職課
程」という意味で用いている。
２　「母校訪問」の開設の他に、たとえば次のような
事柄が挙げられる。いずれも全学教職課程の必修科目
に係ることであり、センターの設立準備期間から今日
までの約２年の間に実施したことである。（1）４年
間の教職課程の履修に係る自己課題の発見と点検に資
する『岡山大学 全学教職課程（中学校・高等学校教
諭用） 教職実践ポートフォリオ』を刊行した。（2）２
年次生対象の必修科目「教職論」について、大学院教
育学研究科とセンターの教員との共同執筆による必携
テキストを刊行した。（3）教育実習事前事後指導科
目である「教育実習基礎研究」の開講期を抜本的に見
直し、いわゆる本実習と事前事後指導との有機的な連
携が実現できるよう、３年次後期から４年次前期にか
けての「年度またがり」の開講とした。（4）４ 年間
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の教職課程の履修ガイドとなる『教職課程履修ハンド
ブック』を刊行した。
３　本学で学部横断的な「全学教職オリエンテーショ
ン」を実施したのは平成 22 年度が初めてである。平
成 22 年度、23 年度とも試行段階であったため、それ
ぞれ実施した時期は異なり、平成 22 年度は７月初旬
～中旬、平成 23 年度は６月下旬であった。両年度と
も水曜日の午後に２コマ分の時間を設定し、文系学部、
理系学部ごとに１回ずつ実施した。日程の都合が合わ
ない学生には後日センターで個別対応するなどの措置
を講じた。なお、表１の数値には「オリエンテーショ
ンだけ参加し、結果的には教職課程を履修しなかった
者」も相当数含んでいる。
４　このなかには、今年度（平成 23 年度）から教職
課程の履修を始めた現２年生も若干名含んでいる。表
１の H23 年度入学生の合計値（298 名）と表２の合
計値（301 名）が異なっているのはそのためである。
５　本節で用いる表 3-1 及び 3-2 の基礎データは、本
学のホームページに掲載・公開されている資料に基づ
いて作成した（大学 HP →大学紹介→情報開示→入試
実績・学生数・就職進学実績等）。
６　文学部と理学部以外の学部については、毎年の教
員免許取得者数と教員就職者数が少数であり、かつそ
の変動も大きいことから、そこに一定の傾向を読み解
くことは難しい。
７　むろん、母校訪問は高校と大学との組織的な連携
に基づいて実施するものであるため、高校側に対する
事前の依頼・内諾の確保、ならびに個々の学生が所属
する学部の学部長及び指導教員等への周知に係る一連
の事務手続については、センター事務室で管理・処理
する体制を構築し、母校実習に準ずるプログラムとし
て取り扱っている。
８　ここからさらに何名の学生が履修をとりやめるか
は、平成 24 年度の教職論の履修者数が確定しなけれ
ば判らない状況にある。平成 22 年度入学生と同程度
の実数に止まるか否か、注視する必要がある。
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山﨑　光洋※
要旨：平成 20 年の学習指導要領の改訂を受けて，小学校理科では自然の事物 ･ 現象についての要因や規則性，
関係を推論しながら調べたり，考察したりすることが重視されている。一般的な問題解決の過程では，予想や仮
説，考察による結論がこれに当たるが，これらが形骸化しているという指摘がある。明確な予想と仮説を持つこ
とができるようにしたり，推論としての結論を一般化された要因や規則性，関係としてとらえることができるよ
うにするためには，推論を基にした予測の場面を意図的かつ合理的に授業に位置付けることが望ましいと考えた。
本稿では，予測の場面を意図的かつ合理的に授業に位置付けるための教材と学習活動を二つの授業場面で工夫し，
実践の中で明らかになった児童の実態と工夫した教材と学習活動の成果と課題について述べることにする。
キーワード：理科教育，予測，推論，教材，学習活動
※山﨑光洋（岡山大学教師教育開発センター）
Ⅰ　はじめに
　平成 20 年３月の小学校学習指導要領の改訂に当た
り，理科では同年１月の中央教育審議会の答申にお
いて，IEA（国際教育到達度評価学会）の TIMSS（国
際数学・理科教育動向調査），OECD（経済協力開発
機構）の PISA（生徒の学習到達度調査），教育課程
実施状況調査等から明らかになった課題を踏まえ，
「小・中・高等学校を通じ，発達の段階に応じて，子
どもたちが知的好奇心や探究心をもって，自然に親
しみ，目的意識をもった観察・実験を 行うことにより，
科学的に調べる能力や態度を育てるとともに，科学
的な認識の定着を図り，科学的な見方や考え方を養
うことができるよう改善を図る。」という改善の基本
方針が示された 1)。
　小学校理科においては，改善の具体的事項の中で
「観察･実験の結果を整理し考察し表現する学習活動」
の重視と，各学年で重点を置いて育成すべき「問題
解決の能力」の見直しが授業実施に直接かかわるも
のとして注目される。具体的には，観察，実験にお
いて結果を表やグラフに整理し，予想や仮説と関係
付けながら考察を言語化し表現することが重視され，
第６学年に位置付けられていた問題解決の能力が「多
面的な追究」から「自然の事物 ･ 現象についての要
因や規則性，関係を推論しながら調べること」に変
更された 2)。
  予想や仮説と関係付けながら考察を言語化し表現し
たり，要因や規則性，関係を推論しながら調べたり
することを重視するという考え方は，改訂前の学習
指導要領理科の目標から示されるようになった「見
通し」，つまり，要因や規則性，関係を推論した児童
の予想や仮説を重視したこれまでの理科の学習指導
の延長線上にある。学校現場で実施されている授業
では，学習指導要領が改訂される前から観察，実験
の前に予想するという学習活動が一般的に位置付け
られるようになっている。では，なぜ改めて推論を重
視することが求められているのか。ここに小学校理
科における学習指導の改善すべき課題が見えてくる。
Ⅱ　「予想や仮説」と「推論」のもつ課題
　中央教育審議会初等中等教育分科会教育課程部会
小学校・中学校理科専門部会で示された資料「理科
で育成する問題解決の能力の指導重点例（案）」では，
次のような問題解決の過程の例が示されている 3)。
　「見通し」について，小学校学習指導要領解説理科
編（以下，指導要領解説という。）では，次のように
解説されている。小学校理科の目標に「見通し」が
記述されたのを受けて，平成 11 年に刊行された指導
要領解説では，「『見通しをもって』とは，児童が無
【研究論文】
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目的に観察，実験などを行うのではなく，問題に対し
て予想や仮説，構想をもち，それらのもとに観察，実
験などの方法を工夫し，実際にそれを行うことであ
る。」と述べられている 4)。平成 20 年に刊行された現
行の指導要領解説には，「『見通しをもつ』とは，児童
が自然に親しむことによって見いだした問題に対し
て，予想や仮説をもち，それらを基にして観察，実験
などの計画や方法を工夫して考えること」と述べられ
ている 5)。これらを基にすると，「見通しを持つ」とは，
前出の問題解決の過程の例の「予想・仮説」「実験計画」
がこれに当たる。
　小学校理科の授業では，長期的に問題解決を行うこ
とはなく，一つの問題について１～２単位時間で結論
を得る場合がほとんどである。そして，問題をすぐに
行動に移せる具体的なものにすることが多い。そのた
め，解決の予想や仮説，構想までもを含んだものが問
題として位置付けられ，予想する学習活動では問題に
対する予想ではなく実験結果に対する予想になること
もある。問題解決の過程の例に示されるような「問題
の把握」や「予想・仮説」，「実験計画」の構想を明確
に分離することは困難である。
　また，問題解決の後半では，処理した結果を基に考
察し，結論を持つ過程が重視されているが，小学校理
科の授業を行ってみると結果と結論が曖昧になるケー
スが多い。観察，実験の結果には様々な解釈をする余
地がなく，結論としてそのまま受け入れられてしまう
結果になることが多いからである。さらに，限られた
事象や条件で検証したにすぎない結果を結論として性
質や規則性，法則などとして一般化しにくいことも，
結果と結論の違いが曖昧になる一つの要因として考え
られる。ここで得られる結論は，観察，実験によって
一つの根拠を得た推論の段階であるということができ
る。
　日置（2006）は，「読解力」の育成に向けた学習指
導の改善について述べた中で，自らの経験や学習履歴
などに基づいた予想や仮説を明確に位置付けることの
重要性と観察や実験のデータや結果に基づいて解釈を
行う際に実証性や再現性，客観性を基にして検討する
ことの重要性を指摘している 6)。
　要因や規則性，関係を推論した予想や仮説，観察や
実験のデータや結果に基づいて解釈し推論した結論，
いずれにしても，授業の中で児童に推論をいかに体験
させるかということが，学習指導の重要な課題といえ
よう。
Ⅲ　児童の予測と推論をうながす教材と活動構成の
　工夫
　児童が予想や仮説，結論をもつためには，要因や
規則性，関係などの推論をより明確なものにする必
要があると考え，次の二つのねらいを達成するため
の教材と活動構成の工夫をし，実践を行った。
・実験，観察をすることによって得られる現象や数値
などを予測させることによって，児童の推論を明確
にしたり表現したりできるようにする。
・得られた結論を他の事象や条件に当てはめたときに
起きる現象や数値を予測し，結論が適用できること
を確認させることによって，推論を一般化した結論
として確かにできるようにする。
　安彦（2007）は，「知識・技能は使ってみて，始め
てその意義や文脈上の位置などが分かる」と述べて
いる 7)。予想や仮説，結論の基になる推論も実際の現
象や数値を予測させることで，その意義や文脈上の
位置などが分かるといえないだろうか。
　実際には，観察，実験を中心に置いた授業を実施
しようとすると，これら二つのねらいを達成するよ
うな授業を実現することは容易ではない。予測の場
面を意図的かつ合理的に位置付ける必要があり，そ
のための教材と学習活動を工夫しなければならない。
　ここでは，第４学年「物の温まり方」で，温度が
高くなっていく順番を予測し，温まり方を推論する
授業と，第６学年「てこの規則性」で，見いだした
結論を未検証の条件に当てはめて数値を予測し検証
する授業に対して行った教材や学習活動の工夫につ
いて述べる。
Ⅳ　実践事例を通しての考察
１　実践事例Ⅰ
　①　単元名　物の温まり方
　②　単元目標
　金属，水及び空気の温まり方を熱の働きと関係
付けながら調べ，見いだした問題を興味・関心を
もって追究したりものづくりをしたりする活動を
通して，金属，水及び空気の性質についての見方
や考え方をもつことができるようにする。
　③　単元構成
　第一次　金属の温まり方を調べる。
　　第１時　湯を沸かすやかんの様子から，金属と
　　　　　　水の温まっていく順を話し合う。
　　第２時　金属の温まっていく様子を金属棒を加
　　　　　　熱して調べる。
─ 138 ─
山﨑　光洋
　　第３時　金属の温まっていく様子を金属板を加　
　　　　　熱して調べる。（実践場面）
　第二次　水の温まり方を調べる。
　第三次　空気の温まり方を調べる。
　第四次　生活の中で使われている道具の工夫を調　
　　　　べる。
　④　実践場面の目標
　場所を考えていくつかのサーモテープを金属板に
貼り，金属板を加熱してそれらの色が変化する順番
を調べ，変化した順番や変化にかかった時間から金
属板の温まり方についての考えをもつことができ
る。
　⑤　実践場面の主な学習活動（図１）
　活動１　正方形の金属板の温まり方を推論し，サー 
　　　　　モテープの小片をどこに貼ればよいか話し
　　　　　合い，色が変わっていく順番を予測する。
　活動２　金属板を加熱し，色が変わっていく順番　
　　　　　を調べたり色が変わるまでにかかる時間を
　　　　　計測したりする。
　活動３　コの字型の金属板の温まり方を推論し，サ
　　　　　ーモテープの色が変わっていく順番を予測
　　　　　し，調べる。
　活動４　金属板の中央を加熱・冷却したとき（演示
　　　　　実験）の温度変化の様子を観察する。
　⑥　推論を促すための工夫
　本授業場面は，「金属はその一端を熱しても，中央
を熱しても，熱した部分から順に温まっていく」とい
う考えをもつことができることをねらいとしている。
　金属板の温度が高くなっていく様子を確かめたけれ
ば，金属板前面にロウを塗ったり，サーテープなどの
示温テープを貼ったりすればよい。しかし，これでは
金属板がどのように温まっていくかという推論が漠
然としたものになりやすい。また，結果を見れば結
論が出るという状況では，結果を基に考察し結論を
導き出すという一つ一つの過程が明確になりにくい。
　本実践では，50℃で黄色から赤色に変色するサー
モテープを直径６mm の円形に切り抜いた小片５枚
を用い，児童に金属板の温まり方を調べるためにそ
れらをどこに貼ればよいかを考えさせている。自分
たちの推論した金属板の温まり方を検証するために，
限られた数のサーモテープの小片をどこに貼ればよ
いのかを検討させる。その上で，金属板の任意の位置
に貼ったサーモテープの色が変わっていく順番を予
測させることで，金属板の温まり方についての推論
が具体的なものになり，検証が主体的なものになる。
また，温度が 50℃を超えた順番とそれにかかった時
間を結果として用いることで，金属板がどのように
温まっていったかを考察するという過程が生じ，事
実ではなく考え方としての結論を得ることができる。
ここで導き出した金属板の温まり方という規則性は，
目に見えない熱の伝わり方を推論した結論である。こ
の推論を形の異なる金属板に当てはめて調べるとい
う活動３や，大きな金属板の中央を加熱したり，氷
で冷却したりしたときの温度変化の広がりを観察す
るという活動４を通じて，金属板の温まり方につい
て規則性としての考えをもつことができるものと考
えた。なお，実践では，活動１～活動４が行えるよ
うに 60 分で授業を実施し，活動３ではサーモテープ
の小片を教師が事前に貼った金属板を使用する，活
動４では 30℃で黒色から透明色に色が変化する大き
めの示温シールを使用するなどの工夫を行っている。
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⑦　実践の結果と考察
　活動１で児童が金属板の温度がどのように高くなっ
ていくかのを推論し，サーモテープの小片をどこに
貼ったのか，それらの色がどのような順番で変わって
くと予測したのかを図２に示す（筆者が任意に並び変
え便宜上のグループ名をつけた）。４～５人のグルー
プで協議させ，貼る位置や予測した順番を決定させて
いる。
　グループ１と２は，金属棒を使って調べた前時の学
習の影響が見られ，加熱した部分から熱が直線的に伝
わり温度が高くなっていくことに関心を持っている。
グループ４～８は，これとは対照的に加熱した部分か
ら熱がどのように広がって温度が高くなっていくのか
に関心があることが分かる。グループ３は，両者の中
間といえるだろう。また，グループ４は熱がそれほど
遠くに伝わるとは考えていない。なお，グループ４～
８はサーモテープの小片を概ね左右対称に貼ってお
り，熱が金属板全体に伝わっていくことをイメージし
ている。
　児童が予測したサーモテープの色が変わっていく順
番を見ると，全てのグループが過熱した部分から遠く
に熱が伝わり温度が高くなっていくと考えている。ま
た，グループ４，５，７，８に見られるように，左右対
称に貼ったサーモテープは同時に色が変わると予測し
ており，どの方向にも熱が同じ速さで伝わっていくと
推論していることが分かる。
　活動１で児童は，どこにサーモテープを貼るか，ど
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の順番に色が変わっていくと予測するかで活発な議論
を行った。考えや予測の異なる児童が協議をすること
で，それぞれの児童が自分の推論を基に考えや推論を
主張したためと考えられる。サーモテープを貼った位
置と予測はグループとしてたどり着いた明確な推論に
他ならない。　
  活動２によって得られた結果を図３に示す。グルー
プによってサーモテープの色が変わるまでに要した時
間は大きくことなる。全てのグループが同じ位置に
サーモテープを貼るなどして同じ条件で実験を実施
すると，このことが問題になることもある。しかし，
サーモテープを貼る位置をそれぞれのグループに任せ
ているというこが影響したのか，そのことは問題にな
らなかった。この実験結果によると，左右同じ位置に
貼ったサーモテープの色が変わるのに要した時間はほ
とんど同じである。児童が行う実験では，ここまで同
じになることは少ない。活動２で金属板を乗せる専用
の台を用いて金属板が水平に保たれるようにしたこと
や（一般的には鉄製スタンドなどに固定するため水平
に保ちにくい），アルコールランプの炎をゆらぎが起
きないように小さくしたこと，サーモテープを小片に
したことなどの工夫が影響したものと考えられる。
  全てのグループの結果を基に話し合わせると「加熱
している部分から順に遠くに熱が伝わって，時間をか
けて温度が高くなっていく。」という結論が導き出さ
れた。サーモテープを貼る位置や色が変わるまでに要
する時間がグループによって異なるため，それらの結
果を基にどのような傾向があるかを推論し，結論とし
ている。全て同じ条件で実験を行っていれば，結果の
違いが問題になったり，結果のままを結論にしたとも
考えられる。
　活動３で，図４のようなコの字型の金属板の温まり
方を推論させ，サーモテープの色の変わる順を推論さ
せると，予測Ａのように予測した児童が 28 人だった
のに対し，予測Ｂのように正方形の金属板と同じよう
に予測した児童が１人，予測Ｃのように混乱した児童
が５名いた。活動３として位置付ける意味は十分ある
ものと考えられる。
　本授業では，最後に活動４として低温で色が変化す
る示温シールを用いて，金属板の中央を加熱した場合
と冷却した場合を演示し，熱の伝わり方のイメージを
視覚的に確かめることができるようにした。これまで
の学習で予測はできるはずだが，加熱と冷却によつて
円形に色が変わっていく様子に感動する児童に，納得
するまでの道のりの遠さを感じた。
２　実践事例Ⅱ
①　単元名　てこの規則性
②　単元目標
　てこを使い，その仕組みや働きをそれにかかわる
要因や規則性を推論しながら調べ，見いだした問題
を計画的に追究したりものづくりをしたりする活
動を通して，てこの規則性についての見方や考え方
をもつようにする。
③　単元構成
第一次  棒で重いものを持ち上げよう。
第二次　てこのはたらきのきまりを調べよう。
第１時　てこが水平につり合うときのおもりの数
　　　　と位置を調べよう。
第２時　おもりをつくっててこが水平につり合う
　　　　か調べよう。（実践場面）
第３時　てこが水平につり合うときのきまりをま
　　　　とめよう。
第三次　てこやてんびんを使ってものの重さをく
　　　　らべよう。
第四次　てこを利用した道具をさがそう。
④　実践場面の目標
　20g のおもりではつり合わせることのできなかっ
た位置に，いくらの重さのおもりをつり下げるとつ
り合うかを予測し，おもりを作っててこを水平につ
り合わせることができる。
⑤　実践場面の主な学習活動
活動１　20g のおもりをつるしてもつり合わせるこ
　　　　とができなかった位置に，いくらの重さの
　　　　おもをつり下げるとつり合うか予測する。
活動２　予測した重さのおもりをつくり，それぞれ
　　　　の位置につるしてつり合うかどうか確か
　　　　める。
⑥　推論を促すための工夫
　本授業場面は，「力を加える位置や力の大きさを変
えると，てこを傾ける働きが変わり，てこがつり合う
ときにはそれらの間に規則性がある」という考えをも
つことができることをねらいとしている。
　この場合，一般的には「てこ実験器などを用いてて
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この両側におもりをつるし，おもりの重さやおもりの
位置を変えて，てこのつり合いの条件を調べるように
する。その際，てこ実験器の左側のおもりの数と右側
のおもりの数が異なっていてもつり合っている場合
に，『左側の（力点にかかるおもりの重さ）×（支点
から力点までの距離）＝右側の（力点にかかるおもり
の重さ）×（支点から力点までの距離）』という関係
式が成立することをとらえるようにする。このことか
ら，てこを傾ける働きの大きさが，（力点にかかるお
もりの重さ）×（支点から力点までの距離）できまり，
両側のてこを傾ける働きの大きさが等しいときにつり
合うことをとらえるようにする。」とされている 8)。
　本授業では，実践場面の前時に，図５に示すような，
左側の３の位置におもり２個（40g）をするしたてこ
を提示し，右側のどこに何個のおもりをつるすと水平
につり合うかを児童に調べさせている。また，その結
果，（力点にかかるおもりの重さ）×（支点から力点
までの距離）が左右等しいときてこが水平につり合う
というきまりも導き出している。
　本来ならここでてこの規則性を見つける学習は終え
ることになるが，児童は一般化された規則性としてと
らえているのであろうか。本授業でも，左側につるす
おもりの位置と数を変えて，水平につり合うときのお
もりの重さや位置を確かめてはいるが，２つのケース
を調べた程度では，結果の域を出ない推論の状況にあ
るのではないだろうか。
　そこで，本実践では前時の実験結果の右うでの４と
５の位置に 20g のおもりをつるしてもつり合わせる
ことができなかったことに注目させ，自分たちで必要
な重さのおもりをつくることで４と５の位置でもてこ
を水平につり合わせることができないか問い掛け，実
際におもりを作ってつり合わせるという活動を工夫し
ている。
　⑦　実践の結果と考察
　29 人の児童に対して，４と５のそれぞれの位置に
つるしててこを水平につり合わせることができるおも
りの重さを予測させると表１のような結果になった。
　てこがつり合うときのおもりの数であれば容易に答
えることができた児童も，（力点にかかるおもりの重
さ）×（支点から力点までの距離）という言葉の式を
実際の計算に用いるとなると，意外に困難なことが分
かる。４の位置で１/ ４，５の位置で１/ ３以上の児童
が学習した規則性を適用して正しく予測することがで
きていない。特に４のおもりの重さは容易に計算でき
る条件に設定しているため，計算力の問題ということ
は難しい。
　正しく推測できた児童は，「右腕と左腕をかたむけ
るはたらきが同じになると水平につり合うから，左
腕をかたむける働きは３× 40 で 120 なので，右腕も
120 にすればいいから，120 ÷４=30 で 30g のおもり
をつりさげる」「おもりの位置×おもりの重さ =120
だから，４×□ =120 になればよい。」などのように，
前時の学習で得られた結論を基に予測した重さの根拠
を説明することができている。しかし，正しく予測で
きなかった児童は，説明できなかったり「なんとなく
そう思った」というように根拠をもつことができな
かったりしている。
　４の位置につるすおもりの重さを３の位置の 40g
より重いと予測した児童はいなかったが，５の位置に
つるすおもりの重さを６の位置の 20g より軽く予測
する児童が５人おり，言葉の式を適用しようとするこ
とでこれまで学習してきたことに混乱が生じている児
童もいる。
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　本実践では，児童のこのような状況を想定し，グルー
プで予測を話し合わせ，つくるおもりの重さを決定さ
せている。また，児童が予測した重さのおもりを容易
に作ったり作り直したりできるよう図６のようなおも
りとおもりを作る活動を工夫している。
　この活動を終えた後の児童のまとめには，「自分で
おもりをつくってとても楽しかった。○○くんの発表
でなるほどと思った。またやりたいです。」「おもりの
重さやおもりの位置で（積が）120 になれば（てこが
水平に）つり合うから不思議だと思った。理科の問題
にもいろいろなきまりがあるんだなぁと思いました。
今日の授業はとても楽しかった。」などの記述が見ら
れた。特に正しい予測ができなかった児童が「式で分
かるなんて思ってもいなかったから，式でできるって
すごいなと思いました。むずかしいと思っていたけど
式だととても簡単にできるなと思いました。」「算数み
たいにやればできるなんてすごい。」と記述している
ことからすると，特定の条件で導き出したきまりが他
の条件に適用できるものとして必ずしも認識されてい
ないことが分かる。
Ⅴ　おわりに
　二つの実践事例を通して分かるように，児童の要因
や規則性，関係などの推論が明確になるようにしてお
かなければ予想や仮説，結論が形骸化されたものに
なってしまう恐れがある。曖昧な推論による予想や仮
説のまま観察，実験に進むのではなく，実験，観察を
することによって得られる現象や数値などを具体的に
予測させることによって，児童の推論を明確にしたり
表現したりできるようにすることが可能になる。また，
限られた現象や条件で導いた結論は必ずしも本当の意
味での結論として納得されているわけでなく，得られ
た結論を他の事象や条件に当てはめたときに起きる現
象や数値を予測し，結論が適用できることを確認させ
ることによって，一般化された要因や規則性，関係と
して納得できるようになる。
　このような予測の場面を意図的かつ合理的に位置付
けるためには，そのための教材と学習活動の工夫が求
められる。そうでなければ，日々の学習指導の中にこ
のような予測を容易に位置付けることはできない。児
童の一連の学習活動の中に無理なく取り入れることの
できる教材や学習活動の工夫や開発があってこそ，児
童に意味のある推論を体験させることができるものと
思われる。
　小学校理科の授業で扱う対象は様々で，これらの対
象全てに，このような工夫ができるとはいえない。し
かし，可能な限りこれらの工夫を検討することには意
味があるはずである。
＜謝辞＞
　本稿の実践事例は，総社市立常磐小学校の池上宗一
郎教諭の協力を得ている。学校長をはじめとする常磐
小学校の先生方に大変お世話になったことに感謝を申
し上げる。
　なお，本研究は，科研費（22530973）の助成を受
けたものである。
＜引用参考文献＞
1) 中央教育審議会「幼稚園，小学校，中学校，高等学校，
特別支援学校の学習指導要領等の改善について」（答
申），2007 年
2) 文部科学省「小学校学習指導要領解説理科編」大
日本図書，2008 年，p12
3) 中央教育審議会初等中等教育分科会教育課程部会
小学校・中学校理科専門部会「 理科で育成する問題
解決の能力の指導重点例（案）」，2007 年
4) 文部科学省「小学校学習指導要領解説理科編」東
洋館出版者，1999 年，p13
5) 上掲書 3),p7
6) 井上一郎，日置光久ほか「読解力向上をめざした
授業づくり−国語・社会・算数・理科生活からの発信−
中学年」東洋館出版社，2006 年
7) 浅沼　茂「新教育課程の学習プロセス No.2『活用
型』の学習をどう進めるか」教育開発研修所，2007 年，
p10
8) 上掲書 2)，p59
─ 143 ─
児童の予測と推論をうながす教材と活動構成の工夫
Designing Teaching Materials and Activities to Facilitate School Children's Prediction and Reasoning
Key Words : Science Education, Prediction, Reasoning, Teaching materials, Activities
　Mitsuhiro YAMASAKI（Center for Teacher Education and Development, Okayama University）
【原　　著】
児童の予測と推論をうながす教材と活動構成の工夫
山﨑　光洋
岡山大学教師教育開発センター紀要 第 2号 別冊
Reprinted from Bulletin of Center for Teacher Education
and Development, Okayama University, Vol.2, March 2012
Designing Teaching Materials and Activities to Facilitate 
School Children's Prediction and Reasoning
Mitsuhiro YAMASAKI
2012
【原　　著】
高度な専門性と実践的な指導力を有する教師の育成プログラム
「教師力養成講座」の開発 (3) 
－全学教職課程の構築に向けた教職相談室機能の拡充－
松原　泰通　小川　潔　山根　文男　山﨑　光洋　髙旗　浩志
岡山大学教師教育開発センター紀要 第 2号 別冊
Development of “A Training Course to Cultivate the Abilities Required for Teachers (3): a Program to
Bring on Teachers with a High Degree of Specialization and Practical Leadership – Towards the
Building of a Program for Undergraduate Education
Reprinted from Bulletin of Center for Teacher Education
and Development, Okayama University, Vol.2, March 2012
Yasumichi MATSUBARA, Kiyoshi OGAWA, Fumio YAMANE,
Mitsuhiro YAMASAKI, Hiroshi TAKAHATA
2012
─ 144 ─
岡山大学教師教育開発センター紀要，第 2 号（2012），pp.144-153
高度な専門性と実践的な指導力を有する教師の育成プログラム
「教師力養成講座」の開発 (3) 
－全学教職課程の構築に向けた教職相談室機能の拡充－
松原　泰通※ 1　小川　潔※ 2　山根　文男※ 3　山﨑　光洋※ 4　高旗　浩志※ 5
要旨：教師力養成講座は、学生のニーズや不安感に関わるテーマについて現場のトップリーダーとして活躍され
ている現職校長・教員から、その本質と課題解決に向けた取り組みの状況を迫力ある生の言葉で学生に語りかけ
る形で行われた。学生達は、その生の言葉に魅了され、勇気がわき、教師の使命と責任の大きさ、そして、教職
に真剣に向き合うことから生まれる充実感に気づいてきた。センターが全学化されたことにより、教育学部以外
の学生の積極的な参加が目立つようになり、教育学部生にも刺激となっている。DVD に録画、編集したものを
参加できなかった学生たちに視聴させている。徐々に、視聴する学生が増加し DVD の有効性が感じられる。来
年度は DVD を一層活用させ教師力の育成に役立てたい。
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Ⅰ . はじめに
　本年度は，「教師力養成講座」を始めてから３年次
である。本稿では，３年間のまとめをする。
この講座を開発したきっかけは，教員採用試験の合
格発表以後，合格したにもかかわらず，学生たちが
不安な様子で相談に訪れてきたことにある。
学生の不安な主な内容
1) クレーマー等の対応
2) 発達障がいの子どもたちへの対応
3) いじめ，不登校，虐待等の問題への対応
4) 安全・安心の問題，ケータイの問題への対応
5) 基本的な生活習慣のできていない子への対応
6) 管理職・同僚との人間関係づくり
7) 保護者・地域との連携の仕方
8) 授業力をいかにしてつけるか
9) 生徒指導や学級づくりの方法
　即戦力として期待されている現実を肌で感じてい
るだけに，切実な課題が次々と上がってきた。
　このような状況から，新年度には赴任校で教壇に
立つ自信をつけること，そのための「教師力」を育
成していくことが急務であると考え，この講座開発
に着手したのである。
全体構想
　平成１７年１０月の中教審答申（新しい義務教育
を創造する）に「現在の日本においては，学校の教
育力（「学校力」）を強化し，教師の力量（「教師力」）
を強化することを通して，子どもたちの「人間力」
の豊かな育成を図ることが求められている。義務教
育の中心的な担い手は学校であり，とりわけ重要な
のは教師である。教育は，教師と子どもたちとの人
格的な触れ合いを通じて行われる営みである。人間
は教育によってつくられると言われるが，その教育
の成否は教師にかかっていると言っても過言ではな
い。」とある。
　今，教師の質と量を確保するための戦略は，大き
な課題である。岡山大学教師教育開発センター教職
支援部門（教職相談室）としては，その方略として，
岡山県教育委員会，岡山市教育委員会と連携し，不
易と流行の両方の観点から具体的な教育課題を取り
【実践報告】
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上げ，それらの課題解決を通して教師力を育成してい
くことを目指す。また，他学部の教員志望学生や大学
院生等にも参加を呼びかけ，志を一にする学生同士が
互いに切磋琢磨し，より幅広い確かな教師力の育成を
目指す。
　以上を踏まえ，学生の「教師力」を育成していく
講座のタイムスケジュールと構想図および仮説を次
のように考えた。
Ⅱ．３年間の「教師力養成講座」のテーマ　
平成21年度は，直面している課題について，県下でもリーダー的な小・中学校の校長先生に講師を依頼した。
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　平成 22年度は，文部科学省による学習指導要領改訂の中で，特に改善事項として強調されているテーマを取
り上げ、その道での第一人者に講師を依頼した。
　平成 23年度は，これまでの趣旨に沿った内容として，学習指導要領の主な改善事項と，直面している課題に
ついて取り上げ，県下でもトップレベルの実践力のある講師を選んだ。
Ⅲ．学生の満足度
表２は、各回の講座で行ったアンケート結果の平均値と標準偏差、各年
度全体の平均値と標準偏差である。図２は、3 年間の年度全体の平均値
と標準偏差をグラフに表したものである。本講座は、学生のニーズを的
確にとらえ、質の高い内容を提供することができていたと考えられる。
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Ⅴ．講師からの検証
　講師からの感想は、まずは岡大生の真面目さにつ
いてである。「真剣に、熱心に話を聞き、学ぼうとする。
やはり、現場の生の情報に対する関心の強さ、要望
の大きさからであろう。」
　それらは、学生の感想文の中にも、十分に書き込
まれている。
　そして、講師の願いは、やはり「教師力」をつけ
てほしいというものである。「昨今の現場の状況、荒
れの現状に立ち向かう勇気、子どもや保護者とのか
かわりを深めていくやる気、プロとしての「授業力」
「教科教育力」を目の前の子どもに合わせて力量を上
げていく覚悟、それらの大切さに気づき、磨き続け
てほしい。」
 
Ⅳ．受講生の所属
教育学部生を中心にして、スタートしたが、センターが全学化したことにより、他学部生の参加が年ごとに
増加した。
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●教師力養成講座「伝え合う力の育成」を担当して
　子どもたちの実態に合わせながら，その指導方法
を改良していく力が教師として必要だと思い，最後
の私の感想で話させていただきました。( 百マス計
算 ･･･1 分間スピーチを例にとって )
校長としてどんな教員を採用してもらいたいかに
ついて，
　①学級経営がしっかりできる教員
　②生徒指導のできる教員
　③少々の困難があっても逃げない教員
などが大事だという校長が多く，学級経営がしっか
りできる教師なら，子どもの学力や自ら学ぶ力（生
きる力）も当然の伸ばす力を持っていることは確か
だと言われます。
その点において，岡山大学では，学校現場をしっか
り見通した理論，具体的な指導方法，心構え等を
大事にして学生に指導されていることがよくわか
りました。また，「現場の先生からの問題提起」は，
教師力を身につけるために，これからの教員をめざ
す学生にとっては，効果も大きく素晴らしい方法だ
と感じました。
【岡山市立小学校長・2010 年 6 月 16 日実施】
●教師力養成講座「情報教育」を担当して　
　学校として具体的にどんな教育活動が有効であ
るか提案する段階になると，知識や経験の不足で具
体的にならない揚面がでてきて，学生たちの議論や
まとめている鉛筆が止まる場面が多く見られるよ
うになりました。
　現状を分析する段階で足らない部分が見えてき
て，立ち往生していたのです。学生たちには，その
足らないものは何かに気づくことが大切であると
伝えました。つまり，何が足らないか認識したら，
対処する方法を見つけることができるということ
です ( 正解ではなく最適解）。そして，現場ではそ
の解決に当たるのは「あなたである」ということ，
人と協力してことに当たることの価値と，そうすれ
ば喜びが増し視野も広がることを伝えました。学生
たちは，「それでいいのか」と力を抜いて受け止め
てくれました。解決できない壁に突き当たったとき
こそ自分自身のパラダイム変換ができるチャンス
であり，それができるかどうかは日ごろの問題意識
にあると思います。
【岡山市立中学校長・2010 年 7 月 28 日実施】
Ⅵ．学生からの感想
●よかったと思うことの一つ目は，講師の先生のお話
を聞けることだ。試行錯誤を重ね，たくさんの経験
を積まれた先生方の生の声を聞け，そして討論で仲
間の意見を聞き，さらに深めていけたように思う。
二つ目は，テーマにじっくり向き合えるきっかけと
なることだ。仲間と意見を交換しあえる時間がとれ
るのは，本当に貴重だと思う。ＤＶＤで何度も見直
すことができ，もう一度見てみるとまた違った見方
も出来るのがおもしろい。この講座で学んだことを
土台にし，常に子どもと向き合い，学び続ける教師
でありたい。
●真摯に向き合うべき課題であると，気づくことがで
きた。先生方と子どもたちの関わりの中で課題に取
り組んでいる姿，そのリアルな話を聞いてこそ，現
場に出たいと思うことができた。講座で出会った全
ての先生方，そして共に学んだ仲間に感謝している。
●この講座で，第一に，現場の声を聞けた。毎講座で，
1 年後の自分を想像しながら自分の思いを持ってい
くことができた。第二に，現場の愛を感じられた。
学校現場には，こんなに素晴らしい先輩方がいてく
ださる，早く現場に出たいという思いをもった。
●とても有意義な時間を過ごすことができました。
「教育に正解はない」その通りだと思います。あら
ゆることに挑戦し、試行錯誤した上で自分のオリジ
ナルの指導ができるようにしたいです。
●先生の実践例や心がまえなど、教師になる上で本当
に大切なことをたくさん教えていただくことができ
てとても勉強になりました。これから教師として身
を引きしめていこうと思いました。ありがとうござ
いました。
●子どもの姿は、学級担当がどんな思いでどんな取り
組みを行うかによって決まるということがよく分か
りました。日々子どもたちと真剣に向き合い、この
子どもたちを何とか育てていきたいという気持ちを
忘れないようにしていきたいです。
●情報のみならず、1 人の教員として、教職員の中で、
自分をどう生かしていくか、考えていかなければな
らないと感じた。
●授業の”基盤”について、深く考えることのできる
お話でした。生徒の自発的な学び、また、英語を通
して人とのつながり、生き方を教えるということに
心から、感動、共感しました。知識注入型の授業に
ならないよう、授業の目的をしっかりと噛みくだき
ながら、教師生活を送っていきたいです。
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●「英語を教える」が目的じゃなくて、「英語を通し
て」、人のつながり方、生き方を伝えていくことが、
外国語活動（外国語）の目的なのだということを学
びました。英語に限らず、その教材での学びの先に、
どんな子どもの姿を想定しているのか、子どもの人
間としての姿を常に頭において取りくんでいきたい
と思いました。
●とてもあたたかい雰囲気で、授業を受けることがで
きて幸せでした。『教えるのではなくひきだす』胸
にひびきました。
●理科のおもしろさ、分かったときのうれしさ、分か
らないときにもっとやってみよう、と思えるような
授業づくりをしたいと感じました。
●自分も理科・数学は苦手なのですが、教師である自
分自身も知的好奇心をもって、子どもと楽しみなが
ら授業をつくっていきたいと思いました。
●教師である前に人としてどうあるかが大事という
言葉が心に残りました。愛ある養護教諭になりたい
です。
●学ぶことが多すぎて、もっと話を聞きたいと思いま
した。大学で期待していた授業がここにありました。
次回もまた参加したいです。ありがとうございまし
た。
●生徒指導は、子どもとのかかわり全てであることが
わかりました。
●荒れている子から逃げず、前向きに向き合う力が大
切だと思いました。
●実際にあった体験をきくことができ、教師の力や役
割というのをとても身近に感じ、考えることができ
ました。
●校長先生が、全ての問題に対してあらがったりにげ
たりするわけではなく、常に向き合い、前へ前へと
すすんでいこうとなさっている姿に、感動しました。
教師のその様な姿勢は、必ず子どもに届くのだろう
と強く思いました。
●協同学習の持つ効果を考えさせられ、どのように自
分にいかしていくのか考えさせられました。また、
教師としての気持ちの部分を強く持っていたいと思
いました。
●武道についてもだが、教師としての心意気を考えさ
せられました。
●教師の本気さが子どもたちに伝われば、子どもた
ちも応えてくれるのだということがよくわかりまし
た。また、教材研究の大切さをとても感じました。
●「本気さ、覚悟」という姿勢が強く伝わってきまし
た。まずは、フットワークを軽く出向く、体験する、
感動してこそ、子どもに本質を伝える準備ができる
と思いました。
●キャリア教育とは…すごく漠然としていて、自分
は生徒のために何ができるだろうと考えていました
が、生徒のために一生懸命になること、そして、自
分を常に高めていく！生徒と一緒にがんばります！
●キャリア教育は、何か特別で難しいものだと考えて
いましたが、全ての教育活動が基本になっているた
め、あいさつ、言葉づかい、礼儀など、社会に出て
当たり前のことを身につけるということが、とても
大切だと思いました。
●校則に従うこと、あいさつをすることなど、あらゆ
ることがキャリア教育であるという考えを持つこと
ができました。これまで職業観を重視していたので、
とても成長できました。ありがとうございました。
●今回の講座を聞き、自分の社会人としての視野の狭
さを再確認しました。自分が残りの大学生活ですべ
きことは、あらゆる社会の見方をひとつでも増やす
こと。そして、じっさい教師になって世間知らずと
いわれることがあると思いますが、その時に、自分
が多角的に社会を見るように努力することだと思い
ました。
●感動しました。何より、先生の「生徒が働けるよう
に」という思いが伝わってきました。それを考えな
がら行う日々の指導の全てが「キャリア教育」なの
だと思いました。
●キャリア教育について、部活動やその他全体の教育
活動がキャリアにつながっているということが盲点
でした。“人間的魅力”のある教師として“人間的
魅力”のある生徒を育てたいと思いました。本当に、
泣きそうでした（笑）
●私は、始め、キャリア教育を一義的なもの、すこし
難しい内容のことと思っていましたが、勘違いをし
ていたことに気付かされました。子ども達を育てる
日々の中で、社会に胸を張って歩むことのできる子
どもに育てたいと、今日強く思いました。今日の講
義は、今後の自分の将来像を考えさせられる、とて
も良い講義でした。
●全ての学校教育活動がキャリア教育につながり、子
どもの夢や生き方、在り方に大きく関わっていく。
そういう場に私もいたい！
●教科力の大切さ、本当に考える授業とは何か、を考
えさせられ、また１つの答えを教えて頂けてとても
貴重な時間になりました。ありがとうございました。
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●残り少ない大学生活で、教師力、専門力、人間力を
身につけたいと思いました！！
●西村先生の授業をうけて、「自分は一生懸命考えた」
すると授業の終わりには「自然と鑑賞力が身につい
た」というように、今までの授業において「考えな
いといけない！」という考えが一転しました！
●授業の大切さがとてもよくわかりました。実際に授
業を受けることができ、授業にひきこまれました。
私も子どもに考えさせる授業ができるようになりた
いです。ありがとうございました。
●河内先生のお話が大変具体的で“現場”を実感でき
ました。教採がおわり一息ついていたので、もっと
気を引きしめ、教育について考えていきたいと思い
ました。
●仲間と意見を出し合って考えていくことで、自分の
考えも深まった。
●子どもの良い所を見つける大切さ、保護者や地域へ
伝え、つながることの意味を知りました。
教師力養成講座で学んだこと　
理学部・数学科
　「中学校が動かなければ学校教育は変わらない」森
谷先生のこの力強い言葉が私は忘れられません。森谷
先生の教育への情熱、そして苦労を感じました。
　森谷先生は、当時岡山県一荒れていた岡輝中学校に
赴任し、授業で学校を変えました。その背後には、校
長としてのたぐいまれな学校の実態把握力、一人の教
員としての子どもたちへの寄り添う姿勢があると感じ
ました。そんな森谷先生が授業に取り入れたのは、コ
の字型協同学習でした。授業中に問題行動をする子ど
もたち、不登校の原因の多くは、授業に参加できない
ことが上げられました。そのため、協同学習は荒れた
岡輝中学校にはピッタリだったのです。この学習形態
への移行以後子どもたちが変わったのです。基礎学力
の向上はもちろん、コミュニケーション能力、活用能
力の向上も著しかった。また、生徒が協同学習を伝え
ようとする活動がさかんに行われるまでになった。中
学校も協同学習を小学校・地域住民に伝えることによ
り子どもたちの学びは充実していきました。
　こういった話を聞き、私も一人の中学校教員として、
覚悟を決め行動しようとおもいました。子どもたちに
自分のそそぐことのできる愛情を与え続け、いつも子
どものそばにいて、子どもの主体性を延ばしたいと思
いました。そして、森谷先生には及ばないかもしれま
せんが、自分が中学校を変える、学校教育を変えると
いう気持ちになる貴重な機会となりました。
「保護者・地域との連携」の感想
　河内先生のお話を聞いて、河内先生の体験談にとて
も感動しました。現代の教育でモンスターペアレント
は当たり前の存在となりつつありますが、１人の親が
モンスターペアレントになってしまうのには必ず原因
があり、それを解消できる可能性も多いにあるんだと
思えました。
　河内先生は当時、本当に苦しく辛かっただろうと思
います。教育者として親から認めてもらえない中、そ
の親の子どもを教育していかなければならないのは、
気持ち的にかなりしんどいはずです。そんな中毎日Ｋ
さんと関わり、Ｋさんを変えていこうと行動し続けた
河内先生の情熱と、それが報われて強い信頼関係が築
けたことに感動しました。
　親との信頼関係はすごく大切だと思います。河内先
生のお話からもよく伝わってきました。親との信頼関
係がないということは、自分の教育方法を理解しても
らえていないということなので、教育自体やり辛くな
ります。子どもは関係ないのに、子どもとも距離をお
いてしまいそうな気がします。逆に、親との信頼関係
があれば、学校と家庭の両面から連携した教育ができ
ると思います。自分の教育に自信を持って、本気で子
どもと向き合えます。「子どもの成長が、親にとって
も教師にとっても一番の喜びなんだ。」という河内先
生の言葉がとても胸に残りました。
　私も教師になったら、河内先生がされたように子ど
もと本気で関わり、活動していこうと思います。子ど
もが輝いて生活できる環境をつくり、１番に子どもか
ら、そして親からも信頼してもらえる教師になりたい
と思いました。
保護者・地域との連携のビデオを見て　
養護教育コース１年
　「連携」という言葉は今まで何度も耳にし、その重
要さもわかっているつもりではいたが、河内先生の経
験を交えた「つながり」という言葉を使ってのお話を
聴き、保護者や地域とつながるためには何が大切か、
自分はどうあるべきかを考えることができた。
　私が子どもや保護者、地域の方とつながるために大
切にしたいことは、常にアンテナを張り、相手のいい
ところや感謝すべきところを見つけること、そして伝
えていくことだ。教師としての前に人として、あった
かいつながりをつくれるような人になりたい。様々な
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人とのつながりの中で、子ども達にはあったかさをた
くさん感じて成長してほしい。
　河内先生の姿からは、教師としてのあり方も学ばせ
ていただいた。保護者とのかかわりで困難なことは必
ずあると思うが、私も逃げずに自分にできることを考
え、向き合っていきたい。」どんなときも誠実に、人
とのかかわりやつながりを大切にできる教師になりた
い。
保護者・地域との連携の DVD を見て　
養護教育コース
　私が最も印象に残ったのは、「つながりがないと通
じない」という言葉である。河内校長先生の事例の話
は、とても感慨深かった。悩んで悩んだ後の決意は固
く、子どもと向き合い積極的に関わりを持ち、子ども
とつながることができた。するとそこから保護者へつ
ながり、お互いに通じることができていった。
　これは、子どもを通じて保護者とつながるという
ケースであり、反対に保護者を通じて子どもとつなが
るというケースもあるということを学ぶことができ
た。
　この DVD をみて、まず教師からつながることを積
極的に取り組むことで、お互いに通じることができる
と考えた。実際に、私が教師として取り組みたいと考
えているのは、子どもの良い所や素晴らしい所を発見
し、子どもに伝えていくことと、「ありがとう」と感
謝の気持ちをきちんと声にして伝えていくことを、ぜ
ひ実践していきたい。
教師力を高めよう「発達障害や課題を抱えた子どもと
どうかかわるか」感想
特別支援教育コース
　私はこの講座のビデオを見て、「発達障害や課題を
抱えた子ども一人にアプローチをするのではなく、集
団としてアプローチし変えることで、自然に落ち着き
溶け込むことができる。」ということがとても印象に
残りました。私は、障害児教育コースということもあ
り、今まで大学での勉強で、発達障害や課題を抱えた
子ども本人にどのようなアプローチをしてどう変えて
いくかということを勉強することが多かったです。ま
た、学校支援ボランティアをしている学校でも、特別
支援学級の先生と関わり学ばせていただくことが多
かったです。なので、この先生の通常学級での目線や
集団を変えるという視点が新鮮で印象に残りました。
　このビデオを見ていて、集団の力の大きさを感じま
した。たった一人を溶け込めるように一人の問題とし
て変えようとするよりも、集団全体として変えた方が、
ずっと自然にできるし、できた時の力も大きいと感じ
ました。自分が子どもの時もクラスの雰囲気や環境に
良く悪くも、大きく影響されていたことを思い出しま
した。それと同じことであるし、特別支援教育はやは
り特別な教育ではなく、基本なのだと感じました。ま
た、自分に自信のある子どもは人に優しくできるとい
うことがよく分かりました。そんな集団づくりを目指
すことが、クラスの一人一人はもちろん、発達障害や
課題を抱える子どものためにもなることを学ぶことが
できて良かったです。
　春から教壇に立つ時、そのことをしっかりと理解し
た上で、よい集団づくりをしていきたいと思いました。
ビデオで先生が言われていた①クラスの一人一人のい
いところを見つけのばす②一人一人みんなができるよ
うにする③授業で自信をつける④自分たちでクラスづ
くりができるように貢献したことを認める⑤叱るとき
は叱るの５つを心に留めておこうと思います。そして
この５つ以外にも自分だったらどのようなことに心が
けていきたいか考えていこうと思います。
いじめ、不登校の問題をどう考えるか
養護教諭特別別科
　いじめ、不登校の問題をどう考えるかという DVD
を観て、私が一番印象に残ったことは、子どもたちが
よく使う「チクる」という言葉を「正義の告発」とい
う別の言葉で表現していることである。
　私が小中学生の頃、この言葉は流行っていた。何か
悪いことをしている場面に遭遇しても「先生にはチク
らんでよ」が合言葉のようになっていた。そのため、
いじめではないかと感じていても、その合言葉があっ
たために先生にきになることがあっても言えない状況
が自然と作り出されていた。また、勇気を出して先生
に話した子がいると、「あいつが先生にチクった」と
言われ、いじめの対象が変わることもあった。このよ
うな環境で小中学生の学校生活を過ごしていたため、
私は「正義の告発」という言葉が非常に心に残ったの
である。これらのことから、「正義の告発」という言
葉の共通理解を学校全体で図ることによっていじめの
早期発見に繋がるのではないかということが分かっ
た。
　また、いじめの種類も時代によって変化することが
分かった。現在問題になっている新しいいじめは携帯
電話やインターネットを用いたものである。いくら正
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義の告発を子どもがしてくれたとしても、誰が書いた
か分からない誹謗・中傷に対してすばやい対応をする
のは困難であると感じた。
　いじめを解決するためには教職員をはじめ、保護者、
子どもが様々なことを観察し、早期発見することが大
切である。また、対応する際は一人で抱え込むのでは
なく、組織はチームとして対応すること、児童生徒に
対しては集団の問題として問題提起すること、保護者
へのキチンとした説明を行うことが必要であると学ん
だ。
　以上のことから、教師はいじめを生まない、許さな
い環境づくりを行うためにも誰でも被害者になりうる
という認識をもつこと、子どもの自尊感情を育てるよ
う良いことをしてくれた子どもに対しては褒め、悪い
ことをした子どもであっても謝ることの素晴らしさを
伝えていくこと、いじめは許さないという毅然とした
態度でいること、新しいいじめに対してはインター
ネットや携帯電話の使い方といった情報モラルの指導
を行う等の教育を続けていくことが大切であると感じ
た。不登校の子どもに対しては、子どもがどんな思い
で学校生活を送っているのかといった子ども目線に
立って物事を考えること、保護者を通して子どもと関
わることを根気強く続けることが必要であると学ん
だ。
　養護教諭という立場であってもこれらの視点を忘れ
ず、子どもと関わっていきたいと考える。
Ⅶ．本講座の意義　２つの気づき
　今後の学生に対する指導及び講座の改善のポイント
を次のように考えた。
①現場の状況や厳しさを等を知り、覚悟を持って教師
　の道を進むこと
②現場からの問題提起、具体的な指導方法、心構え等
　の大切さを受け止め、指導すること
③学生自身が、（教師として指導する上で）足らない
　ことに気づくこと
　各回の講座では、学生達が議論の結果を発表し、そ
れを受けて講師の先生からまとめの講評をしていただ
いている。そこでの発言から、本講座の本質ともいえ
る重要な内容、本講座の最大のポイントは２つの「気
づき」であることが明らかになった。
　学生同士がそれぞれの知識や経験を持ち寄って議論
することにより，自分が体験したことのない知識や経
験を知ることができる。その結果，個人が考えただけ
では到達できないような結論を導き出すことができ
る。これが第一の気づきである。しかし，そこでの議
論の結果を「まとめ」の際に発表した時に，「現実は
そんなものではない」と講師の校長先生から，時には
厳しく，時には諭すように指導されることがある。こ
れが第二の気づきである。学生達が一生懸命考え抜い
た結論であっても，学校現場では通用しないことを知
る。そこで，学生達は教職の難しさ，奥深さを実感
し，そこから「もっと学びたい」「もっと体験したい」
という意欲が生まれる。これこそが本講座において身
につけさせたい力であり，このように自ら考えて実践
しようとする姿勢が身につけば，これから学校現場で
出会う様々な課題に対しても適切に対応できると考え
た。
Ⅷ．今後の課題
　教育実習協議会が十二月に、現場から幼小中学校園
長会代表者、県教育委員会、岡山市・倉敷市教育委員
会実習担当者、岡大実習関係者の参加のもと、「求め
られる教員の資質・能力、教育実習で身につけさせた
い資質・能力」について協議された。
主な意見は次の通りである。
●新採３年以内の挫折・病休・退職の増加
●子どもの輪の中に入れる資質
●新採の困り感 ― 人間関係づくり 
●自分をさらけ出す力を。
●理論と実践が結びつかない。
●社会の規律が崩壊している状況 →　子ども社会も
同様 → 子ども一人一人の自己肯定感、自己有用感
を。
●授業の中で子どもの伸びを把握し、手をさしのべ
る。
●同僚性を大切にできる。
●人間的な感性と積極的に動くこと。
●心も体もたくましく柔軟で全力を出す。
●健康管理とセルフコントロール
●演技力
●家庭環境に寄り添う力
●あきらめない
●チームとして対応できる力
●かかわれる力
●一緒に学び成長する。
●タフな学生を育ててほしい。
●コミュニケーション能力・人間関係理解
　以上のように質の高い実践的指導力、人対人の関係
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づくり、人としての教育力が一層求められている。そ
のためにも、本「教師力養成講座」を継続的に深化さ
せていかなければならないと考えている。
Ⅸ．おわりに
　３年間、各年次６人合計 18 人の講師から貴重な提
言と御指導をいただいた。
　学生の感想にもあるとおり、まさに学生のニーズに
応えるものであった。
　それも、講師の先生方の教育への思い、情熱、使命
感、そして現場の子どもたちへの愛情の大きさによる
ものである。
　18 本のビデオを作成しているが、今後の学生達に
も、これらの御指導をビデオを通して学んでほしいの
で、視聴しやすい環境づくりにも取り組んでいる。
また、新たな社会状況、教育課題に直面し勝負してお
られる現場の校長先生、先生方に講師として依頼し、
学生たちに「教師力」を育成していただけるように、
今後も企画、実践していきたい。
　ここまで継続できたのも岡山大学教師教育開発セン
ター所員全員の協力体制があったからこそであり、所
員の皆様に改めて感謝申し上げる。
　また、経費等のご支援を学長裁量経費からしていた
だいたことも、物心両面の大きな支えとなった。心か
ら感謝申し上げる。
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教員志望学生の指導のあり方（４）
―教職相談室の利用の実態から―
小川　潔※ 1　松原　泰通※ 2
要旨：平成１５年度に開設された教職相談室は、平成２０年度から２名の教員が配置され、教職志望の学生の指
導に当たっている。論作文、集団討論、面接、模擬授業など、教員採用試験に関する指導を中心に様々な相談活
動を行っている。今年度は、学生の相談履歴を記録しておく電子カルテを作成した。その結果、限られた時間内
で効率的な指導を行うことができたり、学生との連絡をスムーズに行うことができたりした。また、平成２２年
度の年間利用延べ人数が４５９３人になり、その内他学部生が１６７人であった。共にこれまでの最多の利用者
となった。本年度も、教員採用試験に最終合格した学生とそれ以外の学生では、教職相談室の利用回数に大きな
差が見られた。教員採用試験に最終合格した学生の教職相談室の平均利用回数は 8.76 回であったのに対して、１
次試験のみ合格の学生の平均利用回数は 7.31 回であり、合格しなかった学生の平均利用回数は 4.14 回であった。
キーワード：教員志望学生、教職相談室、教員採用試験、面接試験、模擬授業
※ 1 小川　潔（岡山大学教師教育開発センター）
※ 2 松原泰通（岡山大学教師教育開発センター）
Ⅰ　教職相談室の利用者数の状況
　本学では、教職志望学生の支援を目的として、平
成１５年度から教職相談室が設置された。相談員と
して退職校長が特任教授として常駐しており、学校
現場が抱えている教育課題、教職の魅力、教員採用
試験の情報提供、教員採用試験に向けての準備や勉
強の仕方、学生ボランティアの紹介、集団討論や面
接指導等様々な相談活動を行っている。
　平成２０年度からは２名の教員が配置され、相談
件数も倍増した。平成２０年度以降も年々利用者が
増加している。平成２２年度は４５９３人が利用し
前年度より１３９０人増加した。また、平成２２年
度には全学組織である教師教育開発センターが開設
され、他学部生が教員免許を取得することができる
ための体制も整えられた。その関係もあり、平成
２２年度の他学部学生の延べ利用人数は１６７人で
あった。このように利用者が増加しているのは、年
度初めの学生向けオリエンテーションで学生への周
知を徹底させたこと、他の教員から学生に教職相談
室を利用するように勧めてくださったこと、そして、
学生の口コミで学生間における教職相談室の認知度
が高まったためであると考えられる。教職相談室の
利用者の推移を示したものが表１、図１、表２である。
表中の（　）内の数字は新規利用者を示している。
　しかし、平成２３年度の４月１日から１１月３０
日までの利用者は２８４９人であり、平成２２年度
より８６３人減少している。これは、４月から８月
までの最も利用者の多い時期において相談室利用の
予約がいっぱいとなり、学生にとって相談したくて
も相談に乗ってもらえない日が多くあったためであ
る。教職相談室の現在の受け入れ態勢では限界にき
ているのが現状である。
　平成２２年度の教職相談室の利用の内訳を示した
ものが表３である。これまでの方針を踏襲して、教
員採用に関わる全ての指導の最初を論作文指導から
始めているため、４月・５月の指導内容は作文添削
が中心であった。その後、多くの教員採用試験で取
り入れられている集団討論に関する指導や個人面接・
集団面接の指導が増えた。７月下旬からは２次試験
に備えて模擬授業の回数が増えていった。教員採用
試験１次の結果が発表される８月や２次試験の結果
が発表される１０月には、進路や講師採用に関する
相談も増えた。
　１０月以降は３年生の利用が増えるため、情報・
資料提供や進路に関する相談が中心となった。また
教育実習終了後、自ら教師への適性について疑問を
【実践報告】
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持った学生が相談に訪れることも少なくなかった。
表 1　教職相談室利用者数の推移
図 1　教職相談室利用者の月別比較
表 2　平成 22 年度教職相談室利用者数
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表 3　平成 22 年度教職相談室の利用の内訳
Ⅱ　本年度の取り組み
１　改善点
　今年度は、教職相談室の受付票を２種類にした。一
つは「略歴」であり、最初に来室したときのみに記
入するものである。もう一つは、「相談カルテ」であり、
来室の都度記入するものである。図２が「略歴」で
あり図３が「相談カルテ」である。「略歴」には、学
生番号、名前、学部・学科、出身高校、教員採用試
験受験予定都道府県・校種・教科、大学時代の部活
動やボランティア活動、教育実習の経験、連絡先な
どを色分けした用紙に学年別・学部別に記入しても
らうようにした。「相談カルテ」には、学生番号、名前、
図 2
入室した日時、今日の相談したい内容などを記入して
もらうようにした。そして、これらを電子カルテと
してパソコンに入力しておき、必要なときにそれら
を見ながら指導したり、学生と連絡を取り合ったり
することができるようにした。そのことにより、学
生のニーズをより的確に把握して指導できるように
なり、限られた時間の中でより効率的に指導を行う
ことができるようになった。また、学生の相談履歴
を必要なときにいつでも確認できるようになり、一
人一人の学生に即した指導が可能となった。
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図 3
２　主な指導事項及び取り組み
　本年度の教職相談室における主な指導事項及び取
り組みのポイントは次の通りである。
① 論作文
　論作文には、学生一人一人の教育的素養がにじみ
出てくるものである。試験官は、この論作文によっ
て受験生の人柄、人間性、情熱、協調性などを推量
していく。そして、教師としてやっていけるか、そ
の誠実さや人間関係力をなどを感じとる。それだけ
に、受験生がその持ち味を限られた時間の中で表現
できるように指導することが重要となる。その意味
で、受験生自身が元気で意欲がわき出てくるように
配慮するとともに、書くことによって教師としての
実践力や自覚が身につくように心掛けた。
　指導のポイントとしては、
(1) 出題者の意図をつかむこと
(2) 全体の構成を考えて書くこと
(3) 簡潔な表現で読みやすくすること
(4) 意欲を書き表すこと
について、学生の記述してきた論作文をもとに指導
を繰り返した。
　また、教員採用に関わる全ての指導を論作文の添
削から始めた。これは後述の集団討論や面接などに
も論作文で培った自分の考えをまとめる力が生きて
働くと考えてのことである。
② 集団討論
　集団討論では、試験官は、受験生の発言態度や話
し合いに参加する態度、リーダーシップの取り具合、
話し合いの雰囲気や場面理解の様子などから、教育
的情熱や協調性、一人一人の人間性や迫力などを推
量する。そして、学校という組織体の中で、その一
員としてやっていけるかどうかを見極める。その意
味で、学生一人一人が意欲的に、しかも、状況に応
じた自己表現ができるように導くことが重要である
と考えて指導した。指導のポイントとしては、
(1) 最初の３分間で自分の考えをまとめること
(2) 明るく誠実に考えを述べること
(3) 他の発言者の意見に耳を傾けること
(4) 試験官を意識しつつも、集団での話し合いの流れ
をくみとること
などについて、ビデオに撮影しておき、それを再生
するなどして指導した。
　また、入退場の動き、礼の仕方など、気持ちのよ
い動きになるように練習させた。これは、その他の
面接試験のときにも生きてくることである。
③ 個人面接
　個人面接では、試験官は、一人一人の受験生の人
柄について率直に尋ねることにより、その応答の態
度や内容について吟味し、合否の判定の根拠資料と
する。それだけに、学生はかなりの緊張感をもって
練習に臨んできた。また、学生にも、各県・市の過
去問について調査させ、各自その答弁内容をまとめ、
練習しておくようにさせた。相談室では、本番並み
の心構えで、明るく誠実に話すように指導した。
　指導のポイントとしては、
─ 158 ─
小川　潔・松原　泰通
(1) なぜこの県・市を受験したかを試験官に共感して
もらえるように、各県・市のホームページなどで、教
育目標・求める子ども像・まちづくりの重点などに
ついてまとめておくこと
(2) (1) との関連の中で、各自のふるさとの思い出など
を整理しておくこと
(3) 何を尋ねられても、正直に誠意を持って明るく笑
顔で対応すること
(4) 趣味、特技を伸ばしたり、アルバイトやボランティ
ア体験、部活動など積極的に取り組み、コミュニケー
ション能力を高め、人間関係づくりができるように
各自の人間性を磨くこと
などについて指導した。
④ 模擬授業
　教育実習の体験しかないのが大半の学生である。中
には、一度も授業の経験のない学生もいた。そのよ
うな学生には学校支援ボランティアにすぐに行くよ
う指導した。学生は自分が就こうとしている仕事に
ついて、大まかに理解することができ安心していた。
　昔と違い、現在は、新採用教員に即戦力となるこ
とが期待されている。それだけに、明るくしっかり
とした授業態度が求められる。その意味で、自信を
持ってできる授業から練習を始めるように指導した。
実習経験のある学生には、附属小・中で一度実践し
た指導案で、そのときのことを思い出させながら練
習させた。学生同士で子ども役になり、よい協力関
係の中で取り組んでいた。
　指導のポイントとしては、
(1) 教語、教態の基本
(2) 導入の雰囲気づくり
(3) 板書計画のたて方
(4) 子どもへの語りかけの仕方や子どもの発言の受け
止め方
などについて指導した。ここはもう一歩と感じたと
ころについては、少し示範も試みた。
⑤ ロールプレイングや場面指導
　養護教諭を目指す学生には、保健室の場面を想定さ
せ、学生同士で教師役、子ども役に代わりあってなり、
批評・反省を繰り返した。また、生徒指導上困難な
状況が考えられる都道府県においては、過去問にも
生徒指導の困難な場面の対応力が試される内容が多
いので、その練習を繰り返した。
　指導のポイントとしては、
(1) どのような場面が提示されても、即時対応を迫ら
れるため、各自のベースとなる教育観、教育哲学、児
童観をもっていないと迫力が出てこないこと
(2) 教師（自分）の都合のためでなく、子どものため
の実践であること
(3) 一人だけで解決しようとせず、学校という組織体
の一員として対応していくこと。
　したがって、誰と協力して対応すべきかの判断を
すること
(4) それぞれの場面の対応の仕方に正解はないという
こと。それぞれの場面に応じて粘り強く子どもに関
わっていくということが大切であるということ
⑥ 教師力養成講座のビデオ視聴
　平成２１年度から開講している教師力養成講座の
校長先生の話をビデオに撮っておき、それを５・６
人のグループで視聴させた。そうすることにより、
現在学校現場が抱えている様々な現代的な課題に対
して、学校現場では具体的にどのような問題が起き
ているのか、それに対してどのような考え方で対応
しているのか、そして、具体的にどのような対応を
しているのかについての生の話を聞かせた。その後、
自分が教師としてそのような場面に出会ったらどの
ように対応するかという自分の考えを３分間でまと
めさせ、グループで話し合わせた。これらの指導を
行うことにより、現在学校現場が抱えている教育課
題やこれからの教育を進めていく上で大切にしなけ
ればならないことなどについての自分なりの考えや
対応方法を身につけさせるようにした。
　以上のような指導意図をもって、それぞれについ
て指導してきた。
Ⅲ　教員採用試験の合否と教職相談室の利用回数
　教職相談室を利用した学生とそうでない学生の教
員採用試験における合否の結果について比較する。
１　分析の対象
① 分析対象者及び期間
　本年度の教育学部及び教育学研究科の卒業予定者
４６２名（学部生３１５名、大学院生９５名、養護教
諭特別別科４０名、特別支援教育専攻１２名）の内で
は、休学・留学・９月卒業・現職教員の学生５６名
と平成２３年度教員採用試験合格者９名と受験した
かどうか分からない学生及び結果について報告がな
かった１４１名を除いた２５６名。それと、大学院
１年生で受験した１１名、他学部で受験した１９名、
既に卒業していて今年度受験した７名の合計２９３
名を分析の対象とした。
　教職相談室の利用回数については、平成２３年４
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月１日から平成２３年１１月３０日までの期間を分
析の対象とした。
② 分類
　２９３名の内、教員採用試験に最終的に合格した
１６２名を「２次合格」群、１次試験に合格したが
２次以降の試験には合格しなかった５２名を「１次合
格」群、１次試験に合格しなかった７９名を「不合格」
群と分類した。なお、複数の地域で受験した学生に
ついては、最も結果の良かったものをその学生の最
終結果として採用した。各群に分類された学生の教
職相談室の利用回数を示したものが表４及び図４で
ある。
表 4 教員採用試験の合否と教職相談室の利用回数等
２　教員採用試験の合否と利用回数
　一人あたりの教職相談室の平均利用回数は、２次
合格群は 11.48 回、１次合格群は 7.31 回、不合格群
は 4.14 回、全体で 8.76 回であった。昨年度と比較す
ると、２次合格群は 5.08 回の減少、１次合格群も 2.05
回の減少、不合格群は 0.11 回の上昇であった。不合
格群は少しの上昇であるが、２次合格群と１次合格群
は大きく減少している。これは、４月から８月まで
の教職相談室の利用者が最も多い時期、相談室を利
用したくても利用できない学生が、自分たちでグルー
プをつくって空いた教室などを使って練習したため
であると思われる。
　本年度の各群の利用回数を比較すると、２次合格
群と１次合格群では約 1.6 倍の差があり、１次合格群
と不合格群では約 1.8 倍の差があり、２次合格群と不
合格群では約 2.8 倍の差があった。
　利用回数ごとの人数をみると、不合格群では 1 ～ 5
回が最も多く全体の 45.6％であり、0 回と 1 ～ 5 回
の利用者が全体の 74.7％であった。１次合格群でも 1
～ 5 回が最も多く全体の 28..8％であり、0 回と 1 ～
5回の利用者が全体の53.8％であった。このことから、
２次合格に至らなかった学生は、２次合格群の学生
に比べて教職相談室の利用回数が少なかったといえ
図 4 教職相談室の利用回数と教員採用試験の合否
る。また、２次合格群とそれ以外の群では、11 回以
上の利用者に違いが見られた。２次合格群では、11
回以上の利用者が 75 人 (45.6％ ) であるのに対して、
１次合格群では 11 人 (21.2％ )、不合格群では 7 人
(8.8％ ) であった。このことから、今後、教職相談室
の利用を５回以下にするのではなく、できるだけ６
回以上にすることを学生に勧めるとともに、１１回
以上利用すると合格率が大きく上昇することも伝え
ていきたい。
Ⅳ　今後の展望と課題
　平成２２年度の教職相談室ののべ利用人数が
４５９３人であった。昨年度を８８１人上回ってい
る。また、他学部学生の利用者も１６７人であった。
このように多くの学生が利用してくれるようになっ
たことは大変ありがたいことである。これは、各講座
の教員が相談室の利用を勧めてくださったことや学
生の口コミで相談室の認知度が上がったことによる
ものと思われる。しかし、平成２３年度の４月１日
から１１月３０日までの延べ利用人数は２８４９人
であり、平成２２年度を８６３人下回っている。こ
れは、教職相談室の利用が最も多い４月から８月ま
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での時期に、相談室を利用したくても利用できない
学生が他の空き教室などを利用してグループで集団
討論や模擬授業などの練習をしたり、お互いの論作
文を読み合って気のついたことを教え合ったりする
ようになってきているためであると思われる。教職
相談室を利用したいという学生のニーズに応えるた
めに、これまでも水曜日の午後にも部屋を明けたり
して開室時間を延長して対応してきたが、これから
もできるだけの方策を探りながら学生のニーズに応
えていきたいと考えている。
　本年度の教育学部と教育学研究科の卒業予定者
４６２人の内、休学・留学・９月卒業・現職教員・
未受験者の１５３人を除く３０３人の中で、教職相
談室を利用した学生は２２７人（73.5％）であり、１
回も利用していない学生は８２人（26.5％）であった。
前年度と比較すると、利用した学生の人数は１８人
減少したが、割合は 7.8％上昇している。１回も利用
していない学生の人数は４６人減少し、割合も 7.8％
減少している。教員採用試験を受験しようと思ってい
る学生の 73.5％が教職相談室に行ってみようと思っ
てくれていることはありがたいことである。
　教職相談室に初めて来た学生の多くが、「教職相談
室のドアをノックするのに勇気がいる」と語る。で
きるだけ多くの学生に来てもらいたいと思っている
私たちとしては意外であり驚きであったが、学生と
しては、「校長を退職した大先輩の助言を得に行くの
はなかなか行きづらい」と感じているのが現実のよ
うである。そこで、１２月に開催される２年生や３
年生を対象とした教職ガイダンスや年度当初に開催
されるオリエンテーションの場で、学生が気楽に相
談に来れるような働きかけを心掛けたいと考えてい
る。また、一度相談に来た学生に、「また来たい」「今
度は友達も誘って来よう」と思ってもらえるような
支援も心掛けたいと考えている。更に、教職相談室
の指導は論作文の指導から始めるが、自分の考えを
まだ十分には持っていない学生にとって様々な教育
課題に対して論文を書くということは大きな困難を
ともなうものである。この段階で挫折してしまう学
生が多くいるのも現実である。そこで、論作文を持っ
てきた学生に対して、よいところをしっかりと認め
るとともに、このように書くと更によくなるという
ことを具体的に示して、学生が、「なるほど、このよ
うに書くと更によくなるのか」「論文だけでなく、面
接でもこのように答えるとよいのか」「このようなこ
とが書けるようになるためにはボランティアの経験
が必要だな」「次のテーマでまた書いてみよう」と意
欲を持って論作文に取り組むことができるような指
導に心掛けていきたいと考えている。
　利用回数ごとの教採合否結果を示したものが表５
である。教員採用試験合格者の相談室平均利用回数は
8.76 回であるが、利用回数ごとの合格者数と不合格
者数を比較してみると、利用回数が 0 ～ 9 回では概
ね不合格者が合格者を上回っているが、10 回以上で
は合格者が不合格者を上回っている。13 回以上では、
81％が２次合格し、13％が１次合格している。今後
もまずは、論作文の指導やＤＶＤの視聴で 10 回以上
の利用を働きかけていきたい。それを４月まで続け、
表 5　教職相談室の利用回数と教採合否結果
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５月の連休明けから集団討論や面接などの指導を行
い、試験実施日までに 13 回以上の利用を実現するよ
うに働きかけていきたい。
　９月は年間を通して一番利用者の少ない時期であ
るが、１０月に入ると利用者が倍増する。これは、教
育実習前後の３年生が教員採用試験に向けての準備
のために来室するようになるためである。このよう
な学生に対して、
(1) 毎日リズムを決めて筆記試験に向けて勉強するこ
と
(2) 学校支援ボランテイアをすること
(3) 週１回ぐらいのペースで論作文を書くこと
の３点について指導している。特に論作文は、採用
試験での有無にかかわらずこの時期から書くことを
勧めている。それは、自分なりの教育観や教師観を
形成する上で有効であるとともに、集団討論や面接
などの対策としても生きて働く力となるからである。
さらに、教師としての実践力や自覚も身につくから
である。利用回数が０～９回ぐらいの学生に対して、
教師力養成講座のＤＶＤ視聴も織り交ぜながら、「相
談室に来て良かった」「また来よう」「今度来るとき
は仲間を連れてこよう」と思ってもらえるような指
導や対応を今後もしていきたいと考えている。
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NetCommons を活用した全学教職課程を支えるウェブサイトの構築
―岡山大学の教職情報ポータルサイトを目指して―
佐藤　大介※ 1　山根　文男※ 2　髙塚　成信※ 3　加賀　勝※ 4
要旨：岡山大学教師教育開発センターでは、ウェブサイトを活用した全学教職課程を支える学生サービスの提
供を開始するため、新たなウェブサイトを構築した。まず、想定される利用者を明らかにし、全体のページ構
成について検討し、そこから必要となる機能を導き出した。そこで、国立情報学研究所が開発した Contents 
Management System（CMS）「NetCommons」を導入し、必要なカスタマイズを行った。また、NetCommons
をインストールするサーバーについては、岡山大学情報統括センターが提供する「クラウドホスティングサービ
ス」を活用して、アクセス制限や統合認証等にも対応した。ウェブサイト構築後は、まず教職員向けの機能理解・
利用促進を図る取組を展開した。
キーワード：NetCommons、ウェブサイト、CMS、全学教職課程、教職情報ポータルサイト
※ 1 佐藤大介（岡山大学教師教育開発センター）
※ 2 山根文男（岡山大学教師教育開発センター）
※ 3 髙塚成信（岡山大学大学院教育学研究科）
※ 4 加賀勝（岡山大学大学院教育学研究科・岡山大学教師教育開発センター）
Ⅰ．はじめに
　岡山大学教師教育開発センター（以下、「当セン
ター」）が平成 22 年 4 月に創設されて以降、全学的
な教師教育組織として大きな役割を担っている。組
織としては（１）教師教育開発部門、（２）教職コラ
ボレーション部門、（３）教職支援部門、（４）理数
系教員養成事業部門の 4 部門があり、個々の部門が
特色ある多様な活動に取り組んでいる。また、平成
21 年度大学教育・学生支援推進事業【テーマ A】（大
学教育推進プログラム）「総合大学が担う特色ある教
員養成の質保証」の取組や、平成 23 年度からの特別
経費プロジェクト「高度な専門職業人の養成や専門
教育機能の充実」のための取り組みとして「教員の
資質向上に寄与する『大学と学校・教育委員会の協働』
の実現―学校教育改善との連動で教員養成教育を進
化させる―」（以下、「先進的教員養成プロジェクト」）
に実施主体として協働するなど、さらに拡充した事
業展開を進めている。
　こうした多岐におよぶ活動内容や事業取組、そし
てそれらに関する最新のニュース・話題を適切に整
理し「即時的に」かつ「広く」一般・関係者に対し
て情報公開をすることは当センターに求められる重
要な任務であり課題であった。
　そこで、平成 23 年 9 月より当センターのウェブサ
イトに国立情報学研究所が次世代情報共有基盤シス
テムとして開発した Contents Management System
（CMS：コンテンツ管理システム）「NetCommons」
を導入し、ウェブサイトを一新した。本論では、
NetCommons を活用したウェブサイト構築までのプ
ロセスについて詳述し、全学教職課程を支えるウェ
ブサイトの運用開始時の取組内容について述べる。
Ⅱ．ウェブサイトリニューアルの背景
　創設以降、当センターでは事業内容等の積極的な
広報活動に取り組んでおり、パンフレットやウェブ
サイトを作成し広く情報発信に努めてきた。しかし
ながら、パンフレットは当センターの事業内容を概
観するための資料であり、日々拡充している当セン
ターの様々な取組を十分に広報できているとは言え
なかった。またウェブサイトでは、更新頻度や掲載
内容は決して十分ではなく、ウェブサイトで更新さ
れる情報も報告冊子のお知らせや、学生対象のコン
テンツとしてはイベント案内が中心であり、教職課
程を履修する全学生に対する支援としてウェブサイ
【実践報告】
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トを十分に活用できていなかった。さらに、ホームペー
ジ作成ソフトで作成されており、Web プログラミン
グ言語やホームページ作成のノウハウについて理解の
ある職員のみがサイト管理者として編集・更新作業を
行うことができ、情報更新業務の負担がその職員に集
中する可能性は高く、こうした状況はいずれサイト管
理者が不在になった段階でウェブサイトの継続運用が
困難になる場合が多い。
　こうした状況を改善するため、岡山大学において教
職課程を履修している全学生にウェブサイトを通じた
新たなサービス・サポートの提供が可能な環境を整備
する必要があった。また、ホームページ作成について
専門的な知識を持たない教職員がいつでもどこでも継
続して情報発信者となれることで、最新の情報を常に
提供できる体制を整備し、ウェブサイトの管理・運営
も円滑に進められる環境を構築する必要があった。
Ⅲ．全学教職課程を支えるウェブサイト構築に向けた
　　企画
１．ウェブサイト構築の目的
　当センターは全学的な組織であることから、当セン
ターの主たるステークホルダーである教育委員会や学
校関係者、学生や将来教員を志す高校生、またその保
護者を対象に、当センターの取組や教職に関する情報
を随時広報・発信していくことで、事業のさらなる発
展と深化を図り、地域教育とのつながりを強化するこ
とができ、学生の教職支援活動の向上につなげていく
ことを主な目的とする。
　さらに、ウェブサイトを通じた教職課程履修学生に
対する一層の充実したサービス・サポートを提供し、
岡山大学の「教職情報ポータルサイト」の構築を目指
す。
２．ウェブサイトの利用者
　ウェブサイト利用者としては、以下を主たる対象と
想定している。
３．ウェブサイトのページ構成
　ウェブサイトのページ構成は当センター教職員か
らの要望を集約し、まずは以下のページ構成とする。
★印は、更新の度にトップページの新着情報等でリ
ンクを一覧にヘッドライン表示する。
　一般公開ページでは、当センターのコンテンツとは
独立した形で、「岡山 CST 養成プログラム」「先進的
教員養成プロジェクト」「ユネスコスクール支援大学
間ネットワーク」のページをそれぞれ構築する。会
員専用ページでは、専用の ID およびパスワードでロ
グインすることで閲覧できるページを構築する。岡
山大学学生向けのサービスやサポートの他、教職員
間で情報を共有するページも設ける。具体的には当
センターが管理している東山ブランチの施設管理情
報を担当者間で共有したり、またウェブサイト管理
についてもサイト上で管理状況などを把握できるよ
うにすることで、継続したウェブサイト運営ができ
る体制を整備していく。この会員専用ページでのサー
ビスを総称して「CTED ポータル」とする。
　また訪問者別（「はじめての方」、「在学生の方」、
「CST 生の方」、「学校関係・教育委員会の方」、「教職
員専用」）メニューをそれぞれ設け、訪問者別に関連
するページを一覧で表示しナビゲートする。
　各ページの掲載内容については、当センターパン
フレットと整合性を取りながら、既存の文章や写真
をまずは各ページに流し込み、その後各担当部門に
て確認を行いながら、加筆・修正・削除、必要に応
じてページの追加等を行う。
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４．ウェブサイトに求められる機能
　当センターウェブサイト構築にあたり、具体的に求
められる機能として以下が考えられる。
・ユーザー管理機能
・ブログ・掲示板機能
・カレンダー／スケジュール管理機能
・ファイルアップロード機能
・ファイル（文書、写真等）共有機能
・動画配信／共有機能
・ヘッドライン／ RSS 表示機能
・施設管理／予約機能
・フォーム登録／送信機能
・携帯電話対応機能
　上述の他、今後要望等に応じてアンケート集計や簡
易的な Learning Management System（LMS：学習
管理システム）も必要になってくると考えられる。
Ⅳ．CMS について
１．CMS 導入・選定の経緯
　Ⅲ．に示した企画をウェブサイトで実現させるため
には、HTML や CSS、JavaScript や PHP、データベー
スといった Web プログラミング言語を組み合わせる
ことで可能となる。しかしながら、こうしたプログラ
ミングを行うには膨大な時間と費用が必要であり、ま
た誰でも簡単に情報更新を行ったり、会員専用サイト
を構築したりするためにはセキュリティにも十分配慮
する必要がある。そこで、こうしたウェブサイトを簡
単に構築できるシステムとして、CMS を導入するこ
ととした。
　CMS 選 定 に あ た っ て は、XOOPS や Movable 
Type、WordPress などのオープンソース型の CMS
を検討し、その中で当センターでは国立情報学研究
所が開発した NetCommons を採用した。採用の理
由としては、次に掲げる新井（2009、2010）による
NetCommons の代表的なメリットを参考にした。
・モジュール探しの時間が不要であるため、すぐに
　使い始めることができる
・セキュリティレベルを保つことができる
・統一された操作性によって誰もが簡単に使うこと
　ができる
・統一感のあるサイトを作成できる
・日本語での情報が豊富である
・リリースしている主体が明らかなため、情報が入
　手しやすく安心感がある
・携帯電話への自動対応
　CMS が日本製であることや開発しているのが国立
機関であることは安心かつ信頼して使用でき、Ⅲ．４．
で述べた機能についてもモジュールがすべてパッケー
ジ化されている点も大きなメリットであると考えられ
る。
　また、NetCommons は 2,000 以上の学校で導入さ
れている（新井、2011）。将来学校現場で教壇に立つ
学生たちが、当センターウェブサイトの一会員として
学生の間に NetCommons のシステムにふれておくこ
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とは、当センターの任務である教師教育の一環である
と考えられる。
　以上のような理由から、NetCommons を当センター
ウェブサイトの CMS として選定した。
２．NetCommons のカスタマイズ
　NetCommons を含むいずれの CMS も、対応した
サーバーにインストールすることですぐに利用でき
る。しかしサイトデザインを岡山大学公式ホームペー
ジ（http://www.okayama-u.ac.jp/）と統一感を持たせ、
また当センターの目的に適った仕様でのモジュールの
微調整を行うため、ソースファイル（php ファイルや
ini ファイル等）を編集し、新井（2010）を参考に以
下のようなカスタマイズを行った。なお、今回のバー
ジョンは NetCommons 2.3.2.0 である。
①会員情報・ログインの調整
・会員情報の項目名を変更
●「ログイン」モジュール
・AD 認証方式から一般 LDAP 認証方式へ変更
・LDAP 認証設定画面の入力許可文字を追加
・携帯版ログインおよびパソコン版ログイン画
　面の「パスワード紛失」メッセージを非表示
　に設定
　岡山大学情報統括センターが提供する統合認証基
盤システムを活用したログイン認証ができるよう、
LDAP 認証のための設定を行った。パスワードに関
しては、統合認証基盤システムに登録されているパス
ワードを用いるため、システム ID（岡大 ID）を持つ
ユーザーは NetCommons 独自のパスワードを使用し
ないよう設定した。また、会員情報の項目名も統合認
証基盤システムと同様の項目名に変更した。
②アップロードファイルサイズの増強
・全モジュールのアップロードファイルサイズを
2MB から 256MB に変更
・タイムアウト警告を 120 秒に変更
●「キャビネット」モジュール
・「キャビネット」モジュールのアップロード
　サイズを無制限に変更（ただし、CMS 全体
　のアップロードファイルサイズが上限となる
　ため、256MB が最大）
●「動画配信」モジュール
・「動画配信」モジュールのアップロードサイ
　ズ制限を 256MB に変更
　授業ビデオや活動記録の動画ファイル、会議資料や
写真等など容量の大きいファイルの共有に対応できる
よう設定した。
③デザインレイアウトの調整
・文字サイズ変更ボタン「大」「中」「小」を追加
・オリジナル背景、ヘッダー、フッター、メニュー
　バー、バナー画像等を作成し適用
・スタイルやテーマのカテゴリー定義を追加
・全体に表示されるフォントの種類を変更
・ファビコン（favicon.ico）を変更
・携帯用ロゴ画像（logo.jpg）を変更
・チェック時エラーメッセージの変更
●「キャビネット」モジュール
・ファイル名の幅を 410px に変更
●「カレンダー」モジュール
・スケジュール別カレンダー表示幅を時間指定
　予定タイトル 400px、終日予定タイトル 490px、
　ユーザー名 300px に各幅を変更
・月表示（縮小時）のフッターを非表示に設定
・詳細表示時に更新日を非表示に設定
・月表示（縮小時）の日にち詳細を非表示に設
　定
●「ログイン」モジュール
・ログインボタンの配色変更を文字サイズ変更
　ボタンと同色に指定
●「動画配信」モジュール
・文字表示行間を 15px に変更
●「フォトアルバム」モジュール
・画像の枠線を削除
・投稿日時を非表示に設定
●「新着情報」モジュール
・RSS 画像（rss.gif）を変更
・日本語の年月日時分表示を「01/01 01:01」型
　を「2011 年 01 月 01 日」型に変更
　ウェブサイト全体のデザインにあった画像や独自
ヘッダー・フッター等を作成し、それらと統一感を持
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たせるよう、幅や行間、また画像等の設定を行った。
また、ウェブサイト閲覧者側で不要となるデフォルト
では表示されている情報を非表示にするよう設定し
た。このカスタマイズにより教職員は過去の記事の更
新時期を配慮する必要がなくなり、閲覧者もサイト利
用時に操作上の戸惑いを軽減させ、見やすさを向上さ
せることができると考えられる。
④ WYSIWYG エディタの絵文字の追加
・WYSIWYG エディタの絵文字を追加
　NetCommons の編集画面で用いられる WYSIWYG
エディタで使用できる絵文字を追加し、日誌や掲示板
等において活用できるようにした。
Ⅴ．サーバーについて
１．サーバー環境
　ウェブサイトを構築するにあたり、サーバーを新た
に導入する必要があった。NetCommons で要求され
るサーバー環境は以下の通りである
（「NetCommons2 公式サイト」より一部抜粋）。
１）サーバーソフトウェア
Web サーバー：Apache 1.3 もしくは 2 以降
PHP：PHP 4.3.9 以降
データベース：MySQL 4.1 以降
OS：Linux, Windows Server
２）ハードウェア
CPU：Pentium4 2.8GHz 以上
メモリ：1GByte 以上
HDD：30GByte 以上
２．クラウドホスティングサービスの活用
　これまで当センターのウェブサイトを運用していた
サーバーではⅤ．１．のサーバー環境を満たしておら
ず、新たにサーバーを導入する必要があった。
　サーバーの導入にあたっては、（１）サーバーを新
規に購入して独自にセットアップ作業から保守管理を
行う方法と（２）レンタルサーバーを契約して導入す
る方法が考えられた。独自のサーバー設置では、費用
や人員等が必要であり、また、レンタルサーバーでは
動画配信やファイル共有をすることから容量制限や機
能制限の問題が懸念された。そこで、情報統括センター
が平成 23年度より提供を開始した「クラウドホスティ
ングサービス」では、こうした問題点を克服でき、ま
た学内サービスであるため安心して使用できることか
ら、活用を決定し利用申請を行った。
　この「クラウドホスティングサービス」では、24
時間 365 日の無停止運用が可能であり、サーバーや
OS の管理が不要である上、サーバーにはセキュリ
ティ対策も講じられている。また、NetCommons を
運用し、当センターのウェブサイト運用に必要なハー
ドウェア環境としてCPUを除いて備えられていた（他
のスペックから CPU の若干の不足は特段の問題では
ないと考えられる）。
CPU：2.66GHz
メモリ：4GByte
HDD：400GByte 以上
OS：CentOS 5.6
　また、情報統括センターでは「クラウド運用支援
サービス」を提供しており、技術的なサポートや
NetCommons を動作させる上で最低限必要な環境を
立ち上げ段階で提供してもらえる。運用後のクラウド
上のサーバー監視やトラブル調査についても情報統括
センターの支援が得られるため、当センターの負担も
軽減された。
　この「クラウドホスティングサービス」の利用と同
時に、サブドメインの申請を情報統括センターに行い、
「cted.okayama-u.ac.jp」のドメインを新たに取得し
た。そのためウェブサイトの公開後は、旧ウェブサイ
トに新たなリンク先として取得したドメイン URL を
掲載し、また自動的にジャンプするよう設定を行った。
３．サーバーの設定
　NetCommons のカスタマイズや当センターの仕様
に合わせてサーバーの設定を一部変更する必要があっ
た。そのため、以下のような設定を行った。
①学内限定情報へのアクセス制限
　ウェブサイトの情報の一部には、学外関係者に対し
て関係のない情報も含まれており、以下のようなペー
ジについては学内関係者のみに限定的に閲覧許可を与
える設定を行うと同時に、.htaccess を有効化した。
＜学内限定情報の例＞
・東山ブランチ施設管理
・東山ブランチ施設利用申込フォーム
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・授業ビデオライブラリー
・教師力養成講座ビデオ
・ウェブサイト運営管理
② LDAP 認証に係る設定
　岡山大学の統合認証基盤システムを用いたログイン
認証ができるように、LDAP 認証に必要となるサー
バーサイドの設定を行った。また、同時に SSL サー
バー証明書を取得し、サーバーに設置するとともに、
443 ポートへの接続を許容した。
③「動画配信」モジュールに必要なソフトウェアのイ
　ンストール
　NetCommons の「動画配信」モジュールは拡張モ
ジュールであり、別途導入が必要なソフトウェアとし
て、（１）ffmpeg、（２）ffmpeg-php、（３）PHP GD 
library がサーバーサイドに必要であるため、そのイ
ンストール作業を行った。
④ NetCommons のカスタマイズに伴う変更
　NetCommons のカスタマイズにおける「アップロー
ドファイルサイズの増強」の修正に合わせて、PHP
最大メモリ、POST データ量、アップロード最大容量
をそれぞれ変更した。また NetCommons のセキュリ
ティガイドに表示されている「register_globals」お
よび「allow_url_fopen」の 2 つの項目においても推
奨値に設定した。
⑤「Apache 2 Test Page」の非表示
　取得ドメインにアクセスすると公開ディレクトリに
index ファイルが存在しない場合デフォルトで表示さ
れる「Apache 2 Test Page」を非表示に設定した。
４．NetCommons のインストールと初期設定
　NetCommons のカスタマイズおよびサーバーの
設定が完了した段階で、サーバーに NetCommons 
2.3.2.0 の圧縮ファイル（.tar.gz）をアップロードし、
インストール作業を行った。また、データベースへ
のアクセスは phpMyAdmin を利用しており、データ
ベースの初期設定として、NetCommons カスタマイ
ズ時のテンプレートを適応させるよう値を変更した。
その後コントロールパネルから「システム管理」「会
員管理」「個人情報管理」「権限管理」「セキュリティ
管理」の各メニューより必要な設定を行った。
５．システムの監視および管理
　実運用に際しシステムの監視および管理は重要な業
務である。クラウド上にあるサーバー本体のハード
ウェア監視については、情報統括センターで管理して
もらっているため、当センターで管理が必要となる
のは CMS を含むサーバーにインストールしたソフト
ウェアに関する部分である。そこで、NetCommons
の管理者マニュアルを参考にしながら、以下のような
点検項目を設けてシステムの監視および管理にあたっ
ている。
・サイト全体の更新情報の確認
不適切な書き込みや権限のない会員が書き込んで
いないかなどを監視する。
・サイト全体のバックアップ
サーバー故障時などの対応としてバックアップ
ファイルを別の記憶媒体に保存し、他者が情報を読
み取ることができないようパスワードを設定した
上で、厳重保管する。
・セキュリティ管理のチェック
セキュリティ管理の「ログ一覧表示」等を定期的に
チェックし、悪意あるアクセスに対して拒否設定な
どの処理を行う。
・管理者パスワードの変更
最低 8 文字以上の英数記号のランダムな並びで定
期的にパスワードを変更し、不正な管理者アクセス
を防ぐ。
・不要ファイルのクリーンアップ
すべてのモジュールで不要となったファイルの削
除を行い、不必要にファイルをサーバー上に残さな
いようにする。
・データベースの最適化
全てのデータベーステーブルを最適化し、不必要な
情報をデータベース上に残さないようにする。
・ソフトウェアのアップデート
常にソフトウェアを最新の状態に維持する。その
際、NetCommons についてはカスタマイズ内容に
影響が出ないようファイルの確認を必ず行う。
Ⅵ．ウェブサイト構築後の取組と成果
　ウェブサイト構築後の取組としては、まず CMS 活
用者であり情報発信者となる教職員を対象としたウェ
ブサイトの機能理解・利用促進を図るための取り組み
を中心に行った。
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①ウェブサイト説明会の実施
　平成 23 年 9 月に岡山大学公式ホームページからの
リンクが正式に認められ、新しいウェブサイトの本格
運用が始まった。そこで、まずは当センターに関係す
る教職員を対象に NetCommons の特徴やモジュール
機能について理解してもらうため、平成 23 年 9 月 29
日に操作説明会を実施した。当サイトで利用する主な
機能、サイト構成・ルームの種類、権限の種類、基本
操作、登録情報の変更方法、モジュールの使い方など
について、パソコンルームにおいてデモコンテンツを
使用しながら、実際に操作を体験してもらった。これ
により、ウェブサイトの活用方法などについて教職員
に理解してもらうことができた。
②積極的な情報発信
　NetCommons の導入により、どの教職員でも簡単
にウェブサイト上で情報発信が可能となった。ウェブ
サイトへの情報掲載については当センターの各部門で
協議し、部門長の了承の下、行っている。これにより、
今まで以上に様々な情報が即時的に更新されるように
なり、更新の頻度も増加したため、多岐におよぶ当セ
ンターの取り組みを広報できるようになった。
③教職員間の情報共有ページの作成
　NetCommons は CMS 機能だけではなく、グルー
プウェアとしても活用できることから、CTED ポー
タル内に当センター教職員専用ページを作成した。
　当センターでは、専門業務型裁量労働制の教員や勤
務時間が異なる職員が勤務しており、研究室等への在
室状況などが分かりにくい状態であった。また、当セ
ンターの規程やロゴマーク、委員会等の資料や記録写
真等については、当センター事務室が管理しており、
必要な場合は職員に確認して入手する必要があった。
本システムを活用してこうした問題点を改善できるよ
う、まずは「カレンダー」と「キャビネット」モジュー
ルを活用して個人スケジュール管理や委員会資料の
アップロードなど情報の共有を開始した。操作に慣れ
た段階で、当センター関係教職員にメール一斉送信が
可能な「掲示板」モジュールを設置し、全体への連絡
事項についてはウェブサイト上で行うようになった。
　また、東山ブランチの施設管理に関する情報やウェ
ブサイトの運営管理に関する情報についても随時共同
で更新しており、担当者間における情報の共有化が
ウェブサイトを通じて図られている。
④当センター所属教員の個人ウェブサイト開設
　当センター教員が個人的にウェブサイトの開設を希
望する場合、ホームページ作成について詳しくない場
合でも、NetCommons を使用して開設できるよう、
その支援を提供している。個人ウェブサイトのデザイ
ンについては、当センターのデザインと同様のものと
なり、統一感を持たせることができる。平成 24 年 1
月 10 日現在で教員からの希望はまだ出ていないが、
今後 NetCommons の活用を進める中で、必要に応じ
て対応する。
Ⅶ．今後の課題
　平成 23 年 9 月よりウェブサイトの本格運用が始ま
り、学生および教職員向けのサービスとして CTED
ポータル内で様々なコンテンツの提供を 11 月より開
始した。しかしながら、教職課程履修学生にとってど
のようなコンテンツが求められているのか、教職情報
として配信する内容はどういったものが必要不可欠で
あるかなど、教職員が一丸となってコンテンツを検
討・整理していく必要がある。今後全学教職課程を支
えるために必要なコンテンツをより充実させていくた
めに、学生をはじめとする利用者に対して十分なニー
ズ調査・分析も行っていく必要があると考えている。
　また、NetCommons で提供される様々なモジュー
ルを用いて、全学教職課程を支えることができるウェ
ブサイトの新たな活用方法についても検討していかな
いといけない。そのためにも、利用規約等を整備し、
情報提供者・閲覧者・ウェブサイト管理者の三者が相
互に安心して利用できる体制を作っていくことも今後
の重要な課題である。
Ⅷ．おわりに
　NetCommons を活用したウェブサイトの構築によ
り、全学組織として教職課程を履修するすべての学生
に対するサービス・サポートの提供が可能な環境が整
備された。学内掲示板等による学生の自発的な情報収
集だけではなく、情報化が進む中でメール受信等によ
る自然的な情報収集も学生にとっては重要なツールと
なっている。学生の要望やニーズなども把握しながら、
学生に真に必要な教職情報を提供し、教師への夢をナ
ビゲートできる「教職情報ポータルサイト」を目指し
て、さらなる活用を進め、コンテンツを充実させてい
きたい。
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　　The Center for Teacher Education and Development, Okayama University, constructed a new 
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Also, “Cloud Hosting Service” the Center for Information Technology and Management, Okayama 
University, provides was applied as a server to install NetCommons.  Access restriction and 
integrated authentiﬁcation were set up on this server.  After the website started working, ﬁrst, 
several efforts was made to understand functions and advantages of NetCommons toward staffs.
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ハワイ大学マノア校における障害学生支援の実際
－ KOKUA プログラムの取り組みを通して－
吉利　宗久※ 1
要旨：近年，わが国においても大学教育における障害学生支援のあり方が注目されつつある。しかしながら，多
くの大学は実態把握に着手したばかりであり，実践的な支援システムの構築は今後の課題となっている。そこで，
本稿では，州立ハワイ大学マノア校（学生数約２万人）における障害学生支援の取り組み（KOKUA プログラム）
に着目し，インタビュー調査を中心にその実際について報告した。KOKUA プログラムは，半世紀近くの歴史を
持つ学内の独立した学生支援機関であり，専任職員の配置による組織的な体制が組まれている。KOKUA プログ
ラムの利用者は全学生の約 3.2% に上ると推計されており，アシスティブ・テクノロジーを活用した多様な支援
が展開されていた。一方，発達障害学生に対する支援方法の構築や，プライバシーの保護を前提とした支援の限
界といった課題も残されていた。今後，手続きや内容など各大学の実態に応じた支援システムを早急に検討して
いく必要があろう。
キーワード：障害学生，高等教育，支援システム，合理的配慮，アシスティブ・テクノロジー
※ 1 吉利　宗久（岡山大学）
Ⅰ．はじめに
　近年，ノーマライゼーションの浸透とともに，障害
のある人々の社会参加が推進されてきた。とりわけ，
国連は 2006年 12月に「障害者権利条約」（Convention 
on the Rights of Persons with Disabilities）を採択し，
その第 24 条項においてインクルーシブ教育を推進し
つつ，高等教育機関における継続的教育の必要性を
求めている。障害のある人々に対する高等教育の保
障と充実が国際的な課題として位置づけられている
のである。
　わが国においても，1960 年代以降になって，先駆
的な私立大学を中心に，障害学生支援の取り組みが
散見されはじめてきた（福岡教育大 , 2002）。そして
2005（平成 17）年度からは，日本学生支援機構が「大
学 ･ 短期大学 ･ 高等専門学校における障害のある学
生の修学支援に関する実態調査」を実施し，実態の
把握を進めている。その結果，2010（平成 22）年度
には障害学生数（8,810 人）および在籍学校数（720 校）
はいずれも過去最高となった。しかしながら，全学
生に占める障害学生の割合は，0.27% にとどまり，
そのうち実際に支援を受けた学生の割合は 59.6% で
あった。
　一方，アメリカ合衆国では，1973 年リハビリテー
ション法 504 条項（Section 504 of the Rehabilita-
tion Act of 1973, P.L. 93-112）１），1990 年障害のあ
るアメリカ人法（Americans with Disabilities Act of 
1990, P.L. 103-336）2）といった法的支援のもと，高
等教育機関における障害学生に対する教育機会が確
保 さ れ て き た（Stodden, et al, 2006）。National 
Center for Education Statistics（2010） に よ れ ば，
2007-08 年度にアメリカ合衆国の学士課程（Under-
graduate）在籍した 20,928,000 人のうち障害学生３）
は 2,266,000 人と全体の約 10.8% であった。同様に，
大 学 院 お よ び 第 一 専 門 職（Graduate and ﬁrst-
professional）４）の在籍者 3,456,000 人における障害
学生も 261,000 人（約 7.6%）に上っている。すなわち，
わが国よりも数量的にみて，かなり大規模な支援を
展開していることが分かる。
　今後，よりいっそう障害学生支援のための制度的・
実践的整備が求められるであろうわが国への示唆を
探るため，2011 年 7 月からの３ヶ月間にわたって
在外研究員として滞在した州立ハワイ大学マノア校
（University of Hawaii at Manoa）における障害学生
支援システム（KOKUA プログラム）の取り組みに
ついて，支援担当者に対するインタビューおよび資
料に基づいて報告する。
【研究ノート】
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Ⅱ．ハワイ大学マノア校の概要
　ハワイ大学システムは，３つの四年制大学（Manoa, 
Hiro, West Oahu），７つの二年制コミュニティー
カ レ ッ ジ（Hawaii, Honolulu, Kapiolani, Kauai, 
Leeward, Maui, Windward）の 10 キャンパスから
構成されている。各キャンパスの学生数は，全体で 6
万人以上にもなる。その中心的位置づけにあるマノ
ア校は，1907 年創立に創設された。そして，アメリ
カ全州および 100 を超える国々から 20,423 人の学生
（学士課程 14,397 人，院生 6,026 人 , 2011 年 10 月）
が在籍している。学生の性別は，男子学生 44.7%，
女子学生 55.1% である（不明 0.2%）。人種は，アジア・
太平洋諸島系（58.1%）が最も多く，白人（24.8%），
２つ以上の混血（12.4%），ヒスパニック系（2.3%），
アフリカ系（1.2%）などと多様である。各学部に所
属する教員だけでも 1,281 人（ 2011-12 会計年度，
その他各種センターなどに所属する研究者がいる）に
上り，教員数１：学生数 14 の比率である。92 の学
士課程，84 の修士課程，51 の博士課程および３つの
専門職課程を有する（University of Hawaii, 2011；
University of Hawaii at Manoa, 2011）。
Ⅲ．障害学生に対する支援の組織と対応状況
　ハワイ大学システムでは，各キャンパスごとに障害
学生支援体制を組織し，独自の支援システムを構築し
ている。ただし，ホームページで相互にリンク（http://
www.hawaii.edu/kokua/UHDSProviders.htm）を施
すなど，全体的な周知活動を展開している。
　マノア校では，KOKUA プログラムという独立し
た機関を設置し，支援にあたっている（月曜から金
曜午前 7:45 〜午後 4:30 開室）。国立大学協会（2001）
も報告しているように，KOKUA プログラムは 1966
年に開始され，①障害学生，および②英語が不自由
な者などを対象としていた。その後 1995 年に，資金
不足の影響を受け，障害学生に限定した支援に転換
したとされる。KOKUA とは，ハワイ語で「手助け
する」「協力する」という意味である。
　現在，専任職員として所長（Director），副所長（Vice 
Director）が各１人，さらにカウンセラー３人，補助
エイドの専門家（Auxiliary Aide Specialist）２人，
事務局担当（Administrative Ofﬁcer）１人の合計８
人が配属されている。さらに，60～ 70人の学生スタッ
フを有給雇用している。2010 年（Spring semester）
の概数として，全学生の約 3.2% にあたる約 650 人
の支援を行ったという。支援対象の内訳は，個人情
報への配慮から公表をしていないが，学習障害が最
も多く，注意欠陥多動性障害，精神病，心臓病など
の健康障害，視聴覚障害，車いす使用，AIDS など非
常に幅広い。従来から支援の中心的な対象とされて
きた視聴覚障害や，車いす使用者はそれぞれ５% 程
度となり，近年は自閉症，アスペルガー症候群など
を含む「目に見えにくい」障害が増加の傾向（65 〜
70%）にある。また，全体として複数の障害を有する
重複障害の学生も増えている。
　なお，表１にハワイ大学システムの中退率に関す
る近年の動向を示した。比較的に門戸が広いコミュ
ニティーカレッジにおける卒業率が低く，半数以上
が中途退学に至っている。マノア校においても，障
害に限らず，潜在的に様々な支援ニーズを有する学
生も多数入学していることが推察される。支援担当
者は，一人で多様な職種を兼務している実態もあり，
人的・財政的な課題も残されている。
Ⅳ．支援の手続き
　支援の提供に関して，最も重要な視点の一つとし
て，プライバシーの問題がある。アメリカ合衆国で
は，「プライバシーのための家庭教育権法」（Family 
Educational Right to Privacy Act, P.L. 93-380) が制
定されており，原則として学校が生徒あるいは親の
同意なく，教育記録を開示することを禁止している。
すなわち，本人は大学に自分の障害を通知しなくとも
よく，学生がどれだけどのような情報を開示するかに
より支援の提供の仕方が異なってくる。支援が必要な
学生は，オフィスに書面にて申告しなければならず，
大学側からは聞けないことになっている。そのため，
障害のある学生が潜在的に在籍している可能性は高
いという。自己申告が，支援の提供の前提にあるため，
明らかに障害が疑われる場合にも自己申告を待つこ
表１．ハワイ大学システムにおける学生中退率
出典）http://www.hawaii.edu/iro/srtk/srtkuh10_base.pdf
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とになる。
　申告の後，スタッフとの面談，書類の確認などの作
業を経て支援を受ける資格が判定されることになる。
障害のある子どもの教育的支援を規定する「障害者教
育改善法」（Individuals with Disabilities Education 
Improvement Act of 2004, IDEIA）は，高校までの
間に障害のない子どもと「同等以上」の多くのサポー
トを提供し，それによって障害のない子どもたちが与
えられないサービスを享受できるという。しかし，大
学における障害学生支援に大きな役割を果たす ADA
は，「平等な機会」を与える法であり，障害が重くとも，
障害のない人と同じ機会を与えるという主旨に基づ
いている。大学では「同等の」機会を提供されるこ
とに重きが置かれることになる。また，申告に当たっ
ては，本人からのレポートが必要で，診断が正しく
ない場合もあるという。適切な評価が求められるが，
大学では高校までとは異なって学生自身が大学に対
して申告しなければならないため，本人が評価のた
めの費用を負担することも必要となっている（おそ
らく千から 2 千ドル）。
　IDEIA に基づいて高校までの間に策定された個別
教育計画（Individualized Education Program, IEP）
を大学に引き継ぐ場合もあるが，大多数の学生が
IEP をもっていない（学業成績がよく，親も受け入
れにくい）。また，IEP の記載内容が，大学側が求め
ている内容と必ずしも合致していないことも課題と
なっている。さらに，学生の年齢が 20 代から 50 代
など広範にわたっており，診断を受けていなかった
り，十分な情報が得られないこともある。このように，
従前の教育支援システムとの相違点も多く，申請ま
でたどりつけないケースも少なくないと考えられる。
　こうした面談，書面による申請（医学的・心理学的
証明の義務）の手続きをふまえ，資格が認定される
と具体的な支援の内容が決定される。そして「同等の」
機会を与えられることになる。ただし，ここでも障
害に関する情報の外部への提供にはすべて本人の許
可が必要になる。
Ⅴ．支援の内容
　KOKUA プログラムでは，多様な支援サービスを
提供しているが，一般的には次のような取り組みが
行われている。
　まず基礎的な支援として，入学手続きの際に平等
な機会を与えられることになる。国立大学協会（2001）
にもみられるように，入学オリエンテーション時の援
助（キャンパス案内，KOKUA プログラムの紹介と
説明，授業科目履修に関する助言など）が提供される。
　さらに，履修講義の優先登録（priority registra-
tion）が可能になる。登録開始の１週間前には，出入
りに支障のない教室を選択したり，体調がよい時間
帯や通院時間を考慮した登録が許可される。良いス
ケジュールを確保し，同等な学習の機会を得ること
ができる。また，究極的には大学全体の平等の責任
と捉え，学部（授業者）との連携（faculty liaison）
を推進している。生徒の許可を得て教員に連絡調整
（支援のために何をすべきかの助言）を行い，教員か
らの疑問にも応えている。
　講義中における支援としては，個々に応じた支援
が展開される。とくに中心的な取り組みが，ノート
テーキング（note-taking）である。ノートテーキン
グは，聴覚障害あるいは肢体不自由の学生に限らず，
スペリングの苦手な学習障害，集中力に困難のある注
意欠陥多動性障害の学生にも活用される。また，視
覚障害のある学生には e-mail を使用し，ノートを音
声化する取り組みも図られている。担当学生は，ノー
トテーキングの開始前には必ずトレーニングを受け，
どのようにすればうまくノートをとれるのか，わか
りやすいのかなどを確認することにより，有意義な
活動につなげている。さらに，一度その講義を受講し，
単位取得した学生をノートテーカーとして雇用する
ことも有効とされる。
　また，単位修得が困難な場合の合理的配慮として，
学習活動の代替措置がある。たとえば，マノア校では，
およそ３０語に関する外国語講義が多数用意されて
おり，２年間で外国語４科目を履修する必要がある。
しかし，学習障害や脳損傷のある学生には大きな負
担であるため，日本語Ⅰ，Ⅱ，Ⅲ，Ⅳという４科目
ではなく，Ⅰだけで履修し，残りは「日本について」
など関連したコースで賄うことが許可される（言語
を文化などに置き換える）。
　そして，近年進歩している支援の分野として，テ
キストや教材の代替フォーマットの利用がある。従
来における授業のカセットプレーヤーでの録音など
に加えて，本をめくれなかったり，読むことに困難
のある学生に対して，エレクトロニックスキャンと
呼ばれる記事をスキャンして読みやすくする支援や，
音声化する取り組みも行っている。
　その他には，サインラーニング（６５ドル／時間），
字幕（９０ドル／時間・３０分以上は複数人）とい
う高い費用のかかるサービスも無償で提供している。
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　さらに，評価自体は障害のない学生と同様である
が，テスト受験時の配慮（Test taking accommoda-
tion）も実施されている。視覚障害のある学生には，
点字による出題を行い，学習障害のある学生は読解
に時間が必要であるため，1.5 倍の受験時間を確保
している。注意欠陥多動性障害の学生は，邪魔にな
る刺激を遮断し，集中しやすいように別室での受験
を支援する。回答の方法も，選択方式のテストを実
施したり，それでもマークすることが困難な場合は，
KOKUA スタッフが支援する。適切であれば，計算
機の使用を認めるケースもある。また，アメリカ合
衆国ではテーブルと椅子が一体化しているものが多
く，背中の障害などによっては座りにくい場合があ
り，特別な家具を用意することもある。
　学生への就職斡旋・試験を受ける際のサポートも
行っている。KOKUA が採用試験を行っている会社
に事前に手紙を送付し，大学にいたときのサービス
を伝えることにより，理解を深めた上で選考したり，
入社後の支援の参考に寄与するねらいがある（当然，
KOKUA による情報提供には本人の同意が必須）。ま
た，学生生活について，障害学生向けのクラブは作っ
てはいないとのことであった。それは，心理学専攻
なら心理学サークルなど障害のない学生と同じクラ
ブに参加してほしいという希望によるものだという。
これら以外にも，場合に応じて学習，学生生活に関
するサポートを提供することがある。
　ただし，スタッフはソーシャルワークの資格を有
するものの，セラピストではないため，高度で専門
的なカウンセリングやセラピー（自閉症に関するコー
チングなど）は行っていない。必要に応じて，同じ
建物内にあるカウンセリングオフィス（Counseling 
and Student Development Center）など関連機関と
の連携によって支援を展開することもある。
Ⅴ．おわりに－わが国への示唆
　アメリカ合衆国においては，強力な法的支持のも
と，障害学生の学習権を確保しようとする努力が積み
重ねられている。ハワイ大学マノア校においても，「見
えにくい障害」への対応や，大学として提供可能な
サービスの限界などいくらかの課題を抱えながらも，
障害学生を支える積極的な取り組みを展開している。
　とりわけ，今回の調査から示唆されたことは，ハー
ド面におけるアシスティブ・テクノロジー（assistive 
technology）の活用を十分に拡大していく必要性で
ある。筑波技術大学をはじめ，国内の先進的大学が，
同様の取り組みをすすめている。しかし，全国の多
くの大学では情報が十分に浸透してはいないことを
指摘できる。音声認識やハイライト機能を備えたソ
フトウェア（たとえば，JAWS, Dragon Naturally 
Speaking, Kurzweil など）の先端技術を大学教育の
場においてもより広く活用すべきであろう。
　また，ソフト面では，アメリカ合衆国と同様に自
己申告が原則とすれば，障害学生が自らの障害を正
しく理解し，支援を求めることのできる力量を培っ
ていく必要がある。そのためには，初等中等教育段
階からの障害理解，自己認識を深めていく取り組み
が不可欠なのではないだろうか。
　それらの前提には，大学の受け入れ体制の組織化
がある。受付の流れと責任体制を明確化し，誰もが
安心して学びやすい教育環境を構築していくことが
求められているのである。
【注】
１）リハビリテーション法第 504 条は，「単にその障
害を理由として，連邦政府から財政援助を受けている
プログラムや活動，あるいは行政機関や米国郵政公
社（United States Postal Service）の行うプログラ
ムや活動に関して，参加を拒まれたり，恩恵を否定
されたり，差別されたりしないものとする」（(a)）と
規定し，「プログラムや活動」として「単科大学，総
合大学またはその他の中等教育以降の教育機関，あ
るいは公共高等教育システム」を挙げている（(b)(2) 
(A)）。
２）ADA は，2008 年 9 月 25 日 に ADA Amend-
ments Act of 2008 (P.L. 110-325）となり，翌 2009
年 1 月 1 日より発効した。その第Ⅱ章において連邦
または州からの財政補助を受けている高等教育機関
（第 12131 条 (1)）および，第Ⅲ章において私立の高
等教育機関に対する障害差別禁止を規定している（第
12181 条 (7)(J)）。
３）特異性学習障害，視覚障害，難聴，聾，言語障害，
肢体不自由，あるいは健康障害の一つ以上を有する
と申告した学生である。
４）第一専門職には，カイロプロテック医学，医
学，歯学，検眼学，オステオパシー医学，薬学，足
病学， 獣医学，法学，神学（chiropractic medicine, 
medicine, dentistry, optometry, osteopathic 
medicine, pharmacy, podiatry, veterinary medicine, 
law, and theology）が含まれる。
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ドイツ－ザクセン邦－のミッテルシューレにおける生物教育の歴史的分析
－旧東ドイツの学習指導要領との比較に基づいて－
田中　賢二※ 1　小銭　彩香※ 2
要旨：ドイツ・ザクセン邦におけるミッテルシューレと東ドイツのオーベルシューレとに焦点を当て，学校教育
法，学習指導要領などを手がかりにし ,40 年間程度の隔たりがある生物教育の比較分析を行ってきた。週授業時
間数はオーベルシューレ（第 5 ～ 10 学年）からミッテルシューレに至り 1 時間減少した。例えば , オーベルシュー
レでは生物兵器 ( ベトナム戦争におけるアメリカ軍の枯葉剤散布 ) を取り上げることを求めていたが , ミッテル
シューレでは話題にもなっていないことや , 東ドイツもザクセン邦も遺伝学習はされているが , 東ドイツは遺伝
子レベルで , ザクセン邦は DNA レベルまでも学習がされていることから判断すれば , 生物教育は社会主義の建設
を標榜しなくなったことによるイデオロギーの変化と , 科学技術の発展による時代の流れによる変化に影響され
てきたことがうかがわれる。
キーワード：ザクセン邦，生物教育，歴史的分析 , 旧東ドイツ , 学習指導要領
※ 1 田中賢二（岡山大学）
※ 2 小銭彩香（岡山大学大学院）
Ⅰ．はじめに
　義務教育段階の最後，前期中等教育段階において，
日本の中学校「理科」における生物教育と異なり，ド
イツでは，既に，教科「生物」を設定し生物教育が
行われている。どのような特徴があるのであろうか。
　既に筆者ら（小銭彩香 , 田中賢二）は日本の前期中
等教育段階の生物教育については過去 50 年分の学習
指導要領に基づき歴史的分析 1）を行ってきたし , ド
イツ・ザクセン邦のミッテルシューレ（通算呼称 , 第
５～ 10 学年）における生物教育の現状分析 2）を物
理教育との比較によって明らかにしてきた。
　このザクセン邦は , 旧東ドイツ地区であり , 東西ド
イツ統一・1990 年以前と以後とでは大きな歴史的変
化を遂げている。
　1990 年以前の生物教育については ,1960 年代に焦
点を当て , 旧東ドイツの生物教育の特質を既に宮野純
次が明らかにしてきている 3）。
　引き続き歴史的分析として , 本稿の具体的な目的
は，ザクセン邦のミッテルシューレと旧東ドイツの
オーベルシューレとに焦点を当て，学校教育法，同
施行規則，学習指導要領など 4~12）を手がかりにし , 
40 年間程度の隔たりがある生物教育の比較を行うこ
とである。
　なお，このザクセン邦における初等科学教育と物
理教育の現状は，2 編の前稿 13）14）で明らかにし
ている。また，連邦構成 16 邦の一つ，ザクセン邦（邦
都ドレスデン）は，いわゆる旧東ドイツ地区，新編
入５邦の中で，最も人口・人口密度の大きな邦であり，
面積と人口とも，四国に，ほぼ相当している。同邦
の他の独立市としては，ドレスデンの他に，ケムニッ
ツ，ライプツィヒなどがある。
　本稿は，日本理科教育学会第 61 回全国大会（平成
23 年 8 月 20 日 21 日，松江市・島根大学）において，
小銭彩香（修士論文指導学生）・田中賢二が，口頭発
表した内容を，再編・加筆したものである。
　
Ⅱ．枠組み
　ドイツ民主共和国（東ドイツ）はドイツ民主共和国
憲法（第 17 条）によってすべての市民に対し , 統一
的な教育制度を保障している。一方 , ドイツ連邦共和
国においては教育の管轄権が邦にあることを，ザク
セン邦の憲法（第 103 条）によって確認できる。教
育が中央集権から地方分権に変わったことになる。
【研究論文】
─ 177 ─
ドイツ－ザクセン邦－のミッテルシューレにおける生物教育の歴史的分析
Ⅱ．１．学校制度  
　東ドイツは 10 年間一貫のオーベルシューレへの就
学義務がある。東ドイツは社会主義国であり , それが
教育にも反映していた。オーベルシューレは , それ以
後の教育と職業活動とに対して基盤として現代的な社
会主義教育的普通教育を行う。
　ザクセン邦は４６２制の学校制度，９年間の義務教
育である。ザクセン邦は , 普通教育を行う中等教育段
階の学校は２分岐し，基礎学校の最終学年，第４学年
卒業後 45％が前期後期中等教育一貫の，いわば中高
一貫教育学校，中等教育学校としてのギムナジウム（８
年制）に，55％が前期中等教育段階だけの，いわば
中学校としてのミッテルシューレ（５ないし６年制）
に進んでいる（2009/10 年度）。
Ⅱ．２．週授業時間数・学習指導要領
  東ドイツオーベルシューレ１～４学年には生物 , 物
理 , 化学 , 天文という教科はザクセン邦基礎学校１～
４学年と同様に設定されておらず , 東ドイツオーベル
シューレ（５～ 10 学年）を前期中等教育段階とみな
していく。
　表１と表２は前期中等教育段階に属する , 東ドイツ
オーベルシューレ（５～ 10 学年）とザクセン邦ミッ
テルシューレの週授業時間割表から自然科学関係の
教科についての抜粋である。
　東ドイツオーベルシューレの生物の週授業時間数
は 11 でザクセン邦ミッテルシューレの生物の週授業
時間数とは異なり , １時間多いまた , 東ドイツには天
文の時間が設けられているが , ザクセン邦にはない。
　図１は , 東ドイツオーベルシューレ（第５～ 10 学
年）の週授業時間割表とザクセン邦ミッテルシューレ
の週授業時間割表における教科を５区分（ドイツ語 /
社会科学 / 芸術 , 数学 / 自然科学 , 外国語 , 技術 / コン
ピュータ , スポーツ）に分類し割合を求め , 帯グラフ
で示したものである。
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　ドイツ語 / 社会科学 / 芸術の割合はザクセン邦のほ
うが大きく , 数学 / 自然科学と技術 / コンピュータは
東ドイツのほうが大きいことで , 違っている。
以下 , 東ドイツとザクセン邦の学習指導要領に注目し
比較を行っていく。
　表３は，東ドイツ学習指導要領・生物第５・６学年
と７―10 学年の目次と各学年の冒頭部分である。対
応してザクセン邦の場合は表４である。
　東ドイツでは，第５，６学年と第７～ 10 学年と学
習指導要領が２冊に分かれているが , 冒頭部分は全学
年同じ文で始まっている。
　ザクセン邦では ,2004 年から３年間をかけて順次移
行し，部分改訂が，移行段階の終了 2009 年にザクセ
ン邦教育研究所との協力の下，ミッテルシューレ教員
によってなされている。東ドイツは 1966 年～ 1971
年にかけて各学年で施行され , 東ドイツとザクセン邦
の学習指導要領・生物には 40 年間程度の隔たりがあ
る。
Ⅲ．東ドイツオーベルシューレの生物教育からザクセ
ン邦ミッテルシューレの生物教育への変遷
Ⅲ．１．目標
　東ドイツオーベルシューレとザクセン邦ミッテル
シューレの教科生物における目標と課題を比較すれば
それぞれ表５と表６となる。
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　ザクセン邦も東ドイツも共に目標のタイトルは ,「目
標と課題」であるが , ザクセン邦はより具体的に一般
教育への寄与と教科目標とに分けて目標を示してい
る。
　東ドイツはザクセン邦より , 文の数が多くより細か
く , 具体的に指示されている。（東ドイツ：19 文 , ザ
クセン邦：一般教育への寄与５文 , 教科目標３文）
　東ドイツは職業に関して触れられておらず , ザクセ
ン邦は就職と進学について触れられている。
　東ドイツもザクセン邦も共に世界像に関して触れら
れているが , ザクセン邦は進化に関することへの世界
像を , 東ドイツは生物教育全般への世界像について触
れられている。
　ザクセン邦は興味・関心に関して一般教育への寄与
で触れられているが , 東ドイツは触れられていない。
　ザクセン邦は技術に関して触れられていないが , 東
ドイツには科学技術という形で触れられている。
Ⅲ．２．内容
Ⅲ．２．① . 概要
　東ドイツオーベルシューレとザクセン邦ミッテル
シューレにおける生物教育の学習内容の構成を , 学習
内容と標準時数で比較すれば表７となる。 
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　東ドイツからザクセン邦に至り選択分野が導入され
ている。
 　東ドイツもザクセン邦も共に , 人体を取り扱ってお
り , ザクセン邦に至っては心理やストレスも取り扱っ
ている。（記憶と忘却 , ストレスの克服）
　コンピュータとメディアがザクセン邦では選択分野
で取り扱われているが , 東ドイツでは取り扱われてい
ない。
Ⅲ．２．② . 割合
  図２は , 東ドイツオーベルシューレとザクセン邦
ミッテルシューレにおける教科生物の学習分野を５区
分（一般生物学 , 植物 , 動物 , 人体 , その他）に学習
時数で分類し , 割合を求め帯グラフで示している。
図２　東ドイツオーベルシューレとザクセン邦ミッテルシューレにおける教科生物の学習分野別割合
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　東ドイツもザクセン邦も共に一般生物学の割合が一
番多く占めている。
５区分の中で割合の差が一番大きいのは植物分野であ
り , ザクセン邦に至り減少しているが , 動物分野はザ
クセン邦に至り増加している。
　人体分野の割合は東ドイツもザクセン邦もほとんど
差はない。
Ⅲ．２．③ . 指示例
　学習分野の指示は，東ドイツの第５, ６学年とザク
セン邦は表による形式で項目的である。しかし , 東ド
イツの７～ 10 学年は項目的ではなく文章で指示され
ている。
　東ドイツの「内容一覧」は内容のタイトルであり ,
「知識」と「必要な自分自身で考えた活動と先生に指
導された活動」はザクセン邦でいう備考にあたり , 学
習の提案であり，適切な教授学習方法の指示，内容的
な説明，また，児童への多様な支援可能性の事例であ
る。結局 ,「目標と内容」の覧は必修であり ,「備考」
は選択とみなせる。
　表８は，最初の例であり，東ドイツ：第５学年，第
１学習分野：生物・新しい教科 , ２時数である。
表 10 は，最後の例であり，東ドイツ：第 10 学年，
第２学習分野：生物学の意義 , ４時数である。
対応してザクセン邦については，表９と表 11 である。
尚 , 表８, 表 10 において書式が異なるのは第５, ６学
年と第７～ 10 学年で学習指導要領が別冊になるから
である。
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　ザクセン邦は第 10 学年で生物に関する職業を取り
扱うように指示されているが , 東ドイツは第５学年で
生物を基盤にする職業や学者について取り扱われてい
る。
　東ドイツもザクセン邦も第５学年で最初に学ぶ学習
内容は生命の特徴を２時数で取り扱っており , 生物と
無生物を比較し , 違いを理解するように指示されてい
る。
　第 10 学年で最後に学ぶ学習内容は東ドイツもザク
セン邦も生物学の発展（ザクセン邦）や展望（東ドイツ）
であり共に今後の生物学に関する内容を取り扱ってい
るが , 時数は東ドイツ 4 時数 , ザクセン邦 20 時数で
差がある。時数に違いがあるので中身をみると , ザク
セン邦は地球規模での学習であり , 東ドイツは生物学
の展望といっても注意書きによって先生の説明だけに
とどめるべきだと特記されている。
Ⅳ．おわりに
　ドイツ・ザクセン邦のミッテルシューレと旧東ドイ
ツのオーベルシューレとに焦点を当て，学校教育法，
同施行規則，学習指導要領などを手がかりにし , 40
年間程度の隔たりがある生物教育の比較を行ってき
た。
　生物の週授業時間数は東ドイツオーベルシューレ
（第５～ 10 学年）からザクセン邦ミッテルシューレ
に至り 1 時間減少した。（表１, ２）
ザクセン邦ミッテルシューレでは選択分野が導入され
たが ,（表７）必修分野の内容を５区分すれば , 割合
に関する大きな変化は , 植物分野の減少と , 動物分野
の増加であり , 人体分野の変化はほとんどなかった。
（図２）
　東ドイツもザクセン邦も共に , 人体を取り扱ってお
り , ザクセン邦に至っては心理やストレスも取り扱っ
ている。（記憶と忘却 , ストレスの克服）（表７）
　さらに学習指導要領を検討すれば以下のようなこと
に注目しておきたい。
　東ドイツオーベルシューレ（第５～ 10 学年）では
生物兵器 ( ベトナム戦争におけるアメリカ軍の枯葉剤
散布 ) ソビエトの核開発の正当性 , 農業生産に対する
生物学の寄与を取り上げることを求めていたが , ザク
セン邦ミッテルシューレでは話題にもなっていない。
　東ドイツオーベルシューレもザクセン邦ミッテル
シューレも遺伝の学習はされているが , 東ドイツオー
ベルシューレは遺伝子レベルで , ザクセン邦ミッテル
シューレは DNA レベルで学習がされている点が科学
技術における変化であり , それ以外はどちらも同じよ
うな内容を学習している。
　総括すれば , 40 年間程度の隔たりがある生物教育
は , 社会主義の建設を標榜しなくなったことによるイ
デオロギーの変化と , 科学技術の発展による時代の流
れによる変化とに , 影響されてきたといえる。
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－日本の中学校における理科教科書との比較に基づいて－
 小銭　彩香※ 1　田中　賢二※ 2
要旨：ドイツ（連邦共和国）のザクセン邦におけるミッテルシューレ（通算呼称，第５～ 10 学年）に焦点を当て，
教科書を手がかりにして，教科生物の特徴を，日本の中学校の教科理科における生物分野との比較を通じて，明
らかにした。ザクセン邦では教科生物として設定しており , 日本に比べて週授業時間数が多く , 選択分野もある。
また , 人体を取り扱っており，人体分野の一部の内容には , いわば保健の内容が含まれ , ザクセン邦の週授業時間
割表から保健がないことがわかるように教科生物で取り扱っている。教科書における学習内容とページ数 , 索引
の学習分野別割合 , 人体分野の取扱いの範囲と順序に関する対比 ,DNA に関する取り扱う学年と範囲と内容の比
較などから判断すれば , 日本の中学校の理科における生物教育とは異なり , ザクセン邦の生物教育の内容が広く ,
緻密であることがうかがわれる。
キーワード：ザクセン邦，生物教育，ミッテルシューレ , 中学校 , 教科書比較
※ 1 小銭彩香（岡山大学大学院）
※ 2 田中賢二（岡山大学）
Ⅰ．はじめに
　義務教育段階の最後，前期中等教育段階において，
日本の中学校「理科」における生物教育と異なり，ド
イツでは，既に，教科「生物」を設定し生物教育が行
われている。どのような特徴があるのであろうか。
　まず , 筆者ら（小銭彩香 , 田中賢二）は日本の前期
中等教育段階の生物教育については , 過去 50 年分の
学習指導要領に基づき歴史的分析 1）を行ってきた。
　次に , 上記の観点から興味深いドイツ・ザクセン邦
のミッテルシューレ（通算呼称 , 第５～ 10 学年）に
注目し , 物理教育との比較を通して生物教育の現状分
析 , さらに旧東ドイツのオーベルシューレの学習指導
要領との比較を通して歴史的分析をも行ってきた。
　引き続き , 本稿の具体的な目的は，ドイツ・ザクセ
ン邦のミッテルシューレの教科生物と日本の中学校の
教科理科における生物分野に焦点を当て , 教科書を手
がかりにし , 生物教育の比較を行うことである。
　連邦構成 16 邦の一つ，ザクセン邦（邦都ドレスデン）
は，いわゆる旧東ドイツ地区，新編入５邦の中で，最
も人口・人口密度の大きな邦であり，面積と人口とも，
四国に，ほぼ相当している。同邦の他の独立市として
は，ドレスデンの他に，ケムニッツ，ライプツィヒな
どがある。
　本稿は，平成 23 年度日本理科教育学会近畿支部大
会（平成 23 年 11 月 26 日，大津市・滋賀大学教育学
部附属中学校）において，小銭彩香（修士論文指導
学生）・田中賢二が，口頭発表した内容を，再編・加
筆したものである。
　
Ⅱ．枠組み
　日本と違って , ドイツ連邦共和国は教育の管轄権が
邦にあることを，ザクセン邦の憲法（第 103 条）によっ
ても確認できる。
Ⅱ．１．学校制度
　ザクセン邦は , 普通教育を行う中等教育段階の学校
は２分岐し，基礎学校の最終学年，第４学年卒業後
45％が前期後期中等教育一貫の，いわば中高一貫教
育学校，中等教育学校としてのギムナジウム（８年制）
に，55％が前期中等教育段階だけの，いわば中学校
としてのミッテルシューレ（５ないし６年制）に進
んでいる（2009/10 年度）。そこで , ザクセン邦ミッ
テルシューレの生物教育を日本の前期中等教育段階
である中学校の生物教育との比較によって特徴づけ
ていくことにする。ただし , ザクセン邦の前期中等教
育段階は６年間で , 日本に比べて３年長く , 開始学年
【研究論文】
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は５学年からで早く , 終了学年は 10 学年で遅い。
 
Ⅱ．２．週授業時間数 
　表１は前期中等教育段階に属する , ザクセン邦ミッ
テルシューレ（第５～ 10 学年）の週授業時間割表で
ある。対応して日本の中学校（第１～３学年）の週
授業時間割表は表２である。
ただし , 日本の週授業時間数は平成 24 年度完全実施
の場合の数値である。
　ザクセン邦は理科という形ではなく , 教科生物 , 教
科物理 , 教科化学で設定しているが一方 , 日本は生物・
物理・化学を教科としてではなく教科理科として設
定している。
　ザクセン邦の３教科の週授業時間数合計は６学年
で 26 であり , 日本の教科理科の週授業時間数は３学
年で 11 であり , ザクセン邦のほうが非常に多い。
　ザクセン邦ミッテルシューレの週授業時間割表と
日本の中学校の週授業時間割表における教科を５区
分（ドイツ語 / 社会科学 / 芸術：国 / 社 / 美 / 音 , 数学
/ 自然科学 , 外国語 , 技術 / コンピュータ：技術 / 家庭 , 
スポーツ：保健体育）に分類し割合を求め , 図１は帯
グラフで示している。 
　ザクセン邦も日本も教科５区分の割合の多い順が同
じである。
　ザクセン邦は日本よりドイツ語・社会科学・芸術の
割合が大きい。
ザクセン邦も日本もそれぞれ数学・自然科学 , 技術・
コンピュータ , スポーツの割合は大きな違いがない。
Ⅲ．教科書比較
Ⅲ．１．教科書の基本データ（書誌事項）
　ザクセン邦ミッテルシューレと日本の中学校の検討
資料とした教科書の概要を示せば , 表３となる。
　発行年は , 日本は３学年とも同じであるが , ザクセ
ン邦は最初に発行された年から３年間かけて６学年分
発行されている。
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Ⅲ．２．編集のスタイル
　ザクセン邦ミッテルシューレの教科生物の教科書に
おける学習内容の構成をページ数とともに示せば表４
となる。対応して日本の中学校の教科理科を示せば表
５となるが , ただし , 生物以外の内容とページ数は節
レベルにとどめている。
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　ザクセン邦は選択分野があるが , 日本には選択分野
がない。
　最初に学ぶ内容は , ザクセン邦では一般生物学であ
る「生物とは何か」, 日本では植物学である「植物の
世界」から取り扱われている。
　最後に学ぶ内容は , ザクセン邦では「生物学の本質」,
日本では「地球とわたしたちの未来のために」であり ,
共に一般生物学で終わっている。
　ザクセン邦では第７, ８学年に「人体の構造と機能」
があり , 人体を取り扱っているが , 日本にはない。
　ザクセン邦では「人体の構造と機能」,「性別 , 愛情
とパートナーシップ」,「健康と病気」の取扱いがあり ,
これらはいわば保健の内容であり , ザクセン邦の週授
業時間割表（表１）から保健がないことがわかるよう
に教科生物で取り扱っているとみなせる。
Ⅲ . ３. 比較分析
Ⅲ . ３. ① .　ページ
　ザクセン邦ミッテルシューレにおける教科生物と日
本の中学校における教科理科内の生物をそれぞれ５区
分（一般生物学 / 植物 / 動物 / 人体 / その他）にペー
ジ単位で分類し , 割合を求め実数とともに , 図２は帯
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グラフで示している。
　ザクセン邦も日本もともに一般生物学の割合が一番
大きい。
　割合の差が一番大きいのは植物分野であり , 日本の
ほうが大きい。
　日本は人体の分野が存在しない。
Ⅲ . ３. ② . 索引
　図３はページ単位でなく索引単位で５区分（一般生
物学 / 植物 / 動物 / 人体 / その他）に分類し , 図２と同
じように割合を求め実数とともに , 帯グラフで示して
いる。
　一番多い分野はザクセン邦も日本も共に動物分野
で , 二番目に多い分野は共に一般生物分野である。
　ザクセン邦は５分野の中で植物分野が一番少ない。
　図２と図３から , 分野ごとに索引のいわば , 密度に
違いがあることがわかるので , 密度に相当する単位
ページあたりの索引数を分野別に示せば表６である。
　ザクセン邦は日本より , 全体のページあたりの索引
数が多い。（2.59 ＞ 0.74）
　一般生物学分野 , 動物分野 , 植物分野のページあた
りの索引数を多い順でみるとザクセン邦も日本も共
に , 動物分野 , 植物分野 , 一般生物学分野の順で , 同
じである。
　索引数の分析によって , ザクセン邦と日本との共通
性や独自性をみていくことにしたい。
　図４はザクセン邦のみの索引 / 共通している索引 /
日本のみの索引に振り分け , それぞれを分野別に割合
を求め , ３つの帯グラフで示している。
　共通している索引では , 一番多い分野は動物分野で
ある。
　ザクセン邦のみの索引 / 共通している索引 / 日本の
みの索引では , 日本のみの索引だけ大きさの順番（ザ
クセン邦のみの索引と共通している索引：動物＞一般
＞植物 , 日本のみの索引：動物＞植物＞一般）が異な
る。
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Ⅲ . ３. ③ .　事例
　ザクセン邦の内容の広さや違いなどの事例を日本と
の比較によってみていきたい。
Ⅲ . ３. ③ . １．花・葉・茎・根
　表７はザクセン邦ミッテルシューレと日本の中学校
における植物分野内の植物の各器官に関する取扱い順
序と範囲を比較している。
 ザクセン邦は根から花の順番で , 日本は花から根の
順番で取り扱われている。
　取扱われている範囲において , ザクセン邦はすべて
の器官に８ページを費やして続けて取り扱っている
が , 日本は花から葉と , 葉から茎の学習の間には隔た
りがある。
Ⅲ . ３. ③ . ２．人体
　日本の中学校における教科理科内の生物で人体は分
野として取扱われていないが , ザクセン邦の人体分野
で取り扱われている内容と対応している部分がある。
その対応する部分は , 日本の中学校では人体の構造を
動物分野での例として取り扱われている。
　まずザクセン邦の教科生物内における人体分野の取
扱い順を流れ図であらわし , 次に日本の中学校におけ
る教科理科内の生物のザクセン邦と対応している動物
分野の取扱い順を流れ図にし , それぞれを比較した図
（対比図）が図５である。
　人体分野の取扱いの範囲は , 日本では事例として扱
われているだけなのに対して , ザクセン邦では独立さ
せており , 幅広い。
　人体分野の取扱いの順序は , ほぼ同じであるが ,「人
間の筋骨格系」と「からだが動くしくみ」の位置づ
けは異なっている。
　ザクセン邦では人間の体の構造以外に性教育や健
康と病気も取り扱われている。
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Ⅲ . ３. ③ . ３．DNA
　ザクセン邦ミッテルシューレと日本の中学校にお
いて , 一般生物学の分野内にある遺伝に関する内容か
ら , 特に DNA の取扱いかたを比較したものが表８で
ある。
　遺伝学を取り扱うページ数は , 日本よりザクセン邦
のほうが非常に多い。（約５倍）
　遺伝学を取り扱う学年において , 日本は最終の第９
学年のみであるが , ザクセン邦は引き続き第 10 学年
も取り扱っている。
　DNA の構造である二重らせん構造において , ザク
セン邦は必要に応じて学習する選択分野―総合的な
テーマにおける取扱いではなく , 日本はいわば選択的
に必要に応じて学習するという取扱いである。
　DNA の構成要素である A( アデニン ),T( チミ
ン ),C( シトシン ),G( グアニン ) はザクセン邦では選
択分野―総合的なテーマにおける取扱いでなく , 日本
はいわば選択的に必要に応じて学習するという取扱い
であり , 例えば , 日本は A,T のように記号で取り扱わ
れており , ザクセン邦はアデニン , チミンのように名
称で取り扱われている。
Ⅳ．おわりに
　ドイツ・ザクセン邦のミッテルシューレの教科生物
と日本の中学校の教科理科における生物分野とに焦
点を当て , 教科書を手がかりにし , 生物教育の比較を
行ってきた。
　ザクセン邦では理科という形ではなく , 教科生物 ,
教科物理 , 教科化学として設定しているが , 日本は生
物・物理・化学を教科としてではなく教科理科として
設定している。（表１，２）
　ザクセン邦の３教科の週授業時間数合計は６学年で
26 であり , 日本の教科理科の週授業時間数は３学年
で 11 であり , ザクセン邦のほうが非常に多い。（表１，
２）
　ザクセン邦では選択分野があるが , 日本には選択分
野がない。（表４，５）
　ザクセン邦では第７, ８学年に「人体の構造と機能」
とあり , 人体を取り扱っているが , 日本にはない。（表
４，５）
　ザクセン邦では「人体の構造と機能」,「性別 , 愛情
とパートナーシップ」,「健康と病気」の取扱いがあり ,
これらはいわば保健の内容であり , ザクセン邦の週授
業時間割表から保健がないことがわかるように教科生
物で取り扱っているとみなせる。（表４，５）
　分野別の索引数に注目すれば（ザクセン邦のみの索
引と共通している索引：動物＞一般＞植物 , 日本のみ
の索引：動物＞植物＞一般）, 日本のみの分野別索引
数の大小関係が異なる。（図４）
　人体分野の取扱いの範囲は , 日本では事例として扱
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われているだけなのに対して , ザクセン邦では独立さ
せており , 幅広い。（図５）
　DNA の構造である二重らせん構造において , ザク
セン邦は必要に応じて学習する選択分野―総合的な
テーマにおける取扱いではなく , 日本はいわば選択的
に必要に応じて学習するという取扱いである。（表８）
　教科書における学習内容とページ数 , 索引の学習分
野別割合 , 人体分野の取扱いの範囲と順序に関する
対比 ,DNA に関する取り扱う学年と範囲と内容の比
較などから判断すれば , 日本の中学校の理科における
生物教育とは異なり , ドイツ・ザクセン邦のミッテル
シューレにおける生物教育の内容が広く , 緻密である
ことがうかがわれた。
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全国学力テストの調査結果における県間比較（１）
尾島　卓※ 1
要旨：本稿は、文部科学省が実施した「全国学力・学習状況調査」（メインタイトルを含め、以下本稿では全国
学力テストと略記）のうち悉皆調査として行われた 2009（平成 21）年の結果を検討し、児童生徒の活用力を育
成する学校教育課程のあり方を考察するデータの整理を主な目的としている。具体的には、現在まで計５回行わ
れた調査において教科（国語、算数・数学）学力調査の結果が常に上位を占める秋田県の結果を、ほぼ全国平均
の位置にある岡山県の結果と比較した。教科テストの結果、教科テストと並んで行われた児童生徒の学習や生活
の実態の調査及び学校長らが解答した学校調査の結果をそれぞれ比較することで、本稿において「活用力」の指
標として位置づけている全国学力テスト B 問題における正答率の高さと密接な関係にあるいくつかの要因を抽出
することを試みた。
キーワード：活用力、全国学力・学習状況調査、秋田県
※ 1 尾島卓（岡山大学教育学研究科）
Ⅰ．はじめに　問題意識と分析方法について
　以下、本稿で主に 2009 年実施の全国学力テストの
結果を主要に比較検討した根拠について明記したい。
　第一に「活用力」測定尺度として、この年度の全
国学力テストが一定の妥当性を確立したと評価して
いることを根拠としてあげたい。調査開始当初は新
奇さ故に受容の困難さが指摘されたテスト問題では
あったが、PISA 調査との比較において知識の活用を
測定するのに相応しい問題も含まれるという評価が
下されるようになったⅰ。反面「活用力」そのものの
内実や測定可能性について様々な見解が存在する事
も確かだがⅱ、現行学習指導要領の指向する新しい学
力の広告塔として第 5 回を迎える本年度の調査いお
いては「活用力」測定の尺度として広く定着してい
ると判断した。
　第二に３回目にあたる 2009 年度調査の段階で、結
果の都道府県格差に一定の傾向が存在することが次
第に明確になってきたことをあげたい。本論で後に
参照するが、学校種（小学校と中学校）と教科（国
語と算数・数学）に関わらず、Ｂ問題（活用力）に
おける正答率の高さを秋田県の「頭のよさ」として
評価する阿部昇ⅲの指摘が注目される一方で、都道府
県別テスト成績の下位を「指定席」とする大阪や沖
縄で学校教育現場をフィールドとする識者による下
位層「脱出」の提言も目立ち始めているⅳ。特に後者
においては、多くの都道府県が全国平均正答率に収
まる団子レースのなかで頭一つ抜け出ている秋田県
との比較が行われていることから、「順位」が明確に
確定しはじめた時期の調査結果として、教科問題だ
けではなく、児童質問紙（中学校の場合は生徒質問紙）
と学校質問紙を用いた調査の結果にも、各教科問題
との関連も含めて一定の傾向が存在すると予測した
ためである。
　第三は、周知のように、2009 年度の全国学力テス
トが「最後」の悉皆調査になったことに根拠を求め
ている。現政権の行う「事業仕分け」の結果、多く
の都道府県において全国集計を行う学校以外の全国
学力テストへの参加は任意になった 2010 年度調査で
では、統計処理を施した点数順位を参照することで
教科問題によって測定される学力の変化をある程度
把握することが可能である。しかしながら、2000 年
以降の PISA に「高校普通科 8 割体制」で臨んだ我が
国の対応の想起を禁じ得ないように、学習状況に関
する調査の結果には、調査実施校を選抜する主体の
恣意が反映していることも想定される。対費用効果
への疑問やテストによる学校管理体制の強化など悉
皆調査には批判的な世論がつきまとうことも確かで
あるが、義務教育学校に在籍する児童生徒から解答
された調査結果は、本論がその端緒を試みているよ
うに、学校教育の現状を把握し発展の方向性を見い
だす作業に適切に用いられるべきである。
　以下、本論では対象年度の全国学力テストの結果
のうち秋田県と岡山県を比較し、両者の学力と学習
状況の固有性を把握するための基礎データを整理し、
若干の分析を加えていく。秋田県との比較対象とし
て岡山県を選択したことで、論者の在住地における
学力向上の取組に若干の寄与ができるのではないか
とも考えている。
【研究ノート】
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Ⅱ．児童生徒の「活用力」に関するデータの整理
１. 教科調査問題に対する全体的な解答傾向
　昨今散見される学力テストの分析で指摘されてい
るように、秋田県の小学校６年生および中学校３年
生の「活用力」の高さは調査問題のうち B 問題の平
均点の高さに表れている。この事実を、ほぼ全国平
均の正答率を示す岡山県の傾向と対照しやすいよう
に整理し直すと以下の表１のようになる。
　まず指摘しなければならないことは、秋田県の場
合、「成績下層」に属する子どもの比率が極めて低い
という特徴である。以下の表１は小数点を切り捨てた
全国公立校の平均正答数を基準としてそれを上回る
児童生徒の割合を示したものである。小学校、中学
校ともに岡山県では、両教科の A 問題 B 問題におい
ても３、４割の児童・生徒が全国平均を下回っている。
　とりわけ、秋田県とのポイント差がもっとも大き
い小学校の国語 B 問題では、岡山県の四割強の児童
が全国平均を下回っている一方で、秋田県ではわず
か２割程度の児童しか平均以下の層に属していない。
　第２の特徴は、秋田県における無回答率の低さで
ある。
以下の表２は、両県の国語と算数・数学の学力テス
ト設問毎に、正答率が全国平均を上回った設問数と
無回答率が全国平均を下回った設問数を学校種毎に
整理したものである。
　紙幅の都合上ここでは B 問題に限定して言及する
が、秋田県の小学校国語 B 問題および算数 B 問題の
全ての設問において、無回答率は全国平均を下回って
いる。岡山県の小学校の調査結果では、無回答率が
全国平均を下回る結果が散見できるが、国語と算数
の B 問題において無回答率が全国平均を下回る設問
はなかった。秋田県の無回答率の低さという傾向は、
中学校の結果においてはとりわけ顕著で、岡山県の
国語 B 問題と数学 B 問題のいずれにおいても、無回
答率で全国平均を下回る設問がなかったのに対して
秋田県は全ての設問で全国平均を下回っている。
　以上の二つの特徴を関連づけると、秋田県の教科
を越えた「活用力」の高さは、第一に児童生徒の得
点が全国平均以下の層には薄く分布し、第二に積極
的な解答行動が下位層の得点を引き上げることで生
じる平均得点の高さを意味するものと考えられる。 
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２．問題特性毎の解答傾向の特徴
　先に見てきた秋田県の児童・生徒の解答傾向をさ
らに出題された問題の傾向に照らしあわせて以下で
は整理したい。表３で示した一覧が秋田県の児童の
正答率が全国公立学校の平均正答率を 10 ポイント以
上うわまわった教科調査問題である
　表中の問題形式の欄で、短答式と記されている問
題は国語であれば「短い語句や文、または数字で解
答する」問題である。また、記述式は、例えば算数
であれば「方法や理由等を説明するために、比較的
長い語句や文章で答える問題」である。秋田県の小
学校では、国語と算数の A 問題・B 問題合わせて高
い正答率を示した設問が 16 あったが、そのうち９つ
の設問が記述式であった。また、これら正答率が比
較的高かった設問は全てにおいて、全国平均の無回
答率より 5 ポイント低かった
　同様に中学校の国語と数学の結果を、全国平均正
答率を基準として同様に整理した場合、秋田県の正
答率で比較的高かったものは、前者で 6 問、後者で
5 問となり小学校ほど極端なちがいがない。しかしな
がら、無回答率を見た場合、その典型を下記表４に
例示したように全国平均より 10 ポイント以上低い設
問が数学 B 問題に散見できることが特徴として指摘
できる。
Ⅲ．主体的な学習の定着に関するデータの整理
１．児童質問紙及び生徒質問紙の全体傾向の比較
　先に見たように「相手や目的、意図に応じ自分の
意見や提案、理由や根拠、紹介や報告などをまとめ、
一定以上の文字数で記述する」ような記述式の設問
で、正答率の高さと無回答率の低さとして現象した
秋田県児童・生徒の活用力の高さの要因を考察する
ために、児童質問紙及び生徒質問紙を比較する。
　秋田県と岡山県の結果のうち、10％前後の違いを
目安として、反応率およびその傾向が極端に異なる
質問項目の抽出を試みた。この基準を充たす質問項
目の一覧が以下の表 3 であるが、ゴチックで強調し
たものは任意の選択肢において児童の反応率が全国
平均を 10％以上越えているものである。
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　このうち、学校の学習への積極性や望ましい「学
習態度・意欲」を示した結果を比較すると、秋田県
の小学校生徒質問紙の 15 項目において岡山県の反応
との相違があることが明らかになった。家庭にせよ
学校におけるもにせよ、困難や嫌悪を伴う学習に対
する積極的な構えや忍耐強さは、個人に於ける形成
に一定時間を費やすが、一度確立されたら本人に意
識されることなく働く。習慣形成のこのような特性
が現実に存在するか否かという関心から、上述した
小学校と同様の目安と手続きで、中学校生徒質問紙
から項目を抽出した。以下一覧にあげた 15 項目が、
秋田県の中学生の解答と顕著な相違を示した質問項
目である（ゴチックは児童質問紙と同じ）。
　上に示した児童と生徒の解答傾向に共通する傾向
を分析したところ、以下の事が浮き彫りになる。
　第１は教科調査問題のうち教科を越えて B 問題に
対する取組の積極性の相違である。問 62「解答を文
章で書く問題について、どのように解答しましたか」
あるいは問 73「言葉や式を使って、わけや求め方を
書く問題について、どのように解答しましたか」の
双方（いずれも生徒質問紙）において、「最後まで解
答を書こうと努力した」と解答した児童の割合は岡
山県よりも 10 ポイント以上高かった。また、中学校
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生徒質問紙の類似の質問項目（国語は問 62、数学は
問 73）においても同様の傾向が確認された。
　岡山県との明確な差異を示した項目群の第２は「家
庭学習」に関する質問項目であり、この相違は量的な
側面と質的な側面の両方に見られた。休日における家
庭学習の時間を問う設問の反応を比較すると、小学
校の場合、１時間未満と反応した子どもは、秋田県
では 24.4％であったのに対し岡山県は 49.6％であっ
た。この傾向は、両県の差がわずかにちいさくなり
ながらも中学校まで変わらない。また学習の内容や
方法における違いを観点に整理した以下の表 8 の項
目では、「どちらかといえばしている」という反応ま
で含めて比較を行うと２つの県では差が見られた。
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　活用力の高さというイメージとは裏腹な短さでは
あるが、習慣的に行われる家庭学習において秋田県
の児童生徒は、学校の授業と密接に結びついた主体
的な学習を行っていると思われる。小学校から中学
校に移行するにつれ若干の後退傾向が見られるが、
秋田県の児童生徒が、計画的に「テストで間違えた
問題について、間違えたとことを後で勉強」し、間
違えや「苦手な科目の勉強」を克服する学習に取り
組む一方で、授業における学習の反省を計画的に行っ
ている様子がうかがえる。
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　「数学科の指導」に関わる質問項目（小学校の場合
は「算数科の指導」に関わるもの）における若干の相
違がある他に、両県の間で解答傾向に顕著な差があっ
たのが＜家庭学習・家庭との連携＞であった。
　すでに、前項において岡山県の児童生徒と比較し
て秋田県の児童生徒が学校外の学習に主体的に取り
組み、それが義務教育最終段階の中学校 3 年生まで
習慣化されていることを、家庭学習の質と量ふたつ
の側面の調査結果から概観してきたが、学校質問紙
の家庭学習に関する質問項目への解答傾向の差異は、
児童生徒の家庭学習の特徴との相関を予感させるも
のとなった。
　まずは、以下表 10 で学校種と教科毎に、岡山県の
結果を基準として秋田県の結果の特徴を整理したい。
 Ⅳ．学力形成を促進する学校に関するデータの整理
　以下では、児童生徒の学力と学習状況の調査と並
行して行われた教員向け学校質問紙への解答を秋田
県と岡山県を比較しながら整理する。
　この根拠として秋田県の活用力の高さが現地の学
校教育（家庭との連携を含める）の純粋な成果であ
ると推測されるからである。実際に徒質問紙で「通
塾していない」と解答した児童生徒が、岡山県では
小学校で 51.7% であり中学校では 35.7% であったの
に対して、秋田県のそれは前者で 78.9％、後者では
66.0％であったのだ。
　整理の方法としては、生徒質問紙と児童質問紙を
比較した際にとった方法と同様に、まず岡山県との
10％の違いを基準に小学校と中学校それぞれに結果
の違いがあった質問項目をリストアップした。更に
それら岡山県の結果と相違する質問項目のうち、秋
田県の小中学校に共通するものを再度岡山県のデー
タとならべ比較した。
　学校質問紙へ解答において秋田県の特徴としてま
ず指摘できるのは、秩序だった授業・学校環境及び
教師と子ども間の信頼関係の高さである。下記、表 9
に示すように、問 12「児童は、授業中の私語は少な
く落ちつていると思いますか」問 13「児童は礼儀正
しいと思いますか」に対する「そのとおりだと思う」
という反応は岡山県と比較した場合、小中学校とも
に 10％ポイント以上高い。とりわけ表 9-2 と表 9-4
に示したように、中学校の場合、問 12 では秋田県は
岡山県より 25.4 ポイント高く、また問 13 では 21 ポ
イント高く、両県の格差は学校種があがるにつれ拡
大する傾向にある。
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　小学校国語の学習指導において秋田県では、ほぼ
半数以上の学校が教職員間の共通理解を図っている。
また「どちらかと言えば当てはまる」という解答も
含めると、国語におけるこの傾向は、中学校まで維
持されている。算数数学の教科指導におけるこの傾
向は中学校では若干鈍ってくるが、岡山県下の中学
校の 3 割程度の学校において家庭学習に関する共通
理解が進んでいないことを鑑みると、両県の間に存
在する大きな相違として認識すべきであろう。
Ⅴ．補論　「活用力」を育成する秋田版ロードマップ
　　の分析
　全国学力テストの結果にもとづく「教育改革」のた
めの提言は、調査実施主体である文部科学省による
多様なデータ解析をはじめとして、県毎の結果に基
づく私的な試みにいたるまで数多行われているⅴ。そ
れらに比しても、データ数や分析手法においても見
劣りのするここでの試みを通して、おぼろげに見え
てきた秋田県において敷き詰められてきた「活用力」
育成の道のりについて、データの比較検討をさかの
ぼるかたちで以下にまとめたい。
　まずもっとも近い箇所で指摘した、児童生徒との
教師の信頼関係に基づく学校風土に関してであるが、
阿部昇は学級崩壊・授業不成立の少なさを秋田県の高
学力の要因として指摘しているⅵ。本論での解釈でも
同様な結果に辿り着いたわけであるが、「授業を通じ
た学力保障」を実現する要因を、学校調査ではから
れた要因から補足したい。学校調査の基本事項であ
る学校あたりの児童生徒数及び学級数を見ると、秋
田県は小中学校ともに学級数の少ない小規模学校を
実現していることが分かる。とりわけ、中学校にお
ける差異は、全校 8 学級以下の学校が全体の 6 割を
占める秋田県と 3 割超の学校が 12 学級以上の岡山県
のちがいを勘案して解釈されるべきであろう。
　同様に学校制度の差が影響していると思われる家
庭学習に関する分析について、教員の構成年齢から
考えてみたい。前出の阿部もそうであるが学力向上
のキーとして学校と家庭の連携をあげる論者は少な
くない。その中で「就学援助受給率」の高い「しんどい」
学校の多い大阪をフィールドとする志水宏吉が、「力
のある学校」をメタファーしたスクールバス・モデ
ルⅶの後輪に学習習慣形成を促す「双方向的な家庭と
のかかわり」を位置づけたことから考えても、本論
独自の結論である家庭学習に関する教職員の共通理
解は、学力形成の要因として妥当なものであると考
えられる。
　問題は共通理解を実現する条件である。小学校に
おいて教職経験年数 5 年未満の教員数が若干多いこ
とを除いて、年齢別の教員構成がほぼ全国平均の値
を示す岡山県に対し、秋田県では経験年数 10 年以上
20 年未満の構成員の比率が高く、均等な年齢バラン
スで教職員集団が構成されていることが予想される。
このような教師集団における同僚性の高さの証左と
して家庭学習における合意形成は把握されるべきで
あろうし、学習習慣の定着もその成立条件に迫る多
様なデータ等から分析される必要もあるだろ。
　秋田をフィールドとする阿部にとってみれば、規則
正しい生活を送ることも含め「当たり前のことを当
たり前にしているⅷ」子どもたちを育てることが極め
てシンプルな学校づくり授業づくりの成果である一
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方で、学力形成のストラテジーを支える条件への着
目からは「力のある学校」づくりに費やされる労力
の大きさと時間の長さが秋田型ロードマップに関す
る若干の解釈から明確になるだろう。さて仮にこの
道のりに何らかの教育主体が歩み出すとすれば、道
程の先に措定される「活用力」が将来に期待される
学力であることが保障される必要がある。
　本論では秋田県の子どもの高学力の高さを全国学
力テストの B 問題における正答率と無回答率から立
証しようと試みたわけであるが、ここで 2008 年度小
学校算数 B 問題の「良問」への正答率を手がかりに、
活用力について若干の検討を行ってみたいと思う。
　以下、図１に示した＜農業＞の（３）を小寺は「よ
い問題」と評価する 。この＜農業＞の問題は「統計
が恣意的な情報操作につながる可能性を子どもたち
自身に考えさせ、メディアリテラシーを育むⅹ」こと
を意図した PISA の調査問題を摸して作成されたと氏
は類推する。「基準量が異なるときに割合だけ」で量
の大小比較を行うつまずき（基礎・基本）と「普段
から算数・数学を現実の文脈のなかで考える」こと
ができない（活用力）つまずきの両方が統一された
この問題で、65% の子どもが「ひろしさんの意見を
正しい」と選択したことに「割合理解の根幹ⅺ」が揺
らいでいることを氏は指摘する。
　仮にこの設問の正答率がテスト全体でもトップク
ラスであれば、極めて限定的な結論として秋田県の
学力における活用力の高さを示すものであるといえ
よう。実際にはこの設問の全国平均正答率は 17.3%
で秋田県の正答率は 25.5％であった。無答率は全国
平均が 1.9％で秋田県が 1.1％であった。2008 年度の
算数 B 問題では、全国平均正答率より 10 ポイント以
上正答率の高い設問が他に 2 問あり、また無答率マ
イナス 5 ポイントの設問は他に 3 問あることから考
えると、論中で用いてきたように「活用力」から括
弧を外すことには容易ではないようである。
　奇しくも本稿執筆中に 2012（平成 24）年度全国
学力・学習状況調査が、震災による学習「不振」を
根拠として悉皆調査として行われる報道を耳にした。
仮に実施されるとすれば、本稿で扱った 2009 年度調
査時に小学校最終学年であった児童が中学校生徒と
して調査被験者となる。これら貴重なデータを十分
活用することで「活用力」に関する議論は多角的に
今後とも継続されるべきであろう。
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阿部昇『頭がいい子の生活習慣　なぜ秋田の学力は
全国トップなのか』ソフトバンククリエイティブ、
2009 年を参照。
大阪の学力問題に関しては『学力を育てる』（岩波新
書、2005 年）を記した志水宏吉の著作を参照。志水
の労作のうち『全国学力テスト　その功罪を問う』（岩
波ブックレット No747、2009 年）は全国学力テスト
に紙幅をさいて論じたものである。また沖縄県の現
状と取り組みについて述べたものとしては、三村和
則『沖縄・学力向上のための提言－島を育てる学力
を目指して』（ボーダーインク、2010）がある。
文部科学省は国立教育政策研究所とともに年度毎の
「全国学力・学習状況調査」の結果において学力形成
に効く要因を多様に提言している。上記研究所のホー
ムページに掲載されている各年度の結果ならびに授
業づくりの「ヒント」も参照されたい。また各都道
府県毎に独自な学力調査も実施されており、2010 年
には岡山県でも中学校１年生を対象とした学力調査
とそれに基づく教育改革の提言を行っている（岡山
県教育委員会『平成 23 年度　岡山県学力・学習状況
調査報告書』）。
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OJIMA、Taku
Graduate School of Education 、Okayama University
阿部、同上書 27 ～ 28 頁参照。
志水宏吉編著『格差をこえる学校づくり　関西の挑
戦』大阪大学出版会、2011 年、19 頁参照。なお、こ
の直前で志水が展開する学力テストの分析は秋田県
の「好成績」を、「持ち家率」「離婚率」「不登校率」
から分析した論考は興味深いものである。
阿部、同上書、22 頁。
本文中の図は公開データ（http://www.nier.go.jp/08c
housakekkahoukoku/08shou_data/houkokusho/05_
shou_bunseki_sansuu.pdf）をもとに執筆者が作成
（2012 年 1 月 5 日現在）。
小寺、同上書 96 頁。
同上、95 頁。
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平成23年度　岡山大学教師教育開発センターの活動状況の概要
所在地：
　住　　　所 ： 〒 700-8530　岡山市北区津島中 3 － 1 － 1 （津島キャンパス）
   〒 703-8281　岡山市中区東山 2 － 17 － 4　（教師教育開発センター東山ブランチ）
　電話／ FAX ： 086-251-7728 ／ 086-251-7586（いずれも津島キャンパス）
　Ｕ　 Ｒ　 Ｌ ： http://cted.okayama-u.ac.jp/
　構成員：( 平成 24 年１月 31 日現在 )
　　センター長 ( 併 ) 　　　　　教　　授　加　賀　　　勝　mkaga@cc.okayama-u.ac.jp 086-251-7670
　　副センター長（併） 　　　教　　授　高　橋　香　代　kayosan2@cc.okayama-u.ac.jp 086-251-7699
　　副センター長 　　　　　　特任教授　山　根　文　男　 fumio@cc.okayama-u.ac.jp 086-251-7733
　　　教師教育開発部門　 　　　准 教 授　髙　旗　浩　志　takah-h@cc.okayama-u.ac.jp 086-251-7752
　　　教師教育開発部門 　　　准 教 授　樫　田　健　志　kashida3@cc.okayama-u.ac.jp 086-251-7731
　　　教師教育開発部門 　　　助　　教　三　島　知　剛　tmishima@cc.okayama-u.ac.jp 086-251-7722
　　　教師教育開発部門 　　　助　　教　後　藤　大　輔　d-goto@cc.okayama-u.ac.jp 086-251-7741
　　　　　教職支援部門 　　　特任教授　松　原　泰　通　kyoshoku@cc.okayama-u.ac.jp 086-251-7660
　　　　　教職支援部門 　　　特任教授　小　川　　　潔　kiyoshio@cc.okayama-u.ac.jp 086-251-7660
　　教職コラボレーション部門　特任教授　山根文男 ( 再掲 )　 fumio@cc.okayama-u.ac.jp 086-251-7733
　　教職コラボレーション部門　特任教授　江　木　英　二　egi-e@cc.okayama-u.ac.jp 086-251-7658
　　教職コラボレーション部門　特任教授　曽 田 佳 代 子　soda-k@cc.okayama-u.ac.jp 086-251-7653
　　教職コラボレーション部門　助　　教　佐　藤　大　介　d-satoh@cc.okayama-u.ac.jp 086-251-7741
　　理数系教員養成事業部門　　教　　授　山　﨑　光　洋　mitsuhir@cc.okayama-u.ac.jp 086-251-7730
　　理数系教員養成事業部門　　特任教授　安　原　洋　二　yasuh-y@cc.okayama-u.ac.jp 086-251-7609
　　理数系教員養成事業部門　　特任教授　荒　尾　真　一　arao-s@cc.okayama-u.ac.jp 086-251-7609
　　事務職員 　　　　　松尾愛子，熊澤知子，福原香織，吉田紀子，守安靖子，岡崎奈津子，黒川奈穂子
学内での年間活動状況
a）センター主催・共催の研究会・研修会
　①センター企画講座「教師力を身につけよう！」の開催
　【概要】
教職志望学生の「生徒指導力」「授業力」「教師力」「学校力」を高めることを目的として開講。
現役の校長等を講師として迎え，学校現場が直面している問題について基調提案をしてもらい，
それを踏まえて学生同士で議論をしていく。
(1) 第 1 回講座 (2011 年 5 月 18 日実施 )　参加者 42 名
　　テーマ：「授業で学校を変える」
　　講　師：前・岡山市立岡輝中学校　森谷　正孝　校長
(2) 第 2 回講座 (2011 年 6 月 29 日実施 )　参加者 29 名　
　　テーマ：「伝統文化と武道」
　　講　師：岡山市立岡輝中学校　目木　美奈子　教諭
(3) 第 3 回講座 (2011 年 7 月 13 日実施 )　参加者 40 名
　 テーマ：「キャリア教育」
　 講　師：岡山県立高松農業高等学校　原　敬一　教諭
(4) 第 4 回講座 (2011 年 10 月 5 日実施 )　参加者 25 名
　 テーマ：「国語教育における協同学習」
　 講　師：岡山市立岡輝中学校　西村誠博　教諭
(5) 第 5 回講座 (2011 年 11 月 2 日実施 )　参加者 18 名
　 テーマ：「保護者・地域との連携」
　 講　師：岡山市立桃丘小学校　河内智美　校長
　　(6) 第 6 回講座 (2012 年 1 月 18 日実施 )　参加者 25 名
　　　 テーマ：「教師力をつけよう」
　　　 講　師： 岡山市立東山中学校長　岩藤公明先生
　②教育実践研究協議会
　　　 テーマ：「教師への道　インターンシップ」
　　　 開催日：2012 年 3 月 17 日 ( 土 )( 予定 )
　　　 対象：協力校現職教員，教育委員会，大学・附属学校教員，学生
b) 附属学校園との共同研究プロジェクト等
　①教職実践ポートフォリオの作成と試行
　　教職実践演習の新設・必修化に備え，４つの教職実践力の形成を評価するための指標と尺度の開発を行う。
　　毎月１回の定例会議，本年度は，主免教育実習を核にして，指標と尺度の検討をし，教職実践ポートフォリ
　　オの構成をしている。
　②フィールドチャレンジ策定のためのプロジェクト
　　日常的なボランティア活動を制度化するため，３年計画 ( 中期目標 ) の３年次計画。「フィールドチャレンジ」
　　科目の策定をしている。
　③附属教育実習の企画・運営
　④小学校教員資格認定試験一・二次試験の実施，第三次試験問題の作成，及び企画・運営・実施。
　⑤教職大学院の実習・教育実践研究のプログラムの改善。
c) センター専任教員の全学教職課程・大学院教育への授業担当状況
　①全学教職課程への授業担当状況
　　○教育実習 II（小学校教育実習基礎研究）４ 　○教育の制度と社会　 
　　○教育実習 II（小学校教育実習基礎研究）１ 　○教育実習 II（中学校教育実習基礎研究）１ 　
　　○教育実習 II（教育実習基礎研究） ○教育実習 II（幼稚園教育実習基礎研究） 
　　○養護実習 II（養護実習基礎研究） ○教育実習 II（教育実習基礎研究） 
　　○教育実習 III（附属小学校実習） ○教育実習 III（附属中学校実習） 
　　○教育実習 III（附属幼稚園実習） ○養護実習 III（附属実習） ○養護実習 IV（協力校実習） 
　　○教育実習 III（附属小学校実習） ○教育実習 III（附属中学校実習）
　　○教育実習 III（附属中学校実習） ○教育実習 III（附属幼稚園実習） 
　　○教育実習 IV（協力小学校実習）　○教育実習 IV（協力中学校実習） 
　　○教育実習 IV（協力幼稚園実習） 　○教職論 　○教育実習Ｉ（観察・参加実習） 
　　○養護実習Ｉ（観察・参加実習） 　○教育実習 IV（中学校） ○教育実習Ｖ（高等学校） 
　　○学校教員インターンシップ
　②大学院教育への授業担当状況
　　○生徒指導と子どもの健康課題　○学級・学年・学校経営の実践と課題
　　○学校危機管理の方法論　○教育課程編成の実践と課題
　　○特色ある教育課程の実践と課題　○教材開発と授業デザイン
d) 教職支援部門 ･･･ 教員志望学生に対する教員採用試験受験のための相談・指導業務
　教職相談室利用者数 ( 平成 23 年 12 月 28 日現在 )
対外的な教育・研究活動状況
a) 岡山県教育委員会との連携協力事業
　①教員養成に関する事項
　　　・総合教育センターにおける研修講座の学生及び大学教員への公開
　　　・現職教員等による教員養成への協力
　　　・「教師への道」インターンシップ事業
　　　・大学、大学院での教員養成カリキュラムの改善
　②教員研修に関する事項
　　　・小・中・高等学校の家庭科の系統性を考える－小・中・高等学校の食品群を視点として－
　　　・中・高等学校美術科の授業づくり
　③学校教育上の諸課題への対応に関する事項
　　　・「子どもほっとライン事業（子ども電話相談）」への多面的な連携協力
　　　・生きる力応援プラン「夢さがしの旅」推進事業
　　　・教職員のメンタルヘルス対策
　　　・大学，大学院での教員養成カリキュラムの改善
　　　・高等学校における発達障害支援推進事業
　④その他，両者が必要と認める事項
　　　・附属学校園を活用した研修講座の開催
　　　・生涯学習大学（のびのびキャンパス岡山）「大学院コース」講座の開設
b) 岡山市教育委員会との連携協力事業
　①教員養成に関する事項
　　　・岡山市の教育施設における学校支援ボランティア事業
　　　・大学企画講座における岡山市立学校長等の講演
　②教員研修に関する事項
　　　・中学校地区ではぐくむ！学力アップ事業
　　　・はぐくむ心　あったかハート事業
　　　・教育研修センターにおける研修講座の指導・助言
　③学校教育上の諸課題への対応に関する事項
　　　・ＥＳＤ＝ユネスコスクール推進支援事業＝
　　　・大学生・大学院生との連携
　
c) その他の研究活動
  ① 平成 23 年度日本教育大学協会全国教育実習研究部門　第 25 回総会・研究協議会
　　　・開催日：平成 23 年 10 月 14 日（金）10:00 ～ 17:00　
　　　・場　所：香川大学教育学部　研究交流棟　
　　　・内　容：研究協議会Ⅰ，総会，研究協議会Ⅱ，総合協議
　　
学部 大学院 その他
合計
4 年生 3 年生 2 年生 1 年生 2 年生 1 年生 別科／OB
 利用者総数 2082 162 1 2 123 183 306 3014
新規利用者総数  171  86 1 2  19  22  41  401
d) 全国研究会への参加
　①第 79 回　国立大学教育実践研究関連センター協議会
　　　・開催日：平成 23 年 9 月 16 日（金）10：30 ～ 16:00
　　　・場　所：横浜国立大学教育文化ホール　大集会室
　　　・内　容：総会，議事・報告，講演「新学習指導要領実施に向けて」，情報交換・意見交換
　②平成 23 年度　日本教育大学協会研究集会　
　　　・開催日：平成 23 年 10 月 15 日（土）9:00 ～ 17:30
　　　・場　所：全日空ホテルクレメント高松，サンポートホール高松
　　　・内　容：全体会，基調講演，シンポジウム，分科会（５分科会），ポスターセッション 
　　　・研究発表：全学教職課程における 1 年次プログラム「母校訪問」の取り組みと成果
   　　 ・発表者：髙旗浩志　准教授，後藤大輔　助教
　③第 80 回　国立大学教育実践研究関連センター協議会
　　　・開催日：平成 24 年 2 月 16 日（木）10:30 ～ 16:00
　　　・場　所：東京学芸大学　南講義棟
　　　・内　容：総会，発表，報告，意見交換
外部資金導入状況
a) センター専任教員が研究代表の科研費受給状況
　①科学研究費補助金 基盤研究（Ｂ）「大学と教育委員会連携に基づく「５年後問題」解決の
　　ための教師教育プログラムの開発」　高旗浩志（分担）
　②科学研究費補助金 基盤研究（Ｃ）「小学校理科における児童の「予測と推論」に関する研究」
　　山﨑光洋
b) センター専任教員あるいはセンターとして受給した学内科研
　①学長裁量経費：「高度な専門性と実践的な指導力を有する教師の育成プログラムの開発（３）　
　　－全学教職課程の構築に向けた教職相談室機能の拡充－」及び
　　「優れた実践的指導力を有する教師の育成を目指した教職プログラムの研究開
　　発－教職コア・カリキュラムを支える教材の全面改訂と改善－」300 万円
　　平成 23 年度
　②学部長裁量経費 ･･･ なし
c) センター専任教員あるいはセンターとして受給した外部資金導入 ･･･ なし
d) センター ( 専任教員 ) が他のセンター ( 専任教員 ) と連携して申請した科研費受給状況 ･･･ なし
e)GP 等採択状況
　①大学教育推進 GP「総合大学が担う特色ある教員養成の質保証」平成 21-23 年度
　②（独）科学技術振興機構「理数系教員養成拠点構築事業」平成 22-25 年度　　　
　③文部科学省特別経費事業 教員の質向上に寄与する「大学と学校・教育委員会の協働」の実現
    　－学校教育改善との連動で教員養成教育を進化させる－  平成 23-27 年度
将来構想
平成 21 年度文部科学省大学教育推進 GP に本学から申請した「総合大学が担う特色ある教員養成の質保証」の採
択を受け，従前の「附属教育実践総合センター」を改組し，全学組織として「教師教育開発センター」を平成 22
年４月に設置した。現在，総合大学における特色ある教員養成の質を保証し，かつこれを高めるために，教育行政・
学校現場と連携した全学的取組体制を整備するとともに，全学教職コア・カリキュラムを構築しその運用を進め
ているところである。併せて平成 22 年度より採択の CST 事業に基づき，理数系教員養成事業部門を立ち上げた。
岡山大学教師教育開発センター紀要に関する要項
(趣旨 )
第 1 条 この要項は , 岡山大学教師教育開発センター
　規程 ( 平成 22 年岡大規程第 13 号 ) 第 12 条の規定
　に基づき , 岡山大学教師教育開発センター ( 以下「セ
　ンター」という。) における紀要の刊行に関し必要
　な事項を定めるものとする。
( 名称 )
第 2 条 紀要の名称は ,「岡山大学教師教育開発セン
　ター紀要」( 以下「紀要」という。) とする。
( 内容 )
第 3 条 紀要に掲載する内容は , 主として教師教育 ( 教
　員養成教育 , 現職教育 ) 及び教育実践に関する実践
　的・理論的研究とする。
2 執筆区分は , 次の各号に掲げるとおりとし , 未発表
　のものに限る。ただし , 学会等で口頭発表されたも
　のは , この限りではない。
　一 研究論文
　二 実践報告
　三 研究ノート
　四 資料等
( 発行 )
第 4 条 紀要の発行は , 原則として , 年 1 回とする。
( 紀要編集委員会 )
第5条 紀要の編集のために ,紀要編集委員会 (以下「委
　員会」という。) を設ける。
2 委員会は , センターに所属する教員をもって構成す
　る。
3 委員会は , 原稿の掲載 , 執筆区分 , 掲載順序及び体
　裁等の決定に係る業務を行う。
4 その他 , 委員会について必要な事項は , 別に定める。
( 投稿資格者 )
第 6 条 紀要に投稿することができるのは , 次の各号
　に掲げる者とする。
　一 岡山大学 ( 以下「本学」という。) に所属する教
　　員 ( 教育学部附属学校園の教員を含 む。以下「本
　　学教員」という。) 並びにその共同研究者
　二 その他 , 委員会が認めた者
2 連名の場合 , ファーストオーサーとなることができ
　るのは , 本学教員のほかに , 本学及び兵庫教育大学
　大学院連合学校教育学研究科の大学院生 ( 修了生を
　含む。) 並びに本学の卒業生とする。
3 論文の投稿は ,1 人 3 編以下とし , ファーストオー
　サーは 1 編以下とする。 
4 特別寄稿は , 委員会が認めた者に限る。
( 原稿執筆要領 )
第 7 条 原稿執筆要領については , 委員会にて別に定
　める。
( 投稿原稿の提出 )
第 8 条 投稿原稿の提出にあたっては , 原稿執筆要領
　に従い , 別に定める投稿申込書を添付し , 教育学系
　事務部 ( 以下「事務部」という。) に提出する。
2 投稿原稿は , 毎年 1 月 7 日 ( 当日が土曜日又は日曜
　日の場合は翌勤務日 ) までに事務部に提出するもの
　とする。
( 校正 )
第 9 条 校正は原則として二校までとし , 執筆者の責
　任において行うものとする。校正刷は , 事務部を通
　して受け取り ,5 日以内に校正を終え , 事務部に返
　却する。校正に当た って原文の変更は認めない。
( 著作権 )
第 10 条 紀要に掲載された論文の著作権 ( 電子化・公
　開化することを含む。) はセンターに帰属する。
( その他 )
第 11 条 抜刷 ( 白黒印刷 ) にかかる金額は論文 1 編に
　つき 30 部までをセンター共通経費負担とするが ,
　これを超える金額については , 執筆者負担とする。
( 雑則 )
第 12 条 この要項に定めるもののほか , 紀要の刊行に
　関し , 必要な事項は , 委員会において決定する。
附則 この要項は , 平成 22 年 11 月 29 日から施行し ,
　　  平成 22 年 11 月 1 日から適用する。
附則 この要項は , 平成 23 年 8 月 19 日から施行する。
平成 22 年 11 月 29 日
学 長 裁 定
改正 平成 23 年 8 月 19 日
岡山大学教師教育開発センター紀要原稿執筆要領
1. 原稿の書式
　和文原稿では ,A4 判縦向き , 横書き ,9 ポイント ,23 
字× 45 行 ,2 段組 ,10 ページ以内とする ( ただし 1 頁
目のみ ,50 字の 1 段組として「2. 論文の体裁」の (1)
に記載の事項を記入すること。それ以降については ,
上記の 2 段組の書式を適用する )。マージンは , 上 
30mm, 左右・下 25mm とする。
　英文原稿の場合は ,A4 判縦向き ,10.5 ポイント ,40 
行 ,1 段組 ,20 ページ以内とする。
　原稿は , すべてワードプロセッサで作成し , 図表や
写真等は原稿に貼り付けて , 完全原稿とする。
2. 論文の体裁
　体裁並びに表記の順序は , 次のようにする。
【和文原稿】
　(1) 1 頁目には和文表題 , 和文著者名 ( 所属機関 ),　
　　和文要旨 ( 刷り上り 8 行以内 ), 日本語キーワー
　　ド (5 語以内 ) を順に掲載する。
　(2) 本文
　　章・節・項の見出しを付けて , 読みやすく構成す
　　る。章はローマ数字 (I,II,III・・・), 節は算用数
　　字 (1,2,3・・・), 項は丸付き数字 ( ① , ② , ③ ,・・・)
　　とする。　　
　(3) 注は , 執筆者の任意とする。
　(4) 参考・引用文献は ,　原則として , 著者名 , 文献
　　表題 , 文献名 , 発行所 , ページ , 発行年を含めて
　　表記し , 引用順 , 又は著者名のアルファベット順
　　に並べて本文末尾に掲載する。 
　(5) 原稿末尾に , 英文表題 , ローマ字表記著者名 ( 所
　　属機関 ), 英語キーワード (5 語以内 ) を必ず表記
　　する。なお英文要旨 ( 刷り上がり 10 行程度 ) を
　　付けることが望ましい。
　(6) 英文表題は , 冠詞・前置詞・接続詞 ( いずれも
　　文頭を除く ) 以外の全ての語の頭文字を大文字で
　　書く。
 【英文原稿】
　(1) 1 頁目には英文表題 , ローマ字表記著者名 ( 所属
　　機関 ), 英文要旨 ( 刷り上り 10 行以内 ), 英語キー
　　ワード (5 語以内 ) を順に掲載する。英文表題の
　　体裁は , 和文原稿 の体裁 (6) を参照。
　(2) 本文
　　和文原稿の体裁 (2) を参照。
　(3) 注は , 執筆者の任意とする。
　(4) 参考・引用文献
　　和文原稿の体裁 (4) を参照。
　(5) 原稿末尾に , 和文表題 , 和文著者名 ( 所属機関 ),
　　和文要旨 ( 刷り上り 8 行程度 ), 日本語キーワー
　　ド (5 語以内 ) を必ず表記する。
3. 提出物 
(1) 投稿申込書
　　別添の「投稿申込書」に必要事項を記入の上 , 原
　稿を提出する封筒に貼付し ,(2) 以下の「完全原稿」
　と「原稿を納めた電子媒体」と併せて提出する。
(2) 完全原稿 ( レイアウト済み )
　　図表や写真等が添付され , 刷り上りと同じ体裁の
　原稿とする。図表や写真等を挿入する際には , ファ
　イルの本文中に組み込むか , 適当な大きさに縮小し
　て貼り付けること ( ヘッダとページ番号の挿入は
　編集委員会で行います )。
(3) 原稿を納めた電子媒体 (CD-R,DVD-R または USB 
　メモリ等 )
　　以下のような保存文書ファイルを「最終原稿」と
　して提出する。ファイルの保存形 式は ,MS-Word 
　文書形式 (*.doc または *.docx) とする。
①「最終原稿」に図表や写真等の割付位置を明示
　しているだけの場合 (= 打ち出し 原稿に貼り付
　ける場合 ) は , その図表や写真等のデータファ
　イルを別に添付する こと。
② 図表や写真等について , より鮮明な印刷を希望
　する場合は , そのデータファイ ルを別に添付す
　ること。
③ 図表や写真等は , 特に希望しない場合 , 白黒印
　刷となるので留意すること。カラー印刷を希望
　した場合に発生する差額は執筆者負担とする。
注 1　特殊な外字等を使用している場合は , 拡大文字
で印刷し , 最終原稿上にその場所を明示して下
さい。また数式に使用する文字・記号は明瞭に
記載して下さい。
注 2　原稿を上記形式 (*.doc または *.docx) に変換で
きない場合は , 打ち出した 完全原稿のみを提出
ください。この場合は , 編集はすべて執筆者に
お願いすることになります。
注 3　原稿を納めた電子媒体 (CD-R,DVD-R または
USB メモリ等 ) を郵送する場合 , ディスクの保
護に留意してください。
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